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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２９年９月１２日 

 自 午前１１時１６分 

至 午前１１時２４分 

於 第 1 別館第 1 会議室 
 
 

２、出席委員の氏名 

委 員 長 吉村  洋 君 

副 委 員 長 大場 博文 君 

委 員 田中 愛国 君 

 〃   小林 克敏 君 

 〃   徳永 達也 君 

 〃   山田 朋子 君 

 〃   川崎 祥司 君 

 〃   前田 哲也 君 

 〃   友田 吉泰 君 

 〃   山本 啓介 君 

 〃   坂本  浩 君 
 
 

３、欠席委員の氏名 

な   し  
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な   し  
 
 

５、審査の経過次のとおり 
 

― 午前１１時１６分 開会 ― 
 

【吉村(洋)委員長】ただいまから総務委員会を

開会いたします。 

 これより議事に入ります。 

まず会議録署名委員を、慣例によりまして、

私から指名させていただきます。 

会議録署名委員は、小林委員、坂本浩委員の

ご両人にお願いいたします。 

次に、審査の方法について、お諮りいたしま

す。 

本日の委員会は、平成29年９月定例会におけ

る本委員会の審査内容を決定するための委員間

討議であります。 

 それでは、審査方法について、お諮りをいた

します。審査の方法については、委員会を協議

会に切り替えて行いたいと思いますが、ご異議

ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

ご異議ないようですので、そのように進める

ことといたします。 

それでは、ただいまより、委員会を協議会に

切り替えます。 

しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時１８分 休憩 ― 

― 午前１１時２３分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 

 それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、この後、理事者に正式に通知すること

といたします。 

ほかにご意見はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

これをもって本日の総務委員会を終了いたし

ます。お疲れさまでした。 
 

― 午前１１時２４分 閉会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２９年 ９月２６日 

自  午前１０時 １分 

至  午後 １時４３分 

於  第1別館第1会議室 
 
 

２、出席委員の氏名 

委員長(分科会長) 吉村  洋 君 

副委員長(副会長) 大場 博文 君 

委 員 田中 愛国 君 

 〃   小林 克敏 君 

 〃   徳永 達也 君 

 〃   山田 朋子 君 

 〃   川崎 祥司 君 

 〃   前田 哲也 君 

 〃   友田 吉泰 君 

 〃   山本 啓介 君 

 〃   坂本  浩 君 
 

 

３、欠席委員の氏名 

な  し  
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な  し  
 
 

５、県側出席者の氏名 

警 務 部 長 壱岐 恭秀 君 

首 席 監 察 官 池田 秀明 君 

総 務 課 長 荒木  秀 君 

広 報 相 談 課 長 田川 佳幸 君 

会 計 課 長 井手 孝志 君 

警 務 課 長 田尻 弘久 君 

装 備 施 設 課 長 平戸 雄一 君 

監 察 課 長 杉町  孝 君 

教 養 課 長 近藤 生 君 

厚 生 課 長 山上 信弘 君 

留 置 管 理 課 長 塚本 松一 君 

生 活 安 全 部 長 羽田 敏雄 君 

生活安全企画課長 北村 秀明 君 

地 域 課 長 松岡  隆 君 

少 年 課 長 川口 利也 君 

生 活 環 境 課 長 志岐 俊介 君 

刑 事 部 長 駒田 敏郎 君 

刑 事 総 務 課 長 宮崎 光法 君 

捜 査 第 一 課 長 山口 善之 君 

捜 査 第 二 課 
次 席 調 査 官 

森  広美 君 

組織犯罪対策課長 細田 茂則 君 

交 通 部 長 秋泉 尚寿 君 

交 通 企 画 課 長 佐々 靖弘 君 

交 通 指 導 課 長 杉本 正彦 君 

交 通 規 制 課 長 香田 和郎 君 

運転免許管理課長 式場 龍明 君 

警 備 部 長 西浦 泰治 君 

公 安 課 長 城下  茂 君 

警 備 課 長 吉永  靖 君 

外 事 課 長 川本 浩二 君 
 

 

会 計 管 理 者 野嶋 克哉 君 

会 計 課 長 馬場 直英 君 

物 品 管 理 室 長 吉野ゆき子 君 

出 納 室 長 櫻井  毅 君 
 

 

監 査 事 務 局 長 辻  亮二 君 

監 査 課 長 友田 卓志 君 

 
 

人事委員会事務局長 寺田 勝嘉 君 

職 員 課 長 松尾 康弘 君 
 

 



平成２９年９月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（９月２６日） 

- 4 - 

労働委員会事務局長(併任) 寺田 勝嘉 君 

調 整 審 査 課 長 山田  健 君 
 
 

議 会 事 務 局 長 山田 芳則 君 

総 務 課 長 高見  浩 君 

議 事 課 長 篠原みゆき 君 

政 務 調 査 課 長 本田 和人 君 
 
 

６、審査事件の件名 

○予算決算委員会（総務分科会） 

第71号議案 

平成29年度長崎県一般会計補正予算（第2

号）（関係分） 

第82号議案 

平成29年度長崎県一般会計補正予算（第3

号） 
 
 

７、付託事件の件名 

○総務委員会 

（1）議 案 

第72号議案 

長崎県税条例の一部を改正する条例 

第73号議案 

長崎県県有財産の交換、譲渡等に関する条例

の一部を改正する条例 

第74号議案 

長崎県庁の位置を定める条例 

第75号議案 

長崎県手数料条例の一部を改正する条例（関

係分） 

第78号議案 

契約の締結の一部変更について 

第79号議案 

和解及び損害賠償の額の決定について 

第80号議案 

契約の締結について 

諮問第1号 

退職手当支給制限処分に係る審査請求に関

する諮問について 

諮問第2号 

退職手当支給制限処分に係る審査請求に関

する諮問について 

（2）請 願 

  な  し 

（3）陳 情 

・平成三十年度離島振興の促進に関する要望等

の実現について 

・要望書（平戸市立病院（市民病院及び生月病

院）の医師確保に関する支援について 外） 

・平成29年度要望書（長崎県の施策に関する要

望について） 

・諫早市特別要望（諫早駅周辺整備への協力と

支援について） 

・諫早市政策要望 （九州新幹線西九州ルート

（長崎ルート）の着実な整備について 外） 

・平成29年度 長崎県の施策に関する要望・提

案書 

・要望書（幹線道路網の整備促進について 外） 

・要望書（地域高規格道路「西彼杵道路」にお

ける長崎方面への延伸ルートの具現化につ

いて 外） 

・県の施策に関する要望書 

・市政に関する要望について（「長崎の夜景」

の魅力向上を図る県の取組の推進について 

外） 

・北朝鮮の弾道ミサイル発射に伴う万全の措置

を求める陳情書 

・身体障害者福祉の充実に関する要望書 

・世界遺産「軍艦島」の尊厳を護ることを求め

る陳情書 

・接待飲食等営業の営業時間緩和地域の広域化
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に関する要望書 
 
 

８、審査の経過次のとおり 
 

― 午前１０時 １分 開会 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 おはようございます。 

 ただいまから、総務委員会及び予算決算委員

会総務分科会を開会いたします。 

 なお、小林委員から所用により、本委員会に

出席が遅れる旨、連絡があっておりますので、

ご了承をお願いいたします。 

 それでは、これより議事に入ります。 

 今回、本委員会に付託されました案件は、第

72号議案「長崎県税条例の一部を改正する条

例」ほか8件であります。 

 そのほか、陳情14件の送付を受けております。 

 なお、予算議案につきましては、予算決算委

員会に付託されました予算議案の関係部分を総

務分科会において審査することになっておりま

すので、本分科会として審査いたします案件は、

第71号議案「平成29年度長崎県一般会計補正予

算（第2号）」のうち関係部分であります。 

 次に、審査方法についてお諮りいたします。 

 審査は従来どおり、分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、各部局ごとに、お手元に

お配りしております審査順序のとおり行いたい

と存じますが、ご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ご異議ないようですので、

そのように進めることといたします。 

 次に、審査内容について協議いたします。 

 お手元に審査内容（案）を配付いたしており

ますが、各委員からの自由なご意見を賜りたく、

委員会を協議会に切り替えて行うことといたし

たいと存じますが、ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ご異議ないようですので、

そのように進めることといたします。 

 それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１０時 ３分 休憩 ― 

― 午前１０時 ５分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 

 以上をもちまして、審査内容に関する協議を

終了いたします。 

 ほかに何かご意見等ございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ほかにないようですので、

これをもちまして、委員間討議を終了いたしま

す。 

 引き続き、警察本部関係の審査を行います。 

 これより、警察本部関係の審査を行います。 

 審査に入ります前に、中村捜査第二課長から、

本委員会を欠席し、森捜査第二課次席調査官を

代理出席させる旨の届が出ておりますので、ご

了承をお願いいたします。 

 それでは、これより審査に入ります。 

 議案を議題といたします。 

 警務部長より総括説明をお願いいたします。 

【壱岐警務部長】 おはようございます。本日も

よろしくお願いいたします。 

 まず、警察本部関係の議案についてご説明を

いたします前に、警察職員に対し、9月1日付け

で懲戒処分を実施しております。そのご報告と

お詫びを申し上げたいというふうに思います。 

この事案につきましては、警察署に勤務する

20代の男性事務職員が平成29年6月23日、諫早

市内において、酒気を帯びた状態で自家用車を
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運転する友人の車両に同乗したもので、停職6

カ月といたしました。 

この行動は、警察職員として言語道断であり

まして、県議会をはじめ、県民の皆様に深くお

詫び申し上げます。 

今後、各所属長等に対する指示をさらに徹底

するとともに、これまで以上に職員の信条把握、

指導の徹底を図り、再発防止と県民の信頼回復

に努めてまいります。 

 それでは、警察本部関係の議案について、ご

説明をいたします。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第80号議案「契約の締結について」であります。 

 資料は、横長の総務委員会説明資料、警察本

部の1ページ目をお開き願います。 

 これは、長崎市尾上町に整備する「新長崎警

察署（仮称）」の建設工事に係る請負契約を締

結しようとするものであります。 

 次に、議案外の報告事項について、ご説明い

たします。 

 同じく資料の2ページ目をお開き願います。 

 これは、公用車による交通事故について和解

が成立いたしました9件の合計182万1,293円を

支払うため、8月22日付けで専決処分をさせて

いただいたものであります。 

 この損害賠償金は全額保険から支払われるこ

とになっております。 

 また、公用車による交通事故を減少させるた

め、事故の発生が多い若手職員に対する新たな

対策としまして、今年から警察学校の学生に対

する交通事故防止研修会を実施するとともに、

警察署等におきましても安全運転指導員による

運転未熟者への教養や訓練を強化し、事故防止

に取り組んでおります。 

 今後も引き続き、交通事故をはじめとする損

害賠償事案を起こすことがないよう、指導を徹

底してまいりますので、ご理解をお願いいたし

ます。 

 このほか、犯罪の一般概況について、ストー

カー及び配偶者等暴力事案の認知状況について、

特殊詐欺の被害防止対策について、暴力団対策

について、少年非行の概況について、生活経済

事犯の取締り状況について、交通事故の発生状

況についてにつきまして、縦長の総務委員会関

係議案説明資料に記載したとおりとなっており

ます。 

 以上をもちまして、警察本部関係の説明を終

わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。 

【吉村(洋)委員長】 以上で説明が終わりました

ので、これより議案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

【川崎委員】 1 点だけ、県庁舎の整備と同じこ

とですが、地元の事業者をとにかく一生懸命使

っていただいて、地元に経済効果をということ

は努力を図っていただきたいと思いますが、数

字的なことでよく承知をしておりませんけれど

も、いわゆるＷＴＯにかかわるような案件なの

か、そうじゃなければ、いろいろ縛りが可能か

と思いますが、ご所見を賜りたいと思います。 

【平戸装備施設課長】 新長崎警察署の建設工事

につきまして、ＷＴＯの対象工事か否かという

お尋ねでございます。予定価格 24 億 7,000 万

円以上の契約になりますので、ＷＴＯの対象工

事でございます。 

【川崎委員】 そうしますと、新県庁舎の時も随

分この辺は悩ましい問題だったんです。いわゆ

る縛りがなかなかかけづらいというようなこと

ですから、これは受注者に対して、お願いレベ
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ルかとは思いますが、そういう取組については、

いかがでしょうか。 

【平戸装備施設課長】 当該工事は県の建築課に

委任をしているわけでございますが、元請の工

事受注者に対しまして、県内企業の活用を最大

限図るようにという要請を行うものと承知して

おります。 

【川崎委員】 要請を行うだけではですね。この

総務委員会でも、この件は新庁舎のところでは

随分議論をしたんです。数字もきちんと報告が

来ています。県内事業者がどれだけ受注をされ

たのかという件数やパーセンテージ、その辺を

しっかりと押さえていただいて、建築課に任さ

れているのかもわかりませんが、情報は入手を

していただいて、この比率をいかに高めていく

かということについては、しっかりと努力を最

大限、最後までやっていただきたいと思います

ので、これは要望にかえたいと思います。よろ

しくお願いします。 

【吉村(洋)委員長】 ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ほかに、質疑がないようで

すので、これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。 

 議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。 

 第80号議案は、原案のとおり、可決すること

にご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、第80号議案は原案のとおり、可決す

べきものと決定されました。 

 次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について説明を

求めます。 

【壱岐警務部長】 「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき本委員会に提出いたしまし

た警察本部関係の資料について、ご説明をいた

します。 

 1,000万円以上の契約状況につきましては、6

月から8月までの実績は、資料に記載のとおり

16件となっております。このうち、長崎県警察

本部通信指令システム等用地図データベース使

用許諾契約の1件を随意契約しているところで

あります。 

 以上をもちまして、警察本部関係の説明を終

わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【吉村(洋)委員長】 以上で説明が終わりました

ので、まず、陳情審査を行います。 

 配付いたしております陳情書一覧表のとおり、

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い

ます。陳情番号30番と34番。 

 陳情書について、何かご質問はありませんか。 

【前田委員】 陳情書の 34 番について質問させ

ていただきます。6 月定例県議会でも一部質問

をさせていただいたのですが、昨年の風営法の

改正に伴っての措置として、県警も適時、しっ

かり取り組んでいると思うんですけれども、県

内において時間の延長の許可が出ているところ

が長崎の銅座地区と佐世保の京町地区の 2 か所

ということの中で、今回の陳情に上がっている

ように、料飲業の生活衛生同業組合、各地域の

ところから、その延長、営業時間の緩和につい
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て声が上がっておりました。その際、6 月定例

県議会の中で私も質問させていただいたのです

が、国のほうと協議をしたいというようなお考

えを示されたわけですが、その後、正式にこう

いう陳情が上がる中で、これからの県警の取組

として、この要望に関して、どういう形で対応

できるのか、その考え方や、もしその対応をす

るということであったら、そのタイムスケジュ

ール等も含めて説明を求めたいと思います。よ

ろしくお願いいたします。 

【志岐生活環境課長】 ご質問の件につきまして

は、まず清浄な風俗環境の保持という点も含め

まして、風営法等の関係法令の基準を満たせば、

営業時間延長の許容地域の指定の拡大を図りた

いという考えのもとに、現在、もう既に検討と

調査に入っております。 

 具体的には、前回の総務委員会の時にも触れ

ましたけれども、1 平方キロメートル当たり、

風俗営業とか深夜酒類提供飲食店あるいは興行

場営業とか、そういったものが概ね 300 店舗以

上あるところなんですけれども、それでは、こ

れより狭い地域についてはどうなのか、例えば

0.5 キロメートル掛ける 0.5 キロメートルの面

積で言えば 0.25 平方キロメートルはどうかと

いうことで、警察庁にも質疑をしましたところ、

密度さえ変わらなければ狭くなっても構わない

という見解をいただきました。そういった見解

を踏まえて、現在、県内の主要な市を中心に調

査をかけているところでございます。 

 今後のやり方といいますか、まずそういった

広さの基準、密度の基準を満たすところがある

のかどうかといったところの結果を踏まえて、

例えば、その地域が、単に飲食店だけがあるの

ではなくて、一つの歓楽街的な体をなしている

地域かどうか、そういった点を検討、判断して

いきたいと考えております。それに加えまして、

当然、時間を延長することによって、営業に伴

う喧騒、例えば営業所から出る騒音とか、ある

いはお客が騒ぎ立てる声、こういったことによ

って周辺の地域に及ぼす影響があるのかないの

か、あるいは青少年の健全育成上、何か悪影響

がないのかどうか、こういったことも検討しな

ければなりません。そのためには、地域の住民

の方々等の意見を聞きながら、総合的に判断を

していきたいと考えております。 

 タイムスケジュール的な部分につきましては、

そういった点をよく判断しなければいけません

ので、できるだけ早くやりたいと思いますけれ

ども、慎重にやっていきたいと思っております

ので、すぐすぐということはなかなか難しい面

もあると思いますけれども、早くやるよう努力

してまいりたいと思います。 

【前田委員】 中央との交渉も含めて前向きに取

り組んでいただいているということで、ぜひそ

ういう調査を、料飲業の方々も協力する姿勢は

あると思うので、お互い連携しながら進めてい

ただいて、できましたら来年度、これは条例で

すから、地区を追加するということになるので

しょうから、新年度、そういう手続がとれるよ

うにしていただきたいと思っています。 

 ただ一方、お願いするばかりじゃなくて、生

活衛生同業組合、業界のほうも、しっかりと改

正法にのっとって、接待を伴うような業に対し

ては、申請をきちんとやってもらうということ

も大事だと思っていますので、そこは業界のほ

うも、当然求めるだけじゃなくて、しっかり責

務を果たすような指導をしてもらいたいと思い

ますし、過去において、本来だったら、病院と

か周辺地区で風営法に基づく接待業ができない

ところもやっている実態が多分あると思うんで
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す。そういうところを今後どういうふうに適正

に指導していくかということについても、業界

のほうと相談をしながら、指導しながら、きち

んとした申請をしていただきたいと思っていま

すが、以前お話しした、申請件数がまだまだ出

ていないので、申請に対する事務の対応という

のは、しっかりできているというふうな理解を

していいですか。何か月も待たせるとかいうこ

とはないような形でやっているという理解をし

ていいかどうか、そこだけ一言だけ。 

【志岐生活環境課長】 ご質問の申請の関係につ

きましては、従来同様、遅れがないように、き

ちんとやっております。また、それに伴って、

例えば、許可が遅かったとか、そういった苦情

とかも、今のところ把握はしておりません。 

【吉村(洋)委員長】 ほかに、質問はありません

か。 

【川崎委員】 30 番の 5 ページですけれども、

14 の（1）と（3）について、お尋ねをいたしま

す。 

 （1）は、音響式信号機が設置されていない

横断歩道にも視覚障害者の皆様に資するエスコ

ートゾーンの設置ができるようご配慮ください

という要望があります。県警の方針では、設置

をしないということが記述されておりますが、

まず見解をいただきたいのと、このご要望にど

う対応されていくのか、お尋ねしたいと思いま

す。 

 そして、続けて申し上げますが、（3）の「横

断が困難な信号機の見直しについて」というこ

とについては、音響式信号機、音響のお知らせ

をする装置の設置をして安全を高めていただき

たいというご要望でしたが、この点についても

あわせてお尋ねをいたします。 

【香田交通規制課長】 県警では、高齢者等の交

通弱者の方の交通事故防止の対策として、音響

式信号機の整備というのを進めております。そ

の関係で、音響式信号機とエスコートゾーンと

いいます横断歩道を安全に横断できるようなで

こぼこした形ですけれども、それにつきまして

は現在、県警本部としては、音響式信号機とエ

スコートゾーンというのは別々に考えるもので

はないと考えておりますので、順次、そういう

ご要望があるところからそれぞれ整備を進めて

まいる考えでおります。 

 エスコートゾーンの整備につきましては、今

申し上げたとおり、信号機と点字ブロックとの

つながりがございますので、その辺も踏まえて

整備をするようにしております。 

【川崎委員】 わかりました。まず 1 は、音響

式信号機が設置されているのとエスコートゾー

ンはセットであるというのが県警の考え方と。

今ないということであれば、それはセットで整

備をする、そういった方針であると。じゃ、随

時チェックをいただいて、ご要望のところがあ

れば対応をお願いしたいと思います。 

 3 は、繰り返し質問いたしますが、これは音

響式信号機じゃないところに音響装置を設置し

てほしいというご要望です。特に、歩車分離式

信号機というご要望ですが、この点についての

ご見解を賜りたいと思います。 

【香田交通規制課長】 歩車分離の信号機につき

ましては、現在、歩行者の交通量とかを勘案し

まして整備を進めているところでございます。

例えば、この近くの夢彩都の前なんかが一番分

かりやすい例だと思いますけれども、余りにも

交差点が大きなところにつきましては、なかな

かエスコートゾーンをつけるというのは道路環

境的に厳しいような情勢になっております。と

いいますのが、交通量の流れとかによって傷み
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も激しくなりますし、逆に、なかなか整備する

ことが厳しいような情勢でございます。ですか

ら、歩車分離の信号機というのは、あくまでも

歩車分離されまして、その時には安全に歩行者

の方が渡られるという状態を確保しております

ので、その点につきましては、歩車分離式の信

号機とエスコートゾーンというのは整備をしに

くいような状況になっているというふうに説明

をしたいと思います。 

【川崎委員】 このご要望は、色の判別がしづら

い方が求められていることなんです。セットで

設置するということについては先ほど説明があ

りましたが、要するに、信号が判別できないの

で、音で補助していただきたいということなん

です。だから、エスコートゾーンのところまで

及んでいなくて、それをサポートして安全に渡

りたいということです。 

【香田交通規制課長】 音響式につきましては、

今、私が申しました以外に、耳の不自由な方、

目の不自由な方、さまざまな交通弱者の方がお

られます。それに対応するためには、委員が言

われたとおり、目の不自由な弱者の方には音響

式というのは横断するのに安全を確保するもの

に必要だと思いますので、随時、そういうこと

であれば、その場所場所ごとに対応して、適宜

整備を進めていきたいと考えております。 

【川崎委員】 1 にしても 3 にしてもそうですけ

れども、具体的に、ここにという要望が届いて

いると認識をしているのですが、個々に検証し

ながら、例えば、設置計画を持って進めて、以

前も私は同じ質問をしたことがあるんです。随

時やっていますよということでしたけれども、

ご要望に向けて前向きに対応されているのか。

実績、例えば、何件ご要望が来て、何件対応し

ましたというのが分かれば。分からなければ、

後ほどでも結構ですけれども、ご連絡いただけ

ればと思います。 

【香田交通規制課長】 確かに県警本部のほうに

は、そういうふうな要望も承っておりますので、

それにつきまして要望内容や現場の状況を踏え

て順次整備をしていきたいと考えております。

ただ、今、手元にございませんので、後ほど、

具体的にお示しをしたいと考えております。 

【吉村(洋)委員長】 ほかに、質問はありません

か。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ほかに質問がないようです

ので、陳情につきましては、承っておくことと

します。 

 次に、議案外の所管事務一般に対する質問を

行うことといたします。 

 まず、「政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料」について、質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ないようですので、次に、

議案外所管事務一般について、ご質問はありま

せんか。 

【坂本(浩)委員】 和解及び損害賠償の額の決定

ということで、今回、9 件、182 万円余という

ことで専決処分しております。この 9 件という

のが、説明を受けた時に、ちょっと今回多いの

かなというふうな感じがしたんですけれども、

そこら辺の認識はいかがなんでしょうか。 

【杉町監察課長】 前回の 6 月定例県議会で 6

件、今回 9 件ということで、例年より若干多い

のかなと感じております。 

【坂本(浩)委員】 交通事故ですから、故意、そ

ういうものじゃなくてあるんだろうと思うんで

す。それで、今後の対策として、今年から警察

学校の学生に対する交通事故防止の研修会を実
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施するということなんですけれども、今まで、

こういったことがあったのかなかったのか、今

年からと書いていますから、なかったのでしょ

うか。 

【杉町監察課長】 これまで警察学校での教養は

やっておりませんでした。今年度が初めてであ

ります。先週、実施をしております。 

【坂本(浩)委員】 ということは、6 月定例県議

会で 6 件、今回 9 件ということで、これまでは、

そんなになかったというふうなことなんですか。

だから対策がなかったというふうな理解でよろ

しいのでしょうか。 

【杉町監察課長】 今回、警察学校で実施をしま

した教養につきましては、警察学校の生徒を対

象に実施しております。警察学校は、早い段階

から公用車の事故防止に対する意識を植え付け

る、注意喚起しておくというふうな趣旨で開始

をしております。 

【坂本(浩)委員】 今までは、警察学校じゃなく

て、例えば警察署とかそういうところでやって

きたということで理解していいんですか。 

【杉町監察課長】 そのとおりでございます。 

【坂本(浩)委員】 わかりました。 

 不測の事態というか、出会い頭とか、そうい

うふうなやむを得ない部分もあるんだと思いま

すけれども、ぜひ警察学校の若い時から事故防

止の研修会をまたさらに強化していただきたい

という要望をお願いいたします。 

【山田(朋)委員】 同じ内容ですけれども、今回

9 件事故が起きているということであります。

決して少ないという認識は私は持っていないこ

とを冒頭申し上げたいと思います。 

 その上で、これを全部見ると、過失が 100％

ばっかり 9 件あるかと思います。普通、動いて

いる車だと 9・1 だったり 8・2 だったりすると

思うんですけれども、その中で、大学敷地内、

駐車場内が 4 件で、残りは道路だと思われるん

ですけれども、100％ということは、どういっ

た内容が多かったのか、その辺を教えていただ

けますか。 

【杉町監察課長】 今回 9 件の事故のうち、7 件

が捜査中または駐車中の事案であります。この

7 件につきましては、交通事故それから犯罪被

害等で、早く現場に臨場して早急に処理しなけ

ればならないといった気持ちが裏目に出て、焦

りや緊張から、結果的に損害賠償事案を発生さ

せたというふうなことで、県民の皆さんには大

変申し訳なく思っております。 

 昨日も大村のほうで、今回事故を起こした者

など 13名を集めて教養を実施したばかりです。

今後も、再発防止に向けまして教養それから指

導をやっていきたいと考えております。 

【山田(朋)委員】 捜査中が 7 件ということであ

りました。急いで現場に行かなければいけない

という、今おっしゃったとおりかと思います。

私も経験がないから分かりませんけれども、相

当焦っていらっしゃるんだと思いますけれども、

結果、これによって捜査に行く時間が遅くなり

ますよね。ですので、いろいろと各種取組をい

ただいていることはよく存じ上げております。

どうしても事故を繰り返す方が多いという傾向

にあるということと、あと、朝、パソコンを起

動したら、過去の事故の危険な画像が流れたり

して警告というか、注意喚起を促す取組もして

いただいていることもわかっております。あと、

もちろん車に乗る時間が多いこと、機会が多い

ことで言うと、警察とか、バス事業者、タクシ

ーとかは事故率が多くなるということも理解を

しておりますが、保険で相手方の分は賄えたと

いうことで理解していいですか。公用車も一部
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修理代がかかっている分は、県費が出されたと

理解していいでしょうか。であれば、9 番に関

しては大きな額も一部あるようですので、こう

いうところは、警察が事故をするというと、一

般の県民の方も余りイメージが湧かないことか

なと思いますので、いろいろと緊急で急いだり

する部分というのも多くあると思いますけれど

も、ぜひ注意をいただいて、この件数が少なく

なることを本当にお願いしたいと思います。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 

【友田委員】 道路使用許可の件でお尋ねをした

いと思います。一般的に、道路の街路樹だとか

を業者の方が剪定したりする時には、道路使用

許可を出して、そして誘導員等をつけてやられ

ていると思いますけれども、近年、県道は、な

かなか県が、そういう事業をやらないでくださ

いと言うんですけれども、それぞれの市町にお

いて市道などについては、住民の皆さんの協力

をいただきながら清掃活動などをやっていると

ころがあります。つい最近、そういった場合に

ついても道路使用許可が必要じゃないかという

ような声が一部にあったようで、市等において

も、自治会等でやる場合についても道路使用許

可を出してくださいというようなことを指導し

ていると伺っています。そういった時に、従来

であれば、印紙で道路使用許可の使用料を払う

のですが、この件についてお尋ねをしていたら、

今年度になって、そういったボランティアにつ

いては免除をしているということをお伺いした

んですけれども、どういったケースであれば、

その適用が受けられるのか、このあたりについ

てお知らせをいただけませんか。 

【香田交通規制課長】 ただいまご質問のありま

した道路における美化清掃の関係でございます

けれども、ご説明のあった美化清掃自体につき

ましては、道路使用許可の対象となります。た

だし、今おっしゃられたような自治会とか、子

ども会、そういう地域の単位の団体がボランテ

ィアだとか、健全育成の目的で美化清掃活動を

行う場合につきましては、道路使用許可の手数

料 2,400 円については免除となっております。

また、県内では、複数の地域でボランティアに

よる道路の美化清掃を行う場合、市とか町が取

りまとめをして道路使用の手続をされている自

治体もございます。ですから、こういう場合は、

まず所轄のほうに相談をしていただければ、い

ろんなアドバイスができると考えております。 

【友田委員】 そうすると、今、そういった美化

活動を行政ではなかなか担えないものですから、

おっしゃるとおり、それぞれの自治会やボラン

ティア団体に委ねている部分があるわけですね。

そういった時の、例えば重機を使って、その重

機のリース料だとか、オペレーターの費用、こ

ういったことについては行政が補助金を出して、

その分は行政が見ますと。あと具体的な作業に

ついては、皆さんのボランティアでお願いしま

すというケースがあるんですけれども、こうい

った行政が一部補助金を出しているケースにお

いても、主体がボランティア団体であれば、こ

の免除の適用を受けられるという認識でよろし

いですか。 

【香田交通規制課長】 そのとおりでございます。

あくまでもボランティア、社会的な奉仕活動と

か、健全育成、そういうふうな目的でございま

したら、包括的に免除規定に該当します。なか

なか道路使用許可というのは、初めての方は手

続が難しいものですから、できれば市とか専門

的な方のアドバイスとかいうものがあれば、警

察とのやりとりもスムーズにいくのではないか

と考えております。 
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【友田委員】 分かりました。では、是非それぞ

れの自治体、市町に対して、こういった適用を

受けていますということを十分周知していただ

きたいと思います。そのあたりが若干まだ担当

者ベースでは周知できていなかったことを伺い

ましたので、ぜひ今後、県下それぞれ 21 市町

に対して、こういったボランティアについては

免除がありますので、道路使用許可をまずとっ

てくださいと、そして、こうなりますからとい

うことの手続のやり方だとか、今おっしゃった

とおり、必要なことについては所轄の警察署と

十分話し合ってほしいというようなことを周知

していただきたいと思います。要望しておきま

す。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 

【川崎委員】 特殊詐欺への対応について、お尋

ねします。説明では、対前年から増加傾向にあ

るというふうにお話がありました。特殊詐欺に

ついて、最近、新聞報道もあっている中で、以

前から何度も取組について確認をしております

が、録音をする電話機 950 台を無償配付して取

り組んでいると。実績は、今のところ被害はな

いという報道があっていました。まず、そこに

ついての見解を問いたいのと、これだけ効果が

あるということであれば、もっともっと普及に

向けての取組を加速度的にやっていくべきだと

思いますが、ご所見を賜りたいと思います。 

【北村生活安全企画課長】 委員からご質問があ

りました件は、警告電話、いわゆる撃退器とい

うことで話をしますが、特殊詐欺のうち、特に

オレオレ詐欺、還付金詐欺につきましては電話

を利用するということがございます。その電話

を利用させないことが犯罪被害防止という面か

らは非常に有効ではないかと考えておりまして、

この撃退器の普及に努めているところでありま

す。 

 先ほど委員がおっしゃいました950台につき

ましては、現在、貸し出しをやっておりまして、

本年 1 月に、そのうちの 150 世帯を抽出いたし

ましてアンケートをとらせていただいたところ、

98％の方が満足をしているということで回答

がございましたので、使った方々についても、

非常に有効だろうということで現在も貸し出し

を進めております。 

 県警としましても、できるだけ多く運用をし

てまいりたいと考えておりますが、これにつき

ましては自助努力をしていただいて、この貸し

出しをしている期間に有効性を実感していただ

ければ、自ら購入をしていただくという方向で

検討をお願いしているところであります。 

 ただ、我々としましても、できるだけその経

験をしていただくというところで、県警のみな

らず、各自治体等に働き掛けを行っておりまし

て、自治体の中には、機器の購入費の補助をし

ているところも出てきておりますし、また、企

業の中には、防犯ＣＳＲ活動、いわゆる地域貢

献活動として機器を購入していただいて、地区

の防犯協会に寄贈をして活用させていただいて

いる事例もございますし、県におきましても、

購入していただいて、各市町で活用していただ

くということを現在進めておられるということ

を聞いておりますので、そういったところも含

めましてやっていきたい。また、最近は、実際

どんなものかというところを報道機関等にご紹

介して、有効性を伝え、それからどんな機械な

んだというところの広報啓発に努めているとこ

ろでございます。 

【川崎委員】 市町の補助の取組とかということ

も徐々に出てきているということは非常に歓迎

すべきことです。 
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 設置してもう随分期間がたって、いまだ被害

ゼロと、効果てきめんということなので、これ

に力を入れていただきたいと思うんですが、例

えば、敬老会とかで、こういったものが非常に

効果的ですよとお話をしますが、正直、ご存じ

ない。申し上げたいのは、ＰＲに力を入れてい

ますよ、入れていきますよということでしたけ

れども、いまだになかなかそういったことが伝

わっていないということから考えて、もっとこ

ういう水際対策の効果をよりきちんと皆様にお

知らせする方法は、もう少し手法を変えてやら

ないといけないと考えます。ＰＲをどういうふ

うに強化していくかということは真摯にご検討

いただきたいと思います。 

 あと、出前とかいう表現なのでしょうか、時々

皆さん、出張して劇をやりながら取り組まれて

いますが、小さな単位かもわかりませんが、例

えば、敬老会の時に足を運んで、おもしろおか

しく実演をしながら、具体的に「ああ、そうな

んだな」と納得いただけるような取組とか、そ

ういったものを是非ご検討いただきたいと思う

んですけれども、いかがでしょうか。 

【北村生活安全企画課長】 委員ご指摘の件につ

きましては、我々としましても、先般、被害者

の方のアンケートをとらせていただいた中で、

自分はだまされないんだと思っておられる方が

8 割以上を占めておられるというようなアンケ

ート結果も踏まえまして、危機感をお持ちでは

ない方にアピールをするとしても、なかなか効

果が上がらないところもございますので、先般、

敬老の日がございましたけれども、この機器を

紹介いたしまして、子どもさんだとかお孫さん

に対して、おじいちゃん、おばあちゃんへのプ

レゼントにどうですかとか、高齢者に限らず、

高齢者を取り巻く方々、またご家族以外にも、

そこでケアをされている方々にも、こういった

ものがございますよというご紹介をするとか、

そういったところで少し方向性を変えて今後と

もやっていかなければいけないということで、

分析、検討を今後とも進めまして、対策を進め

てまいりたいと考えております。 

【川崎委員】 是非よろしくお願いします。 

 被害が発生し、皆様がそれを取り締まるとか、

犯人を見つけるということにかかわるコストと、

例えば、未然に防止するためのＰＲに力を入れ

ているコスト、そういった角度からも見合わせ

ていけば、恐らく、未然防止に取り組むほうが

費用対効果は非常に高いと思いますので、これ

は一回やればおしまいということではなく、高

齢化が進んでいますから、より一層力を入れて

いただきたいと要望いたします。 

 次に、インバウンド対策です。先般、クルー

ズ船の客が覚醒剤を所持していたという報道を

見ました。今年度、この調子でいくと訪日客が

2,800 万人に上るというふうに激増していて、

この激変に対しては、さまざまな課題も出てき

ているのは事実かと思います。こういうふうに

犯罪が際立ってくると、せっかく観光で経済を

活性化しようという時に、水を差すようなこと

になってくるかと思います。そういった意味で

も、皆様方には、引き続きこういった対策を強

化していかなければいけないかと思います。少

し総じた形のご所見をいただきたいのですが、

増加するインバウンド対策として、県警として

どう取り組んでいこうとされているのか、お尋

ねをいたします。 

【川本外事課長】 委員ご指摘のとおり、クルー

ズ船の寄港等で外国人の来県が非常に増加傾向

にございます。警察といたしましては、入国管

理局、税関、海上保安庁などの関係機関と連携
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の上、所要の対応を行っております。クルーズ

船につきましては、乗客に紛れて、大きく言え

ばテロリストもしくは犯罪者等の入港の可能性

もあることから、そういった人物の入国を阻止

するために、水際対策を積極的に推進させてい

ただいているところであります。また、関係機

関と連携いたしまして、不審者発見に向けた情

報収集、情報の共有、また住民の皆さんに対す

る通報協力依頼を積極的に行っているところで

ございます。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 

【山本(啓)委員】 おはようございます。 

 6 月定例県議会の一般質問において、犯罪被

害者条例等についての質疑をさせていただきま

した。振り返れば、その中のやりとりは、全国

的に見て、国の基本法に伴う各自治体における

計画または窓口等相談の場所の設置等々、そう

いった内容については、それぞれの自治体は当

然取り組んでいるけれども、しかしながら、条

例というものに力を感じ、その被害者支援の充

実とスピード感、そういったものを求める被害

者の方々、都道府県も含め各自治体、そういう

方々からの条例化の求めが多いですよという話

をしました。 

 本県においては、この計画はもちろん策定さ

れ、10 年以上に及ぶ取組がなされ、先頃も 3

次計画というものがなされています。しかしな

がら、新聞報道またはニュース等々でも、県内

における被害者の方々の声は、やはり支援の内

容についての充実はもとより、発生時における

心のケアというよりも生活のケアとか、さらに

は激変する生活環境や県民、市民からのいろん

な目、そういったものに対する対応、さらには

時間がたった後は、物心両面における支援、さ

らには寄り添い続けていただける専門家による

支援。犯罪被害者の内容というのはさまざまで

ございますので、求められるものもさまざまで

ありますが、しかしながら、共通して印象を受

けるのは、足りていないというものでありまし

た。 

 そこで、私は知事に対して、現在の計画に定

める内容を履行しているということであるけれ

ども、それが足りていないという実情があるじ

ゃないかと、次のステップに上がっていくため

にも、ぜひ条例化というものを進めることによ

って、県民そして県下全域が一体となって、各

自治体も連携をしてやっていく必要性があると

いう訴えをしました。しかしながら、答弁は、

計画の内容で足りているということであったの

で、その中身を少し、基本的には環境生活委員

会が所管する県民生活部のほうであろうかと思

いますが、直接被害者の方々に接していらっし

ゃる警察関係者の方々に少しお尋ねをしたいと

思います。 

 今までのやりとりの中で、条例化における必

要性というものは置いておいても、現行の計画

の中での取組において、現場でさまざまな被害

者の声というのは今も上がってきているとは思

うのですが、まず、警察が今、そういったご意

見をお受けしている方法について、説明をいた

だきたいと思います。 

【田尻警務課長】 委員がご質問の被害者の方々

からどういう形で要望とかご意見を収集してい

るかということでございますが、犯罪被害者の

方の心情に配意しますと、統一的な形で一斉に

やるというのはなかなか難しいところがあろう

かと思います。ある意味、二次被害が発生する

可能性もあります。警察としましては、先ほど

委員の話にもありましたように、被害者の方に

まず最初に最も身近なところで支援を行う、こ
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れは警察の仕事と思っております。実際に被害

者の方とお話ししていく中で、先ほど委員がお

話しされたとおり、まず、被害者の方の身体的

な負担を軽くしてほしい、続いて精神的な部分

の負担を軽減していただきたい、そして経済的

な面での負担も担っていただきたいというのが

大きな意見でございます。 

【山本(啓)委員】 まさしく今お話しいただいた

とおり、大きな何かしらの箱の中に、多くの被

害者の方々に入っていただいて一斉に聞き取る

とか、そういったことは全くもってできないも

のであります。その中において、個別にしっか

りと話を聞いていく姿勢というもの、または個

別にしっかりと支援をしていく姿勢というもの

がそこに環境としてなければ、被害者の方々が

求めるものというのは、なかなかお応えできな

いんだろうなということは理解できる話です。

さらには、身近に寄り添って対応していかなけ

れば困難だと。 

 しかしながら、行政においてもそうですし、

警察行政においてもそうだと思います。担当者

というのは異動を繰り返しますね。引き継ぎは

されていても、次の方はこの方ですから、とい

うのは非常に困難なところがある。そこに継続

的に、そして永続的には難しいのかもしれませ

んが、長い期間、落ちついて対応いただく専門

的な知識を持った人材というのは必要なのかな

と思いますが、その専門的な知識、心のカウン

セラーとか、身体的なものも含めてですが、そ

ういった部分の対応というのは、現状どのよう

になっていますか。 

【田尻警務課長】 委員ご指摘の、いわゆる長期

間のケアをどうしていくかということでござい

ますが、先ほど申されましたように、警察職員

にありましては、やはり一定の中での異動等が

ありますので、それについては確実な引き継ぎ

を行って、被害者の方々の心情に配意した支援

を継続していっているのが現状でございます。

先ほど、特に心のケアの問題と思いますけれど

も、カウンセリングを公費負担で実施しており

ます。これは犯罪被害者支援センターの中で臨

床心理士を紹介していただくというところにな

りますし、警察部内でもカウンセリングができ

る人物がおります。必要により、被害者の心情

に配意しながら、部外の臨床心理士、医師、あ

るいは部内のカウンセリングができる担当者に

おいて、カウンセリングを継続的に実施してい

るところでございます。 

【山本(啓)委員】 ありがとうございます。 

 2016 年 4 月に第 3 次の長崎県犯罪被害者等

支援計画というものを新しくされました。その

中で定められている 4 つの項目について、お尋

ねをいたします。1 つ目が、自治体の窓口の設

置・充実、2 つ目に、専門職の活用と連携、そ

して 3 つ目が、地域住民への周知、4 つ目、自

治体間での連携協力の促進、これら 4 つをさら

に強化そして充実させるために 3 次計画を策定

したというような説明を先般もいただきました。 

 まず 1 番目の自治体の窓口の設置・充実、そ

して 2 番目の専門職の活用と連携、今の説明の

中にもあったわけですけれども、これらが各 21

市町に徹底がされているかどうか。県の計画は

県が定めるものですので、各自治体はそれぞれ

が独立しているという認識で説明をいただきま

したが、最後には、自治体間での連携、協力の

促進とあるんです。やはりそこはひとつ県がし

っかりとしたリーダーシップを発揮して、この

1 番、2 番の窓口の設置や充実、専門職の活用

と連携等々はしていく必要があると思いますが、

把握されている範囲で結構です、窓口の設置・
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充実や専門職の活用と連携、県下の状況はどの

ようになっていますか。 

【田尻警務課長】 窓口の設置、あるいは自治体

との関係ということでございますが、警察にお

いては、各警察署において、被害者支援に携わ

れる機関とか団体をメンバーとしてのネットワ

ークを活用しております。その中で、自治体の

方も当然参加されておりますし、医療関係者等

も参加しておられます。そういうネットワーク

を活用して、そういう窓口の適切な設置、ある

いは医療関係者との連携について強化を進めて

いるところでございます。詳しい数字は、手持

ちがございませんのでお答えできないところで

ございます。 

【山本(啓)委員】 確認をさせていただきますが、

今の説明の窓口の設置等々は、警察においてと

いうことですよね。警察の各自治体の中で、全

部が 100％そうされているかどうかについては

把握されていないということですか。 

 そこで、1 つ問題なのが、今の計画の中にお

いては、そういった取組の徹底というのが果た

されていないんじゃないかという疑問を私自身

が持つんです。県下全域において、県がリーダ

ーシップを発揮して、それぞれの市町において、

被害者の窓口はここですよ、被害者支援につい

ての専門家は配置していますよ、こういった相

談については、こういう対応をしますよという

部分が発揮されていない。そして、先ほどの 4

本の柱の中の 3 つ目の地域住民への周知につい

ても、このような状況であれば、徹底されてい

ない状況というのがあるのかなと。 

 2016 年 4 月に新たな 3 次計画がスタートし

ていますが、実は、これはもうさかのぼること

13 年前から国の基本計画と基本法というのは

定められて、13 年たった後の 3 次計画ですから、

問題意識が提示された後に、県の取組というの

が 13 年間においても、まだその部分で果たさ

れていない現状というものを確認できたのかな

と思うんですけれども、いかがですか。 

【田尻警務課長】 先ほど委員も説明になられま

したが、既に 3 次計画ということで、もう十数

年来取り組んできております。県警といたしま

しても、特にさっき申しましたが、犯罪被害者

の方とか遺族の方に最初に接触して、そして被

害者支援を継続的にやっている、そういう立場

でございます。より多くの県民の方に被害者支

援のあり方、あるいは理解を深めていくという

ことについては、県警としても、今以上に取り

組んでいく必要があろうかと思っております。 

【山本(啓)委員】 やはり条例によってどうこう

というよりも、犯罪被害者支援は、誰が対象か

といえば、一義的には被害を受けられた方であ

ろうかと思いますが、しかしながら、全体を見

ると、我々県民や多くの国民がいつそのような

状況になるかわからないわけですから、もとよ

りこの犯罪被害者の対象は我々全員だと思うん

です。それらに対して現場からすぐに対応でき

るのは警察関係者の方々ですから、多くの報道

においては、警察関係者の方が長年にわたって

被害者に対して寄り添って対応されてきたとい

う記事も目に触れることが多くあります。さら

には、現在、犯罪被害者支援センター等々の組

織関係においても、やはり警察ＯＢの方とか、

関係者の方々が引き続き、その業務に当たられ

ているということも理解します。しかし、これ

は県警のみの話ではなくて、長崎県全体が県下

の県民に対して、どのような被害者支援を行っ

ていくかという姿勢であろうかと思いますので、

ぜひ県の当局とも連携を果たしつつ、3 次計画

まで来られましたが、その中身の足らざる部分
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を、さらに力をつけて動力を増すためにも、今

後の検討をしていただきたいと。私たちは、条

例化についての取組を進めていきたい、勉強し

ていきたいと思っておりますので、ご指導いた

だきたいとお願いをして、終わりたいと思いま

す。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにありませんか。 

【前田委員】 私たちの会派から今回、「介護事

業等に伴う送迎中の交通事故防止対策の推進を

求める意見書（案）」を提出しております。この

審査は文教厚生委員会でされるので、同僚県議

から、なぜこれを提出するに至ったか、その背

景を含めたところで趣旨説明はあると思うんで

すが、中身は交通事故防止対策ですので、この

際、県警に対しても、認識と確認、少し要望等

を含めてさせていただきたいと思っています。 

 先だって、長崎市内にあって移送中の事故が

あり、お 1 人の方が亡くなられました。大変残

念に思っております。 

 そうした中で、自分たちの周囲を見渡す中で、

介護事業者の移送を頻繁に見る中で、接触事故

とか、死亡に至らないまでも、警察官が立ち会

ったりしながら事故等のあれをやっているケー

スは結構見ます。そうした時に、死亡事故等を

防止しなければいけないという話の中で、まず

もってお聞きしたいのは、本県における介護事

業等に伴う送迎中の交通事故で、死亡という案

件が過去どのくらいあったのか、ご承知だと思

いますので、まずそこからご答弁いただきたい

と思います。 

【佐々交通企画課長】 過去における福祉施設送

迎車両の乗車中の利用者が亡くなった死亡事故

の関係ですけれども、過去数年を調べてみます

と、平成 24 年中に 2 件、それから昨年平成 28

年に 1 件、今年は 2 件という死亡事故が発生し

ています。 

【前田委員】 件数としては、そういう件数だと

思うんですが、そのことが多いとか少ないとか

いう話じゃなくて、私が思っているのは、他県

等でもこういうことは当然起こっているわけで、

その防止に向けて、どういうことをしているか

というと、まずは死亡事故やほかの事故も含め

たところで、発生状況において、どんな特徴が

あったのかということを警察のほうで確認して

いく、多分そういう作業が必要だと思うんです

が、お聞きしたところ、今ご答弁になったよう

に、平成 24 年に死亡事故があってから、介護

に関しての死亡事故が起こった場合は、そこを

しっかりピックアップしておこうということで

留意しているから、平成 28 年、平成 29 年の件

数も出ているということなんですが、一般的な

介護事業等の送迎に伴う交通事故というのは、

あまたたくさんある交通事故の中で、そこだけ

はピックアップというか、注視して統計とかは

とれていないということなんですが、しかし、

今後のことを考えた時に、やはり高齢者が乗車

するケースがほとんどですので、当然、事故が

一旦あった時に、死亡する確率も高いと私は思

っていて、そういうことを考えた時には、交通

事故がどういう状況、例えば、運行経路とか、

道路がどういう環境であったか、もしくは運転

手はどういう方がやっていたか、運転状況とか、

そういうサンプルと言ったらおかしいですけれ

ども、事故があった時の検証を一定これからと

っていく必要があると。この作業というのは所

轄においては非常に大変かもしれませんが、そ

ういうことを統計立てて情報をそれぞれ共有し

ていくということが、そのことから防止につい

てどう努めるかということが大切だと思うんで

すが、こういうことをやりませんかということ
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を含めて、今現在、県警として、送迎中の交通

事故防止に対して、どのような取組をされてい

るのか、ご答弁をいただきたいと思います。 

【佐々交通企画課長】 福祉施設事業者に対する

安全教育の関係ですけれども、これは各警察署

におきまして、それぞれの事業者あるいは勤め

ている運転手の方に、交通安全教育を推進して

きたところです。 

 また、法律におきましては、乗車人員 11 名

以上の車を 1 台以上、あるいはその他の車であ

れば 5 台以上を所有している事業所につきまし

ては、安全運転管理者選任事業所として届出を

していただいて、その方たちに安全運転管理者

に対する安全講習もやってきているところです。 

 また、情報発信としまして、いろんな機会を

通じまして、交通事故の発生状況等を広報して

います。 

 今回の事故を受けまして、県警としましては、

各警察署に文書発出をしまして、こういった福

祉施設の事業者に対する注意喚起、あるいは安

全教育をさらに徹底するように指示をしており

ます。また、県の長寿社会課が所管していると

いうことですので、こちらのほうとも連携をい

たしまして、現在、注意喚起をしていただくよ

うな依頼を長寿社会課のほうにもしています。 

 引き続き、県警といたしましては、高齢者の

方は加齢に伴う体の不自由なところもありまし

て身体的弱者ということから、こういった方を

送迎しているんだという意識、心構えを持って

いただくこと、ゆとりを持って安全運転に努め

ていただきたいということ、それから後部座席

に乗車中の方でも、当然シートベルトをしっか

りと着用するという徹底意識、こういったもの

を守っていただくように注意喚起や指導をして

いきたいと思いますし、安全教育にもまた取り

組んでいきたいと考えております。 

【前田委員】 広島県においては、平成 26年に、

半年で 3 件の死亡事故が起きたということを踏

まえて対応をとっているような事例がありまし

た。それによると、今おっしゃったような、県

警として、事業者に対する依頼文とかを出して

いるとか、今のような再発防止のことをやって

いるというのは重々理解をしております。 

 ただ、その上で、今おっしゃったように、県

警と、長崎県でいえば長寿社会課、それから交

通政策にもかかわる話だと思っていて、広島県

においては、そういった横の連携をとりながら、

運輸支局や県の該当する所管、県警、そして市

や老人福祉の連盟、交通安全協会などに呼び掛

けて、連絡会議等を開催設置したりしている事

例もあります。その中で、発生状況の情報の共

有であったり、諸対策の推進をしているという

ことであります。また、交通指導については、

県警とか事業者だけではなくて、他県において

は、ＮＰＯで交通事故予防センター等も含めて、

そういうことに当たっているということですの

で、これから高齢者を取り巻く移送のニーズと

いうのは、さらに高まってくると思いますので、

是非この際に、今後のことも含めて、横の連携

をとりながら、そういった協議会等も設置を呼

び掛けて、再発防止に向けて取り組んでほしい

ことを要望しておきたいと思います。 

【小林委員】 遅くなりましたことを、まずお詫

び申し上げたいと思います。 

 テロ等準備罪について、お尋ねをいたしたい

と思います。テロ等準備罪の趣旨を含んだ改正

組織犯罪処罰法が 7 月 11 日に施行されており

ます。今回のこの組織犯罪処罰法の改正の最大

の特徴は何かと申し上げます時に、日本の刑法

を考えてみれば、これまでは犯罪実行後の処罰
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が原則であったと思います。しかしながら、今

回の犯罪法は、277 に及ぶ犯罪の種類に抵触す

る者については、実行前の段階で、いわゆる計

画段階で立証することができれば、これを処罰

することができるという、これが最大の特徴で

はないかと私は考えているわけであります。 

 実行前の計画段階から処罰をするという対象

になってまいりますと、正しい情報をいかにし

て立証するかと、こういうようなことが率直に

言って、言うはやすく、なかなか大変ではない

かと、こういうような認識を持っております。

その大変さが、世間に言われているところ、あ

るいは報道の一部がいろいろとやゆしているか

もしれませんが、いわゆる捜査の行き過ぎにつ

ながるのではないか、捜査権の乱用になるので

はないかとか、あるいは監視する社会になって

しまうのではないかと、こういうような非常に

市民生活を脅かすような話が話題になっている

ということは、ご案内のことだと思うんです。 

 また、今回の組織犯罪処罰法につきましては、

いわゆるテロ等の準備罪というようなことを言

われているわけであります。テロは起こってか

らでは遅いのであります。言うまでもないこと

であります。国民の多くは、そのことは十分理

解しているものの、しかしながら、当局におい

てこの組織犯罪処罰法をどのように現実に運用

していくのかと、これをそれなりに懸念してい

るのではないかと、こういうように捉えていい

と思うのであります。 

 今回、組織犯罪処罰法ということについては、

言うまでもなくこれは国で決定をしたことであ

りまして、正直に言えば、警察庁あるいは法務

省等の所管でありまして、県警が決めたわけで

はございません。しかしながら、県民の暮らし

あるいは市民の暮らしをしっかり支えていただ

いている県警の姿でありますので、これをどの

ような形の中でいわゆる実用に移されるのか。

先ほど言いますように、これを懸念もあり、ま

た大きな関心を持っていると、こういうことな

のであります。 

 そこで、今回新たにこういう共謀罪の趣旨を

含む改正組織犯罪処罰法が何ゆえに改めてでき

たのかと。これについては先ほども言いますよ

うに、テロ等準備罪と、こういうような形でも

言われておりますが、その改正をしなければな

らない今の状態は一体どういうことだったのか、

まずその点について、お尋ねをいたしたいと思

います。 

【宮崎刑事総務課長】 委員がおっしゃいました、

いわゆるテロ等準備罪の新設を含む改正組織犯

罪処罰法制定の趣旨と理解いたしましてお答え

します。改正組織犯罪処罰法の制定の趣旨につ

きましては、近年における犯罪の国際化及び組

織化の状況を踏まえ、また国際的な組織犯罪の

防止に関する国際連合条約の締結に伴い、テロ

集団その他組織的犯罪集団による実行準備行為

を伴う重大犯罪遂行の計画等の行為についての

処罰規定、犯罪収益規制に関する規定、その他

所要の規定を整備するものと承知しております。 

【小林委員】 今言いますように、法務省とか国

の警察庁の所管でありまして、どうしてこれが

できたのかということについては、大体今ご答

弁いただいたようなことでありまして、県警で

そこに注釈を加えるというようなことはできな

いのではないかと思っております。 

 そこで、例えば、どういう時にテロ等準備罪

というもので処罰されるのかというようなこと

でございまして、そこは 3 つの大きな答えがい

ろいろ物の本を読んだり、新聞を読めば、きち

んと書いてあります。ですから、テロ等準備罪
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のどういう行為に及んだ時に処罰をされるのか

ということについては、聞くまでもなく、大体

読めばわかるということでございます。 

 ただ、私が一番申し上げたいことは、組織犯

罪集団の構成員というのは 2 人以上ということ

になっております。構成員が 2 人以上であって、

そのうちの 1 人が現場の下見や資金調達など準

備行為をした時に処罰されると。つまり、ここ

のポイントは、構成員が 2 人以上と。同時に、

その 2 人のうちの少なくとも 1 人が下見をする、

資金調達を行う等々の準備行為をした時、これ

は処罰の対象となると、こういうふうに言われ

ているわけです。 

 ここのところについてはよく理解をしている

つもりでありますが、当然、2 人以上という時

に、おのずからこちらとして考えることは、1

人の場合は一体どうなっていくのかと、こんな

ようなことは考えなくてもいいのかと。単独の

行動、こういうようなこともテロ等においてま

まあるのではないかと思います。いわゆる一匹

オオカミで行動をとる、1 人でそういう犯行を

実行しようとすると、こういった 1 人の場合に

おいては、今回の組織犯罪処罰法に適用されな

いのかどうか、もしお分かりであれば、教えて

もらいたいと思います。 

【宮崎刑事総務課長】 この処罰規定に関しまし

ては、組織的犯罪集団ということになっており

ます。団体のうち、その結合関係の基礎として、

共同の目的が、ある一定の罪を実行することに

ある者ということであります。また、具体的な

先ほどから出ているテロ集団、暴力団、麻薬密

売組織等々でありますけれども、先ほど委員が

おっしゃいました 1 人ということになりますと、

この構成要件に該当しないものと判断されます。 

【小林委員】 ここがポイントですね。2 人以上

ということになっていて、それはいわゆる組織

の犯罪だと。だから、単独犯であったとしても

今回の適用を受けないと。それはしかし、別の

法律があるわけでありますので、そこで十分対

応は可能だと私は思っております。今回までは、

あくまでも 2 人以上と、1 人の場合については

現行法で十分やっていけると、こういうような

ことではないかと思っております。だから、1

人でやる分については対象にならないからと思

っている人はいないと思いますが、そういう人

には、きちんと伝えておかなければいけないと、

こんなようなこともこの際、申し上げておきた

いと、こういうようなことでございます。 

 そうすると、要するに、いろいろと懸念され

ている中において、組織犯罪の構成員というの

は、例えば、テロの組織とか、あるいは暴力団

の組織、その他組織された方々が対象となると

いうことは常識的にわかるわけでありますけれ

ども、先ほどから指摘をしておりますように、

いわゆる事前の計画段階を把握し、これを正し

く立件していく、あるいは立証していくと、こ

の立証の段階において、一般の我々で言うとこ

ろの国民、県民、市民、こういう人たちがそこ

に巻き込まれることがあるのかないのかと、こ

ういうことも 1 つ大きな関心事で、この点につ

いては、いろんな見解が出ているところでござ

います。 

 要するに、普通の暮らしを行っている一般人

の方々が、テロ組織あるいは暴力団だとか、そ

ういう犯罪を犯すところの集団にかかわること

などは全く考えられないと、こういうような趣

旨に立っていけば、一般の方々が今回の組織犯

罪処罰法に抵触するということは考えられない

というようなことになろうかと思いますが、た

だし、一般人だからといって何も起こさないと
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いうわけにはいかないところもあるのではない

か。例えば、いろいろ本を読んでみますと、問

題は、一般人と言われている人でも、犯罪集団

に関与しているのではないかと疑われる、この

疑われた人を一般人として見るべきか否かとい

うことで、何らかの疑いがかけられたその段階

で、その人は一般人ではなくなるのではないか

と、こういうような考え方があると思いますが、

そこのところについてはお尋ねしたいところで

ありますが、これは法務省、検察庁の仕事では

ないかと理解をいたしますが、要するに、一般

人の方がこういうことで巻き込まれるというお

それ、一般国民が処罰されるというようなこと

については絶対ないのかどうか、この辺のとこ

ろについて、お尋ねをしておきたいと思います。 

【宮崎刑事総務課長】 テロ等準備罪により国民

生活が広く監視される等があるのではないかと

いうご質問と理解してお答えします。テロ等準

備罪を捜査する場合も、その他の犯罪の捜査と

同様、刑事訴訟法に基づいた相当と認められる

範囲で適正に行うことになっております。また、

逮捕や捜索、差押えなどの強制捜査をする場合

には、当然、裁判官の審査を経ることになりま

す。 

 警察本部としましては、関係機関と十分に連

携をとりながら、制定された法律に基づきまし

て適正に捜査するものでありますので、その該

当、否かについては、適正に判断したいと考え

ております。 

【小林委員】 そういうようなご答弁をいただき

まして、非常に安心をいたしているところであ

ります。 

 いろいろ皆さん方も適正な捜査の必要性と、

また裁判所にそれぞれ許可をいただかなければ

いけないというような仕組みになっているので

はないかと思います。したがいまして、そうい

う一つの歯止めについてはしっかりあるんだと。

したがって、一般の市民について、そういうよ

うな関係のない人がそれらに巻き込まれること

は絶対ないよと、こういうようなご答弁ではな

かったかと思います。十分ひとつその辺のとこ

ろをよろしくお願いしたいと思います。 

 それから、先ほどから言っているように、事

前の計画段階から取り締まることができる、処

罰をすることができるということが最大の特徴

だと言いましたので、当然のことながら、捜査

をする上において、いろんな立証をするために

最大の努力を行わなければいけないと思います。

その最大の捜査の努力の中に、例えば、電話を

盗聴するとか、あるいはお互いの室内の会話を

テープにおさめるとか、そういうところのメー

ルとかＬＩＮＥに至るまで事前に把握をしたい

と、捜査を熱心におやりいただくということの

前提に立てば、そういうことは是非ともひとつ

捜査の段階でその拡大を願うということは分か

らないわけでもないし、そのことについては理

解を一部いたすところであります。 

 しかしながら、法律で定められた盗聴とか、

事前のメールあるいはＬＩＮＥとか、そういう

ようなことについては、こういう場合にのみと

いうようなことで、たしか今までは 4 つの項目、

あるいは新たに 9 つの項目、それ以外は全くも

ってこの対象にならないというようなことにお

いて、市民生活が脅かされるということは断じ

てあり得ないと、こんなようなことになってい

るのではないかと思います。要するに、盗聴す

る、あるいは会話を盗聴、録音する、またメー

ルとかＬＩＮＥ、そういうものまで無差別にや

るような話は、今申し上げるように、まさに歯

止めがかかっていない、ちょっと考えにくいよ
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うなことであるけれども、そういうようなこと

に拡大をして言う方、そして、あたかも密告社

会とか、そういう何か周りを気にしなければな

らない、家族も何か疑いをかけるとか、あるい

は市民が市民による疑いが持たれるとか、そう

いうような社会になったら、これはとてもじゃ

ないけれども安心して市民生活、暮らしはでき

ないということになります。 

 この辺の今回の法律の、盗聴とか、ＬＩＮＥ、

メールとか、そういうようなことを無差別にや

るというようなことは断じてあり得ないと、こ

ういうふうに考えていいんじゃないかと思いま

すが、ここについてのご答弁はいかがでござい

ますか。 

【宮崎刑事総務課長】 盗聴等通信傍受のことに

ついてのお尋ねと思いますが、テロ等準備罪は、

通信傍受の対象犯罪とはなっておりません。ま

た、メール等の捜査につきましては、通常の犯

罪捜査と同様に、刑事訴訟法に基づいて適正に

捜査を行うこととしております。 

【小林委員】 また同時に、今回のテロ等準備罪

の中で話題になっているのは、心のうちを取り

締まるのではないかと、要するに、内心を疑っ

て取り締まるのではないかと、こんなようなこ

ともまた指摘をされているのも事実であります。

日本の憲法は、何といっても、心の中では何を

考えても許されるという、いわゆる内心の自由

というのがあることは、ご存じのとおりであり

ます。憲法は、心の中では何を考えても許され

ると、内心の自由というものは保障されている

わけであります。しかしながら、事前の計画と

いうことについて、広くそれなりに受け止め方

をしていきますと、何といっても、まず思って、

計画をして、そして実行すると、こういうよう

なことになるものだから、人の心のうちを捜査

の対象にするのではないかというようなことが

指摘を受けておりますが、それに対して、何か

お答えはございますか。 

【宮崎刑事総務課長】 ご質問の趣旨は、内心で

も処罰されるのではないかということと理解し

てお答えします。テロ等準備罪につきましては、

組織的犯罪集団が関与する犯罪について、犯罪

の実行の計画に加え、この計画に基づく実行準

備が行われて初めて成立するということに、厳

格に、明確に定められておりますので、内心を

処罰するものではないと承知しております。 

【小林委員】 それでは、今おっしゃるように、

いろいろと懸念されている内容について、明確

に県民の暮らし、市民の暮らしに悪い影響を与

えるものではないと、むしろ、今回のテロ等準

備罪を含んだところの改正組織犯罪処罰法につ

いては、先ほど、今どうして必要かということ

についてのご答弁があったように、まず 1 番目

には、世界 187 カ国の国と地域が締結するＴＯ

Ｃ条約、国際組織犯罪の防止、これを条約でき

ちんとここに入るということがいかに大事かと

いうこと。2020 年に東京オリンピック・パラリ

ンピック等々を控えている中において、日本と

いうのがテロに以前から相当狙われているので

はないかと、こんなようなことがいろいろ指摘

されております。ここに対する大きな対処、こ

ういうようなことを考えた時に、ＴＯＣ条約に

加盟をするということ、オリンピック・パラリ

ンピックの事前のテロ対策、こういう点からし

てみても、私たちは今回のこの組織犯罪処罰法

については、国民、県民、市民の暮らしを守っ

ていただくということにおいて、是非正しく運

用して、それを事前に防止するようなことがで

きれば、国民の皆様方、我々を含めて県民、市

民は大きな拍手を送るだろうと思います。 
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 かつて、防犯カメラは、広く監視社会になっ

て、生活は全部見られるかのごとく、そういう

ような指摘がございました。しかしながら、今、

我々の県民、市民生活の暮らしの中において、

防犯カメラがまさに現実のものとして我々は必

要としていると。また、これによっていろんな

犯罪が阻止されたとか、こういうようなことに

つながっているわけであります。 

 重ねて私は、今回の新たなテロ等準備罪を含

む組織犯罪処罰法は、是非とも県民の皆様方に

安心と安全を今までより以上に与えることにつ

ながる、こういうようなことでひとつ正しく運

用していただきながら、よろしくお願いをした

いと。以上で私の質問を終わりたいと思います

が、よろしくお願いしたいと思います。ありが

とうございました。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 

【山田(朋)委員】 2 点ほどお伺いをしたいと思

います。 

 先ほどからお話がありました犯罪被害者支援

センターの中に、昨年の 4 月に、性暴力被害者

支援「サポートながさき」を開設いただき、県

警ＯＢの女性の方 2 名、相談員として配置をい

ただいております。寄り添い支援をいただいて

おりますことに、まず感謝を申し上げたいと思

っております。 

 犯罪被害者支援センターの時には、多くの犯

罪の中の 1 つとして性被害が扱われていたため

に十数件しか相談がなかったけれども、もう、

1 年で 300 件を超すような結果となっておりま

す。そこで、そのセンターから警察につながっ

た事案として、どれくらいあるのかをまず教え

てください。 

【吉村(洋)委員長】 暫時休憩いたします。 

 

― 午前１１時３８分 休憩 ― 

― 午前１１時３８分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 再開いたします。 

【田尻警務課長】 センターから警察への情報提

供件数については手持ちがございません。ちな

みに、警察から被害者等の同意を得てセンター

のほうへ提供した数が、昨年が 7 件、今年が 8

月末で 11 件となっております。 

【山田(朋)委員】 警察からセンターのほうが昨

年が 7 件で、今年が 11 件ということでありま

すね。わかりました。 

 これは言わずと知れたことですけれども、現

行法の中では親告罪となっているために、親告

率が 20％未満というような状況にあります。そ

の中で多くの方が、これは私が議会で提案をし

て実現したことではありますが、センターを作

ったことによって、今まで相談することができ

ていなかった方々が多くいらっしゃるというこ

とがこれではっきりとしているというふうに思

っております。 

 そこで、徳島県警においては、性犯罪証拠採

取セットを医療機関に配備されております。こ

れは遺留物を採取してもらって、その時にはま

だ警察に届け出することをちゅうちょされてい

る方がいる場合でも、強姦罪の時効が 10 年で

ありますので、その間、少し落ちついてから警

察に訴えてという方に対して、その保管をした

りという取組をしているようであります。私は

以前、性被害の関係で長崎県の産科医の先生方

とお話をした際に、長崎県でも同じようなこと

はしているとお聞きはしていたんですけれども、

県警として、この採取キットの配備等をどのよ

うな形で行っているのかどうかをお聞かせいた

だけますでしょうか。 
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【山口捜査第一課長】 委員のお話にありました

性犯罪証拠採取キットの話の前に、性犯罪につ

いて若干お話をしたいと思います。性犯罪につ

きましては、今年、刑法の改正が行われました。

それで、簡単に言いますと、従来「強姦罪」と

言われていたものが「強制性交等罪」となりま

した。強姦というのは、申し上げるまでもなく

て、皆さんがイメージしているとおりで、強制

性交となりましたのはどういうことかといいま

すと、性的な交わり、口腔性交、それと男女間

の肛門性交も含まれるようになったこと、そし

てもう一つ挙げますと、親告罪でなくなりまし

た。そういったことのほかに、あと 2 点ほどあ

るんですけれども、これが今年の 7 月 13 日か

ら改正で施行になったことを前もってお話しし

ておきます。 

 委員のお話にありました性犯罪証拠採取キッ

トにつきましては、徳島県警のものは、恐らく、

警察庁が予算をとって平成 26 年から取り組ん

でいる事業の中の一つだと思います。これにつ

きましては現在まで全国で 14 の都道府県に配

付されております。長崎につきましては、現在

のところ、その手当てがありませんので、長崎

はその国費での配付はないというのが実態です。

県費で配付しているかと言いますと、それもあ

りません。委員がおっしゃられた部分は、県警

は 23 警察署があります。23 警察署それぞれで

管内の 1 つから 2 つぐらいの産婦人科医に、性

犯罪被害があった時の診察をしてもらえますか

ということで嘱託をしております。警察が被害

を認知しますと、そちらに被害者を案内して、

証拠試料採取等をともにお願いするというふう

なことをしていますので、恐らく、そういった

連携がしっかりなされているというふうな形の

趣旨でおっしゃったのではないかと認識します。

結論としまして、長崎では性犯罪証拠採取キッ

トを配付はしておりません。 

【山田(朋)委員】 分かりました。 

 そうなると、国のほうで今、何カ所かだけを

国費によってやっているということであります。

それは順次広がっていくのか、希望を出したら

予算をくれるのかどうかはあるかと思いますが、

今のお話だと、23 警察署管内で 1～2 カ所、性

被害が起きた場合、多分、ちょっとたってから

の対応、警察に相談があってからの対応、時間

がかかってからの対応になるかもしれないけれ

ども、そういうものは既に今、整備をされてい

るということ。私が聞いたのは、産科の先生に、

そういうものをやっているというお話をお聞き

したんですけれども、今のご答弁だと、まだま

だその箇所というものは少なくて、例えば、緊

急に被害に遭った方が対応してもらおうと思っ

ても、なかなかすぐに証拠を採取することが現

状では十分にはできないのかなと思っておりま

すので、是非国費でのこの採取キットの整備を

求めていただくことと、国費が難しいのであれ

ば、県民生活部が所管になるのかもしれません

が、県費においてもそういったものを整備いた

だき、各産科のほうと連携をいただくことが大

事かと思っております。 

 今、性被害に関しては、離島部においては、

議会のほうで提案をして、離島の保健所で対応

いただくようにしております。そういった形で

県内、離島・半島、どこにおいても、万が一、

こういったことが起きたら、早期に対応ができ

る仕組みというものは作っていきたいと思って

おりますので、是非ご協力のほどをいただきた

いと思います。 

 それと、犯罪の種類が増えたことによって、

皆様方、性暴力被害者支援「サポートながさき」
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においても、相談する件数、内容等増えてくる

と思いますし、警察がその犯罪にかかわる件数

も増えてくると思っております。一生涯心と体

に消えないような傷を得るような犯罪でありま

すので、是非寄り添い支援、そして再発防止の

ために犯人を必ず検挙いただくようなことを本

当に心からお願いをして、この件に関しては終

わりたいと思います。 

 そしてもう一点、今議会におきまして、私の

同僚議員であります深堀県議が質問の中で、特

殊詐欺対策ということで、喚起を呼びかけるた

めの電話をしていたと思います。今まで期間限

定で行っていたけれども、警察本部長のご答弁

によりますと、今後はできるだけ通年対応をし

ていきたいというお話だったかと思います。こ

の電話をかけている方々は、恐らく、アルバイ

ト、そういう方なのかなと思いますが、そうい

う方の人員確保が可能なのかどうかと、あと以

前お聞きをしましたが、この名簿は、過去に同

じような犯罪に遭った方のリストがあるとかな

いとかちょっとお聞きしたことがあるんですけ

れども、そういう方を対象にしているのか、ど

ういう方を対象にしているのかを教えてくださ

い。 

【北村生活安全企画課長】 委員ご質問の件につ

きましては、当県におきまして、現在、特殊詐

欺・悪質商法被害防止コールセンター事業とい

うものを県と連携させていただきましてやって

おります。これについては本年は 6 月 1 日から

来年平成 30 年 2 月 28日までの 9 カ月間を実施

予定として行っております。実施事業者につき

ましては、一般競争入札をやりまして落札して

いただいた業者、ただし、これにつきましては

過去の実績等もございまして、我々のほうから

教養といいますか、そういったものを事前にさ

せていただいておりまして、現在、責任者の方

を置いて、それからコールをしていただく方を

配置して従事していただいております。 

 それから、どういった方に電話をかけている

かということでございますけれども、1 つは、

警察が把握をしました名簿、いわゆる強制捜査

で捜索差押えをやりますけれども、そういった

中で、悪質業者が、こういった人に電話をかけ

ればいいよというような名簿を作っていたり、

それから全国的には、名簿屋ということで名簿

を売り買いするところがございますので、そう

いったところから入手したものを持っていたり

というのがありますので、警察の捜査でそうい

ったものを入手した場合は、警察庁を通じて全

国警察に情報としてまいりますので、そういっ

たものの活用をやっているということ、それか

ら例えば、最近ですと、ある高校のＯＢ名簿が

漏れて、不審電話がかかってきているんじゃな

いかというような情報を分析いたしまして、電

話を集中的にかける、またコンビニエンススト

ア等を利用しまして、今、電子マネーの被害が

非常に増えておりますので、そういった被害が

集中した場合につきましては、コンビニに直接

お電話を差し上げて、こういうものが今、その

地区に発生をしていますので、電子マネーを買

われる方が来られたら注意をしてくださいとい

うような電話をかけてみたり、被害になられる

方のみならず、業者の方に対してもコールセン

ターからお電話をかけさせていただいて、被害

防止を図っているというところでございます。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ほかに質問がないようです

ので、警察本部関係の審査結果について、整理

したいと思います。 
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 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時４９分 休憩 ― 

― 午前１１時４９分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、警察本部関係の審査を終

了いたします。 

 午前中の審査はこれにてとどめ、午後は出納

局及び各種委員会事務局の審査を行います。 

 しばらく休憩し、午後1時30分に再開します。 
 

― 午前１１時５０分 休憩 ― 

― 午後 １時３１分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 

 これより、出納局及び各種委員会事務局関係

の審査を行います。 

 出納局及び各種委員会事務局は、分科会付託

議案及び委員会付託議案がないことから、委員

会による審査とし、関係局長より所管事項につ

いての説明、及び提出資料に関する説明を受け

た後、所管事項についての質問を行うこととい

たします。 

 人事委員会事務局長より、所管事項説明をお

願いいたします。 

【寺田人事委員会事務局長】 人事委員会事務局

関係の所管事項についてご説明いたします。 

 総務委員会関係議案説明資料の出納局・各種

委員会事務局1ページ目と、同資料（追加2）の

出納局・各種委員会事務局1ページをあわせて

お開きください。 

（平成29年度県職員採用試験について） 

 大学卒業程度の「行政」など15職種にかかる

試験及び警察官Ⅰ類（男性・女性）の試験それ

ぞれ実施し、最終合格者を発表いたしました。 

 また、短大卒業程度試験、高校卒業程度試験

の実施については、記載のとおりです。 

 なお、警察官Ⅰ類（男性・一般）〔第２回〕

の試験については、台風18号の接近に伴い試験

日程を変更し、警察官Ⅲ類（男性・女性）と同

じ試験日程で実施することとしております。 

 以上をもちまして、人事委員会事務局関係の

説明を終わります。 

【吉村(洋)委員長】 次に、労働委員会事務局長

より、所管事項説明をお願いいたします。 

【寺田労働委員会事務局長】 労働委員会事務局

関係の所管事項についてご説明いたします。 

 同じく2ページと、同資料（追加1）の出納局・

各種委員会事務局の1ページをお開きください。 

（調整事件について） 

 前回説明以降、新たに申請があった事件は3

件であり、この間、調整事件5件中2件は解決に

より終結しており、現在調整中の事件は3件で

あります。 

（審査事件について） 

 前回説明以降、新たに申し立てられた不当労

働行為事件は1件であり、現在審査中の事件は4

件であります。 

 以上をもちまして、労働委員会事務局関係の

説明を終わります。 

【吉村(洋)委員長】 次に、提出のあった「政策

等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料」について説明を求めます。 

【馬場会計課長】 「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき本委員会に提出いたしまし

た出納局・各種委員会事務局の資料について、

ご説明申し上げます。 

 資料の1ページをご覧ください。 

 1,000万円以上の契約について、本年6月から

8月の実績は、記載のとおり5件となっておりま
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す。以上でございます。 

【吉村(洋)委員長】 以上で説明が終わりました

ので、所管事務一般に対する質問を行うことと

いたします。 

 まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はありません

か。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 次に、所管事務一般につい

て、ご質問はありませんか。 

【山田(朋)委員】 議会事務局に伺いたいと思い

ます。私が以前、業務継続計画（ＢＣＰ）の作

成について県議会で一般質問をして、その後、

作成をされたと聞いておりますが、議会事務局

におけるＢＣＰというのは、どのようになって

いるのかをお聞かせいただけますでしょうか。

恐らく、災害が起きたら、第一番に我々議員の

安否確認等を行ったりするのかと思うんですけ

れども、その後の流れ等を把握しているようで

あれば、教えてください。 

【高見総務課長】 議会事務局におきましては、

業務継続計画は作成しておりません。 

【山田(朋)委員】 していなかったということで

ありますが、一般的に、窓口業務だったり、県

民にかかわる部署においては間違いなく業務継

続計画をつくっておかないと対応ができないと

いうことはあるかと思うんですけれども、今後

は、議会として提案をすべきこととは思ってい

ますが、私個人的な考えですが、今、各県議会

においても、議会におけるＢＣＰをしっかり策

定しているところも多くなっております。近年、

災害も増えてきておりますので、議会事務局に

おいて、必要性がないということで、所管部局

と話をしてつくっていなかったのかもしれませ

んけれども、今後、私も議会のほうにご相談さ

せていただいて、そういうものをつくりたいと

いう気持ちがあるので、ぜひ一緒になってつく

ったほうが、何より、熊本の話も聞きました、

大分、福岡の話も聞きましたが、災害時の議員

の役割というものも大きくあるようです。議員

各自がそれぞれに担当部局にわあわあ言うと混

乱をして、一番やらなければいけないことが遅

れてしまったりするもので、窓口となるのは事

務局になると思いますので、その辺のことを今

後検討する余地があるのかどうか、考え方をお

聞かせください。 

【高見総務課長】 本県議会におきましても、そ

ういった必要性はあろうかと存じますので、今

後、議会のほうともご相談しながら、努力して

まいりたいと存じます。 

【前田委員】 全国的に公務員の獣医師不足が世

間をにぎわわせておりますが、本県の獣医師は、

しっかり採用できている、募集に対する採用は

しているというんですが、どこもそうなんです

が、辞退者が出ているという話の中で、今年の

状況と直近の状況をお尋ねしたいということと、

定数に対して今どんな状況になっているのかを

まずご答弁いただきたいと思います。 

【松尾職員課長】 獣医師の採用についてでござ

いますけれども、知事部局で今年度、1 回採用

試験がなされております。13 名の募集をして、

11 名が確保できたということで、それでも 2 名

足りない状況ですので、再度募集をする予定と

伺っております。 

 現在の欠員の状況としましては、4 月現在で

7 名あると聞いております。 

【前田委員】 各県、獣医師の確保について大変

苦労をされていて、それぞれの県でいろんな対

策を組まれております。例えば、本県の初任給

調整手当の見直し等、そういうものは他県と比
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べて先駆けてやっているし、貸付金も含めて濃

い内容だから、長崎県としては非常に努力して

いると思うんですが、そういった状況の中でも

欠員が出ているということ、それから将来の人

材確保を含めた時に、業界団体が以前から要望

しているように、一時的な初任給とか貸付金だ

けではなくて、本給の見直しをしてほしいとい

う要望が出ていると思います。その時その時の

判断の中で、そこまでに及ばないということで、

今まで答申というか、出ていると思うんですが、

やっぱり改めて全国の状況、また本県の状況を

見た時に、その見直しについて勧告というか、

そこはもう一度、検討すべき時期じゃないかと

思っていますが、そのことについては、どのよ

うな認識をお持ちでしょうか。 

【松尾職員課長】 公務員の獣医師の不足は、委

員ご指摘のとおり、全国的な問題となっており

ます。確かに他県におきましては、本県が採用

しております医療職二表以外の給料表を適用し

ている団体も一部ございますけれども、もとも

と本県も含めて全国的に医療職二表を適用して

いるといいますのが、以前、自治方からの指導

の中で、公務員の獣医師に関しては医療二表を

適用することというふうな通知があっておりま

して、全国的にそういう状況になっているとい

うことで、ただ、この件に関しましては、人事

委員会の中でも、獣医師不足というのは委員さ

んも課題に思っていらっしゃいますので、先ほ

ど申されました初任給調整手当も含めたところ

で、現在、委員会の中で協議もしていただいて

いるという状況でございます。 

【前田委員】 他県も、先進的な取組をしている、

自分たちの県よりも手厚くしている県を見なが

ら、そういう条件の見直し等も多分検討をして

いっていると思うので、本県においては、要望

も出ていますし、ただ、これは獣医師会と医師

会の中での話し合いもつかなきゃいけないと思

っているので、国を含めたところでの調整にな

ると思いますけれども、今の努力は是としなが

らも、ぜひここにとどまらずに、改めて他県の

状況も調査しながら、もう一歩踏み込んだ支援

のあり方を検討していただくことを要望して、

終わります。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ほかに質問がないようです

ので、出納局及び各種委員会事務局関係の審査

結果について、整理したいと思います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 １時４２分 休憩 ― 

― 午後 １時４２分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、出納局及び各種委員会事

務局関係の審査を終了いたします。 

 本日の審査はこれにてとどめ、明日は、午前

10時から委員会を再開し、文化観光国際部関係

の審査を行いたいと思います。 

 なお、この後、新県庁舎の建設状況について

現地調査を行いますので、2時20分までに県庁

玄関前にご集合ください。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

 お疲れさまでした。 
 

― 午後 １時４３分 散会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２９年 ９月２７日 

自  午前１０時 ３分 

至  午後 ４時３０分 

於  第1別館第1会議室 
 
 

２、出席委員の氏名 

委員長(分科会長) 吉村  洋 君 

副委員長(副会長) 大場 博文 君 

委 員 田中 愛国 君 

 〃   小林 克敏 君 

 〃   徳永 達也 君 

 〃   山田 朋子 君 

 〃   川崎 祥司 君 

 〃   前田 哲也 君 

 〃   友田 吉泰 君 

 〃   山本 啓介 君 

 〃   坂本  浩 君 
 

 

３、欠席委員の氏名 

な  し  
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な  し  
 
 

５、県側出席者の氏名 

文化観光国際部長 松川 久和 君 

文化観光国際部政策監 

（国際戦略担当） 
田代 秀則 君 

文化観光国際部次長 岩田 正嗣 君 

文 化 振 興 課 長 本多 敏博 君 

世界遺産登録推進課長 村田 利博 君 

観 光 振 興 課 長 浦  真樹 君 
観光振興課企画監 
( 観 光 基 本 計 画 ・ 
県観光施設担当) 

松田 武文 君 

国際観光振興室長 
（ 参 事 監 ） 

土井口章博 君 

物産ブランド推進課長 永橋 勝巳 君 

国 際 課 長 大安 哲也 君 

国 際 課 企 画 監 
(アジア・国際戦略担当) 

佐々野一義 君 

 
 

危 機 管 理 監 豊永 孝文 君 

危 機 管 理 課 長 陣野 和弘 君 

消 防 保 安 室 長 宮﨑 良一 君 

 
 

６、審査の経過次のとおり 

 

― 午前１０時 ３分 開議 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 皆さん、おはようございま

す。 

 委員会及び分科会を再開いたします。 

 これより、文化観光国際部関係の審査を行い

ます。 

【吉村(洋)分科会長】 まず、分科会による審査

を行います。 

 予算議案を議題といたします。 

 文化観光国際部長より、予算議案説明をお願

いいたします。 

【松川文化観光国際部長】 おはようございます。 

 文化観光国際部関係の議案についてご説明い

たします。 

 予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料

の文化観光国際部をお開き願います。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第71号議案「平成29年度長崎県一般会計補正予

算（第2号）」のうち関係部分であり、その概

要をご説明いたします。 

 文化観光国際部所管の補正予算額は、歳出予

算2,290万8,000円の増であります。 

 歳出予算の主な内容は、明治150年記念事業
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費の増、国際定期航空路線維持・拡大事業の増

であります。 

（債務負担行為について） 

 次に平成30年度以降の債務負担を行うもの

についてご説明いたします。 

 「肥前さが幕末維新博覧会」への出展経費に

係る平成30年度までの債務負担行為として、

1,047万9,000円を計上いたしております。 

 以上をもちまして、文化観光国際部関係の説

明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。 

【吉村(洋)分科会長】 次に、文化振興課長及び

国際観光振興室長より補足説明を求めます。 

【本多文化振興課長】 第71号議案「平成29年

度長崎県一般会計補正予算（第2号）」のうち、

明治150年記念事業費について、補足してご説

明いたします。 

 「予算決算委員会総務分科会補足説明資料」

をご覧いただきたいと思います。 

 資料の2ページ目をお開きください。 

 まず初めに、事業化に至った経緯や背景につ

いてご説明いたします。 

 平成30年は、明治元年から数えて満150年の

年に当たります。この明治150年をきっかけと

して、明治以降の歩みを次世代に残すとともに、

明治の精神に学び、日本の強みを再認識し、現

代に生かすことを目的として、国をはじめ各自

治体においてさまざまな取組が、現在検討され

ているところでございます。 

 このような中、佐賀県におきましては、明治

150年を記念として、幕末維新期における佐賀

の先人の活躍と偉業を検証し、その志を未来に

継承することを目的として、「肥前さが幕末維

新博覧会」を開催することとしております。 

 一方、本県と佐賀県は、平成27年8月に地方

創生にかかる連携協定を締結し、両県が連携・

協力して取り組むことによって、効果的な施策

の展開と両県の一体的な発展・振興を図ること

としております。 

 今年3月に、長崎・佐賀両県知事による意見

交換が行われましたが、その中で、佐賀県が開

催するこの博覧会に本県も参加する方向で検討

することについて、合意がなされました。 

 これを受けまして、佐賀県とも協議を行った

結果、当該博覧会において、本県が展示館を設

置することとし、このことを通じて、明治維新

や産業の近代化に果たした本県の役割や佐賀県

との歴史的なつながりを紹介するとともに、本

県の魅力を広く発信することにより、両県への

誘客を促進しようとするものでございます。 

 総事業費は2,592万円、佐賀の博覧会が平成

30年3月から平成31年1月までの期間で開催さ

れますことから、平成29年度は長崎館の設置・

運営費として、歳出予算1,544万1,000円を計上

し、あわせて、平成30年度の運営費として1,047

万9,000円を限度額とした債務負担行為を設定

するものでございます。 

 今回設置しようとする長崎館は、幕末維新期

の長崎と佐賀を展示テーマとし、明治維新にお

いて活躍した志士たちが、当時の最先端の知

識・技術・思想を学んだのが、ここ長崎の地で

あり、鎖国の時代にその長崎を警護した佐賀藩

との関係や、日本の近代化を支えた産業革命遺

産などを紹介してまいりたいと考えております。 

 展示に当たっては古写真を活用し、デジタル

技術等を駆使した映像により、幕末維新期の長

崎を疑似体験できるコーナーや説明パネルを設

置するとともに、長崎の観光や物産のＰＲもあ

わせて行ってまいりたいと考えております。 
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 なお、明治150年を記念した本県内での取組

といたしましては、このほか、来年度に、長崎

歴史文化博物館におきまして、幕末明治期の長

崎にスポットを当てた特集展示や、写真発祥の

地である長崎を紹介する企画展の開催などにつ

いて、現在検討しているところでございます。 

 これらの実施に当たっては、佐賀の博覧会と

も連動したものとし、相互の人の流れが活発と

なり、相乗効果が得られるような内容にしてま

いりたいと考えております。 

 以上で説明を終わらせていただきます。 

 ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

【土井口国際観光振興室長】 それでは、私のほ

うから、9月補正予算案として上程させていた

だきました航空対策費について、ご説明いたし

たいと思います。 

 資料は、「予算決算委員会総務委員会補足説

明資料」、3ページをご覧ください。 

 本事業につきましては、ラオス国営航空が予

定しておりますビエンチャン～成田線の就航を

見据え、まだ最終決定はなされておりませんが、

日本発の経由地として決定された場合、速やか

に対応できるよう、長崎空港における着陸料の

支援及び就航に当たってのプロモーションにか

かる経費といたしまして、予算額746万7,000円

を計上いたしております。 

 具体的な内容でございますが、着陸料の支援

につきましては、12月に就航することを想定し、

来年3月までの4カ月間、国が実施する着陸料の

2分の1支援に合わせて、残り2分の1を支援する

ものであります。 

 また、プロモーション等にかかる経費といた

しましては、就航関連セレモニー経費、就航の

チラシ等による告知にかかる経費に加えまして、

就航後は、アウトバウンド商品造成を旅行業者

と一体となって図り、長崎はもとより、長崎か

ら近く、比較的大きな市場であります福岡等か

らの集客も図っていくことが重要かと考えてお

りますので、その広告等所要経費の一部を支援

するものでございます。 

 簡単ではございますが、以上で説明を終わら

せていただきます。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。 

【吉村(洋)分科会長】 以上、説明が終わりまし

たので、これより予算議案に対する質疑を行い

ます。 

 ご質問等あられる方はお願いいたします。 

【徳永委員】 「肥前さが幕末維新博覧会」は、

るる説明を聞きましたけれども、1点ちょっと

確認したいのは、これは地方創生の事業という

ことで、佐賀県と連携してやったとありますけ

れども、明治維新と言えば、佐賀もそうでしょ

うけども、やっぱり本県の長崎というのが一番、

日本の中で坂本龍馬等いろいろ志士を輩出し、

そしてまた、影響を与えた地であるのに、佐賀

と連携するということに私は、それはそれでも

いいと思うんですけど、まず、佐賀で連携して

やる、佐賀県のほうで一緒にやるというこの経

緯をもう一度説明していただけませんか。 

【本多文化振興課長】 先ほども若干ご説明いた

しましたけれども、この事業は佐賀県との連携

事業ということで、佐賀県との協定に基づいて

実施するということでございますけれども、明

治150年記念事業につきましては、この事業だ

けではなくて、先ほども申し上げましたように、

長崎県としてこの記念事業に取り組んでいこう

ということは、実は佐賀県との連携事業を検討

する前から検討してきていたところでございま

す。 
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 具体的には、明治150年記念というのが、目

的としましては、「明治の精神に学んで日本の

強みを再認識し、現代に活かすきっかけとする」

ということで、その手段として、明治期に活躍

した若者や女性、それから外国人を掘り起こし

て光を当てるということがございますので、本

県といたしましては、長崎歴史文化博物館のほ

うで、長崎というのが、明治維新においていろ

んな活躍した人物が学ぶ場所になったという点

を発信してまいりたいと考えております。 

【徳永委員】 私が言いたいのは、長崎県がもっ

とね、観光にもこれは非常に大きくあるんです

よ。佐賀県は、やっぱり山口知事は先に先に仕

掛けていきますよ。薩長土肥の観光のあれもや

っていますよね。だから、もっと長崎県も、逆

に長崎県でやろうというぐらいの、なぜその気

持ちというか、その企画をやらなかったのかと

いうのが、私は私なりの疑問だったんですよ、

これ、説明に来た時もね。乗っかるだけじゃな

いですか、そこがやるからやりますと、長崎歴

史文化博物館でやりますと。 

 それはそれでいいんだけども、やっぱり長崎

は150年、次は200年なんですよ、明治維新から

ね。そんなちょこちょこあるわけじゃないわけ

ですよ。なぜそこを積極的にやらなかったのか

ということが、私は今回、このことについて疑

問なんですよ。その辺どうなんですか、部長。 

【松川文化観光国際部長】 先ほど文化振興課長

がご説明いたしましたように、私どもも明治

150年に合わせました事業というのは独自に検

討を進めていたわけでございます。 

 そうした中に、本来、私どもは来年度の予算

として要求する予定で考えておりましたが、今

年の3月に中村知事と山口知事の間で意見交換

が持たれた中で、佐賀でも急遽らしいんですが、

こういう維新博をやるという話が起きて、それ

に協力してほしいというお話が中村知事にござ

いましたので、知事も、できるだけの協力をし

て、両県で一緒になってお客様を呼ぶようにし

ましょうと。そして、長崎と佐賀がそれぞれ相

互に発信することで力を合わせていきましょう

というお話がございましたので、我々としても、

今回補正をさせていただきまして、これにしっ

かりと取り組んでいきたいということでござい

ます。我々の事業は、来年度事業としてしっか

り組み立てをさせていただければと思っており

ます。 

【徳永委員】 来年の企画というのは、先ほどの

博物館、さっき説明した分だけですか。 

【松川文化観光国際部長】 来年度予算につきま

しては、今検討を進めているところでございま

すが、現段階で、文化観光国際部として、歴史

文化博物館を中心に、全国にアピールできる事

業を展開できればというふうに検討していると

ころでございます。 

【徳永委員】 新幹線に遠慮しているのかどうか

わかりませんけど、それはそれで協力はいいで

しょうけれども、しかし、それはそれでね、長

崎県は、明治維新イコール長崎県というイメー

ジをもっともっと発信をして、来年、この「肥

前さが幕末維新博覧会」に負けないような取組

をやるということで、我々はそういう理解でい

いんですね。そうであれば、私はいいんですよ。

だから、規模、そしてまた発信力、それを期待

しますので、よろしくお願いします。 

【松川文化観光国際部長】 今回の佐賀県の開催

規模は、かなりの規模でやられております。気

持ち的にはそういう勢いでありますが、予算規

模とかそういったものがかなり佐賀県とは違い

があります。今、20億円ぐらいというような予
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算規模でやられています。本県としては、でき

る範囲内でしっかりやりたいと思います。 

【徳永委員】 できる範囲とか、何回も言うよう

に、長崎県は観光は第一番の基幹産業ですよ。

そこを言っているんですよ、私は。金は使うん

だったら使って、後は50年後なんですよ。50年

後はいませんよ、私たちはもう。この時期にき

た時、我々が取り組まなきゃいけないのに、消

極的なのか、やる気がないのかとしか私には見

えませんと。乗っかるのもいいんでしょうけど

も、乗っかるような、うちの県の明治維新150

年というのは、うちはそういう立ち位置じゃな

いんですよ。逆に言えば、うちが主導してよそ

から乗っかってくるような、そういう政策をや

るべきなのに、なんでこうなのかと言っている

んです。 

 だから、私は、さっき部長、課長がおっしゃ

たような、来年やりますと言うから、そのこと

をしっかり確認をさせていただいて、また次の

質問を来年させていただきますので、よろしく

お願いします。 

【吉村(洋)分科会長】 ほかにご質問等は。 

【山田(朋)委員】 航空対策費で予算が計上され

ています。この件について伺いたいと思います。 

 成田～長崎～ラオスということで、今回この

ような形でなっているというふうに思いますが、

その中で、給油が主な目的というふうに聞いて

おりますが、給油以外、例えば長崎県の物産品

を乗せるとか、これはアウトバウンドとも書い

てありますので、人が、成田から飛んだ分に長

崎からも乗る。でも、帰りはラオス～長崎なの

かなと思うんですけれど、そのあたりも教えて

くれますか。 

【土井口国際観光振興室長】 山田(朋)委員のご

質問にお答えいたします。 

 今、路線が計画されておりますのが、まず、

ラオス～成田というのが基本でございます。実

は機材の関係で、帰りが偏西風の影響で、どう

しても燃料を余計に消費することから、どこか

で給油をしなければいけないということで、そ

の給油地として長崎が浮上してきたと、そうい

う流れでございます。 

 ですから、給油で長崎を経由していただきま

すので、それであれば、乗降もできるような形

でお願いをして、そのこと自体は可能なんです

が、最終的にまだ決定には至っていないという

ところでございます。 

 流れからすると、ビエンチャン～成田・成田

～長崎・長崎～ビエンチャンという形になりま

す。ですから、長崎からは4時間半ぐらいで行

きますけれども、帰りはビエンチャンから成田

経由で長崎に帰ってくると、そういった流れで

ございます。物流についても、今後その辺も検

討しながら考えているところでございます。 

 まずは、今、そういった経由として決定いた

だく旨をお願いしているところでございます。 

【山田(朋)委員】 わかりました。まだ、人が乗

降できることも最終確認はできてないという話

ですよね、今の答弁だと。 

【土井口国際観光振興室長】 経由地が決定した

暁には、乗降が可能ということでございます。

（「決定しとらんと？」と呼ぶ者あり）まだ最

終決定はいたしておりません。そういう状況で

ございます。 

【山田(朋)委員】 最終決定はしてないというこ

とであります。それで、例えば私がラオスに行

くのに長崎から乗るけど、帰りは成田まで行っ

て、成田～長崎便、今予定されていますかね。

計画があるのかな。計画があるやにもちょっと

聞いた気もしますが、わざわざと言ったらあれ
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ですけど、長崎からは行けるけど、帰りは成田

経由で帰ってきてよという話ですよね。 

 あわせて、県産品を載せたりということも、

物流に関しても、給油だけではなく、人も物も

乗せられるようにしっかりと働きかけてほしい

と思います。 

【土井口国際観光振興室長】 帰りの便のお尋ね

でございますが、成田まで行って別の便に乗り

換えるということではございません。その便に

は、成田で新たなお客さんが乗ってまいります

が、長崎で降りる方はそのまま駐機場でしばら

く待っていただいて、また同じ飛行機に乗って

長崎で降りるということでございます。 

 新たに別の便に乗り換えるのではなくて、同

じ飛行機で長崎まで戻ってこられるというのが、

今回の計画でございます。 

【山田(朋)委員】 帰りはラオスから成田に着い

て、成田でいろいろ掃除をしたり、いろいろな

手続をしたりするから、多分相当な時間を待っ

ておかないといけないですよね、その便に乗る

には。一回降りてから、多分乗り込む感じです

よね。もう一回乗り込んで長崎で降りられるよ

という話ですよね。行きは4時間半だけど、帰

りはどれだけかかるかわからないぐらいかかる

よというような話というふうに理解していいで

すか。 

【土井口国際観光振興室長】 今、ラオス国営航

空のほうからお聞きしている情報によりますと、

成田空港で駐機する時間は約2.5時間というこ

とでございます。 

 ですから、2.5時間の間に飛行機の中の掃除と

か、当然成田で降りられるお客さんもあります

ので、出入国というのが生じます。長崎まで戻

られる方は出入国手続はせずに、成田空港で待

機していただいて、また、掃除が終わった後乗

り込んでいただいて長崎まで戻っていただくと、

そういったことでございます。 

【山田(朋)委員】 多分ですよ、行きは4時間半

で長崎からラオスまでだから、航空運賃もそう

高くないのかなというイメージがありますけど、

帰りはラオスから成田まで飛んで、また成田か

ら長崎だから、航空運賃がかなり高くなるのか

なと、往復割引じゃないですけど、往復でセッ

トで考えているのかもしれませんけど、どれく

らいの価格設定を考えていて、乗降見込みがど

れくらいあるのか。こういうふうに予算を立て

て取り組むことなので、当然試算されていると

思いますけど、その辺を。 

【土井口国際観光振興室長】 まず、乗降につい

てでございますが、今数字的に、実際、今ラオ

スにも観光客のほうは行かれています。ただ、

直行便はございませんので、成田からタイもし

くはベトナム等を経由してラオスに行かれてい

るのが、おおむね2万～3万人ぐらいかなという

ふうに聞いてはおりますけども、もし直行便が

できたとしても、そのすべての方が乗られると

は限りませんので、そういうのを差っ引いても、

九州から少なくとも1,000人ぐらいはいらっし

ゃるのかなとは思っております。 

 通常、新しい路線ができると、直行便効果と

いうのがあるというふうにお聞きいたしており

ます。市場の倍ぐらいは伸びるという話も聞い

ておりますので、2,000人ぐらいは何とか九州で

需要があるのではないかと見込んでいるところ

でございます。 

【山田(朋)委員】 最後にしたいと思いますが、

今回は746万7,000円という予算でありますけ

れども、これが本決定をした場合というのは、

また予算が上がっていく。今後、この予算だけ

だよと。 
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 結局ですね、今の答弁だと、九州から1,000

人ぐらい、うまくいったら2,000人ぐらい見込め

るかもという話みたいです。九州全体からは2

～3万人行っているということですよね。（「日

本全国からです」と呼ぶ者あり）日本全国から

2～3万人で、九州から1,000人ぐらい、うまく

いったら2,000人ぐらいかもしれないという話

だったかと思います。 

 ただ、やっぱり不便さも大きくあると思いま

す。その中で、せっかくこのようなことで国際

定期航空路を結ぶということであれば、当然旅

行会社とかとも商品パッケージをつくったりし

て、人をどんどん、アウトバウンドに取り組む

予定を既に組んでいると思いますけど、そうい

ったことはどういうふうにしているのかも、ご

めんなさい、最後にならなかったですね。それ

で最後にしたいと思います。 

【土井口国際観光振興室長】 当然、まだできて

おりませんので、我々といたしましては、今回

お願いいたしております予算、就航記念旅行商

品にかかる広告等、旅行社の皆様と一緒になっ

て、まずこの路線があるということを九州全体

でＰＲすること、そして、その商品をご利用い

ただくことというのに全力を傾けていきたいと

いうふうに考えております。 

 既にＪＡＴＡの長崎支部のメンバーの皆様に

も、こういった暁には、ぜひ旅行商品の造成に

ついてご協力をお願いしますという形のご依頼

は、会議の席で申し上げて、会議というかいろ

んな場所で申し上げているところでございます。 

【小林委員】 山田(朋)委員に関連をしますけれ

ども、これは正式に、つまり長崎空港が、今、

上海便とソウル便があるわけだけれども、ラオ

ス便が新規就航したということになると、国際

航空定期路線が3路線になったということで、

正式に1路線加わると、こういう認識で、長崎

空港は今、上海、ソウルだけの2路線だとなっ

ておったのを、3路線になったと、こういう位

置づけでよろしいんですか。 

【土井口国際観光振興室長】 まだ最終決定はい

たしておりませんので、現段階は2路線でござ

いますが、これが最終決定をしていただいて就

航ということになれば、当然、委員ご説明のと

おり、3路線だということでございます。 

【小林委員】 最終決定はいつごろになって、何

をもって最終決定と言うのか、そこをもう一回。 

【土井口国際観光振興室長】 我々ももう4月の

段階から、今か、今かという形で通知を待って

いるところでございます。ラオス国営航空でご

ざいますので、この運航に関してはラオス政府

の予算等もかかってくるということで、ラオス

政府においても、最終的にはまだ協議がなされ

ている段階でございます。 

 実は、6月にラオスのトンルン首相がお見え

になって、その時に、「年内には飛ばしたい」

という発言がありましたので、今回このような

形での計上をさせていただいたところでござい

ます。 

 いずれにいたしましても、正式決定について

は、間に入っていただいている方、ラオス国営

航空の日本地区代表もございますので、そちら

との連携をしっかり保ちながら、そこら辺の回

答を待っているところでございます。 

【小林委員】 年内に就航することができればと、

そういうことを当て込んでいると、年内という

ことでね。 

 それから、これは大体週に何便とか、どうい

うふうな路線になるのか、どうですか。 

【土井口国際観光振興室長】 これもあくまでも

ラオス国営航空日本地区代表のほうからの情報
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ということでございます。これは大体今のとこ

ろ、週3便を目指しているということでござい

ます。先ほど申しましたように、ビエンチャン

～成田・成田～長崎・長崎～ビエンチャンとい

った経路でございます。 

【小林委員】 週3便で、路線が年内のうちに決

定をすると、承認いただくということになれば、

これは大いに長崎空港の一つのはずみとして、

我々は受け止めておきたいと思うわけです。 

 したがって、年内といっても、あとそんなに

長い月ではないわけだね。やっぱりラオス便が

就航するということによって、長崎県にどれく

らいの経済効果というか、要するにプラス面、

長崎県においてこの就航がプラスになるのかと。

ただ交流人口が増えるというだけにとどまらず、

その辺のところをもう少し、売り出すためにも、

長崎県にとってラオスの新路線がどれだけのい

い影響を与えるかというようなことぐらいにつ

いては、きちんとした県としての考え方を持っ

て、これを県民の皆さん方に、そして、いろい

ろとまた、九州はもちろんのこと、全国的に売

り出していかなければいけないと思いますから、

その辺のところの準備も、ぜひよろしくお願い

しておきたいと思います。 

【山本(啓)委員】 戻りますけど、冒頭、徳永委

員のほうから質問がありました博物館運営費に

ついて、もう少しだけ掘り下げたいと思うので

すが、そもそも150年が平成31年になるんです

か。ということは、それよりも前に149年で佐

賀県が動き出したと。我がほうは、150年ちょ

うどでやろうと企画をしていたと、検討してい

たという答弁だったと思うんですけれども、今

回これだけ大きな事業費をかけて長崎館を設置

するわけですから、連携という形でお話はあり

ましたけれども、そもそも「肥前さが幕末維新

博覧会」というもの自体がどのような規模で、

どのような内容なのかが全くお示しがされてい

ないので、その部分について少し説明をいただ

きたいと思います。 

【本多文化振興課長】 佐賀県で予定されており

ます「幕末維新博覧会」でございますけれども、

目的としましては、明治150年を記念して、「そ

の時、日本は佐賀を見ていた。佐賀は世界を見

ていた。」ということをスローガンに、幕末維

新期に活躍した佐賀の偉人とか偉業を顕彰して、

それを志として未来につないでいくという目的

で実施するということでお聞きしております。 

 会期といたしましては、平成30年3月17日か

ら平成31年1月14日までの10カ月間ということ

で、会場といたしましては、県庁周辺の佐賀市

城内エリア一帯で、新たにメインパビリオンと

して「幕末維新記念館」というものを設置いた

しまして、その周辺に、昔の銀行の建物を活用

したり、あと古民家を活用しまして「葉隠みら

い館」ですとか、あと、大隈重信とか江藤新平

など多くの人物を輩出した佐賀藩の藩校である

弘道館を再現したパビリオンといったものを設

置いたしますとともに、その佐賀市城内エリア

に佐賀城本丸歴史館とか、美術館、博物館等文

化施設がございますので、そちらのほうでもテ

ーマに沿った展示を実施するということで、そ

ういった施設を歩いて見て回っていただくよう

なまち歩き型の博覧会を考えているということ

です。長崎で言うところの「旅博」とか「さる

く博」をイメージしているということでござい

ます。 

 それとあわせて、佐賀市内だけでなくて、唐

津とか鳥栖にもサテライト館を設置して、県全

体として取り組むということでございます。 

【山本(啓)委員】 大きな規模で行われるイベン
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トだということは理解しましたが、その中に、

今後も常設として残るようなものもあるんです

かね。 

 そういった部分についてと、今ご説明いただ

いた中のどこに長崎館が置かれる予定なのか。 

 あわせて、他県の絡みはどうなのか、ご説明

いただきたいと思います。 

【本多文化振興課長】 佐賀県で設置されるパビ

リオンにつきましては、先ほども申し上げまし

たように、既存の施設を活用してされるという

ことで、恐らく期間中だけの設置になるという

ことで、開催期間が終了した後は撤去されると

いう形になると思います。 

 それから、長崎館につきましては、今、佐賀

県と調整中でございますけれども、佐賀市城内

エリアの中の一画に百貨店の玉屋がございます

けど、玉屋の催事場をお借りして長崎館を設置

したいというふうに考えております。 

 それと、他県との関係ですけれども、佐賀県

のほうは、私ども長崎県との連携のほかに、佐

賀県とゆかりのある、県内ですと諫早市とか、

そちらのほうにも何か声をかけるというお話も

お聞きしておりまして、全体として、ほかの県

とも連携した形で、相乗効果が出るような形で

実施したいというお話はお聞きしております。 

【山本(啓)委員】 設置箇所等とも、総事業費が

合うのかなと思って聞いていましたが、まず催

事場ということで、いきなりピントが狭くなっ

たような気がしたんですけれども、どれぐらい

の広さなんでしょうか。予算の話なので、実際

はそういった部分の設置箇所とか、設置規模と

か、そういったものを示した資料があってしか

るべきなんだと思うんですけれども、あわせて、

今、諫早市しか出てこなかったんですけれども、

その後は他県とおっしゃったんですが、他県と

の絡みは、改めてあるんでしょうか。 

【本多文化振興課長】 本県が設置します長崎館

の展示スペースにつきましては、玉屋の催事場

ということで、広さ的には145平米、坪にしま

すと約44坪ということになります。 

 それから、佐賀県のほうの他県との連携した

取組につきましては、まだ詳細についてはお聞

きしていないところでございます。 

【山本(啓)委員】 内容について確認できるのは、

紙がないので、これ以上は難しいんでしょうけ

れども、議案外でも決定のあり方についてお尋

ねしたいと思いますが、少し長い期間をかけて

佐賀県が取り組みになられている案件が、トッ

プ同士の話の中で突如として、双方ともに行っ

ている分なので、連携できるところはしましょ

うというような話なのかなというふうな認識を

しましたが、これだけ多くの予算を充てるわけ

ですから、その審査には少し資料が足りてない

のかなというようなところもありますし、経緯

についての部分が、庁内においてどのような検

討がなされて、どのような決定に至ったのかと

いう部分を、後ほど議案外で質問したいという

ふうに思います。 

【吉村(洋)分科会長】 資料がないんですか。催

事場の見取図とか、全くまだないままでの予算

ですか。 

 暫時休憩します。 
 

― 午前１０時３９分 休憩 ― 

― 午前１０時４０分 再開 ― 
 

【吉村(洋)分科会長】 分科会を再開します。 

 ほかにご質問等はございませんか。 

【友田委員】 午後から、その資料が出てから少

ししなきゃいけないという気がするんですけど、

今の件なんですけど、玉屋の催事場でしょう。
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玉屋ですよね。県庁のあの通りの玉屋ですよね。 

 佐賀県が150年に向けて取り組んでおられる

ことわかるんですよ。だって、佐賀県で明治維

新の偉人というのは、昔からずっと言われてい

る人たちだから、この人たちをクローズアップ

して、県民の意識も立ち上げてやろうというの

はわかるんですよ。それに長崎県が乗るに当た

っては、私が聞いてびっくりしたのは、玉屋の

催事場ですかという話なんですよ。知っていま

すか、あのデパート。もちろん有名な佐賀県の

デパートだけど、県庁の通りにはあるけど、駐

車場もそんなに近くにいっぱいあるわけでもな

いし、まち歩きというなら、せめてその城内の、

私はこの資料だけ見る時には、例えば本丸博物

館の辺だとか、あの辺に何かブースを設けるの

かなと思ったけれども、結局、全体の催事場の

中に長崎県のブースがぽっとあると。そこを見

に来て、果たしてそこを訪れた人が、長崎まで、

さあもう一回行ってみようという気になるのか

どうかというところなんですよ。国費が770万

円入っているとはいえ、一財で700万円は出す

んですよね。その効果として、果たして県民に

ちゃんと説明できるのかという気がするんです

よね。このあたりはどうですか。 

 来年、平成30年度の予算で、長崎県は歴史文

化博物館でやるというんだけど、来年は長崎県

は世界遺産登録で真っ黒でしょう。それを一生

懸命やる時に明治維新もやりますよと、本当に

できますか。これが本当に、700万円使って、

本当に長崎県に誘客効果がどのくらいあって、

それをどのくらい見込んでいて、それは来年の

長崎県がやる明治150年の問題について、こん

な相乗効果があって、だからこれをやるんだと、

何かそういった分析はできていますか。今の説

明を聞いているだけでは、何かトップ同士で話

してきたから、やりましょうよという話になっ

てやりますから、予算をつけてくださいと言っ

ているようにしか聞こえないんですよ。大丈夫

ですかね、どうですか。 

【本多文化振興課長】 場所につきましては、催

事場と申し上げましたけれども、玉屋の建物の

横に事務所がありまして、そこに隣接する場所

になっていまして、その場所というのが、ちょ

うどバス停がすぐ目の前にありまして、佐賀の

駅から県庁に向かって行くメイン通りに面して

いまして、それで、場所的には、人が回遊する

場所なので、佐賀県全体のパビリオンとかの配

置計画の中にも、エリアの一画に長崎館がある

というところをきちんと示していただいた上で、

そこを歩いていただくようなモデルコースみた

いなものも設定していただいたりとか、あと、

巡回バスとかも予定されているようでございま

して、巡回バスの沿線にもなっておりますので、

一定の集客は見込めるのではないかと思ってい

ます。 

 その集客を、長崎館を見ていただいた上で、

いかにそういった方々にまた長崎県まで来てい

ただくかというところにつきましては、パンフ

レットを作成する際に、長崎のゆかりのある観

光地とかも紹介しつつ、そういった施設にパン

フレットを持参してこられた方には割引の特典

をつけるとか、そういった工夫をして、佐賀県

と長崎県とが相互に観光客の行き来が活発にな

るような形、そういう仕掛けをあわせて考えて

いきたいというふうに思っております。 

【友田委員】 いずれにしても、資料を見せてい

ただかないと議論は深まらないので、これでと

どめますけど、全般的に、やっぱり予算を計上

するに当たって、我々に示される資料の中身と

いうのはあまりにも薄いですよね。もうちょっ
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と、どういった背景があって、県はどういうも

のを目指していて、だからこれだけの予算を使

うんだというのがないと、これまで我々もそう

いうのを認めてきたところがあるんでしょうけ

れども、しかし、やっぱり他県で開催するわけ

だから、少なくとも長崎県内でやってて、それ

を実際に我々も見る機会が多いところでやるの

であれば、一定その辺でもいいのかもしれない

けれども、少なくとも長崎県の予算を使って佐

賀県に設置しますというのであれば、もう少し

丁寧な説明を、資料を出していただいて、その

上で県の考え方も明確に示していただきたいと

思いますので、そのあたりの資料を出していた

だいてから、もう少し議論したいと思います。 

【吉村(洋)分科会長】 資料はすぐ出ますかね。

コピーしてくればいいんだろう。すぐ出してく

ださい。それがないと、議論ができないという

ことですから。 

【前田委員】 博物館の件は、私も資料が出てか

ら質疑させてもらいたいと思いますが、そもそ

も徳永委員もおっしゃっていましたけれども、

やっぱり長崎県の150年記念事業に対するコン

セプトとか全体の構想があって、その中に今回

の予算の事業をどう位置づけるのかというのが

ないと、なかなかそこは難しいんだろうなと思

っています。それは後ほど質疑します。 

 ラオスの航空対策費ですが、すみません、私

だけが、多分わかってないと思うのですが、そ

もそもとして、ご説明では、ラオスから成田に

行くのは直接行きますよと。しかし、帰りが、

偏西風の関係で、一度着陸して燃料を補給しな

ければいけないという話だったんですが、それ

は長崎が手を挙げたんですかね。 

 よくわからないのは、給油で着陸するのに、

どうして着陸料の支援というか、長崎県がお金

を出すのかがわからないです。すみません、そ

もそものことです。 

【土井口国際観光振興室長】 今、委員ご指摘の

経由地として給油については、ラオス航空が偏

西風の関係でどこかに着陸しなければいけない

ということで、給油地を探していたところです

けれども、たまたまラオス国営航空の日本地区

の代表の方が長崎県出身ということもございま

して、そういう関係で我々と協議をされていて、

給油地が必要であればぜひ長崎でと、給油だけ

じゃなくて乗降も可能なようにしてくださいと

いうことでございます。 

 給油だけであれば、着陸料というのは我々は

負担はいたしませんが、そこでお客様の乗り降

りができるようにということで、着陸料の支援

をするというふうなことでございます。 

【前田委員】 長崎県出身の方を介した中で、要

は長崎県として乗降ができることを前提として、

長崎に着陸してほしいということで交渉した中

で、この着陸料を払うという理解でいいんです

か。4カ月分で計上しているので、これはこれ

から先、就航となれば、この3倍予算が発生す

ると理解していいんですかね。 

【土井口国際観光振興室長】 あくまでも今年度

分というようなことでございます。ですから、

12月に就航したと仮定して4カ月ということで

ございます。ですから、あと残りは新年度予算

でのお願いという形になろうかと思っておりま

す。 

【前田委員】 乗降させてほしいということでの

着陸ということになったんでしょうから、であ

るならば、今後についてですけれども、ラオス

の交流人口というか、さっきおっしゃったよう

な、どうやって人の行き来をさせるかとか、長

崎の物産を売り込むかとか、そういうものを立
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てていただかないと、長崎に降りるのは向こう

側のリクエストじゃないということでしょうか

ら、長崎として、さっき小林委員もおっしゃっ

ていたようなプラスの効果を見込んでやるので

あれば、来年度の予算を計上するまでの間に、

もう少ししっかりした構想というものを立てて

もらわないと、なかなかそれは認めがたいなと

いう気がします。 

 なぜなら、帰りが結局、長崎から乗るという

ことを始点とした場合、帰りは成田経由でしか

帰れないということは、どのくらい利用者がい

るのかなというのは、私もちょっと見えません

し、今のお話で言えば、人口規模も少ない国で

すから、交流といっても、乗り換えで今、2万

人というお話でしたよね。ということを考えた

時に、観光の市場としてどれぐらい魅力がある

のかということに対しては、ラオス単独じゃ難

しいと思っていて、ならば、これからアウトバ

ウンドの商品をつくり上げるんだったら、むし

ろ長崎からラオスに入って、ラオスから、長崎

がこれから力を入れようとしているベトナムと

かタイとかに、2国間にわたって福岡に帰って

くるぐらいのものだったら、長崎の方も利用す

るのかなと思いますけれども、成田経由で帰っ

てこいと、その間2.5時間待ちなさいというのは、

どれぐらい長崎県民が乗るのかなと、それに対

して税金を使うということを考えた時に、きち

んとした計画がないと難しいなと思っています。 

 それと、今現在、ラオスはこういう形でつき

合いが出るということは私はプラスだと思って

いるので、そういう意味で言えば、海外戦略と

してラオスの国の位置づけというのは、多分、

今は全くしてないですよね、直行便もなかった

んだから。これは、この後どんなふうに考えて

いるのかというのと、長崎県の中で、今現在、

民間におけるラオスとの交流というか、友好的

なおつき合いをしているような団体等があれば、

その概要とか活動も含めてお知らせいただきた

いと思います。 

【土井口国際観光振興室長】 今後のラオスとの

交流でございますが、当然、まず観光、我々は

観光担当でございますので、今後インバウンド

という形のＰＲを行ってまいります。まだまだ

ラオスは発展途上国でございますのでインバウ

ンド客は少のうございますが、将来を見込んで、

就航の暁には、我々長崎のアピールを現地でも

していきたいと思いますし、あと、教育分野、

留学生の受け入れといった部分とか、あと、山

間地域が多くて農業も盛んでございますので、

そういった分野の交流とか、また、発展途上国

でございますので、医療的にはまだ後進の部分

もあると聞き及んでおりますので、そういった

部分の交流とか、そういった部分も今後進めて

いく必要があろうかなと思っています。 

 また、ラオスと交流の協会でございますが、

長崎ラオス友好協会というのが長崎にございま

して、九州では、長崎と福岡と熊本にあるとい

うふうに聞き及んでおります。定期的でござい

ますが、何度かラオスをご訪問されて交流も行

われていると聞き及んでいるところでございま

す。 

 そういった協会とも連携を密にしながら、こ

の便を活用して、長崎県とラオスの交流、ひい

てはそれが経済効果につながるような形で展開

を図っていければと考えているところでござい

ます。 

【前田委員】 経済交流だけじゃなくて、そうい

う意味では、まだ後進的な国ですので、今おっ

しゃったような農業の指導とか、教育の支援と

かいろいろあると思うので、せっかくですから、
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長崎県がそこを率先してやれるような計画を立

ててほしいと思うのと、先ほどの山田(朋)委員

の質問の中で、九州各県から1,000人ぐらい見込

めるんじゃないかということでしたけれども、

それをもってしても、帰りが成田ですので、成

田から、じゃまた長崎に来て、そこから福岡に

帰ったり、熊本に帰ったりという話になるんで

しょうから、そこは成田から、多分ＬＣＣとか

いろんな直行便を使って帰るという手もあるの

かもしれませんが、やっぱり見込みというか、

しっかりした計画を立てながら、一旦こういう

形で受けたわけですから、直行便がある限りは、

長崎で乗降、なかなか利用者がいないからやめ

たいという話にはならないでしょうから、ぜひ

これから、少し中長期的な視点を持って、ラオ

スの国とどうやって長崎県が接していくかとい

う戦略も立てながら、確実に進めていただきた

いということを要望しておきます。 

【小林委員】 ラオス便の着陸料の760万円ちょ

っとぐらいの予算について、いろいろご意見が

あっております。先ほど私も申し上げたとおり、

もうちょっと国際戦略という形の中で、長崎県

のメリットをどういう形の中で明らかにしてい

くかということについては、ただ人的交流だけ

ではどうですかということを申し上げました。

ここのところはご理解をいただいていると思う

んです。 

 私が一番言いたいことは、例えば今回のラオ

ス便が、ラオスの路線が新たに参入するという

ことは、どれだけ大きなものであるかというこ

こら辺の説明が、あなたも控え目におっしゃっ

ているのか、あれだけれども、少し風呂敷を広

げて、いいですか、今、長崎空港で国際の定期

航空路線を1便、何か風の関係でできたのか、

何かの関係でできたのかと、あまり大きな努力

もしない状況の中で、この一つの路線が、さっ

きも言ったように、2つしかないものが3路線、

これによってできるんだと、3路線になるんだ

ということは、政策監、非常に大きなことだと

思うんだよ。これは、長崎県にとって。 

 今、長崎県としては、24時間空港をはじめと

して、それは何のためにやるかということは、

海外との、特にアジアとの関係の中において、

国際定期航空路線をどうしても2便から3便、4

便、5便と、こういうような形の中で路線拡大

を図りながら、長崎県の最大の経済基盤である

この空港を生かした、長崎県のプラスというも

のを考えていこうではないかと、こういうよう

なことをいつもこうやって基本的に述べておる

し、また県の姿勢でもあるわけだよ。 

 だから、もう一回言っておきたいことは、こ

の長崎空港に、今回、ラオスの新たな路線が、

帰りが成田に行かなくちゃいかんとかいうこと

で、その不便がまだあるけれども、まずこれは

突破口なんだよ。 

 だから、そういう突破口として、まずこうや

って路線が定期航空路線としてきちんと開設さ

れると、新路線として参入すると、これだけで

もどれくらいの、本来ならば相当な活動費とか

その他のもろもろなことをやって、相当な努力

をしなければならんところが、こういう形の中

で新規路線というものができるんだということ

をもっと本当にすばらしいことだとして、もっ

とアピールして、ああ、こうですかと、来年4

月まで、この760万円ぐらいでよかとですかと、

次はしっかり長崎県のプラスを考えながら、ま

た予算の計上というのをひとつお願いしたいと

いうぐらいの、それくらいの話に結びつかない

と、どうしても何かしみったれて、降って湧い

たような話をするから、だめなんだよ。 
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 こういうところはすばらしいんだということ

をもっと我々に訴えていただきたい。そして、

みんながこぞってラオスの新規路線というもの

が、将来においてどんな大きな希望につながる

かと、こんなようなことをもうちょっと言って

もらわないといかんと思うから、これは室長、

今までのことを全く、あなたは中国で大分袋を

広げとったじゃないか。どこに行ったのか、そ

の袋は。もうちょっとやれよ、そういうことで。

頼みますよ。 

【土井口国際観光振興室長】 現在、長崎空港に

は、昭和54年に上海便が就航いたしました。そ

して、昭和63年にソウル便が就航し、以来約30

年間、まだまだ新しい国際航空路線は就航いた

しておりません。約30年ぶりの国際航空路線の

就航の実現となりますので、我々もこの機をと

らまえて、さらなる国際航空路線の活性化に向

けて努力してまいりたいと考えております。 

【吉村(洋)分科会長】 資料はできましたか。 

 暫時休憩いたします。 
 

― 午前１０時５９分 休憩 ― 

― 午前１１時 １分 再開 ― 
 

【吉村(洋)分科会長】 分科会を再開します。 

 引き続き質疑を続けたいと思います。 

 資料が出ましたので、これをご覧いただきた

いと思います。 

【友田委員】 佐賀玉屋の位置は、私自身はよく

わかっていたんですけど、全体にこういうのが

あるというのがやっとこれでわかったわけです

よね。県立博物館とか、美術館とかいろいろあ

るんだけど、こういうのも、さっき部長がおっ

しゃるとおり、コンセプトがわからないので、

ちょっと全体像をつかみかねるところがあるん

ですけど、そういうところが、いろんなイベン

トがある中で、先ほどおっしゃった佐賀玉屋の

1階ですよということなんだけど、長崎県とし

ては本当にそれでよしとしたのかということな

んですよ。 

 向こう側といろいろ面談したり協議する上で、

いやいやもうちょっと、せっかく長崎と佐賀の

そういった関係を出すのであれば、一番のメイ

ン会場のところあたりにとかという話にならな

かったのかなと思うんですよ。先ほどおっしゃ

った、新しいパビリオンをつくる、そういう中

にあるのであれば、まだ皆さん、この「幕末維

新博覧会」に訪れた方は間違いなく行くでしょ

う、メインなら。でも、この玉屋の一画にこう

いうのがありますよと言われても、本当に行き

たい人たちがちゃんと行ってくれるのかという

心配がどうしてもあるんです。メイン会場はや

はりこの幕末維新記念館とか、ユージアム・サ

ガとか、そういうところになるんだろうと思う

んですよ。こういうところには、もう最初から、

佐賀県としては置く考えはなかったんですか。

向こうからやりとりする中で、長崎県さんはこ

こに置いてもらいますからということで話が進

んできたんですか、どうなんですか。 

【本多文化振興課長】 当初、佐賀県と協議する

中で、幕末維新記念館のメインパビリオンのほ

うでスペースをいただけないかというお話もし

たんですけれども、この幕末維新記念館のつく

りと申しますか、コンセプトが、佐賀の偉業や

偉人を最新の映像技術とかを使って、体験型の

パビリオンみたいな形にするということで、そ

ういうストーリーがあって、その流れに沿って

観光客の方に見ていただくという形になってい

るものですから、その中に長崎の展示を組み込

むということは非常に難しいというお話がござ

いまして、それ以外の場所で確保できるところ
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をということで協議しました結果、佐賀玉屋で

どうかということになっております。 

【友田委員】 そういうことなんですか。何か佐

賀県のほうから、一緒にやりましょうという働

きかけがあった割には、あまり重視されてない

ような気がするんですね。 

 さっき私が言った質問の関係なんですけど、

ですから、ここに訪れた人たちをどう長崎に導

くのか、そして、その人たちがどのくらいお越

しになるだろうという試算をしているのか、そ

れによる経済波及効果はこのくらいあるという

ふうにされているのか、そのあたりも県はどう

考えたのかというのは、さっきお答えいただけ

なかったので、答えていただきたいんですけど。 

 150年をやるという来年は、さっきちょっと

言いましたけど、長崎県は世界遺産登録の年な

んですよ。本当にその時に、この150年のここ

でやってきたことと、佐賀県のこの記念事業で

長崎館を出したことが、来年に本当につながっ

ていくのかというところですよね。150年、で

きないんじゃないですか。長崎県はもう世界遺

産で真っ黒でしょう、来年。その時に、本当に

これが相乗効果で上回ってくるんですかね。そ

のあたりについてどのように考えているのか、

明確にお答えいただきたいと思います。 

【本多文化振興課長】 歴史文化博物館での来年

度の企画展につきましては、当然、世界遺産の

登録ということもございますけれども、その情

報発信もあわせて、この明治150年についても

展示を、常設で今、既に幕末・明治期の展示と

いうのはしているんですけれども、さらにそこ

を明治150年ということで充実させた形で、特

集展示という形でやっていきたいということと、

企画展のほうも、全体の企画展の計画の中で、

これもきちんと位置づけてしていくということ

で、その件につきましては、もうかなり早い段

階から検討を進めておりまして、その検討を進

める中で、佐賀との連携した、佐賀の博覧会に

出展するというお話も出てきたものですから、

長崎で明治150年でやろうとしていることをさ

らに取組を広げる形で、佐賀の維新博との連携

というのを位置づけてやっていきたいというふ

うに思っています。 

 佐賀県の博覧会のほうから、長崎に誘客がど

のぐらい見込めるかというところにつきまして

は、なかなか細かいデータとかがないんですけ

れども、先ほども申し上げましたように、佐賀

の博覧会の場で、長崎の明治150年のゆかりの

観光地なども積極的にＰＲして、佐賀と長崎の

歴史文化博物館で実施しておりますことを結び

つけるような形にしたいと思っていまして、誘

客の一つの考え方として、スタンプラリーみた

いなことを実施するとか、そういった仕掛けも

考えて相乗効果が発揮できるような形で実施し

ていきたいというふうに思っております。 

 それと、佐賀玉屋の場所につきましては、県

庁から大体600メートルのところなんですけれ

ども、この図面でもお示ししていますように、

先ほど申し上げたリアル弘道館とか、葉隠みら

い館というのが、佐賀がメインパビリオン以外

に設置する新たなパビリオンなんですけれども、

そこと比べましても、そこまで離れておりませ

んし、佐賀県としてはこの一帯をまち歩きとい

う形で、恐らく将来的には周遊ルートなんかも

モデルコースみたいなのをつくった形でやって

いくということでお考えのようですので、そう

いったルートの中にも、こちらで設置する長崎

館を組み込んでいただいて、多くの方に来館を

していただくことを考えていきたいというふう

に思っております。 



平成２９年９月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（９月２７日） 

- 46 - 

【徳永委員】 長崎の取組、先ほど私言いました

けど、ちょっと私は消極的というか、150年の

認識があまりないと。 

 ところで、他県の取組は調べていますか。そ

の資料とかはありますか。今、言えますか。 

【本多文化振興課長】 国のほうが他県とか市町

の検討状況を取りまとめたものがございまして、

それを見ますと、それぞれ検討されているとこ

ろとそうでないところとありはするんですけれ

ども、やはり、いわゆる薩長土肥ですね、鹿児

島、山口、高知、佐賀と薩長土肥を引き継いだ

県におきましては、佐賀県と同じような形で博

覧会を大規模に実施するという計画があります

けれども、その他の県につきましては、そうい

う明治150年にちなんだいろんな展覧会ですと

か、イベント関係を今のところ予定されている

ということで、まだまだ他県においても検討中

のところもございます。現時点で把握している

範囲では、そういった状況でございます。 

【徳永委員】 例えば神奈川県は、私の知るとこ

ろでは、伊藤博文の旧邸とかそういうところを、

市なのか、大磯かな、そこを改修して観光客を

呼び込むというようなことをやっていますよ。

それに関連するところですよ、神奈川もね、薩

長土肥じゃなくても。 

 だから、我々もそういうニュースを見ていま

すし、そういう認識もあるんですよ。長崎県な

んかわかるように、長崎県は一番じゃないです

か。明治維新というのは長崎からでしょう。そ

ういう中でそういうことも全然、今の答弁を聞

けば、薩長土肥だけだとか、何回も言うように

意識のなさ、そういうところ、場所ですよ。さ

っき友田委員から話があったように、答弁、佐

賀県から趣旨が、長崎県はだめだから向こうに

行ってくれとかね、何ですか、それは。それで、

はい、はいなんですか。そして行ったところが

佐賀玉屋、これはちょっとね。 

 佐賀県は、正直言って、長崎県がここに来れ

ばやっぱり影響があるんですよ、これは。だか

ら、なるべくそれは、ここで言っていいのかど

うかわかりませんけども、そういうふうにやっ

ぱりね、長崎県側もしっかりとした認識をやっ

てやらないと、150周年で、ただ、ただそこに

乗っかっていった。もう正直言って、出だしが

遅れているんですよ。佐賀が先にやった、それ

にもう乗っからざるを得ないというような感覚

にしか、我々は受け止められないわけなんです

よ。 

 これ、ちょっとね、やはり約1,500万円、半分

は国の予算だからどうのこうのと言っています

けど、これは予算ですからね、これもやはり大

事ですけども、そこに行くまでのプロセスとこ

の認識の持ち方が、今回はやはり、ちょっと我々

も理解しがたいし、そして、事前の説明もそう

ないし、ただぽんと予算を上げて、資料出せと

言われて今出しているというような状況であり

ますよ。もう少ししっかりとした説明をして、

そして、どうしても佐賀玉屋なのか、そしてま

た、これ以上、県の考えとして、もう少しここ

にどうだということができないのか、それはど

うなんですか。 

【本多文化振興課長】 まず、県としての考え方

ですけが、確かに薩長土肥と比べますと、明治

維新期に活躍した本県出身の人物というのはそ

んなに多くはないんですけれども、そういった

明治維新に活躍した他藩の人物のほとんどが長

崎県で学んだりとか、長崎で最先端の技術に触

れて、それを持ち帰って各藩でそういった活躍

をされたということで、そういう意味で、長崎

県は非常に重要な役割を果たしたというふうに
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考えておりますので、そういった考え方に基づ

きまして、長崎が果たした役割とか、あと、い

ろんな人物につながるというものを広く情報発

信していきたいという趣旨で、そういった歴史

文化博物館での展覧会などを検討したところで

ございまして、その一環として、佐賀県との連

携というところもありまして、特に佐賀県は長

崎県と幕末維新期の関係というのが深くありま

すので、そういった佐賀とのつながりなんかも

アピールしながら、さらに広くＰＲをしていき

たいと、それで誘客に結びつけていきたいとい

うふうに考えたところでございます。 

 佐賀玉屋の場所につきましては、ここに佐賀

県と話して決定するに当たっては、ほかの場所

も、先ほども申し上げましたように、いろいろ

検討はしたんですけれども、さらに遠い場所し

かなかったりとか、スペースの問題とか、そう

いった点で佐賀玉屋の場所が最適ではないかと

いうことで、今考えているところでございます。 

【徳永委員】 説明が、とにかく苦しい説明で大

変でしょうけども、ないからそこに行けと言わ

れて、それでいいというふうなことじゃだめな

んですよ。そしてＰＲをする。だから、効果を

出さなくちゃいけないんですよ、これ、しっか

りと。 

 長崎県には有名な人はいませんと、そういう

ことでどうするんですか。全部それは長崎県か

ら出ていったわけですよ。三菱もそうじゃない

ですか、岩崎弥太郎も、後藤象二郎もそうだし。

そういう歴史をしっかり我々が発信するのを、

小学生、中学生、高校生にも、確かに社会でも

習っているでしょうけれども、こういった時に

またいろいろと発信をするのも、こういう機会

なんですよ。何をあなたは言っているんですか。

明治維新の長崎というのを、ここの位置づけと

いうのをやっぱり県全体でしっかりやらなきゃ。

もう質問してもあれなんですけど、最後に部長、

しっかりとそこをやらないと、なかなか難しい

ですよ、これ。 

【松川文化観光国際部長】 明治維新150年、私

どもとしても事業を組み立てているわけですが、

その中でこういう事業の提案というか、お話が

ありまして、こちらに約110万人からのお客様

を遠方から呼ぼうという計画というふうに伺い

ましたので、そのお客様の幾らかでも私ども長

崎県に呼び込みたいということもありまして、

かつ、長い期間長崎県もアピールできますこと

から、この事業を我々も実施しようというふう

に考えた次第でございます。 

 いずれにしましても、私ども長崎県としては、

長崎の明治維新に果たした役割をしっかりと発

信して、そして、かつ実利も、お客様をこちら

にも呼び込むということをしていくために、佐

賀の本丸博物館と私どもの歴史文化博物館が協

働していくような提案も今させていただいてい

ます。そういった形で、私どもは実務をやって

まいりたいと思っているところでございます。 

【吉村(洋)分科会長】 ほかに質疑はありません

か。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)分科会長】 ほかに質疑がないようで

すので、これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)分科会長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。 

 予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。 

 第71号議案のうち関係部分は、原案のとおり、
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可決することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算議案は、原案のとおり、可決す

べきものと決定されました。 

【吉村(洋)委員長】 次に、委員会による審査を

行います。 

 議案を議題といたします。 

 文化観光国際部長より総括説明をお願いいた

します。 

【松川文化観光国際部長】 文化観光国際部関係

の議案及び所管事項についてご説明いたします。 

 「総務委員会関係議案説明資料」及び同資料

（追加2）をお開き願います。 

 まず、議案についてご説明いたします。 

 資料のうち、文化観光国際部の1ページをご

覧願います。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第75号議案「長崎県手数料条例の一部を改正す

る条例」のうち関係部分であります。 

 この条例は、通訳案内士法及び旅行業法の改

正に伴い、所要の改正をしようとするものであ

ります。 

 次に、議案外の所管事項についてご説明いた

します。 

 今回、ご報告いたしますのは、文化の振興に

ついて、世界遺産登録の推進、観光振興につい

て、県産品のブランド化と販路拡大について、

県産品の輸出促進について、国際交流の推進に

ついて、日中国交正常化45周年記念事業につい

て、長崎県・福建省友好県省締結35周年記念事

業についてでございます。 

 そのうち、新たな動きなどについてご説明い

たします。資料のうち1ページをご覧願います。 

 まず、文化の振興についてでございます。 

 この秋、出島表門橋が完成する歴史的な機会

を迎えるにあたり、11月23日には、本県や長崎

市、オランダ国大使館、長崎日蘭協会をはじめ

とする民間団体等で構成する実行委員会の主催

により、世界最高峰のオーケストラ「ロイヤル・

コンセルトヘボウ管弦楽団」による長崎公演を

開催いたします。この記念事業を契機として、

引き続き本県とオランダとの文化交流に取り組

んでまいりたいと考えております。 

 次に、世界遺産登録の推進についてでござい

ます。資料のうち3ページをお開き願います。 

 「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」

については、主に保全体制等を確認する国際記

念物遺跡会議（イコモス）の現地調査が9月4日

から14日まで11日間の日程で実施されました。 

 本調査は、県内と熊本県天草市にある12資産

において行われ、国、県及び関係市町が一体と

なって対応に当たったところであります。 

 イコモスにおいては、今後、既に提出されて

いる推薦書並びに今回の調査結果をもとに、来

年5月頃を目途にユネスコに対し、世界遺産登

録に関する勧告を実施する予定であり、県とし

ては引き続き、イコモスからの追加情報の提出

要請等には速やかに対応するなど、万全を期し

てまいります。 

 また、海外に向けて「潜伏キリシタン関連遺

産」の価値を幅広く発信するため、去る9月4日

から8日までパリのユネスコ本部で行われた

「日本へのクリエイティブな旅」展に参加し、

各国のユネスコ関係者をはじめパリ市民の方々

などにご来場いただきました。 

 今後とも、国内外に広く「潜伏キリシタン関

連遺産」についてアピールするとともに、平成

30年世界遺産登録実現へ向けて、引き続き関係

者の皆様のご支援とご協力を賜りながら、全力
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を傾注してまいります。 

 次に、観光の振興についてでございます。資

料のうち3ページと説明資料追加2の1ページを

お開き願います。 

 本県の観光動向について、県内の主要な宿泊

施設・観光施設を対象として四半期ごとに取り

まとめている「県観光動向調査」によりますと、

直近の4月から6月の3カ月間の延べ宿泊者数は、

対前年同期比で23.6%増となっており、熊本地

震の影響を受けた昨年から着実に持ち直してお

ります。外国人宿泊につきましても、対前年同

期比18%増と一年ぶりに対前年増となり、特に

韓国からの観光客が、対馬・長崎地域を中心に

増加しております。 

 国境離島地域における滞在型観光の促進につ

きましては、“しま”にもう1泊していただけ

るよう旅行会社との連携による誘客や、各種メ

ディアを活用した魅力発信に取り組んでいると

ころであります。具体的には、8月末現在、19

の旅行会社において、様々な滞在プランを組み

込んだお得な旅行商品の販売によって、目標の

3万4,000人泊を上回る約4万6,000人泊分の送

客が見込まれております。 

 さらに、「長崎と天草地方の潜伏キリシタン

関連遺産」の世界遺産登録を見据え、滞在・周

遊を促進する着地型旅行商品の開発・販売を推

進する民間組織として、県内旅行会社や交通事

業者、観光関係団体等44の法人が参画した「長

崎めぐり旅ビューロー」が去る8月31日に設立

されました。今後は県としても、本組織と連携

し、引き続き滞在型観光の推進に力を注いでま

いります。 

 また、長崎空港国際航空路線の利用につきま

しては、定期路線である上海線・ソウル線を利

用した8月から12月までの長崎空港を発着とす

る旅行商品が販売されております。これは、一

般社団法人日本旅行業協会（ＪＡＴＡ）長崎支

部加盟の旅行会社13社が共同で企画・販売する

ものであり、全国的にも例が少なく、県内では

初の取組であります。さらに、11月にはシルク

エアーの運航による本県とシンガポール間のチ

ャーターが実施される予定であります。シンガ

ポールからの国際チャーター便は平成27年12

月以来、およそ2年ぶりの運航であり、インバ

ウンドとアウトバウンドの双方による初めての

ツーウェイ・チャーターが実現することとなっ

ております。今後も、国際航空路線を活用した

海外との交流人口の拡大を図ってまいります。 

 次に、県産品のブランド化と販路拡大につい

てでございます。資料のうち4ページと説明資

料（追加2）の1ページをお開き願います。 

 これまで首都圏・関西圏を中心とした県外に

おいて、県産品を取り扱う販売店及び料飲店を

「食べてみんね！長崎県産品応援店」として認

定してまいりましたが、この度応援店制度を拡

充し、更に県産品の認知度向上・利用拡大、観

光等の情報発信に努めていただける料飲店を

「極
きわみ

」として認定することといたしました。こ

れまでに7店舗を認定しており、引き続き応援

店と連携しながら本県及び県産品の魅力発信に

取り組んでまいります。 

 また、関西地域においては、9月から3カ月間、

伊丹空港南ターミナル制限エリア内において映

像やパネルを利用した観光・世界遺産等のＰＲ

を行うとともに、10月の各週末には、県内の酒

造メーカーと連携し、全日空ラウンジにおいて

県産酒の提供とＰＲを実施することにしており

ます。 

 今後も市町、関係団体や関係部局とも連携し

ながら、引き続き、本県の文化・観光・物産の
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魅力の総合的な発信に努めてまいります。 

 次に、国際交流の推進についてでございます。

資料のうち6ページをお開き願います。 

 去る7月28日から30日までベトナム・ダナン

市において、ダナン市人民委員会外務局主催で

開催された「ダナン越日文化交流フェスティバ

ル」に昨年度に引き続き参加いたしました。 

 また、去る8月23日から27日まで、知事が、

今後本県への巡礼ツアー等の観光客誘致が期待

されるフィリピン共和国を訪問いたしました。 

 今回の訪問では、フィリピン・マニラ大司教

区のタグレ枢機卿とお会いし、世界遺産登録を

契機とした交流の活性化について協力を求める

とともに、フィリピン航空のアルバレス上席副

社長と面会し、国際チャーター便等の誘致活動

等を行ってまいりました。 

 これらの取組とその成果を活かし、今後の本

県と海外との一層の関係強化に努め、経済的実

利の創出に結び付けてまいりたいと考えており

ます。 

 次に、日中国交正常化45周年事業についてで

ございます。資料のうち8ページをお開き願い

ます。 

 今年は、日中国交正常化45周年に当たること

から、各種記念事業が実施されております。 

 また、去る9月7日から9日まで、中国人民対

外友好協会及び中国日本友好協会からのお招き

により、知事が八江県議会議長とともに日中国

交正常化45周年記念レセプションに出席いた

しました。日本国内の数ある地方自治体の中か

ら本県が招待されましたのは、これまでの本県

の友好交流の取組を高く評価されたものと考え

ております。 

 今回の45周年記念事業を契機として、引き続

き中国との友好交流に努めてまいります。 

 次に、長崎県・福建省友好県省締結35周年記

念事業についてでございます。説明資料（追加

2）の2ページをお開き願います。 

 今年は、本県と福建省との友好県省締結35周

年に当たることから、更なる交流拡大を図るた

め、様々な記念事業を実施しているところであ

ります。 

 去る9月18日から21日まで福建省厦門市で開

催されました厦門国際投資貿易商談会（ＣＩＦ

ＩＴ）に、これまでで最大規模の長崎県ブース

を出展し、長崎県の観光、県産品等のＰＲのほ

か、県内企業も参加して商談会を行いました。 

 一方、来月中旬には、県議会、市町、経済界、

友好団体等の皆様とともに福建省を訪問し、福

建省から長崎へ渡り日本の食材や生活、文化に

多大な影響をもたらした隠元禅師の足跡をたど

る黄檗文化交流等の記念事業を実施することと

しております。 

 今回の35周年記念事業を契機として、今後も、

福建省内の市などと友好関係にある県内の5つ

の市をはじめ、関係団体の皆様とも連携を図り

ながら、文化、観光、物産など様々な分野にお

いて、歴史的に本県との関わりが最も深い福建

省との交流拡大に努めてまいります。 

 以上をもちまして、文化観光国際部関係の説

明を終わります。 

 よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。 

【吉村(洋)委員長】 以上で説明が終わりました

ので、これより議案に対する質疑を行います。 

 質疑はございませんか。 

【友田委員】 この通訳案内士の関係ですけれど

も、現在、全国通訳案内士、地域通訳案内士に

変更されているわけですが、こういった方々が、

今県内ではそれぞれどのような、何人程度いら
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っしゃるのか、そして、この制度が改正される

ことによって、今県が誘致しているクルーズ船

等の旅行者に対する通訳だとかそういうことに

ついて、さらに間口が広がっていくのかどうか、

このあたりを教えてください。 

【土井口国際観光振興室長】 通訳案内士の数等

についてのお尋ねでございます。 

 まず、通訳案内士は、平成29年9月1日現在で

ございますが、92名となっております。また、

地域限定通訳案内士につきましては44名、それ

ともう一つ、九州アジア観光アイランド特区ガ

イド、これは九州アジア観光アイランド総合特

区が国の認定を受けまして、国家試験を受ける

ことなく、九州7県が実施いたします通訳案内

に関する独自の研修を終了し、福岡県知事の登

録を受けることで、有償で外国語を用いた通訳

案内ができる、こういった制度がございまして、

その方が12名、トータルで148名が、現在有償

で通訳案内を業としてすることができるような

形になっております。 

 今回の改正によりまして、具体的には、これ

まで有資格者以外は当該業務に従事することを

禁じる、いわゆる業務独占から、有資格者以外

は当該資格の名称とか、類似の名称を用いるこ

とを禁じる、いわゆる名称独占へと規制が見直

されたわけでございます。 

 よって、これまで、繰り返しになりますが、

有資格者だけしか報酬を受けて通訳案内ができ

なかったものが、資格がなくても報酬を受けて

通訳ができるようになったということでござい

ます。 

 名称につきましても、今回同時に、「通訳案

内士」を「全国通訳案内士」、それと「地域限

定通訳案内士」を「地域通訳案内士」に改める

ことになった次第でございます。 

 よって、これまで意欲はあってもこの資格が

なかった。そういうことで通訳案内業ができな

かったという方もかなりいらっしゃるかと思い

ます。また、レベルは高くても持ってないばか

りに、そういった業として活かすことができな

かった。そういう方々もこの業を報酬を受けて

なされるということになりますので、今後、そ

ういった意味では、長崎の国際化には大きく寄

与していただける制度の改正だと思っておると

ころでございます。 

【友田委員】 そういうことであれば、やはり英

会話ができて、資格は持ってないけども、そう

いうことを活かして何かやりたいという方につ

いては、非常に大きなチャンスになると思うの

で、そういったニーズがあるのであれば、広く

県民に知らせて、そういった意欲のある方々が

こういった業務に携われるような、そういった

機会をぜひしっかりつくっていただきたいと思

います。よろしくお願いします。 

【山本(啓)委員】 今と同じですけれども、あわ

せて人材育成の場の構築ですけれども、今回よ

りも前に、もちろんインバウンドの取組をして

きたわけでありますから、これまでどのような

人材育成、いわゆる人材の確保が大事ですよね。

ですから、育成するのか、確保するのかという

話でしょうけども、これまでどういう取組をし

てきて、今回こういった形の変更を機に、新た

にどういった対応をされるのか、そこまで少し

説明いただけますか。 

【土井口国際観光振興室長】 これまで通訳案内

士につきましては、当初、全国レベルの通訳案

内士という資格しかなかったんですけれども、

平成18年だったと記憶しておりますけれども、

新たに地域限定通訳案内士の制度ができまして、

私ども長崎県も手を挙げて、地域を活性化させ
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るということで、そういった取組を行ってきた

ところでございます。 

 また、今回の改正に伴いまして、全国通訳士

につきましては、3年から5年に定期的な研修と

いうのも義務づけられることになります。私ど

もといたしましては、この研修に有資格者以外

の皆様にもご参加いただけるような形で、今後

この研修の受講を呼びかけて、意欲があればレ

ベルアップも可能なような体制に整えていきた

いというふうに考えているところでございます。 

【山本(啓)委員】 社会資源というか、長崎県内

にそういった方がいらっしゃるということが望

まれるわけで、そういった分野のたけた人材を

県としてインバウンドを進める本県の施策の一

つとしてしっかりと確保するとか、育てるとか、

そういった観点は、まだまだ今の説明では薄い

ように感じましたね。そういう捉えでよろしい

んですか。 

 本県として、そういう人材を多く保有すると

か、例えばクルーズ船が来た時に、そういった

方々と連携を密にとりながら、誘客・誘致の時

点から強みとしてやっていくとか、そういった

部分にはまだ食い込むほどのものではないとい

う認識ですか。 

【土井口国際観光振興室長】 もう既に国際クル

ーズ船も数多く入っておりますし、本県の特徴

といたしましては、欧米のクルーズ船もかなり

前から入っております。そういった意味では、

ボランティアガイドとも連携をとりながらこの

業務に携わってまいりましたけれども、今後は、

今申しましたボランティアガイドさんにも報酬

ということが可能になりますので、そことはし

っかり連携をとって進めていくつもりでござい

ます。 

 まだまだこれからのところでございますが、

そこら辺は視野に入れながら検討を進めている

ところでございます。 

【山本(啓)委員】 私が確認したいのは、これは

上位法が変更になったので条例も変えたという

話になるんですかね。国の制度が変わったから、

本県の条例も変えたということでしょうけれど

も、確認したいのは、ほかの地域よりも多くの

外国からのお客さんを受け入れるがための環境

整備とか、本県の強みとして、それが人材育成

とかそういった部分において、他地区よりもた

けた、そういった通訳ガイドを多く持っている

というところを目指すべく準備をされるのかど

うか。それとも、これまでどおり、この制度が

変わったことによって中身を変えていくだけな

のか、その部分をお尋ねします。 

【土井口国際観光振興室長】 答弁が誤りで申し

わけございませんでした。 

 当然、本県、これからの交流人口の拡大を目

指す上では、海外からの誘客というのは、今も

力を入れていますし、今後もさらに力を入れて

いくべき分野だと思っております。そういった

意味では、通訳が果たす役割というのは非常に

大きい存在でございますので、委員おっしゃら

れたような、それが強みとなるような形で通訳

の育成等に、今後展開をしていきたいと考えて

おります。 

【吉村(洋)委員長】 ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ほかに質疑がないようです

ので、これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。 
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 議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。 

 第75号議案のうち関係部分は、原案のとおり、

可決することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、第75号議案のうち関係部分は、原案

のとおり、可決すべきものと決定されました。 

 次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について説明を

求めます。 

【本多文化振興課長】 「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づきまして、本委員会に提

出いたしております文化観光国際部関係の資料

について、ご説明申し上げます。 

 資料は、いずれも今年6月から8月までの実績

について記載しております。 

 資料の1ページをお開きください。 

 補助金の内示について、県が箇所づけを行っ

て実施する個別事業に関し、市町並びに直接・

間接の補助事業者に対し内示を行った補助金に

つきまして、2ページまでに記載しております。 

 直接補助金につきましては、長崎県ＤＭＯ育

成支援補助金等で計3件、間接補助金につきま

しては、文化・芸術によるしまのにぎわい創出

事業費補助金等で計3件でございます。 

 次に、資料の3ページをお開きください。 

 1,000万円以上の契約案件でございます。資料

に記載のとおり5件ございまして、うち一般競

争入札2件の結果は、それぞれ4ページ、5ペー

ジのとおりでございます。 

 次に、資料の6ページをお開きください。 

 知事及び部局長等に対する陳情・要望でござ

います。県議会議長宛にも同様の要望が行われ

たものは、長崎県町村会からの要望等5件でご

ざいます。要望内容に対する県の対応につきま

しては、記載のとおりでございます。 

 最後に、資料の16ページをお開きください。 

 附属機関等会議結果報告でございます。8月8

日に開催した観光審議会の1件でございまして、

その会議結果につきましては、資料に記載のと

おりでございます。 

 以上でございます。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【吉村(洋)委員長】 以上で説明が終わりました

ので、まず、陳情審査を行います。 

 配付いたしております陳情書一覧表のとおり、

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い

ます。 

 審査対象の陳情番号は、14、16、21、24、

26、28、29、33でございます。 

 陳情書について、何かご質問はありませんか。 

【山本(啓)委員】 陳情書26番についてお尋ねい

たします。 

 その6ページに大型旅客船の誘致についての

陳情がございます。この新上五島町に限らず、

本県における離島には、観光としての魅力や資

源がたくさんあるわけですけれども、そのこと

から、あわせて本県のクルーズ船受入実績や、

そういった外国からの大型船を受け入れる長崎

県のイメージから、多くの外国のそういった船

社からリクエストや、外国の方々からの求めが

あっているんだというふうに理解しています。 

 その一つとして、ぜひ離島においても、そう

いった大型旅客船の誘致を果たしていただくよ

うな、そういった流れをつくっていただきたい

というのは、ここ新上五島町に限らずある要望

であろうかと思いますが、一つは、もちろん技
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術的な部分においては、土木とかそちらのほう

になるんだと思いますけれども、そういった環

境整備は置いておいて、まず観光の戦略として、

離島におけるこういった大型クルーズ船という

部分についての今の認識と、今後の展開の可能

性についてお尋ねしたいと思います。 

【土井口国際観光振興室長】 離島におけるクル

ーズ船の誘致についてのお尋ねでございますが、

今回、新上五島町からも陳情いただいておりま

して、ドイツの船社への共同訪問で、平成30年

10月に青方港への入港が決定をいたしたとこ

ろでございます。 

 離島へのクルーズ船の誘致につきましては、

かねてより我々も船社に働きかけをしておりま

す。ただ、環境整備その他、いきなり外国の船

となりますと、通訳の問題、あと嗜好の問題、

いろいろと大きな壁というか、まずクリアすべ

きところがあろうかと思います。まずは国内の

クルーズ船を離島に誘致いたしまして、徐々に

慣れていただきまして、それから外国のクルー

ズ船の誘致という方向に結びつけるのが理想的

かなと思っているところでございます。 

 あと、どうしても離島の場合は、そこだけと

なるとあれですので、長崎と離島というセット

で、まず長崎に入港していただいて、外国船の

場合はそこで出入国をしていただきまして、次、

離島路線と、そういった流れが理想的かなと思

っておりますので、そういったルートの流れも

含めて、あと、地域の魅力も含めてですけれど

も、地元市町とも一緒になって、その辺を船社

のほうには働きかけをしていきたいというふう

に思っているところでございます。 

【山本(啓)委員】 陳情審査ですから、掘り下げ

ませんが、最後に一つだけ。 

 冒頭、技術的な部分、環境整備の部分は分け

てと言いましたけれども、結局それがないと果

たせないんですよね、人材も含めて。環境整備

がないと受け入れられない。その準備は、外国

船というよりも、まずは国内船でということで

今お話があった。結局、受け入れるとなれば、

規模感の話であって、国内船も外国船も環境整

備は、人材の部分、通訳はありますけど、あま

り変わらない部分があるかと思います。 

 だから、私としてここでお尋ねしたいのは、

本県のクルーズ船でインバウンドを活性化して

いくというこの戦略において、離島も含まれる

のかどうかというところを陳情の趣旨としてお

尋ねしたいと思います。それを最後にしたいと

思いますので、よろしくお願いいたします。 

【土井口国際観光振興室長】 委員ご指摘のイン

バウンド対策として、海外のクルーズ船を離島

へ、これも含まれているのかどうか、一応我々

の認識の中では、離島へのクルーズ船の誘致も

インバウンド対策という形で認識をいたしてい

るところでございます。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにご質問はございませ

んか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ほかに質問がないようです

ので、陳情につきましては、承っておくことと

いたします。 

 次に、議案外の所管事務一般に対する質問を

行うことといたします。 

 まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問はありませ

んか。 

【川崎委員】 補助金内示一覧表ですが、ＤＭＯ

の育成支援補助金を3件内示されております。 

 ＤＭＯにつきましては、これまでたびたび質

問させていただいておりまして、その重要性は
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認識をしております。委員会でもいろいろ視察

に行きながら、先進事例も確認をしているとこ

ろですが、まず、本県におけるＤＭＯの進捗状

況です。認定事業者は長崎と佐世保、この2者

というふうに伺っておりますが、今回は、こち

らに島原、波佐見が計上されているようでござ

います。全般、まず進捗についてお尋ねいたし

ます。 

【浦観光振興課長】 ＤＭＯに関するお尋ねでご

ざいます。 

 まず、現在の本県の状況でございますけれど

も、国におきまして、平成27年11月に地方創生

を進めていく上で、観光による地方創生という

位置づけの中で、このＤＭＯというのが重点施

策として打ち出されたということで、国のほう

で候補法人の登録制度ができたところでござい

ます。 

 先ほど委員からご紹介がありましたように、

長崎市、佐世保・小値賀の観光圏、こちらが既

に候補法人として登録をして取組を進めている

状況でございます。 

 県としましては、その他の団体におきまして

も、そういった地域でしっかり稼いでいくため

の取組として、このＤＭＯ化を進めていこうと

考えておりまして、その候補法人の登録に向け

ていろんな準備を進める団体に、県が単独で支

援をしていこうということで、この補助金を設

けているところでございます。 

 平成29年度につきましては、資料に記載のと

おり、島原半島観光連盟それから波佐見町にお

いて申請があり、現在内示をしているという状

況でございまして、島原半島観光連盟につきま

しては、今回2年目の支援ということになりま

す。上限3年の支援制度を考えておりまして、

島原観光連盟におきましては、人材の雇用、全

体をコーディネートできる人材の雇用、あるい

はＤＭＯを進めていく上で必要になる、多様な

関係者を巻き込んでいく、そのためのいろんな

セミナーの開催、そういった経費について支援

をするということになっております。 

 また、波佐見町につきましては、今回初めて

の補助申請ということになりまして、まずは波

佐見町におきまして、観光まちづくりの協議会

を立ち上げていくということで伺っております。

その協議会におきまして、今後波佐見町がどう

いう形で観光のまちづくりを進めていくのか、

その戦略づくりを今年度取り組んでいくという

ことで、そのための調査事業等に当たる経費と

いうことで、今回この補助金を内示いたしてい

るところでございます。 

 そのほかにも、平戸等でもＤＭＯ化に向けた

動きというのは出てきておりますので、できる

だけ県内、そういった取組を広げていきながら、

この事業を進めていきたいというふうに考えて

いるところでございます。 

【川崎委員】 県内の動きは確認をさせていただ

きました。成立しました、こう動き出しました、

こう動き出しますよというのが、正直伝わって

きてないのが実情なんですね。 

 先般はせとうちＤＭＯ、瀬戸内の資源を生か

した、かなり広大な規模での取組を視察させて

いただきました。コーディネートさんは大変だ

ったろうなというふうに思いますが、生い立ち

を考えてみると、やはりそれぞれ足らざる観光

資源をお互い補っていきながら広域でやってい

くという非常にすばらしい理念が合致して、し

かも民間を巻き込んだ取組ということでありま

して、すばらしいことかなと思っておりました。 

 そう考えていきますと、この長崎県も、確か

に長崎市というのは観光都市でありまして、資
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源は多うございましょう。また、世界遺産も今

から目指していく中では、資源もあるわけでは

ありますが、やはりもう少し、何でしょうね、

形を早急に見えていくようにしないといけない

ということと、少しずつ動き出してきたという

ことについては評価をするものの、一方では、

またばらばらになりはしないかというようなこ

とも危惧をしているわけで、長崎県全体の観光

振興を所管する部門として、このＤＭＯをどう

育てていき、そして長崎県という広域でもって、

いわゆる観光で、わかりやすく言えば「稼ぐ」

ということを目指していこうとされているのか、

いま一度お考えをお願いいたします。 

【浦観光振興課長】 観光でしっかり稼いでいく

という意味におきましては、やはり地元のまち

づくり、これが非常に大事になるんだと思いま

す。そのまちづくりに際しましては、従来の行

政、あるいは観光関係団体だけではなくて、地

域のいろんな事業者の方、関係者を巻き込んで

いく必要があるということで、このＤＭＯが打

ち出されてきたわけでございます。 

 今、考え方といたしましては、県内のそれぞ

れの地域で、複数の市町にまたがるエリア、あ

るいは市町単独のエリアで、こういったＤＭＯ

を一つの核というか、機能としてまちづくりを

進めていく。それを線・面でつないでいく。そ

この全体の観光のプロモーション等もまた必要

になっていくんだと思います。まずは、それぞ

れのエリアでしっかりこういったＤＭＯを機能

させてまちづくりを進めていく、それを県全体

としてうまく結んでいく、つないでいく、そう

いった取組が今後求められるんだろうというふ

うに思います。 

 現在、県の観光連盟は県全体のいろんなプロ

モーション等もやっているところでございます

けれども、観光連盟におきましても、そういっ

たＤＭＯ化に関する検討も進めているところで

ございますし、九州全体におきましては、九州

観光推進機構も、現在ＤＭＯに向けた検討もさ

れているところでございますので、各エリアで

のまちづくりをしっかりやりながら、それを全

体として、面として広がりを持たせ、対外的に

アピールをしていくということが必要になって

くるんだと思っております。 

【川崎委員】 方向性としては、今までも確認し

たことではあるんですが、一つは、スケジュー

ル感を持って、いつまでにそれを成立させて、

そして訴求していくのか。 

 例えば新幹線なんていうのは、一つの大きな

ゴール点としてあるのかなと、その前のオリン

ピックというようなこともあるのかなというふ

うに思いますが、そういったところの目指すと

ころは、イメージはあるんでしょうが、いわゆ

る時間軸というのが明確じゃないし、そういっ

たポンチ絵でもいいですけど、県が目指すとこ

ろについてはしっかりと議会に示すと。それに

ついて、我々は県のレベルでどうなのかという

ことを議論していく必要があろうかなと思いま

すが、ぜひそういった形で、次の議会でも結構

ですので、お示しをいただきたい。より具体的

にお示しをいただきたいと思いますが、いかが

でしょうか。 

【浦観光振興課長】 全体の考え方、県も取組状

況、考え方、少し整理をさせていただきたいと

思っております。 

【前田委員】 1,000万円以上の契約の一般競争

入札で今回報告された2件ですけれども、どち

らも業務委託ですから、業務委託も入札なので、

要は要綱というか仕様書をつくって、希望する

ところは手を挙げて、一番安いところが契約し
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たということになっていると思うんですが、そ

もそもこの業務委託の内容と、それから当初の

予算が幾ら計上していたのかということ。 

 それと、そういうことであれば、どちらもそ

うなんですけれども、一方のほうはＪＴＢ九州

長崎支店のみ、もう一方は電通九州とプラネッ

トといって2者しかなくて、その2者も大きく金

額が離れているんですけれども、もう少し競争

が働いてもよかったのかなと思っているんです

が、どうしてこういう結果になったのか、その

分析も含めて、少し内容をお知らせいただきた

いと思います。 

【浦観光振興課長】 まず、1点、ホテルコンシ

ェルジュの事業委託でございます。 

 この事業は、平成27年度の9月補正予算でス

タートいたした事業でございまして、事業内容、

特に今年度の業務委託の内容といたしましては、

県内の宿泊施設で、いわゆるホテルコンシェル

ジュ、質の高いサービスを提供できる人材を育

成しようということで、その育成したコンシェ

ルジュを、外部委員に評価して頂き、県として

コンシェルジュの認定をすると。 

 その成果として、コンシェルジュとして、サ

ービスを提供するにはいろんな県内の関係者と

のネットワーク構築が必要になります。そうい

ったネットワークであるとか、コンシェルジュ

のスキルであるとか、県の観光情報であるとか、

そういったものを一つのコンシェルジュブック

という成果品として取りまとめをして、それを

今後、コンシェルジュが配置されていないホテ

ル、宿泊施設にも横展開をしながら、長崎にお

ける独自の宿泊施設でサービスが提供できるコ

ンシェルジュを広げていく、長崎はそういうサ

ービスができる宿泊施設がたくさんあるという

ことを将来的に目指していくことで、一つの長

崎の売りにもしていきたいということで考えて

いる事業でございまして、事業内容としまして

は、コンシェルジュの研修費用、それは座学も

あり、外部のホテルでの実務研修等々もござい

ます。あるいは、県内の関係者とのネットワー

ク構築を図るためのマッチング、こういったも

のを、全体をコーディネートしてもらうための

事業委託ということでございます。 

 1者だけの応札になっている部分に関しまし

ては、もともと平成27年当初は競争があったん

ですけれども、当初、平成27年度からこのＪＴ

Ｂ九州が受けていることから、やはり継続して

いるという部分もございまして、ほかの業者さ

んがなかなか入札に参加ができなかったという

ところはあろうかと思いますけれども、継続し

て事業に取り組んでいる結果かなというふうに

認識しているところでございます。 

【永橋物産ブランド推進課長】 もう1件の「長

崎は、美味しい。」食のＰＲ事業でございます。 

 こちらのほうの事業の中身は、首都圏、関西

圏を中心に長崎の県産品のおいしさを伝えてい

くという事業でございまして、内容としまして

は、県産品の情報発信事業、マスメディアやＳ

ＮＳを使った情報発信、それと販路拡大対策と

いうことでバイヤー招へいであったり、店頭プ

ロモーションの実施、それと、マッチング対策

ということで、県内事業者の営業力を高めるた

めに経営セミナーの開催などを行う事業となっ

ております。 

 応札のほうは2者ということになっておりま

すけれども、実は、昨年までは4者の方に入札

をいただいておりました。1者は、長崎支店が

廃止になったということで、要件に該当しない

ということで今年は落ちておりますけれども、

もう1者は、昨年応札があったところでござい
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ましたので、入札が終わった後でございますが、

本年度応札がなかった理由というのをお聞きし

ましたところ、業務を受けたかったけれども、

今受けている業務と今回の業務量を見て、対応

ができなかったということでお聞きしておりま

す。 

 それともう一つ、数字がかなり大きく離れて

おりますけれども、落札された事業者のほう、

実は事業自体の予算額といたしましては5,400

万円の予算を組んでおります。落札額は3,400

万円ということで、これはうちの予算額イコー

ル予定価格ではございませんで、予算額の中で

予定価格を組んで応札して落札をいただいてい

ます。 

 一方の、今回落札されていないところにつき

ましては、数字が大きくオーバーしております

けれども、県の予算額もオーバーしているとい

うのもありますし、実は、昨年もこの業者は応

札いただいておりますが、今年度、業務の中身

を少し見直してスリム化したにもかかわらず、

昨年を超える応札額であったということで、こ

のような結果になった次第でございます。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ほかに質問がないようです

ので、次に、議案外所管事務一般についての質

問に移るところですが、時間がもうまいってお

りますので、午前中の審査をこれにてとどめ、

午後1時半より審査を再開したいと思います。 

 お疲れさまでございます。 
 

― 午前１１時５９分 休憩 ― 

― 午後 １時３２分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 

 次に、議案外所管事務一般についての質問に

移らせていただきたいと思います。 

 ご質問等あられる方はお願いいたします。 

【友田委員】 午前中は明治維新150年で相当い

ろんな議論がありましたけれど、「肥前やきも

の圏」が日本遺産になって、百花繚乱何とかで

したね。すみません、うろ覚えで。ですよね。

これは県北振興局に一度行って経過は聞いたん

ですが、「肥前やきもの圏」には、長崎県内で

いけば三川内、平戸が含まれていると思うんで

すけど、佐賀県側のほうで「やきもの圏」内の

5つの市町が大茶会を開くと。これは、同じ「や

きもの圏」の一つのエリアなんだけれども、佐

賀県だけでの開催なんですよ。 

 それで、私が聞いたところによると、最初、

一緒にやろうとしたけど、長崎県側が何か手を

引いたみたいなことを言われていたので、よく

よく聞いてみると、佐賀県が先走ってやってて、

そして、後で長崎県も、全部でやりましょうと

いう話になったら、予算規模があまりにも大き

過ぎて、各市の負担金の範囲内ではできないの

で、一つのイベントでやってしまうと、ほかの

ことができないからということで、長崎県とし

ては乗らなかったという事情を聞きました。そ

れはそれで一つの事情だと思うんですね。 

 しかしながら、日本遺産として登録をしてや

っているにもかかわらず、佐賀県はどんといっ

てしまう。それなりに集客を、またこれで呼ぶ

でしょう。さっきの明治維新150年と同じよう

な形なんですよ。佐賀県がだーんと企画をして、

そして、両県にまたがっているにもかかわらず、

それに長崎県は、結果的に乗ってない。 

 これは、事情はよくわかっているんですよ。

佐賀県発案で、さっきも申し上げたとおり、そ

れを一発イベントでやってしまうとほかのこと

ができないから、長崎県としては負担金を上げ
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るわけにもいかず、できなかったというのはよ

くわかります。 

 わかるんだけれども、せっかく日本遺産に登

録をして、これからそれを起爆剤として交流人

口を拡大していこうという時に、それに長崎県

が乗れなかったということについては、やはり

企画の段階から、もう少し十分なすり合わせが

必要だったんじゃないか、そういう気がするん

ですよね。こういった点については、担当部局

としてはどのようにお考えなのか、お知らせを

いただきたいと思います。 

【本多文化振興課長】 委員ご指摘のとおり、日

本遺産の取組につきましては、「肥前窯業圏」

活性化推進協議会という協議会が中心になって

進めているところでございます。当然、連携を

した上で、全体としての取組を進めていくべき

だと思っています。 

 委員からお話のあった、佐賀県が先行してと

いうことについては、申しわけございません。

私、詳細を把握してなかったんですけれども、

基本的には、そういう推進協議会の中で十分な

議論をして、全体として効果のある事業を、予

算の面も含めて企画して検討していくべきだと

いうふうに私も思っております。 

【友田委員】 課長としては問題点はわかってお

られるので、これを深く追及する気持ちは全く

ないんですけれども、せっかく両県にまたがっ

て日本遺産の登録をして認定を受けているわけ

ですよね。イベントをするのであれば、やはり

少なくともそのエリア内全体にちゃんとネット

ワークが組めるようなやり方をしないと、何の

ために広域的にこういった日本遺産に申請をし

てやったのかという話になるんですよ。そのブ

ランドを一部のエリアだけで使ってしまうと、

本来のブランド力というのが弱まってしまうと

いう気がするものですから。あえて委員会での

詳細なやりとりは避けますけど、この辺は、や

はり企画の段階から、この日本遺産の登録をど

のように活用するか、活用する時には、これは

どこかが、一部だけがやるとかということがな

いように、少なくとも佐賀県と長崎県の関係す

る自治体すべてが合意してちゃんといけるよう

な仕組みをつくってもらわないと、登録した意

味がないと思うし、その辺については、今後こ

れからの活動の中でそういった点に十分留意し

ながら、対応していただきたいと思います。 

 これについて、再度明確な答弁をいただきた

いと思います。 

【本多文化振興課長】 佐賀県と長崎県の関係市

町、県が入って、そういった推進協議会という

形で実施しておりますので、その企画の段階で

十分な議論をした上で進めていただくよう、私

どものほうからも、県北振興局を通じてお伝え

をして、そういった形でやっていただくように

お願いをしていきたいというふうに思っており

ます。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 

【山本(啓)委員】 まず、説明をいただきました

県産品のブランド化と販路拡大について、部局

だけの話ではなくて、県庁横断的な話を少し質

問したいと思います。 

 この取組は、東京に拠点を置きながらと、そ

の拠点とは何かといえば、やはり情報発信の拠

点であって、さらには次のビジネスにつながる

窓口としてのものをというような意味合いもあ

っての取組であろうかと思っています。ですか

ら、これは観光物産分野のみならず、本県のさ

まざまなチャンスの入り口になるということを

担われているんだろうなということは理解しま

す。 
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 あわせて、国境離島新法を活用した取組の中

においても、各離島の地域商社という展開がご

ざいます。これは、本来それぞれの地元で行わ

れてきたこれまでの産業の能力をもう少し上の

部分、クオリティーの高い部分を求めて、これ

らを新たなビジネスのラインに乗せると、そう

いったことを設置された地域商社が展開してい

くものだというふうに理解しています。 

 しかしながら、民間に位置づけるには官の人

間も入っていますし、行政であると言えば、い

や、行政の仕事ではないと。これは恐らく県庁

内においても捉えがいろいろあって、国境離島

新法の内容を担当するのが地域づくり推進課で

あって、しかしながら、物産ブランドについて

はこちらのほうの部局でやってと、そこを我が

部署の仕事にあらずという取組にはならないと

思いますが、しかしながら、現在、現状におい

てそういった部分も出ています。 

 例えば商品開発をしていく時に、成分分析

等々する場合、産業振興のほうであるんだと思

いますが、国境離島のほうから出てくると、そ

の辺の連携というのが、市町のレベルではよく

わからないんですね。 

 要するに、何が言いたいか、市町の担当者が

もっとスムーズに、もっと県の能力も活用しな

がら、機能も活用しながら、いわば活用という

よりも、県と連携しながら、本県の魅力あるも

のを売っていく、その取組をしていく必要があ

ると思うんですが、今の現状では縦割りで、そ

の辺の弊害が出ているというふうに私は認識し

たんですが、まず全体的な捉えと、部長のほう

に答弁いただければありがたいんですが、それ

と、物産ブランドに特化した部署がございます

ので、今後の連携のあり方について質問したい

と思います。 

【松川文化観光国際部長】 県全体の流通対策の

総合調整につきましては文化観光国際部物産ブ

ランド推進課のほうで、農林部、水産部、それ

から産業労働部の関係部と毎月、事業の調整を

するためのミーティングを持っております。 

 その中で、今回、国境離島新法でできました

地域商社の支援につきましても、もちろん市町

が中心になるのかもしれませんが、県としても

それぞれの役割分担の中で、商品化活動部分に

ついては農林・水産・産労、そして、首都圏で

の販路開拓部分については物産ブランド推進課

が担うということで、そういう大きな役割分担

は、しっかりと私どもはできていると思ってお

ります。 

 ただ、委員から、まだわかりにくいというご

指摘がありましたので、その際十分、私どもも

事情、どういうことがあったのかまた把握しま

して、そういった縦割りと言われることがない

ように進めてまいりたいと思っております。 

【永橋物産ブランド推進課長】 委員ご指摘のと

おり、役割といいますか、県の行政部署は分か

れております。ただ、地域商社の立ち上げの段

階から、地域づくり推進課が所管ということで

動いておりますけれども、例えばアドバイザー

を選ぶ時とか、どこに拠点を置くかとか、そう

いった話をする時には、物産ブランド推進課だ

けではなくて、水産部、農林部、産業労働部も

一緒になって協議を進めてきておりますし、実

際、東京四谷にまず拠点を置いて、東京の営業

を進めていくという中にあっては、観光物産セ

ンターも一体的に営業に取り組んでいこうとい

うことで動いております。 

 先ほど部長のほうから答弁がありましたとお

り、いろんなことを進めるに当たりましては、

関係団体と市町との連携は必要不可欠でござい
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ますので、これについて地域づくり推進課、そ

れと市町、各離島の地域商社も含めて検討を行

っております。 

 具体的な例でいきますと、私のほうでも地域

商社のほうを訪ねたりとか、地域商社が行った

ところを一緒にフォローしたりとか、我々が営

業をかけていく時に、地域商社にこういった商

品がありますよということで、バイヤーに島の

ほうに足を運んでいただきまして、実際の案内

は地域商社の方にやっていただいておりますけ

れども、そういった連携というのはやっており

ますし、これについては、引き続き密接な連携

をやってまいりたいと思っております。 

【山本(啓)委員】 時間をあまりとるあれはない

んですが、本質と役割が共有されているかどう

かだと思うんですよ。役割だけが伝達されれば、

本質はわからないものだから、何かうちの部署

じゃありませんみたいな、たらい回しになって

しまっている。恐らく県と市町が連携をしてい

くというのは、まさしく本質と役割が共有でき

ているかどうかだと思うんですよね。長崎県の

物を売っていくという部分というのが目的で、

誰もが捉えているわけですから、その時の役割

はじゃあどうなんだとか、その部分をうまく連

携をしていただきたいというふうに申し上げた

いと思います。 

 あわせてですけれども、自治体における戦略

でなきゃいけないと思うんです、この地域商社

というのは。民間の取組ではなくて。それは、

集まりが本県の力となるのであれば、長崎県庁

としてもそれを戦略としてしっかり見ていって

いただきたいなということを申し上げたいと思

います。 

 次に、会派のほうから意見書として提出がさ

れておりますので、ちょうど趣旨説明等々があ

ろうかと思いますので、その内容について少し

質問をさせていただきたいと思います。 

 これは一般質問においても、浅田議員と知事

とのやりとりがございました。長崎県端島、端

島炭坑にかかる歴史認識についての意見書でご

ざいます。 

 私のほうから質問させていただきたいのは、

産業革命遺産の登録時に世界遺産委員会から、

どの構成資産においても、歴史全体について理

解できる展示戦略にすることと。その展示戦略

の中身、ベースとなるのは、日本が発したステ

ートメントに留意すると。一番初めに日本が発

表した歴史認識、これをベースにしてやってい

きなさいよというふうにしてきた。要するに、

もともとの歴史認識というものが、世界的には

ちゃんと評価された上で、その上にしっかりと

した表示に取り組んでいきなさいと。今年の12

月1日までにその進捗状況を報告するようにな

っています。 

 歴史認識については、やはり国が2つ以上あ

れば平行線をたどるというのは、誰もが理解で

きることであります。しかしながら、我が国の

歴史はこうであると、我が国としてはこのよう

な認識を持っているという、まず一つの、1本

の道があるからこそ、他国との違いが明確にな

って、我が国が訴えるべき主張が確立されてい

くんだと私は思うし、確立されていく前のベー

スというのは、揺るぎない真実であろうかとい

うふうに思います。 

 しかしながら、それを我が国は、自らが探究

し、そしてその見出した筋一本の情報発信を積

極的にしていかない限りは、それよりも強い情

報発信のほうが勝ってしまうわけですよね。そ

の部分で、これは国に対して、その姿勢を崩さ

ずにお願いしますよというものを、本県にある
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世界遺産の一つである端島炭坑について述べた

意見書になっているというふうに理解している

んですが、まず長崎市はどのようにしているか

というやりとりがありました。そして、長崎県

はどのように思っているかというやりとりが一

般質問でもありました。今後、世界遺産がこれ

から観光の一つとしてもそうでありますが、イ

ンバウンド、核となっていく上で、長崎県とし

てはこの歴史認識、表示物としての文章とかそ

ういった部分について、まず、国とどのような

連携をとっていかれるのか、国との連携の状況

についてお尋ねします。 

【村田世界遺産登録推進課長】 端島の歴史的背

景に関するご質問だと思いますが、現在、政府

におきましては、今委員ご指摘がありましたと

おり、世界遺産委員会の勧告に基づきまして、

歴史全体が理解できるような展示戦略というも

のを策定されております。 

 その中におきまして、朝鮮半島出身者に関す

る説明についても盛り込むということが検討さ

れておりまして、このことにつきましては、真

摯に誠意を持って取り組んでいくというふうな

ことで、私どもも伺っております。 

 この検討に当たりましては、内閣官房が所管

をしておりますけれども、国との協議の場とい

うのはございます。その中で進捗状況等をお伺

いする機会というのはあるのですが、現状にお

いては、まだまだ検討中であるというふうなこ

とで、今後は会議の中で、そういったことが明

らかになってくるのかなというふうに思ってお

りまして、私どもといたしましては、そういっ

た展示戦略に基づいた情報発信を進めていくこ

とになるというふうに考えております。 

【山本(啓)委員】 ありのままをとらまえて、そ

れをそのままに残していくというのが、世界遺

産で最もスムーズな展開であろうかと思います

が、しかしながら、遠いようで近くて、近いよ

うで遠い、つい昔の話ですから、不明確な部分

も多々あろうかと思いますし、国の仕組み自体

がどうであったかというのは、実はいろいろと

ひも解いてみなければわからないところがたく

さんあるんだと思います。 

 しかしながら、既にそのしまに暮らしていた

方々が、「真実の歴史を追及する端島島民の会」

等々をつくられて、島民の証言等々をまとめな

がら、恐らく自らのふるさとに誇りを持ってや

られている部分もあろうかと思います。当然の

ことながら、「キリスト教関連遺産」等々にお

いては、信徒さんの思いとか、これまでにかか

わってきた方々の思いとかを大事にしながら進

めていく必要があるということも伺いました。

この「産業革命遺産」においても、やはりかか

わりのある方々の歴史認識や歴史というものが

歪められることのない、またはその思いという

ものが、真っすぐ整えた形で世界に発信される

情報発信のもとになりますことを、ご努力をお

願いしたいと思うのですが、部長に最後おまと

めをいただいて終わりたいと思います。 

【松川文化観光国際部長】 この件に関しまして

は、本会議で知事も答弁いたしましたように、

長崎市におきまして、現在、島民の方々から事

情、または当時の史実、歴史に基づいたものの

聞き取りを行っているというふうに聞いており

ます。 

 県としましては、先ほど世界遺産登録推進課

長が答弁しましたように、官房においても説明

の準備を進めておりますし、国と長崎市と歩調

を合わせて情報発信をしてまいりたいと、そう

いうことで歴史に即した事実を発信してまいり

たいと考えております。 
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【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 

【川崎委員】 まず、クルーズ船のことについて

お尋ねをします。 

 前回の議会で、激増するクルーズ船のお客様

の、いわゆる経済効果を地元で高めていくとい

う角度で、その誘客の仕組みから、さらに課題

について議論をさせていただきました。以降、

どういったことを県として取り組んでいかれて、

いわゆる地元における経済効果を高めていこう

とされているのか、お尋ねをいたします。 

【土井口国際観光振興室長】 クルーズに関して、

前議会で経済効果を高めていく議論をしたが、

その後どういうような状況かというお尋ねでご

ざいます。 

 7月の委員会以降、経済的な効果を高めるた

めに、いろんな取組をいたしております。 

 まず、周遊性の向上対策といたしまして、ラ

ンドオペレーターのほうへの情報提供、また、

今月、つい先日でございますが、中国の廈門市

で開催されました中国国際投資貿易商談会にお

きまして、雲仙市や平戸市などと共同で出展を

いたしまして、長崎港、佐世保港からの広域周

遊をＰＲしてきたところでございます。 

 あわせて、観光施設と旅行会社のマッチング

なども行っておりまして、ご相談をお受けした

観光施設のご意向に沿いまして、適当と思われ

る旅行社を紹介して、観光施設の担当者により

ます直接の営業活動を行っていただいたところ

でございます。 

 そのほか、県産品の販路拡大の対策といたし

まして、クルーズ船の船内で県産品を販売する

仕組みの構築を目指してきたところでございま

したが、この7月からでございますが、3つの客

船内で販売が開始されたところでございます。

7月と8月の2カ月間でございますが、地元の企

業の取引額が約100万円あったというふうな情

報も聞き及んでおります。今後は、我々は商品

数の拡大とか、あと、船内での試食会などに取

り組んでいきながら、ますますその規模を増や

していく必要があろうかと思っております。 

 また、地元食材を船に提供することに関しま

しても、先月の8月でございますが、中国を訪

問いたしまして、船会社の担当者と長崎港での

食材の積み込みに関する意見交換を実施してま

いりました。今後は、船会社と、既存の取引先

でございます食材納入業者を通じた地元食材の

船への供給に向けた協議を進めていくことにし

ておるところでございます。 

 今後も、これらの取組を積極的に推進してい

くことで、クルーズにおける経済的な効果を高

める努力をしていきたいと考えているところで

ございます。 

【川崎委員】 短い期間でしたけども、随分ぐっ

と前に進んでいただいているようで、感謝を申

し上げたいと思います。 

 特に県産品の販路拡大では、船内で販売する

ということが実績として出てきたということで

ございました。額は、まあまあ、今からなんで

しょうが、こういったことを積み重ねていきな

がら、地元の皆様が実感できる経済効果、そう

することによって、いわゆるおもてなしという

気持ちも当然上がっていこうかと思いますし、

多くの事業者の皆様に参画をしていただきなが

ら、よりたくさん、品数も広げていきながら、

取組をしていただければというふうに思ってお

ります。 

 確認は、ランドオペレーターの訪問をされて

いるということでございました。陸に上がって

からのハンドリングは大体ランドオペレーター

の役割と認識をしております。したがいまして、
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先ほどの船内における県産品販路もさることな

がら、地域を見ていただく、そして地元の食を

楽しんでいただく、また、いわゆる観光地を視

察・見学いただくということの役割を担ってい

るということかと思います。そういった意味で、

一歩前進した取組が今後期待できるのか、お尋

ねいたします。 

【土井口国際観光振興室長】 ランド社に対する

セールスにつきましては、7月から、福岡にご

ざいます業者を雲仙市と一緒に訪問いたしてお

ります。 

 また、県北振興局の取組といたしましても、

8月は福岡市内のランドオペレーター6社を、そ

して9月には、商店街を対象としたジャパン・

ショッピング・クルーズ協会による研修会を開

催したりとか、そういったのも実施いたしてい

るところでございます。 

 そういった効果は一朝一夕、すぐにはあらわ

れませんが、こういったことを積み重ねること

によって成果が出てくるものと認識いたしてお

りますので、今後も引き続き、このような活動

を続けていきたいと考えているところでござい

ます。 

【川崎委員】 ぜひ頑張っていただいて、地元の

方々とも連携を図っていただきながら、取組を

補足的にやっていただきたいと思います。 

 次に、富裕層の誘致のことについてお尋ねで

す。 

 これも県の計画として、もう数年これの取組

をやられていると思いますが、富裕層がどうい

った形でこの長崎に訪れられて、また繰り返し

になりますが、経済効果を高めていっているの

かということが、なかなか見えてないというの

が実情かと思います。いま一度、富裕層への取

組についての県の進捗状況をお尋ねいたします。 

【土井口国際観光振興室長】 海外の富裕層の誘

致に対する取組についてのお尋ねでございます。 

 訪日客の長期滞在、また消費拡大を図り、地

方創生につなげていくという上では、富裕層の

誘客の取組は非常に大事でございまして、我々

も中国、そして欧米のターゲットを中心として

富裕層の誘致を図っているところでございます。 

 以前もお答えしたと思いますけど、中国市場

の富裕層につきましては、世界的な高級ブラン

ド社のオーナー等で構成する会員クラブ等への

アプローチ、また、高額商品を取り扱う旅行社

等へのセールスを実施しているところでありま

す。 

 現段階までの成果といたしましては、まだま

だ数は少のうございますが、実は昨年6月に、

中国フェラーリクラブのキーパーソンの皆様を

招へいいたしたところでございますが、6月に

招へいいたしまして、その2カ月後、8月にはグ

ループツアー20名にご来県をいただいたとこ

ろです。また、そのメンバーはこの8月にも、

ちょっと人数は少のうございますが6名、南島

原市を訪問されたという実績を持っております。 

 あと、高級ツアーを取り扱う旅行社のセール

スにつきましても、高級旅館とか、日本食、あ

とゴルフなど富裕層に訴求する本県の観光素材

の情報を提供してまいっておりますけれども、

今後、酒蔵体験など、その土地ならではのそう

いった食、歴史・文化の商品造成に向けた取組

を実施していきたいというふうに考えていると

ころでございます。 

【川崎委員】 数的にはまだたくさんお見えにな

っていないということで、もうちょっと目に見

えた成果については期待をしたいところですが、

先ほど「訪問された」という表現がありました

が、宿泊をされているのかどうかですね。やは
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り宿泊をすることが、経済に大きな影響を与え

てくるというふうに思います。 

 そうなってくると、そういった層の人たちが

お泊まりになられるような宿泊施設がどうなの

かと。最近は、森トラストさんだったですかね、

長崎の南山手にラグジュアリーホテルを整備す

ると、こういったことの動きも出てきています

ので、やっぱり受け皿もないと宿泊に結びつか

ないと。 

 宿泊だけあればいいのか、やっぱりきちんと

した食材でおもてなしをする、お食事を提供す

るというようなこと、すべてがハイレベルにな

っていかないと、なかなかこれは結びついてい

かないのではないかということから考えると、

総じて、この受入体制をきちんと整備していく

ということが大変重要な課題かというふうに思

っておりますので、そういった意味でいけば、

関係する事業者の皆様はしっかりと、できれば

外資じゃなくて地元の皆さんに頑張っていただ

きたいところなんですが、そういった角度での

お取組もぜひお願いしたいというふうに思いま

す。 

 先般、私も1点提案させていただいていたの

が、大きなクルーザー、通常メガヨットという

クルーザーで、ぽっと長崎にお見えになるとい

うケースが、数は少ないですけどありました。

よくよく聞いてみると、行きたいんだけど、実

は泊めるところがないんだというところが大き

な原因だったんですね。あれば、行くんだよと。

ないから、アピールもできないと。つまりイン

フラ整備をしないと、なかなか誘致運動にも動

けないということかというふうに思います。 

 わずか1隻でもいいので、こういったお客様

に応えるべく港湾整備を行うべきかというふう

に思いますが、関係機関と協議等進めていただ

いているところでございましょうか、確認をい

たします。 

【土井口国際観光振興室長】 巨大クルーザー、

メガヨットの対応につきましては、川崎委員ご

指摘のとおり、泊めるところがない。結局そう

いった意味では、寄港もままならないというの

が現状でございます。 

 多分このヨットを所有されている方々という

のはほとんどが富裕層の皆様方だと思います。

そういった意味では、富裕層対策としては非常

に功を奏するものだと思います。 

 ただ、いかんせん、施設につきましては、土

木部のほうが所管をいたしておりますので、今、

川崎委員のご指摘の内容等についても、土木部

にもしっかりお伝えして、今後の対策について

模索していきたいというふうに考えているとこ

ろでございます。 

【川崎委員】 港湾の方とは、実は協議はしてい

ます。必ず安全性がどうなのかとか、もうそこ、

あるじゃないですかと、護岸はあるんでしょう

けど。要は、数十億円という船なんですね。そ

ういった船を泊めるのにふさわしい護岸整備が

できてないんですが、なかなかその辺の価値観

といいますか、認識が伴ってないというのが当

局なんですね。この類のハード、ソフト両面か

ら整備して進めていくということが大事かと思

います。わずか1隻ですよ。1隻だけでも整備を

していって、すると、それが認識として広まっ

ていこうかと思いますので、ぜひそういったこ

とも一生懸命取り組んでいただきたいというふ

うに思います。 

 次に、ユニバーサルツーリズムについてお尋

ねをいたします。 

 これも観光振興等対策特別委員会で視察をさ

せていただきました。神戸のユニバーサルツー
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リズムの取組を、委員全員が感心して聞いてお

られまして、非常によかったかなというふうに

思います。特に高齢者、障がいをお持ちの方、

そういったことを考えますと、やはり福祉的な

サポートがないと、なかなかこれが実現できな

いというのがユニバーサルツーリズム、課題か

というふうに思います。 

 これまでさまざまな支援に取り組んでいって

いるということは、国はしておりますが、やは

りまだまだ十分とは言えない状況。そういった

中で、旅行者というのはよそから来られるわけ

で、よそから来られる時に、要するに介助をす

る人が一緒に帯同してくること、それによって

コストがかさむので、そういったものを担う方

が、いわゆる着地先にいらっしゃるというとこ

ろが大きなポイントだったというふうに思いま

す。そう考えていきますと、ネットワークをし

っかりと構築していって、送り出し側、受け手

側、そういった日本全国にネットワークが張り

めぐらされた時に、初めていい形ができるのか

なというふうに思っております。 

 そう考えていきますと、そういったレベルま

で長崎も引き上げていかないと、こういった方、

旅行したいけどなかなかしづらいという方々に

お応えすることはできないんじゃないかと、観

光地長崎としてのステータスも保てないんじゃ

ないかというふうに思います。 

 そういった意味で、しかるべく受け皿となる

団体の育成、いつまでも支援、支援だけではよ

ろしくないと思っていまして、やっぱり自立を

していくというようなところが目的になろうか

と思います。そういった意味での県の所見を確

認したいと思います。 

【浦観光振興課長】 ユニバーサルツーリズムの

今後の展開でございますけれども、現状、今、

委員のほうからお話がございましたように、県

でバリアフリーネットワークという、これは民

間の任意団体でございますが、こちらのほうが

積極的にユニバーサルツーリズムについても、

自らがワンストップの窓口としてやっていきた

いというご意向を持っていまして、これまでは

県内の各地の観光施設のバリアフリー情報、こ

れはがんばらんば大会を一つの契機としてマッ

プをつくり、それをウェブ上で発信するように

なったというのが一つございます。 

 さらには、旅行に来られた障がいをお持ちの

方への車いす等の貸出業務をやったりとか、少

しずつそういった取組が進んでおりまして、県

もそのような取組に対して、これまで支援をし

てきたということでございます。 

 今後につきましては、今委員おっしゃいまし

たように、障がいをお持ちの方、そしてまた、

ともに来られる家族の方等々、こういった皆さ

んがともに観光で長崎に来て、満足いく旅をし

ていただくというためには、おっしゃいますよ

うに、きめ細かなサービス、これはソフト、ハ

ード、両方必要になってこようかと思います。

そのために、ソフト面では神戸のように、私も

視察をさせていただきましたけれども、やはり

核となるところが、各地域の福祉事業者の方と

連携をしてサービスの提供をされる。そこでコ

ーディネート料をいただいたり、ヘルパーさん

の派遣にあたっての手数料をいただいたりとい

う形で収入を確保しながら事業を展開している

ということも、参考としてお聞きをさせていた

だきました。 

 現在、長崎県内で、こういったユニバーサル

ツーリズムをビジネスとして成り立たせていこ

うという意識は、恐らくまだ十分起きてないん

だというふうに思います。特に、福祉の現場で
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はですね。まずはそういった事業者の方々にも、

こういったユニバーサルツーリズム等の取組が、

ソーシャルビジネスとしても成り立つというよ

うな意識醸成をしていかないといけないと思っ

ていますので、まずはそういったところは、や

はり県としてもしっかり取り組んでいく必要が

あるんだろうなというふうに思います。 

 あわせまして、核となるところのネットワー

クづくり、こういったところにまた、どういっ

た形で県としてかかわっていけるのか、しっか

り検討させていただきたいと思っております。 

【川崎委員】 県としても「観光振興基本計画」

が、改定された時、それ以前は本当に1行しか

書いてなかったのを、今後充実させて取り組む

方針も、いわゆる意気込みも確認をいたしまし

た。形として、これが見えてくるように、引き

続きよろしくお願いいたします。 

 それと、意見・要望ですが、先ほど来、明治

維新150年の事業の件については、多くの委員

の皆様からご意見があっていますが、全く同感

でございまして、一歩先をやられているのかど

うなのかわかりませんけれども、幕末、そして

明治維新で表舞台だったのは長崎なんですよね。

例えば既存の施設でちょっと展示をやるとかと

いうような、そういった決して寂しいような状

況にならないように。 

 2010年に「龍馬伝」があって、あの時に福山

雅治さんに主演を演じていただきましたが、か

なり経済効果、いわゆる観光のお客様、とにか

く多かったと記憶をしております。大河ドラマ

というメディアの力をかりたのも事実かと思い

ますが、やはり幕末、そして明治という非常に、

おもしろいという表現はどうかと思いますが、

非常に象徴的な舞台が長崎であったわけで、そ

ういったチャンスを、150年という節目に逃す

手はないわけで、しっかりと施策を講じていた

だいて、いい形で明治維新150年がこの長崎で

迎えられるように展開をお願いしたいと思いま

すが、そうしたら、部長お願いします。 

【松川文化観光国際部長】 明治維新150年の事

業についてお尋ねです。 

 今日、答弁の中で、私どもの歴史文化博物館

を活用していろんな展示会をやりたいと考えて

おりますと。と申しますのは、明治150年とい

う、この明治の精神を現代にどう生かしていく

かという視点で、私は県内の青少年、特に生徒

児童、そういった皆さんに明治150年の意義を

知っていただきたい。そして現代に、また、次

の世代の方にそれを引き継いでいただくという

教育的視点が大事じゃないかと思いまして、歴

史文化博物館での展示ですとか、またセミナー

の開催とか、そういったものを考えておりまし

たが、今日、各委員から、佐賀県に負けないよ

うにと、しっかり取り組んでほしいというお話

をいただきまして、確かに今、国土交通省、観

光庁におきましても、幕末、また明治維新の施

設を回るような旅のツアーの開発とか、いろん

な施策を考えておりますので、長崎県としまし

ても、文化に限らず、例えば土木のインフラ資

産もありますし、「明治日本の産業革命遺産」

もあります。いろんな由来の地がございますの

で、そういったところをめぐる旅の創出とか、

総合的な形で明治維新150年に取り組んでまい

りたいと、改めて決意をさせていただいた次第

でございます。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 

【前田委員】 「長崎と天草地方の潜伏キリシタ

ン関連遺産」の世界遺産登録は、登録に向けて

頑張ってらっしゃるのは評価をしております。

ただ、本来だったら今年だったのが来年に延び
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た中で、当時話していたのは、残念だったとい

うこともですが、しかし、受け入れとかいろん

なことを考えた時に、いろんな課題が、準備期

間が1年プラスになったじゃないかという意味

で、プラスにとろうよという話もあっていたと

思います。 

 そうする中で、今登録に向けては、イコモス

の調査団等にアテンドしながらしっかり前進し

ていると思うのですが、当時言っていた、じゃ、

いろんな課題というものに対してどのように取

り組んできているのか、その課題の認識と、そ

の進捗というのがなかなか議会のほうに報告も

あってない状況ですし、予算的にもどういう使

い方をされているのかが、ちょっと私、個人的

にはつかみ切れてません。それで、このまま来

年登録になった時に、果たして本当に多くの方

をきちんと受け入れることができるのか、もし

くは満足していただけるのかということについ

ては、アクセス等も含めてまだまだ課題がある

と思うのですが、その辺は部もまたがってくる

中で、どこでどうやって課題認識と取組、もし

くは予算や事業としてやろうとしているのかを

ご答弁いただきたいと思いますし、来年、あと

1年の話ですから、今後、来年の予算化に向け

てどのような課題があるのか、全体的でいいで

すから、ご答弁をいただきたいと思います。 

【浦観光振興課長】 世界遺産登録の効果をいか

に県内に取り込むかという話になってこようか

と思います。 

 大きくは観光のほうでの取組が中心になろう

かと思いますけれども、本会議でも少しやりと

りがございましたけれども、世界遺産登録の効

果をいかに県内に取り込むかということにおき

ましては、やはりまずはしっかり来られたお客

さんに情報を発信する、歴史的な価値をしっか

りお伝えをするということ。それから、いかに

長い時間滞在いただいて周遊いただくかと、そ

ういう点では、やはり委員ご指摘の二次交通、

アクセスをどうするかということ。それから、

お金を落としていただく仕組みとしては、やは

り地元ならではの食あるいは土産品、こういっ

たものをやはり充実をさせていくということが

必要になってこようかと思います。あるいは、

宿泊施設の整備もまだまだ必要ですし、土産品

の開発等も出てこようかと思います。 

 そういった課題につきましては、一つは庁内

では、ご指摘のように横断的な取組になります

ので、観光振興課のほうで事務局となって庁内

の連携会議を開きまして、課題について各課そ

れぞれの取組の進捗を把握しながら問題点を共

有していくというのが一つございます。 

 それから、あと、県内の市町あるいは民間の

事業者の方との連携も当然必要になってまいり

ますので、県、それから関係市町、そして交通

事業者、こういった方々に参加いただいて受入

推進協議会というものを立ち上げまして、定期

的に会合を開いて、課題に対する取組状況等の

情報の共有ということもさせていただいており

ます。 

 そういう取組を進めてきた中で、例えば情報

発信交流拠点となるような施設につきましては、

それぞれの地域でガイダンス施設、黒島でウェ

ルカムハウスができたりとか、今後、久賀島等

でも既存の施設を活用したりとか、まずハード

面での整備も一定進んできているところでござ

います。 

 また、飲食につきましても、地元の食材を活

用した昼食メニューといったものの開発、ある

いは土産品につきましても、例えば南島原のそ

うめんなどを活かしたもの等の、取組も進んで
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きております。 

 一方、二次交通につきましては、まだまだや

はり課題はあろうかと思います。ただ、そうい

う中で、民間事業者におきましても新たな航路

の開設もできてきております。福江と佐世保を

結ぶ航路、あるいは長崎と有川を結ぶ航路、さ

らには平戸―小値賀―新上五島を結ぶ航路の検

討もされております。そういった2次交通につ

きましても、事業者を中心に、現在検討されて

いるところでございますので、しっかりその辺

の課題の認識、その対応策につきましては、お

互いに情報を共有しながら、県として支援でき

るところは支援をしながら、それぞれの役割に

基づいてやっていきたいというふうに思ってお

ります。 

【前田委員】 世界遺産登録が最終の目標じゃな

くて、最終はやっぱりその地域の活性化ですか

ら、さっき「市町との連携」という言葉もあり

ましたけれども、どう地域の方が主体的にかか

わっていくのか、また、これからいこうとして

いるのかについては、まだまだその辺の連携が

足りてないのかなと思いますし、地元の取組と

いうのがなかなか伝わってこないなと思ってい

ますので、委員長もしよければ、もう来年の夏

の話ですので、次の議会ぐらいで、一度構成資

産ごとに整理したような資料も出してもらうよ

うなこともご配慮いただければなと思います。 

 この質問はこの程度にとどめますが、一つだ

け、小さなことですが、天草地方が加わった中

で、今、社会実験として、週末長崎から船が出

ていて、次長も私と、ちょうど同日だったと思

いますが、モニターツアーに行ったじゃないで

すか。私も長崎県民として、なかなか﨑津のほ

うに行ってなかったので、新たな発見をしたと

いうか、やっぱりそういう連携の効果が出てく

るんだろうなと思っているのですが、実際問題、

今、週末の社会実験をやっていますけれども、

あの成果いかんによって、社会実験が通常のあ

れに切り替わると思うのですが、世界遺産を熊

本と一緒に取り組んでいくという意味では、こ

の航路というのはしっかり残すべきですし、そ

こにまたきちんとした商品等もつくっていくべ

きだと思うのですが、今どんな推移というか、

乗客の乗船状況とか、これのＰＲをどうするの

かということを含めて、少し応援があっていい

のかなと思っているんですけど、その現状につ

いてご報告ください。 

【浦観光振興課長】 長崎―﨑津航路の利用です

けれども、7月、8月の利用状況で申し上げます

と、7月がトータル12日間の運航がございます。

利用者数がトータルで307名とお聞きをしてお

ります。また8月は、お盆時に上五島の航路が

増便になった関係で、こちらのほうが一部運航

できなかったということでございまして、トー

タル6日間の運航で140名の利用があったとい

うふうにお聞きをしております。 

 長崎―﨑津航路の利用促進につきましては、

県といたしましても、就航時に情報発信といた

しまして、県のホームページ等でも紹介をさせ

ていただきましたし、ブログ等でも紹介をさせ

ていただきました。 

 また、各旅行会社に対して観光素材の説明会

を春・秋やっておりますけれども、この中でも、

この航路の就航について、旅行会社に紹介をさ

せていただいて、旅行商品の造成等に活かして

いただきたいというお願いもさせていただきま

して、実際今、日帰りあるいは宿泊を伴う旅行

商品というのも造成をされてきております。 

 これから販売し、どれだけ売れていくかとい

うことでございますけれども、そういう形で今、
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取り組んでおるところでございますので、引き

続き県としては、利用促進に向けての情報発信、

あるいは旅行会社への働きかけ、そういったこ

とはしっかりと取り組んでいきたいと考えてお

ります。 

【前田委員】 これは、社会実験が終わった後と

いうのも、あくまでこれは民間の収支の中でや

っていくということになるんですかね。まず、

そこのところを。 

【浦観光振興課長】 今のところ、行政で引き継

いでということは考えておりません。 

【前田委員】 そういうことなんでしょうけども、

ただ、航路として、そこに行くに当たっては、

長崎港から行くか、茂木のほうから渡るか、ほ

かにもルートがあるのかな。いずれにしまして

も、﨑津教会と連動した流れで人が流れるよう

に、県としても支援については、今後も検討し

てほしいと思います。 

 それと、最後に一つだけ、昨年観光のほうは

デスティネーションキャンペーンに力を入れて

おられて、その結果については、プラスの効果

と、少し思ったよりもなかなか芳しくなかった

というようなことも含めて報告はあっています

けれども、中でもやっぱりＪＲと連動する中で、

いい企画があったと思っていて、私は、課長に

お伝えしましたが、千綿駅から降りてのウォー

クラリーとかは、佐賀のほうからもお客さんが

来ていたし、ＪＲを使ってああいうふうな、駅

で降りてずっと歩いていって、地元の方が協力

し合いながら県産品というか地元のものを売っ

たりする、もしくは地元をＰＲするというのは

非常にいいことだなと思っていました。 

 さっき友田委員からも出ましたけれども、そ

ういう意味では、有田とかもウォークラリーが

あっていたし、佐賀と一緒になって、県域を超

えた、小さな旅行商品の企画というのは、これ

からもあっていいと思うのですが、どうもその

後、単発で消えているような感じですけれども、

一旦やった成果を検証して、よかったと思った

ら、改めてそこはまたやっていいと思っている

んですが、そのあたりについてはどんなように

お考えですか。 

【浦観光振興課長】 ＤＣの際に、今委員からご

指摘があったようなＪＲのウォークラリーとか、

もちろん今までもやっていたんですが、その中

で新たにメニューができたりとか、そのほかに

もＤＣを契機として、例えば雲仙のプレミアナ

イトナイトツアーであるとか、新たな着地の旅

行商品もできてきたところでございます。 

 確かに、ご指摘のように、ＪＲのウォークラ

リーのほうは、こちらもフォローができてなか

った部分はございますので、当然成果につきま

しては、主催者にもよく確認するとか、せっか

くできた商品が継続していけるように、我々も

当然支援していかないといけないと思っていま

すので、今後しっかりフォローはしていきたい

と思います。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 

【小林委員】 説明の中にもあっておりましたけ

れども、長崎空港発着のいわゆる国際路線、上

海便とソウル行き、そういう上海向け、あるい

はソウル向け、こういうところを日本旅行業協

会の長崎支部、この加盟店の13社において、上

海便とソウル便と共同で企画をして、共同で商

品を開発すると、これを売るというようなこと

で、少し話題性があるのではないかというよう

なことで、13社で共同開発するということ、商

品をつくってそれを販売するということ、こう

いう取組は、実は珍しいわけです。 

 今、我々が長崎空港の国際路線について、本
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当にソウル行きについても、あるいは上海行き

についても、行政の皆さん方がその路線を堅持、

維持するために大変ご苦労いただいているわけ

です。 

 いろんな手だてをやってまいりましたが、要

するに、お客様を外国から長崎県のほうに連れ

てくる、長崎県のほうからもそれぞれの外国に

行かなければいけないと、そういうお互いの相

互交通をしっかりやっていかなければ、路線と

いうものが持ちこたえられないということはわ

かっていると思うわけです。 

 だから、そういう点でいろんな便宜を図って

こられたけれども、やはり何といっても商品を

企画し、開発し、共同で販売をすると、こうい

う試みは、そうやって13社が一堂に会してやる

わけだから、これは特記すべきことだと思って

いるんです。 

 こういう取組になった経過、その背景にはど

ういうことがあるのか。あなた方の働きかけが

どういうように功を奏したのか、それとも、見

るに見かねて13社が、ひとつ力をかしてあげよ

うと、こういうふうになっているのかどうか、

その辺のところはどうなっているのか、お尋ね

をします。 

【土井口国際観光振興室長】 今回の共同商品の

経緯についてのお尋ねでございますが、国際航

空路線の維持のためには、インバウンドはもと

よりアウトバウンドというのも非常に重要でご

ざいまして、そういった人的交流の確保という

のが非常に肝要かと思っているところでござい

ます。 

 実は、昨年まではインバウンドは、私どもの

観光振興課の中にありました海外振興班という

ところが担当しておりました。アウトバウンド

につきましては、企画振興部の新幹線・総合交

通対策課で実施しておりまして、このインバウ

ンドとアウトバウンドというのは双方向の交流

でございますので、やはり同じセクションが持

つべきだということで、今年度、国際観光振興

室が新設されまして、私どもが所管をしている

ところでございます。 

 実際、現状といたしましては、過去も答弁さ

せていただいたことでございますが、上海線に

つきましては日本人が3、海外から7という3対7

という状況でございます。ソウルに至っては、

日本人が1、外国人が9という状況のもと、やは

り長崎の人に多く乗ってもらわないと、向こう

にお願いするだけじゃなくて、長崎からもしっ

かり乗ってもらうため、ＪＡＴＡの皆様に集ま

っていただきまして、アウトバウンドの商品を

何とか組んでいただけないかという形でお願い

をした次第でございます。そういうことであれ

ばということで、各社も快く引き受けていただ

きまして、8月から12月までの間でございます

が、共同商品の販売が成立したと、そういった

経緯でございます。 

【小林委員】 まず、あなた方の長崎県側から、

何とか手だてをという形の中で、共同で商品を

開発していただき、そしてそれを共同で販売し

ていただく。こういう、何度も言う、全国的に

も珍しいやり方が、しかも今のご答弁では、あ

なた方のほうから働きかけてそれが実現をした

んだと、ここに一つの評価をしなければいけな

いと思います。 

 要は、なんでもそうだけれども、結果なんだ

けれども、これを8月から12月までの5カ月です

か、限定というか、こういうように8月から12

月までのこの時期に限定されているということ。

しかも、8月、9月、10月、11月、12月、5カ月

間、この5カ月間の期間というところ、このこ
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とは何か意味があるのか、そこら辺のところは

どうですか。 

【土井口国際観光振興室長】 実は、この企画の

最初の会議自体が6月1日でございました。そこ

からの動き出しでございますので、早くて8月

からというのが目標にしておったところで、本

当は夏休み前に発売できればよかったんですが、

なかなか時間的に間に合わずに、8月からとい

うことです。 

 12月というのは、一応今年の区切りというこ

とで、12月までをとりあえずやっていこうとい

うことで、その間、当然結果としてどういう結

果になるのか、我々も期待をしているところで

ございますが、何せ初めての試みでございます。

いろんな反省点とかも生じてくるかと思います

ので、私どもといたしまして、この1弾だけで

終わるつもりではございません。第2弾、第3弾

という形で続けていく必要があろうかと思いま

すので、この結果を見て、反省すべき点は反省

し、真摯に受け止め、そういったのを改善しな

がら次に進めていくということを考えていると

ころでございます。12月というのは、とりあえ

ず今年までというのを一応めどにしたところで

ございます。 

【小林委員】 もう既に反省すべき点を反省しと

いうことで、今始まったばかりで、よい結果を

知らせていただこうと思っているにもかかわら

ず、根が正直なんだから、あまり正直過ぎて、

そこのところが、もう何か反省しなければなら

ないような課題が出てきているのかと。 

 さっきの話では、夏休みぐらいから、一番商

品が売れる時期、こういうのを若干外したとい

うようなところが反省すべき点なのか、それと

も運営上何か大きな失策があったのか、この辺

のところはよくわからないんだけれども、要す

るにどういう成果を狙っていらっしゃるかとい

うところが、我々は一番期待もし、また関心事

なんです。 

 だから、結局、今おっしゃったように、9対1

だとか、あるいは7対3だとか、インとアウトの

バランスがあまりにも問題があると。私は、前

回の委員会で、中国の領事が、自分たちのほう

からは長崎県にたくさん来ているけれども、長

崎県から全然来ないではないかと、そんなよう

な話があって、そういうところの取組の中に、

今回の旅行代理店の13社が一堂に会して共同

で協力をしていただくと、こういうようなこと

になって、結果がいい結果につながっていかな

ければいけないと。 

 この間も45周年か何かありまして、残念なが

ら、私はどうしても行けずに、また皆さん方か

ら、あいつは言うばっかりで来てないじゃない

かと、そんなようなことにもなるかなと思って

心配しておったんですが、どうしても行けなか

ったんだけれども、長崎県の中国の領事館の領

事がそういうようなことを指摘するということ、

一方的ではないかと、こんなことを言っている

わけですね。 

 だから、それだけのことをせんといかんとい

うことで、やっぱりアウトをどうするかと。こ

のアウトバウンドをどうするかというところが、

それなりの人数が、旅行客が、ソウル便につい

ても、上海便についても結果として出てこなく

ちゃいかんと思うんです。この5カ月間の、今、

8月、9月が終わろうとしているけれども、この

2カ月が終わらんとしている状況の中で、この

13社が共同で、いわゆる商品の開発・販売して

いただく、ここのところはもう既に成果が出て

おりますか。そういうところでまだ反省するこ

とばかりということで、反省が何なのかよくわ
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かりませんが、そこのところはどうですか、今

の段階で。 

【土井口国際観光振興室長】 8月から販売をい

たしておりまして、昨日までの状況でございま

すが、上海を利用した商品につきましては、こ

れは予約も含みますが45名という結果でござ

います。 

 ただ、ソウル線を利用した商品が、やっぱり

この国際情勢等もございまして、なかなか売れ

行きが伸びませんで、今のところまだ2しかご

ざいません。（「2って、2人？」と呼ぶ者あり）

はい。私も先週ですけれども、旅行社を回りま

して、いま一度、この販売の促進のお願いをし

てきたところでございます。 

 今回の企画の大きな目的としては、県民の皆

様に旅行に行ってもらいたいという旅行マイン

ドの改善というのが一つございます。もう一つ

は、旅行社の皆様に対して旅行造成をしていた

だくというそういった意識の向上、旅行造成の

改善という大きな2つの目標を掲げておりまし

て、そういった意味で、中国は45までいってお

りますが、ソウルのほうがなかなか伸び悩む、

ここはもう一つ改善をすべき点かなと、今の段

階では思っておるところでございます。 

【小林委員】 改善すべきではないかというとこ

ろは、県として、県が何か改善をしなければい

けない課題があるのか、13社が共同開発をされ

た今回の商品、やっぱりこれは旅行会社が13社

束になっていただくということは、何度も言っ

ている、珍しいこと。これはすごい結果を当然

期待しがちだと思います。また、皆さん方も、

その13社に相当な期待をされておったのでは

ないかと思いますけれども、今、ソウル便の2

名ということと、上海便の45名というところの

現時点での実績を予約も含めて聞いておるとこ

ろでございますが、ここのところは相当期待さ

れておったから、大体上海便においても、ソウ

ル便においてもこのくらいいけるのではないか

と、こういうようなことで8月から12月までの

トータル的なこちらの想定する思い、何名ぐら

いと、これで起死回生につながればと、こんな

ような期待をかけられておったのかどうか。ま

ず、とにかくやってみようということになった

のか知りませんが、この13社が一堂に会してな

かなか伸びなかったとすれば、これは非常に大

きな課題に、やっぱりこの路線を維持すること

は果たして大丈夫かどうかと、こんな危機感と

いうか、危惧の念が出てくるわけですよ。 

 その辺のところが、皆様方が部として、単な

る国際観光振興室みたいなところだけじゃなく

して、松川さんもあなたたちも、こんな大物の

2人がおって、体じゃなくして実力者がおって、

それを持って、なかなかそこのところは遅々と

して成果が上がらないと。 

 午前中の論議の中で、ラオス便を1便加える

ということ、これは長崎空港にとってどれだけ

の大きな成果につながるかということは、これ

はもう、例えどういう経過であれ、1便、いわ

ゆる国際定期航空路線が加わるということは並

大抵じゃないわけだよ。だから、それだけの成

果をかざしながら、だからといって、この上海

便とかソウル便が全くもってうだつが上がらん

ような状態になるということはいかんともしが

たい。ここをやっぱり旅行会社のご協力をいた

だけるということと同時に、何かのつてがもっ

とないのかと。 

 私はちょっと新聞記事で読ませていただきま

したが、中村知事が、市町の皆様方とスクラム

ミーティングというんですか、あれをやって、

長崎県の置かれている立場の中におけるアジ
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ア・国際戦略はとても大事なことだと。とにか

く空港の路線についても、すべてのことを含め

てアジアとの関係、人と人の交流、そういうよ

うなことが大事だということを極めてきちんと

おっしゃっている。 

 それに対して、新聞の記事だけでちょっと申

しわけないが、あまり反応がなかったというふ

うなことが書かれておったんです。これは部長

でも、岩田さんでもいいんだけれども、実際そ

うだったのかどうか、話がそっちのほうに行き

よるけれども、室長のほうからは大体、今の2

名と40何名を聞いたから、そういうようなこと

で、もうちょっと県内挙げて、市町も協力をし

ていただかなければいけないし、皆様方もそれ

に対して応えられるような体制をおとりになっ

ていかなければ、アジア・国際戦略と言いなが

ら、この辺のところでずっこけておったら、い

かんともしがたいと思うんだが、どうですか。 

【田代文化観光国際部政策監】 スクラムミーテ

ィングの件でございますけれども、確かに知事

のほうから、各市町の皆様方、首長の皆様方に、

この国際交流、アウトバウンドを中心とした利

用促進ということでご提案をしましたところ、

その時につきましては、あまり活発な意見は確

かに出なかったというのは事実でございます。 

 私どもから各市町も積極的に取り組んでいた

だきたいという話をしましたところ、幾つかの

市では広報誌にこういったソウル線、上海線、

県民の皆様方のソウル線、上海線の認知度がま

だまだ足りてないというのが現実でございます。

アンケートをとりましても、まだ半数近くの方

が知られてないというふうな状況もございまし

て、まずそこのところも取り組んでいくべきだ

ということで、広報誌等への掲載もお願いをし

ましたところ、3つか4つの市町で掲載をまずし

ていただいたというところでございます。 

 県のほうといたしましても、そういった広報

誌であるとか、ＣＭ、それから県の県政番組等

で認知度向上につきましては努めているところ

でございます。 

【小林委員】 そういう認知度が足りないぐらい

の、今のこの時期で、何年たっているのか。さ

っき言ったように、上海線、ソウル線ができて

30年間、全く新たな定期航空路線が国際的には

できなかったんだと。だから、相当な年数がた

っているわけよ。にもかかわらず、今ごろから

認知度みたいな話をされても、ええっというよ

うな感じがするわけよ。しかし、それくらい問

題点が大きいと思うんだよ。 

 これは、部長とか次長、私は思いますけども、

例えば人口減少の問題についても、あるいは対

アジア・国際戦略は、もう絶対にこれは避けて

通ることができないと。どこの県もやっている

し、もうこれから少子高齢化社会とか、人口減

少とかいうことで、国内のパイはもうずっと縮

小されているわけよ。とにかくパイの大きいア

ジアに向けて戦略を練るということは、それぞ

れ行政の経営的な手腕として、また、やらなけ

ればならないことだと思うわけです。みんな、

どこもそんな取組をしているわけですよ。 

 しかし、いつも思うことは、県だけがそうや

って太鼓をたたいても、全然市町にそれは危機

感として届いてないのではないかと。失礼だけ

れども、対策としても窓口をつくっているとこ

ろ、窓口をつくってないところ、ただ単にそう

やって形だけやっているとかということで、私

は、今ほど県の力というか、行政の縦の線、国

から言われたら、県はさっと動く、県から言わ

れたら市町はさっと動くと、こういう一つの行

政のシステムがあると思うんだよ。 
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 だから、もうちょっと厳しく事の重大性をや

っぱり伝えていただき、長崎県というのは21の

市町があって長崎県なんだよ。だから、その辺

の県だけで一人動くというところで、どこまで

成果につながるかということ。これはもう率直

に言って、市町が同じ気持ちの中で、同じ目線

で、同じ目的で危機意識を持ってやっていただ

かなければ、どんなに長崎県だけでやっても成

果は生まれてこないと思います。 

 もう何度も言う人口減少しかり、今回のこう

いう対国際戦略のアジア戦略についても、スク

ラムミーティングで知事が言っていると。子育

てだとかそういうようなところについては、市

町の方々も勉強されていて、かなりの意見等も、

あるいは要望等もあるというようなことを聞き

及んでいるけれども、こういうアジアの対策と

か、国際戦略とか、そういう点については、も

う市町に、ひとつよかったら、国際戦略のチー

ムをつくってくれ、そして、この路線を維持し

なければいけないということの重要性、ここら

辺のところももっとお願いをされて、やっぱり

市町で同じようなレベルで取組をしていかなけ

れば、これはどうにもならないと思うんだよ。 

 私は、田代さんが政策監として今回ご就任を

いただいたけれども、もう長くやっておられる

松川部長も岩田次長も一緒になって皆さん方で

市町を一回集められて、本気になってそういう

お話をされて、そして、特に領事館があるわけ

だから、どんなことがあってもそれに見合うだ

けの結果を残さないと、長崎県は口だけだと。

言うことは言うけれども、しかし、結果につな

がらない。ましてや、市町は全く動いていない

と、こんなようなことでは困るわけです。ここ

について、ひとつ部長でも、次長でも、あるい

は田代さんのそういう立場かどうか知らんが、

きちんとした一つの方針を、今日ここできちん

と申し上げていただいて、そして、その申し上

げられたことをちゃんと市町に伝えながら行動

し、そして、よい行動がよい結果につながるよ

うにしていただきたいと思うけれども、いかが

ですか。 

【松川文化観光国際部長】 アジア・国際戦略の

推進に当たりましては、知事も常々申し上げて

いるんですが、県、市町、そして民間、この3

つの交流が相まって初めて実績が出てくるとい

うふうに言っております。 

 そういった意味で、私どもは先般のスクラム

ミーティングでも知事がこのことを話題にし、

この路線の維持存続のためにも、皆さんも一緒

に取り組んでいきましょうという話をしたわけ

でございます。 

 その中で、今、小林委員からご指摘がありま

したように、もちろん熱心に海外交流、また、

団を組んで海外に行かれる、民間交流、市町か

らの交流、盛んにされている自治体は当然ござ

いますが、先ほど山本(啓)委員からもご指摘が

ありましたけど、目的と役割が十分共有されて

いない部分があって、そのような低調な議論に

なったのではなかったのかと感じているところ

でございます。 

 委員おっしゃいましたように、我々のアジ

ア・国際戦略が目的としているところの意義の

共有がもっとできますように、私どもは市町の

関係の方にもお集まりいただいて、十分理解し

ていただくような取組をしっかりとやっていた

だきたいと思います。 

【小林委員】 そういうような答弁はいつも聞い

ているわけだよ。何といっても、やっぱり結果

を出してもらわんといかんということだよ。だ

から、要するに、市町が本当に県の取り組む姿
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勢、また、県が真面目な、熱心な、本当に日ご

ろからの情熱、何とか長崎県をしなくちゃいか

んと。それが、すなわち市町の、または地域の

発展にもつながっていくわけなんですよ。 

 だから、予算の流し方とか、いろんな事業と

かいうことで予算をつけて市町が元気になるこ

とが、長崎県がよくなることなんだということ

で、いろんな部、局、課、県の最高の対策を市

町に流していただいているわけだよ。なぜかこ

ういう問題については、市町の取組が弱いと思

うところがあるんです。だから、こういう結果

にしかなってないわけだよ。もう少し県の権威

というものをしっかり考えながら、市町に協力

を求めて、きちんと結果が出るようにやってい

ただかなければ、今の状態の中では、この旅行

代理店の13社が束になってかかっていただい

ても、ソウル便がたった2人と。こういうよう

なことは、一体どういうことかということにな

りますよ。これは、旅行代理店が13社束になる

なんていうことはまずあり得ないよ。あり得な

いことが、しかし、結果としてこんな、申しわ

けない、こんな数字しか出てこないわけだ。こ

れはやっぱりどこかがおかしいと思うぞ。何か

手だてが、やっぱりおかしいと思うぞ。 

 毎日皆さん方も忙しくて、飛び回っておられ

るけれども、どこかにやっぱり1点集中しなが

ら、何か対策を考えていただかなければ、総花

になり過ぎて、要するに、あれもこれもの中で、

結局どれも一つも物にならんというようなこと

では困るし、果たして予算的にどうなのか。い

わゆる職員の配置の数がどうなのか、もうちょ

っとそういうところも含めて、知事部局等々と

よく話をして、そして体制をつくってやらなけ

れば、本当に名折れになってしまいますよ。 

 私は、政策監ができたり、またそうやって国

際観光振興室長ができたり、いろんな形の中で

一人で浦君が頑張っておられましたが、いろい

ろこういうような形の中で、体制を大きく拡大

されたけれども、何としても国際線はしっかり

やっていただきたいと思っております。 

 そして、浦課長に質問をいたしますけれども、

今、長崎県の観光客数は3,300万人ですか、大体

実績で。消費金額は3,700億円となっていますよ

ね。これだけの金額は、観光というものをまさ

に長崎県の基幹産業として位置づけることを私

はきちんとやっていただくことができるような、

それだけの、県庁挙げて、この観光行政はまさ

に基幹産業であり、観光産業として全分野に及

んでおりますので、それだけの取組につながる

ようにやっていただきたいと思っていますけれ

ども、この観光産業は、基幹産業として長崎県

で位置づけられているのか、一過性だけで終わ

るようなものなのか、ここはどうでしょうか。 

【浦観光振興課長】 本県におきます観光振興で

ございますけれども、まさに委員言われました

ように、従来、県内では造船業をはじめとした

製造業が主でありましたけれども、やはりこれ

から持続的に県勢が発展をしていくという中に

おいては、この観光産業というのは大きな核に

なると私どもは自負をしております。 

 そのために、各種取組をやって、これまでは

数を増やしていくということが主たる観光の戦

略でございましたけれども、数を増やすだけで

はなくて、やはりしっかり地域にお金が落ちて

いく、消費を高める。そのためには、観光の質

を上げていかないといけない。その質を上げる

ためには、行政や関係団体だけではなくて、す

そ野の広い産業でございますので、関連する事

業者の方々それぞれがかかわっていただいて、

サービスの質を高め、付加価値を高め、消費額
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を上げていくという取組を持続させていくとい

うことが、やっぱり必要だというふうに思って

おります。 

 そのための観光まちづくりもしっかり地域で

取り組んでいかないといけないと思っておりま

すので、まさにこれからは長崎県にとっては、

観光というのは大きな一つの産業の核になって

いくものと私どもは考えておるところでござい

ます。 

【小林委員】 基幹産業の位置づけということに

ついては、今我々の議論も、また、観光を語る

時に、どれくらいの数が来たか、どれくらいの

消費金額であったかと、正直言ってそこだけで

議論が終わっているような感じ。また、観光の

お客様が来られるような環境整備、また、おっ

しゃるようにしっかりお金を落としていただく

ような仕掛け、1泊多く泊まっていただくとか、

お土産もいろんな工夫をしながら、いわゆる財

布のひもをほどいて長崎県にお金を落としてい

ただくと。こういうようなことの議論が、正直

に言って、すべてあわせて言えば、環境整備の

ことが多かったと思うんです。 

 これから本当に基幹産業として、産業として

の位置づけをやっていくとすれば、正直に言っ

て、観光によってどれだけの直接の、あるいは

間接の効果があったかと。この経済効果をもっ

と明らかにすると同時に、当然観光産業のすそ

野が広いから、それによる雇用が直接、間接ど

のくらいあったかとか、そして、税収がどのく

らい上がったとか、市町に分類したらどういう

ふうになっていくのかとか、私はもうちょっと

そこを細かく出していただくことによって、そ

の数字が、また市町の皆様方の意欲と結果につ

ながることができればと、こんなようなことも

考えます。 

 これからの観光産業を語る時に、ただ何名来

た、どれくらいの消費金額であったと、ただそ

れだけの議論で済ませることがないように、も

う少し基幹産業としての位置づけで、もっと気

高く観光行政のあり方を考えていただき、観光

によって人を呼んで栄える長崎県という形の中

で名実ともにやっていただくことを特に希望し

ておきたいと思いますので、先ほどのこともあ

わせて、よろしくお願いしたいと思います。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ほかに質問もないようでご

ざいますので、これにて議案外所管事務一般に

ついての質問を終了いたします。 

 次に、意見書の審査を行いたいと思います。 

 今回、自由民主党から「長崎県端島の歴史認

識に関する意見書」及び改革21から「核兵器禁

止条約への参加を求める意見書」提出の提案が

あっております。 

 まず初めに、「長崎県端島の歴史認識に関す

る意見書（案）」について審査を行いたいと思

います。 

 ここで、改めまして、前田委員より、意見書

提出についての趣旨説明をお願いいたします。 

【前田委員】 先ほど議案外で山本(啓)委員が質

疑を交わしたので、ほぼその内容ですので、私

から改めて詳しく言うことはないんですが、簡

潔的に、重なる部分もあると思いますが、お許

しください。 

 今回のこの意見書に対しまして、先ほど山本

(啓)委員からも説明があったように、きっかけ

としては、映画の「軍艦島」ですが、これは官

房長官もこの件については、創作された話であ

ると述べております。また、このことも含めて、

私たちは、この映画並びに歴史認識に対して抗
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議をするという姿勢ではありません。先ほど山

本(啓)委員からもありましたように、第39回世

界遺産委員会において、日本の代表団について、

「各サイトの歴史全体についても理解できる展

示戦略にすること」、「日本が発したステート

メントに留意する」ということで、今そのこと

について、鋭意国において取組をしておるわけ

でございます。その取組というのは、正しい歴

史認識をしっかりととらまえて、世界遺産の構

成資産のミッションではありますが、その中で

しっかりと作成した歴史認識というものを世界

に対して正しい形での情報発信をしてほしいと

いうことでありますので、その作業を求められ

ている中で、私たちは、今回のことも機としな

がら、そして、構成資産を有する県として、国

に対して改めて、その作業にしっかりと取り組

んでくれることを求めるような意見書となって

おります。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

【吉村(洋)委員長】 ただいま説明がありました

「長崎県端島の歴史認識に関する意見書（案）」

について、ご質問・ご意見はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ２時５５分 休憩 ― 

― 午後 ３時 ０分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 

 ほかに質問・ご意見がないようですので、こ

れより討論に入りたいと思います。 

 討論はありますか。 

【坂本(浩)委員】 この意見書についてでありま

すけれども、世界遺産の構成資産として、日本

の工業化の原動力というふうなことで、この端

島がきちんと整備をされて、交流人口の拡大等

につながってほしいというふうなことで、私も

議員の一人として、今後も頑張りたいと思って

おるんですけれども、ただ、この端島の歴史認

識に関しますところで、やはり日本の工業化の

原動力という光のところと、それから、私は、

14歳でこの島に朝鮮半島から連れてこられた

方、もう15～16年前に亡くなられましたけれど

も、その方ともよく話をする機会がありました。

端島炭坑で働いた後、三菱造船所に行って被爆

をするという、日本に来て非常に過酷な人生を

歩まれた方で、長崎で亡くなられたんですけれ

ども、そういう方の話を聞くと、やっぱりこの

歴史認識に関してもう少し複雑な思いがありま

して、それで、この意見書の趣旨は、下のとこ

ろから8行目ぐらいですかね、先ほど前田委員

のほうからもありました、いわゆる「軍艦島」

という韓国でつくられた映画、これが世界に発

信をされて、端島にゆかりを持つ人々の記憶と

心に影を落としているというふうなことであり

ます。それを受けまして、日本も、中段にある、

立場を明確に情報発信させることを望むという

ことであります。 

 私は、一つは、やはりこの歴史認識のところ

で、例えば文面にある、「違法な強制労働があ

ったと認めるものではない」、確かに、この問

題をめぐる韓国とのやりとりの中で、日本は「労

働を強いられた人々」というふうな表現を使い

まして、韓国のほうもそれを認めたというふう

なことであるんですけれども、なかなかそうい

った問題を含めて、日本が出している歴史認識

というのと、先ほどありますように、平行線を

ずうっとたどっているんですけれども、そこの

ところは、「島民の会」の皆さん方が出された

声明、「日韓両国の友好関係を築き、ともに協

力して正しい記録を後世に残していく」という
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ふうなことをやはり日本政府もとるべきじゃな

いのかなというふうな問題意識がありますので、

この意見書の最後のほうにあります、「我が国

の立場を明確に情報発信されることを望む」と

いう部分について賛同できないということもあ

りますので、この意見書については反対をさせ

ていただきます。 

【吉村(洋)委員長】 今、反対の討論がなされま

したが、賛成の討論はございますでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 それでは、これにて討論を

終了いたします。 

 反対の討論がございましたので、起立により

採決を行いたいと存じます。 

 「長崎県端島の歴史認識に関する意見書」を

提出することに賛成の委員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

【吉村(洋)委員長】 ありがとうございます。 

 起立多数でございます。よって、「長崎県端

島の歴史認識に関する意見書」については、提

出することに決定をされました。 

 なお、文案の作成等については、いかがいた

しましょうか。 

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 それでは、正副委員長にご

一任願います。 

 次に、「核兵器禁止条約への参加を求める意

見書」提出の提案について審査を行います。 

 ここで、改めまして、坂本 浩委員より、意

見書提出についての趣旨説明をお願いいたしま

す。 

【坂本(浩)委員】 お手元に配付しております

「核兵器禁止条約への参加を求める意見書

（案）」につきまして、提案の趣旨を説明させ

ていただきます。 

 ご承知のとおり、9月20日から、この条約に

つきましては、各国での署名批准が開始をされ

ました。新聞報道等によりますと、既に50カ国

近くというふうなことで当日なっていたようで

ありますけれども、50カ国が批准した時点から、

90日後に発効するというふうなことで、ほぼ発

効は確実だというふうに認識をしているところ

であります。 

 そういう状況の中で、今後は、下のほうに書

いてありますけれども、「核兵器国の参加を得

て、条約が実効性をもつ」、このことが非常に

大きな課題になるわけでありますけれども、非

常に困難も予想されているところであります。 

 8月9日の平和記念式典におきまして、長崎県

知事、長崎市長、被爆県知事、被爆市長ともこ

の条約に言及をいたしまして、核兵器のない世

界の実現を呼びかけました。特に日本政府に対

しては、唯一の戦争被爆国として主体的な役割

を果たしてほしいということと、それから、一

日も早いこの条約への参加を訴えられたところ

であります。 

 ぜひこうした被爆県知事、被爆市長の訴えを

踏まえまして、被爆県の議会としても賛同をお

願いする次第であります。 

 意見書は2点であります。「核兵器禁止条約

に参加すること」、2つ目は、「それまでの間

は、オブザーバーとして締約国会合および再検

討会に参加すること」、以上であります。 

 委員各位のご賛同をよろしくお願い申し上げ

ます。 

【吉村(洋)委員長】 ただいま説明がございまし

た「核兵器禁止条約への参加を求める意見書

（案）」について、ご質問・ご意見はありませ

んか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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【吉村(洋)委員長】 ご質問・ご意見がないよう

ですので、暫時休憩をいたします。 
 

― 午後 ３時 ８分 休憩 ― 

― 午後 ３時 ９分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 

 これより、討論に入りたいと思います。 

 討論はありませんか。 

【川崎委員】 ただいま提案がありました「核兵

器禁止条約の参加を求める意見書（案）」に反

対の立場で討論をさせていただきます。 

 まず、冒頭申し上げたいのは、核兵器の廃絶

は全人類の願いでありまして、向かっている方

向性は全く同じでございます。 

 今回、条約が成立をしたことについては、我々

公明党も高く評価をしているところです。 

 しかし、この意見書の中ほどに書かれていま

す、「日本は核保有国と非保有国が協力する中

で核兵器のない世界を目指している。この条約

交渉は、そうした姿で行われたものではない」

と、署名をしないということで政府の意見があ

ります。次ですね、「確かに核兵器国の参加を

得て、条約が実効性をもつには困難が予想され

る」というふうに、くしくもおっしゃっておら

れるように、このままの状態ではなかなか先に

進まないというのが我々の認識でありまして、

やみくもに条約の参加を求めることではなく、

より具体的に、より前に進めていくということ

が大事でありまして、この保有国と非保有国の

深まった溝をいかに埋めていくか、橋渡し役と

してやっていくのが日本の立場であろうという

ふうに思っています。 

 我々公明党も主張いたしまして、ご承知かと

思いますけれども、「賢人会議」の成立が決定

をしまして、11月の下旬には、被爆地の広島で

開催をされます。このメンバーが16名で構成を

されていますが、座長は日本人の方です。白石 

隆、前政策研究大学院大学学長、そして、被爆

者の代表として、長崎から朝長万左男、日赤長

崎原爆病院名誉院長ほか4名の皆様で合計6名、

そして、核保有国のアメリカからは2名、ロシ

ア、中国、フランス、そして非保有国のオース

トラリア、ドイツ、カナダ、さらに、核兵器禁

止条約に賛成をしたエジプト、ニュージーラン

ドからも参画をされるということについては、

もうご承知のとおりかと思います。 

 そして、こちらでまとめられる提言は、来年

の4月に開催をされる2020年のＮＰＴ（核拡散

防止条約）の運用検討会議の準備会合に提出を

するという予定になっております。 

 したがいまして、条約への参加を求めるとい

うことについて、これはもう難しいことからよ

り1歩も2歩も、既に賢人会議の設置等で前に進

んでいるというのが我々の認識でございまして、

これを確実なものにしていくということを求め

ることがさらに肝要かなというふうに思ってお

りまして、ご提案の意見書だけでは不十分じゃ

ないかと、そういう立場で反対の意見とさせて

いただきます。 

 委員各位のご賛同をよろしくお願いいたしま

す。 

【吉村(洋)委員長】 ほかに、討論はありません

か。 

【山本(啓)委員】 私のほうからも、会派の反対

の立場で、本意見書の討論をさせていただきた

いと思います。 

 昨年の12月の議会にも同様の趣旨の条約前

の意見書が提出されたかと思いますが、やはり

我が国は軍縮・核不拡散の取組の中において、

それらの外交を通じて積極的に展開してきた、
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まさしく核をなくそうとする、世界のビジョン

は同じでありまして、アプローチの違いであろ

うかというふうに、今もなお認識をしておりま

す。 

 その上で、核不拡散（ＮＰＴ）、ＣＴＢＴに

代表されるそれらの取組においては、かつて米

ソが非常に緊迫した時期においては、6万も7万

もあったと言われる核については、現在、1万

とも1万5,000とも言われている。まさしく世界

というものは、核を中心とした軍縮に向かって

いる、動いている状況下にあります。 

 その中において、我が国は、やはり唯一の被

爆国としてそのリーダーシップを発揮しながら、

核を持つ国々とともに、その取組を世界に発信

をしている代表する国であろうかというふうに

思います。 

 ゆえに、この意見書の趣旨を確認いたします

と、やはりそれらの取組を否定しているわけで

ありまして、我々は、今回の意見書の内容に書

かれている核兵器禁止条約までの道のり、関係

者の方々の努力に心から敬意は表するものの、

我が国の安全保障においての取組、さらには、

核不拡散・軍縮に向けての取組、これらについ

ての賛意を表明して、本意見書については反対

という立場をとらせていただきたいと思います。 

【吉村(洋)委員長】 ほかに討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ほかに討論もないようでご

ざいますので、これで討論を打ち切りたいと思

います。 

 反対の討論がございましたので、採決につい

ては起立採決といたしたいと思います。 

 「核兵器禁止条約への参加を求める意見書」

を提出することに賛成の委員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

【吉村(洋)委員長】 ありがとうございます。 

 起立少数でございます。よって、「核兵器禁

止条約への参加を求める意見書」については、

提出しないことに決定されました。 

 以上で、意見書の審査を終了いたします。 

 それでは、文化観光国際部関係の審査結果に

ついて整理をいたしたいと思います。 

 しばらく休憩をいたします。 
 

― 午後 ３時１５分 休憩 ― 

― 午後 ３時１５分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、文化観光国際部関係の審

査を終了いたします。 

 引き続き、危機管理監関係の審査を行います。 

 しばらく休憩します。 

 3時30分より再開いたします。 
 

― 午後 ３時１６分 休憩 ― 

― 午後 ３時３１分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 

 これより、危機管理監関係の審査を行います。 

【吉村(洋)分科会長】 まず、分科会による審査

を行います。 

 予算議案を議題といたします。 

 危機管理監より、予算議案説明をお願いいた

します。 

【豊永危機管理監】 危機管理監関係の議案につ

いて、ご説明いたします。 

 「予算決算委員会総務分科会関係議案説明資

料」の危機管理監の1ページをご覧ください。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第71号議案「平成29年度長崎県一般会計補正予

算（第2号）」のうち関係部分であります。 

 歳出予算は、防災指導費3,310万円の増となっ
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ております。 

 この補正予算の内容は、長崎県防災行政無線

高度再整備事業の工事請負契約におきまして、

国等関係機関との協議に伴う機器変更等内容変

更による増工のための経費として、3,310万円を

計上いたしております。 

 以上をもちまして、危機管理監関係の説明を

終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【吉村(洋)分科会長】 次に、危機管理課長より、

補足説明を求めます。 

【陣野危機管理課長】 今、危機管理監からご説

明いたしましたけれども、今回、9月補正予算

で計上させていただいております、防災行政無

線の高度再整備事業の追加工事について、補足

で説明をさせていただきます。 

 お手元にお配りしております「平成29年度9

月補正予算の概要について（防災行政無線移設

更新費）」というＡ4縦の3枚ものの資料をご覧

ください。 

 今回、3,310万円の増工を予定しております県

防災行政無線の高度再整備事業につきましては、

老朽化しております防災行政無線につきまして、

新県庁舎の建設と合わせまして更新しようとい

うものでございまして、昨年の9月定例会に69

億4,400万円ほどの契約の議案を可決いただき

まして、来年の3月までの工期で整備を進めて

おりました。なお、工期自体は来年の3月でご

ざいますが、新県庁舎の移転に合わせまして業

務ができるように、1月の初めからは、通常の

災害警戒業務ができるような進捗で業務を進め

ておりました。この中で追加項目が発生いたし

ましたので、今回補正をお願いしているところ

でございます。 

 内容につきましては、1ページの中ほどに主

な変更項目と書いておりますが、まず1番目で

ございます。ＡＲＩＢ関係で350万円ほどとな

っておりますが、防災行政無線につきましては、

県内の各地に中継局を整備しておりまして、こ

れの機器の更新を現在行っているところでござ

いますが、この中で金比羅中継所、これは佐世

保市の小佐々町にございます。もう一つ江古ノ

辻中継所、これは平戸市の的山大島に設置して

おりますが、こちらの2基の中継局、アンテナ

のところでございますが、アンテナの口径を3

メートル、これは現行の3メートルと同じもの

ということで予定しておりましたけれども、こ

のアンテナにつきまして、ＡＲＩＢ（一般社団

法人電波産業会）というところが、現地で実際

にその周波数等で対応できるかどうかという判

定を行うんですが、現地で判定を行ったところ、

3メートルでは不十分ではないかと、4メートル

が必要だという判定が出たものですから、今回、

4メートルへの変更をしようというものでござ

います。このＡＲＩＢの判定結果がオーケーに

ならなければ、九州総合通信局の免許更新がお

りないということもございましたので、今回、

4メートルへ変更ということでございます。こ

れが1点。 

 2点目といたしましては、マルチメディア振

興センター関係ということで910万円と書いて

おりますけれども、これは新たに導入しようと

しておりますＬアラートシステムに関係するも

のでございます。 

 恐れ入ります資料の2ページをご覧ください。 

 まず、Ｌアラートについてご説明いたします。

Ｌアラートにつきましては、2ページの上段に

記載ございますけれども、総務省が推進する災

害情報の共有システム、具体的には自治体とマ
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スメディア、報道関係の皆様とが共通のプラッ

トホームで情報を共有しようとするものでござ

います。 

 イメージ図は下段のところに書いております

が、どういったものかと申しますと、通常自治

体が、2ページの中ほどに書いておりますけれ

ども、避難勧告であったりとか、避難所の設置

をするという情報を報道機関の皆様に発表いた

します。その際には、通常、これまではファク

ス等で情報を流しておりました。また、ファク

ス以外にも個別のマスコミの問い合わせに対し

てもそれにお答えしているんですけれども、ど

うしてもそういった問い合わせ等に対応すると

なりますと、自治体のほうで業務に負担が生じ

まして、災害対策の業務に支障が来すという点

が1点。 

 また、マスコミの皆様も自治体に個別に問い

合わせるということで業務が多量になるという

ことで、災害に関する情報が一般の県民の皆様

等に伝達するのが遅くなるというデメリットも

ございました。こうしたことを改善するために、

あらかじめ共通のシステムで共有することによ

りまして、自治体のほうもマスコミの皆様への

提供の事務が省かれるとともに、マスコミの皆

様もそういった手間暇も少なくなると。あわせ

て、迅速な情報伝達ができるということで、最

終的には、住民の皆様に多様なマスメディアの

媒体を使いまして情報が伝達ができるというス

キームでございます。 

 こういったＬアラートシステムを今回の防災

行政無線の整備で新しく導入しようと考えてお

りましたが、2ページの中ほどにございますが、

今年になりまして、Ｌアラートのシステムで追

加項目が発生しました。変更項目でございます

けれども、避難勧告とかを出す時に、どういっ

た理由で出すのか、どういった避難行動してほ

しいのかという項目を追加するという点が1点

と、避難情報につきましても、避難所を開設し

ただけではなくて、どういった人数とか、どう

いったことができますよという特記事項を追加

するというような内容、こういった、るるの情

報が追加されましたことから、追加項目が発生

しましたので、それに伴い対応しようとするも

のでございます。 

 1ページにお戻りいただきまして、3点目と4

点目につきましては、熊本地震に伴いまして国

から指導を受けた内容でございます。 

 3点目につきましては、九州総合通信局から、

熊本地震におきまして防災行政無線の中継所が

かなり損傷したという状態が発生したとお伺い

しております。その中で、どういった中継所が

損壊したのかというのが、県庁本部の災害対策

本部でわからないという実態が生じたと。そう

いうことで、防災無線がどういった回線がつな

がるのかというのが、実態がよくわからない事

態が発生したということから、国のほうからは、

そういった事態がありましたので、無線回線が

どういったところが故障したりとか、どういっ

たところがつながってないかというのが監視で

きるような機能を追加しなさいという指導を受

けましたので、それに必要な機器を導入しよと

するものでございます。 

 4点目でございます。こちらは、資料の3ペー

ジをご覧ください。 

 防災行政無線につきましては、通信機器を多

く設置しようとするものでございます。3ペー

ジの下段のところに、わかりにくい図になって

恐縮でございますが、さまざまなシステムを県

庁の本館に置くことになります。具体的に8階

に防災無線機器室を設置することにしておりま
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すが、こういった機器につきまして設置しよう

ということで、具体的には耐震化を十分考慮し

た上で、床面に固定ということで考えておりま

したが、実は熊本地震におきまして、熊本県庁

でこの通信機器が地震によりまして倒れたとい

う状態が発生しまして、それでケーブル等必要

な回線を切断したという事態も発生したとお伺

いしております。 

 こうしましたことから、国のほうからは、床

面固定だけでなく、より耐震化を補強しなさい

という指導がありましたものですから、今回新

しく補強鋼材（ストラクチャー）、上の赤の図

で示しておりますが、補強鋼材を新たに設置し

まして、四角の格子状になっておりますが、そ

れを設置して、床面の固定だけではなくて、上

からも固定して、両方から固定して耐震化を図

ることとしております。こういった関係で1,000

万円ほど予定しております。 

 以上、4項目を新たに追加しましたことから、

今回、3,300万円ほどの補正の追加となっており

ます。 

 なお、先ほど申し上げましたとおり、工期は

3月まででございますが、新県庁舎移転を来年

の1月に控えておりますので、今議会でこの補

正予算をご議決いただきましたら、契約につき

ましては、その後、専決処分において直ちに契

約させていただき、事業を執行したいと考えて

いるところでございます。 

 私からの説明は以上でございますので、よろ

しくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 

【吉村(洋)分科会長】 以上で説明が終わりまし

たので、これより予算議案に対する質疑を行い

ます。 

 ご質問はございませんか。 

【山田(朋)委員】 Ｌアラートシステムについて

伺いたいと思います。 

 放送事業者等に、今までは県からファクスを

送っていたけれども、早く、スピーディーに地

域住民に届くということで、非常に効果がある

かと期待をするところです。 

 そこで、放送事業者というくくりの中で、よ

り地域に密着したところで言うと、ケーブルテ

レビとか、各テレビ局が多くあるかと思います

けれども、どういったところまでを対象として

いるのか、あと、費用負担とかはどうなってい

るのか、教えてください。 

【陣野危機管理課長】 Ｌアラートシステムにつ

きましては、今回新たに導入しようということ

で、実は7月に市町の皆様、あわせて報道機関

の皆様に説明会を開催させていただきました。 

 そうした中で、まず放送事業者につきまして

は、テレビの事業者、県内にあります5社、い

わゆるＮＨＫ、ＮＢＣ、ＫＴＮ、ＮＣＣ、ＮＩ

Ｂの5社のほかに、地域のケーブルテレビの皆

様を8社お呼びしております。また、ＦＭ放送

の事業者を3社と、そのほか新聞・通信報道事

業者を10社お呼びいたしまして、そういった形

で説明を、こういったシステムを導入しようと

いう話をさせていただいております。 

 また、費用につきましては、こちらは総務省

の外郭団体のマルチメディア振興センターが所

管しておりますことから、実は2パターン導入

の仕方がございまして、一つは、無償のツール

をインストールしていただきまして無償で使え

るパターンがございます。それにつきましては、

データがそのままそれぞれの事業者に行くとい

う形でございますが、もう一つのパターンが、

事業者の皆様が自らのシステムを改修して、私

どもが提供したデータをそのまま、例えばテレ

ビの画面にそのまま出したりとか、そういう改
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修をするというパターンと2つございます。そ

の2パターンがございますので、それぞれの事

業者の皆様のご都合に応じて、まずは導入して

いただきたい。ですから、基本的には、無償で

も導入できるという形になっております。 

【前田委員】 内容自体については、特段異論も

何もないんですけれども、ただ、こうやってき

め細かに、そして、より早く情報を発信したと

しても、受け手側のほうが、要は、今までのい

ろんな情報を通じた中で、受け手側が深刻さを

感じて次の行動をとらないと意味がないわけで、

例えば一般県民の方も情報慣れしてしまってい

るというか、そういう話も聞きますし、特に一

番心配なのは、老健等の施設等で過去において

被害があっても、その後にいろんなことを見直

しても、その施設の方々も避難情報そのものの

深刻さとか、その内容の違いというものを理解

してないというような話も報道等であっており

ますが、そういう意味においては、もっともっ

と受け手側のほうに対する啓蒙というか、周知

というものを市町と連携してやっていかなきゃ、

こういうことをどんどん進めても、その効果が

十分じゃないと思うのですが、そのあたりにつ

いては、今実態がどうなっているのかというこ

とと、そのことについて問題意識を持っている

のかどうか、今後の取組について質問させてい

ただきたいと思います。 

【陣野危機管理課長】 今、前田委員からござい

ましたように、要は、今回のシステムの導入の

一番の目的は、住民の皆様にいかに迅速にかつ

正確な情報を伝えるか、そういう意味では、情

報がどういった大事な情報かというのを県民の

皆様に知らせるというのは、非常に大事な視点

だと考えております。 

 実はこれまでも、例えば昨年、東北のほうで

避難勧告が出されましたけれども、それを理解

できないまま、老人ホームの避難が遅れて、結

果として尊い命が失われたという事態もござい

ました。これは、そもそもこういった行政から

出される情報がどう理解されているのか、まさ

に理解されてないがために不幸な事案があった

と考えております。 

 そうしましたことから、例えば避難準備情報

につきましても、国のほうで「避難準備情報・

高齢者避難開始」ということで、準備の情報の

名前を変えたりしております。そういった形で、

やはり住民の皆様に行政がどういった形で、事

態がこういう形だからこう避難してほしいとい

うところは正確に伝えていかなければならない

と考えております。 

 こうしましたことから、県といたしましても、

このＬアラートシステムの導入につきましては、

事業者と市町の皆様もお集まりいただいて、こ

のシステムはあくまでもツールでございますの

で、これをどう活用しながら正確な情報を伝え

ていかなければならないか。そういう意味では、

例えば今回の改修におきましても特記事項等が

入っておりますので、ぜひそういった特記事項

等を活用しながら、正確にこういった形を、現

在の事態がこうだからこういった形で避難をし

てくださいと活用することも考えたいと思いま

す。 

 いずれにいたしましても、私どもも住民の皆

様にどう伝えるのかというのは非常に重要な課

題と考えておりますので、今後市町の皆様、ま

た放送事業者の皆様等にご協力いただかなけれ

ばならないと考えておりますので、そういった

ことは、一回説明会をいたしましたけれども、

今後導入までに数度説明会等を開催したいと思

いますので、そこは議論しながら検討していき
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たいと考えております。 

【吉村(洋)分科会長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)分科会長】 ほかに質疑がないようで

すので、これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)分科会長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了します。 

 予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。 

 第71号議案のうち関係部分は、原案のとおり、

可決することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算議案は、原案のとおり、可決す

べきものと決定されました。 

【吉村(洋)委員長】 次に、委員会による審査を

行います。 

 危機管理監は、委員会付託議案がないことか

ら、危機管理監より所管事項説明をお願いいた

します。 

【豊永危機管理監】 危機管理監関係の所管事項

についてご説明いたします。 

 「総務委員会関係議案説明資料」及び「総務

委員会関係議案説明資料（追加1）」の危機管

理監部分をお開き願います。 

 今回、ご報告いたしますのは、防災推進員養

成講座の開催について、国民保護訓練の開催延

期について、平成29年7月九州北部豪雨に係る

緊急消防援助隊の派遣について、原子力防災訓

練の実施についてでございます。 

 説明資料、危機管理監の1ページ並びに説明

資料（追加1）、危機管理監の1ページをご覧く

ださい。 

 防災推進員養成講座の開催についてでござい

ますが、説明資料1ページに記載しておりまし

たが、委員の皆様へ配付した後に、今年度実施

予定のすべての講座が修了いたしましたので、

説明資料（追加1）、1ページのとおり、時点修

正させていただいております。 

 地域防災力の向上を図る取組として、県にお

きましては、平成21年度から毎年県内2箇所で

防災推進員養成講座を開催しており、平成28年

度までの8年間で、1,018名が講座を修了されて

おります。 

 平成29年度におきましては、この取組の更な

る充実を図るため、関係箇所を3箇所に増やし

て開催し、3箇所で参加者134名のうち122名の

方が修了証を手にされました。 

 今後とも、地域防災力の向上のため、地域や

職場の防災の担い手となる防災推進員の養成に

取り組んでまいります。 

 次に、説明資料1ページ下段をご覧ください。 

 国民保護訓練の開催延期についてでございま

すが、国民保護訓練につきましては、今年度は、

国並びに雲仙市との共同により武力攻撃事態想

定のもと、7月20日に実施する予定でありまし

たが、7月上旬に発生した九州北部豪雨災害へ

の関係機関の対応を優先すべきとの判断のもと、

7月11日に延期の決定をしたところです。 

 この間、延期後の開催日程につきまして、関

係機関との調整を進めてまいりましたが、今般、

11月22日（水）に実施することと決定いたしま

した。 

 今後とも、関係機関と連携し、県民の安全・

安心を守るため、国民保護体制の充実・強化に

努めてまいります。 

 次に、説明資料2ページをお開きください。 
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 平成29年7月九州北部豪雨に係る緊急消防援

助隊の派遣についてでございますが、去る7月5

日から6日にかけて降り続いた豪雨により、福

岡県及び大分県を中心に甚大な被害が発生し、

2カ月を経た現在でも多くの被災者の方々が不

自由な生活を余儀なくされております。 

 今回の豪雨災害の発生に伴い、消防庁長官か

ら長崎県知事へ緊急消防援助隊の出動要請があ

り、県内の消防本部から19日間にわたって、延

べ459隊1,513名の隊員が、福岡県東峰村（とう

ほうむら）及び朝倉市において人命救助・捜索

活動及び被災地での傷病者対応に当たりました。 

 現在、本災害への派遣対応・活動内容等につ

いて検証を行っているところでありますが、多

発する大規模災害等に対し迅速かつ適切に人命

救助活動等を実施できるよう、さらに関係機関

と連携して、支援体制の強化に取り組んでまい

ります。 

 最後に、説明資料（追加1）の1ページ下段を

ご覧ください。 

 原子力防災訓練の実施についてでございます

が、去る9月3～4日、玄海原子力発電所での事

故発生を想定した原子力防災訓練を国、佐賀県

及び福岡県と実施いたしました。今回の訓練は

避難対象範囲を原発から30km圏内に拡大して

以降、本県では初めての国との共同訓練となり

ました。 

 訓練には、自衛隊、海保、警察、消防など118

機関が参加し、松浦市、佐世保市、平戸市及び

壱岐市の住民の方々約290人が、長崎県地域防

災計画に基づき、30km圏外の避難所等に避難

していただくとともに、情報伝達訓練、緊急時

モニタリング訓練及び緊急被ばく医療訓練など

を関係機関と連携して実施いたしました。 

 今後、今回の訓練を十分に検証し、その結果

を地域防災計画と防災対策に反映させてまいり

ます。 

 以上をもちまして、危機管理監関係の説明を

終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【吉村(洋)委員長】 次に、提出のあった「政策

等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料」について説明を求めます。 

【陣野危機管理課長】 「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づきまして、本委員会に提

出いたしました危機管理監関係の本年6月から

8月までの実績に関する資料についてご説明い

たします。 

 県が箇所づけを行って実施する個別事業に関

し、市町並びに直接・間接の補助事業者に対し

て内示を行った補助金につきましては、該当ご

ざいません。 

 1,000万円以上の契約案件につきましても、該

当ございません。 

 決議・意見書に対する書類状況につきまして

も、該当ございません。 

 知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

本年6月から8月に県議会議長宛にも同様の要

望が行われたものにつきましては、平戸市から

の要望が1件、島原市からの要望が1件となって

おり、それに対する県の取り扱いは、資料1ペ

ージから3ページに記載のとおりでございます。 

 附属機関等会議結果報告につきましては、本

年6月から8月に行った会議の結果報告といた

しまして、長崎県防災会議の1件となっており、

その内容につきましては、資料4ページから5ペ

ージに記載のとおりでございます。 

 以上をもちまして、危機管理監関係の説明を
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終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。 

【吉村(洋)委員長】 以上で説明が終わりました

ので、まず、陳情審査を行います。 

 配付いたしております陳情書一覧表のとおり、

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い

ます。審査対象の陳情番号は14番、15番、24

番、26番、29番、30番です。 

 陳情書について、何かご質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 質問がないようですので、

陳情につきましては、承っておくこととします。 

 次に、議案外の所管事務一般に対する質問を

行うことといたします。 

 まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はありません

か。 

【山田(朋)委員】 4ページの県の防災会議につ

いて伺いたいと思います。 

 こちらのほうに、防災会議の出席者名簿を添

付いただいております。私は以前、一般質問の

中で、法が改正されまして、新たに自治体が自

由にある程度加えることができるというふうに

なった折に、助産師会、栄養士会、そして女性

の団体を加えてくださいということをお願いし

て、それはかなっておりますが、災害時におい

て一番の要援護者となり得る障害者の団体だっ

たり、高齢者の団体も入れてくださいとお願い

をしておりましたが、それはいまだかなってな

いように思います。 

 そういった方々の防災会議への参加について

は検討をいただいてないのか、どういったこと

が難しいと思っているのか、そのあたりを教え

てください。 

【陣野危機管理課長】 災害時における要援護者

の対策というのは非常に重要な視点と考えてお

ります。 

 防災会議のメンバーの部分につきましては、

これまでも委員からお話がありましたように、

追加等も考えながらやってきたところでござい

ます。 

 お話がございました団体につきましては、今

のところまだ入っておりませんけれども、すみ

ません、私自身も引き継ぎ等でそこまで受けて

いなかったという点もございますので、改めて、

関係団体の皆様とよく相談した上で、災害時の

要援護者の対策というのは非常に重要な視点と

考えております。 

 これにつきましては、一定社会福祉協議会等

も入っていることから、そういったところの皆

様ともご相談はしておりますけれども、また、

個別の団体とは、私も自ら足を運んでいろいろ

ご相談させていただいておりますが、確かに防

災会議のメンバーに入っておりませんので、そ

の点につきましは、改めて検討させていただき

たいと存じます。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ないようですので、次に、

議案外所管事務一般について、ご質問はありま

せんか。 

【友田委員】 9月3日・4日の原子力防災訓練に、

私も地元ですから両日行って、現場の状況を見

てきました。そこで感じたことを少し問題提起

をしたいと思います。 

 まず初日は、鷹島の黒島に行きました。黒島

は、マスコミ報道等は27名参加とか、20名参加

とか言っていましたけど、島内におられる方の

8割以上は参加されている状況で、マスコミ報
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道以上の方が1次避難所に来て対応なさってい

ました。 

 そこで感じたのは、1次避難所の中身はまだ

まだ不備なんですよ。ルート的には、まずスク

リーニングをするために、建物に入ったらスク

リーニングをします。スクリーニングをして陽

性反応があったらシャワーを浴びなきゃいけな

いんです。シャワー室の中には、基本的に持ち

込みは、何も持ってくるなと、体一つで来なさ

いと。そこで衣服は全部、汚染されているわけ

ですから、衣服は全部ここに置きなさい、シャ

ワーを浴びなさいと。浴びたら、中に入ってい

いですよなんだけど、そこに常備してあるのは、

男性・女性それぞれの使い捨て下着はあるんで

すよ。それ以外はないんですよ、それ以外は。

ガウンもない。タオルとかはあるんですよ。あ

るんだけど、それ以外はないんですよ。それで、

実際に施設の中に1次的に逃げなさい、行きな

さいと言ったって、幾ら高齢者といえども、シ

ャツとパンツですよ。それに毛布か何かかけた

状態でここにいなさいと言われたっていれるわ

けないんですよ。でも、現在装備してあるのは

そういうものです。あと、水とか食料とかそう

いうのは一応装備はしてあります。 

 これで1次避難所が十分機能しているかとい

うと、全くもっておかしいでしょう。装備しな

ければいけないものは、まだまだあるわけです。

こういった装備は一体どこがするのかという話

ですよ。 

 先ほど危機管理監がおっしゃるように、今回

の訓練で得たいろんなものを今後に生かすとい

うことなんだけど、これは本来であれば、国の

責任において十分してもらわなきゃいけない、

そろえてもらわなきゃいけない。じゃ、そうい

ったものがどういった手続を経て国に伝わって、

そしてちゃんとそれが適用されるのか、このあ

たりのことについて、まず教えていただきたい

と思います。 

【陣野危機管理課長】 原子力の避難所に関しま

す装備品等につきましては、これまでの流れを

申し上げますと、まずは避難所自体、市町の避

難所になっておりますことから、市町から要望

を伺いまして、基本的には原子力の交付金で

100％面倒が見られる仕組みになっております。 

 ただ、今回委員からお話がありましたように、

これがまだまだ、十分なのかというところもご

ざいます。今回、訓練で改めてそもそも必要な

ものがあるのかどうか、特に屋内退避施設、黒

島の場合は離島でございまして、避難に時間が

かかる場合は屋内退避施設に避難しなければな

らないというところでございます。委員からご

指摘がありましたように、下着類はありますけ

れども、当然、1年間通して、春・夏・秋・冬

ございますので、季節によっては防寒着等も必

要になるという指摘でございますので、そこは

十分想定しなければならない案件ではないかと

思います。 

 基本的な流れとしては、市町からのご要望に

応じて装備しているところでございますが、今

ご意見があった点については、市とも十分協議

していきたいと考えております。 

【友田委員】 わかりました。それは地元に伝え

て、しっかりその要望をするように伝えたいと

思います。 

 次に、訓練をなさっている方々の認識なんで

すけど、今どういった事態に原子炉があるのか、

この訓練で、自分たちが訓練しているその時期

というか、それは一体発電所の事故のどんな時

期を想定してやっているのかということが、参

加者のほとんどがわかってない。だから、黒島



平成２９年９月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（９月２７日） 

- 90 - 

に行って、黒島は避難所がありますけど、避難

所は集落から若干離れた、地元の皆さんが言う

のは、玄海原発のほうに向かった側にあるんで

すよ。向かった側に、集落から。玄海原発に近

づく方向にあるんですよ。 

 そこに自分たちが来て、そしてそこに入るの

は、屋内退避の命令が出たらみんなその1次避

難所に行くんですよ。そうしたら、スクリーニ

ングの機械は鷹島本土にあるんですよ、支所に

あるんですよ。そこから、担当者がそれを持っ

て船に乗って黒島に着いて、黒島の港から上ま

で上がってきて初めてスクリーニングできるん

ですよ。そうすると、それまで、ルール上は、

来た皆さんは建物の中に、1次避難所に入れな

い。そこで皆さんがおっしゃったのは、「担当

者が来るまでここにおったら、放射能をかぶっ

てしまうよね」と皆さんおっしゃる。「入る前

にかぶってしまうたい、ここにおったら」と。

でも、今のルールは、屋内退避の命令が出たら、

黒島の人はみんなそこに来いなんですよ。ルー

ルが間違っていますよね。だから、現地に着い

て、初めて来てください。それまでは自宅にい

てくださいなんだけど、この辺がおかしいのも

あるんだけども、一方で皆さんは、もうここに

自分たちが来る時は、原子力発電所で放射性物

質がもう放出されている状態なんだという認識

なんです。これは違うんですよね。 

 だから、その辺をちゃんと訓練している方々

に、今どういう事態にあることを想定していま

すよということを言わなきゃいけないし、何よ

りも説得力があるのは、私は3.11の東日本大震

災で福島第1原発が被災して全電源喪失して以

降のその時系列にちゃんと合わせて、今この訓

練は、東日本大震災で言うと、この時点の訓練

ですと、そのあたりをちゃんと皆さんがそれぞ

れわかった上で訓練に参加しないと、誤った認

識なんですよ。何度訓練しても、それを押さえ

てやらないとわからない。せっかく年に一回や

るんであれば、本当ならやらなくていいほうが

一番いいですよ。しかし、やらなきゃいけない

わけだから。やるんであれば、それぞれの訓練

の事態が、東日本大震災のこの時系列における

この時点です。この時点は、全電源喪失してい

るけれども、原子炉はまだ爆発してない。この

時点は爆発しました。東日本大震災になぞらえ

れば、翌日の24時間後ぐらいに1号機が水素爆

発していますから、少なくとも24時間近くは、

全電源喪失して爆発するまでには時間があるじ

ゃないですか。だから、この事態で逃げましょ

うと。全電源喪失しても、福島第1原発でいけ

ば、24時間のタイムリミットがあるんだと、だ

から、一斉にどんと行かなくても、みんなが秩

序よく行ったほうがかえっていいんですよとい

うことを言わないとわからないんですよ。この

辺の訓練が全くできてない。これでは、何度訓

練をやっても一緒ですよ。これは。だから、国

がこの原子力発電所の避難訓練をやれというの

なら、まさしくそのシミュレーションをして、

そこに照らしてここだということをしないとい

けないと思うんですよ。 

 玄海原発の場合は、一体どんな事故が起きる

のか。九電とか、原子力規制庁とかに話しに行

くと、玄海の場合は11メーターの高さにあって、

あそこを襲う津波は6メーターぐらいだから、

津波による全電源喪失はないと言うじゃないで

すか。じゃ、どうなるのと。そのあたりがきっ

ちり整理された上で参加者に、こういう状態で

の訓練ですよということを理解してもらわない

といけないし、実際に避難所では保健師さんが

来て、なぜ安定ヨウ素剤を飲むのかという説明
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があります。これはすばらしい説明です。しっ

かりわかるように説明をしてくれています。 

 あわせて、やはりあわせて、そこに参加する

方々に、今私が申し上げたようなことをちゃん

と説明していかないと、その積み重ねによって、

24時間タイムリミットがあるのであれば、慌て

て逃げないようにしようと、みんなが慌ててい

ろんなことで事故を起こしたら大変だねという

ようなことを、みんなそれぞれに理解してもら

うことが積み重なっていってこそ、訓練の意味

があると思うんですよ。 

 ですから、そういった、いわゆる環境整備を

しっかり図るべきだと思ったんですが、このあ

たりについて、危機管理監としてどのようにお

考えですか。 

【陣野危機管理課長】 今、友田委員からお話が

ございましたけれども、まさに住民の皆様にど

う理解していだくのか、訓練のそもそもの趣旨

をどう理解していただくのかというのは、非常

に重要な視点だと考えております。 

 そもそもの訓練の目的は、もちろん関係機関

の連携もございますが、何よりも避難対策につ

いて住民の皆様に普及するということも主要な

目的となっております。今回の訓練、なかなか

時間の都合もございましてできなかった点もご

ざいます。そこは私どもの反省として考えてお

ります。この3月にも住民説明会を各地域で開

催させていただきましたが、やはり住民の皆様

は非常に不安を覚えていらっしゃいます。原子

力発電所で事故が起きたらどうするんだろう、

放射能が出たらどうするんだろう、場合によっ

ては、事故が起きたら直ちに避難しなければな

らないという、非常にご不安の点は、私も住民

説明会に出席して感じたところでございます。 

 これにつきましては、友田委員から話がござ

いましたように、福島の事故が実際どうやって

起きたのか。実は、今の避難対策、避難指示も

それを踏まえた上で、段階に応じて避難をする

ということになっております。全電源が喪失し

た時にまず1次避難して、その次に冷却機能を

失った時に次の段階の避難という形での避難対

策になっておりますが、そういった意味を理解

しないと、実際の訓練の中でも理解しないまま

すると、やはりそこはそもそもの目的が達成で

きないという指摘はまさにごもっともと思って

います。 

 こうしましたことから、私どもも、今委員か

らお話がありましたように、福島での事例を踏

まえながら、なぜこのタイミングで避難をする

のかという話とあわせまして、玄海原子力発電

所につきましても、九州電力におきましては、

福島の事故を踏まえた新たな指針に基づきまし

て津波対策であったりとか、電源の確保であっ

たりとか、さまざまな対策を行っております。 

 そういったこともあわせて、訓練の参加者の

皆様には、訓練終了時に、先ほどお話がありま

したように、保健所の保健師から健康対策のこ

ともございますが、あわせて、そういった講座

という形で、私どものほうもそういった形で説

明をしていきたいと思いますし、先日の訓練に

つきましては、今関係機関と参加者の皆様に改

善点とか反省の項目をピックアップしていただ

いております。これは私どもも県内の市町参加

者にお願いしておりますが、今回、国との合同

訓練でございましたので、国に対しても私ども

のほうから改善点とか、気づきというのを出す

ことになっておりますので、委員のご指摘につ

きましては、私どもからも国に対して申し上げ

ていきたいと考えております。 

【友田委員】 先ほども言いましたように、訓練
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をしなくていいよというのが一番理想的なんで

すよ。みんな参加される方はそのことをおっし

ゃいますよ。ただ、少なくともあそこに原子力

発電所がある以上、動こうが、動くまいが、そ

ういったリスクはあるわけで、これを完全に廃

炉にしてゼロにした時以外、ずっと訓練はしな

きゃいけないんでしょう。そうすると、やっぱ

りその負担は我々30キロ圏内の住民には課せ

られているんですよね。ですから、そういった

住民がそれだけの負担を課せられているのであ

れば、そのことについてしっかりとした対応は

国はやってもらわないといけないということは、

ぜひ機会があれば伝えていただきたいと思いま

す。 

 次に、消防団と自主防災組織の位置づけにつ

いてお尋ねをしたいんですが、自主防災組織が

徐々に私の地元でもできてきました。そういっ

た方々の中には、もともと消防署の署員だった

り、あるいはそのために、先ほど県がおっしゃ

った、県の自主防災リーダーの講習を受けた方

とかがやられているんですが、一方で、消防団

の方にお話を聞くと、自主防災組織ができるこ

とで、一定自分たちの地域は自分たちで守ると

いう意識ができたことで、消防団に対して団員

に加入するような方々、そういった団員募集に、

逆にそれが弊害になっているみたいなお話があ

るわけですよ。だから、そのあたりを、消防団

の方から言われたのは、自主防災組織をどんど

ん、どんどんつくっていこうという趣旨はわか

るんだけど、一方で消防団は、それ以上に地域

を広く守っているという意味では、この位置づ

けも大事なので、消防団と自主防災組織を明確

に、役割をどうやって、そしてその上で消防団

はどういう位置づけでこっちもいるんだという

ことを示してほしいと。それがないと、なかな

か消防団に対する理解が進まなくなってきてい

るというようなご指摘を受けましたけれども、

この点について、担当部局としてどのようにお

考えなのか、お答えをいただきたいと思います。 

【陣野危機管理課長】 消防団、あわせて自主防

災組織、これはどちらも地域の防災の担い手と

して非常に重要な存在と考えております。 

 ただ一方で、人口も減少している中で、委員

がおっしゃいますように、自主防災組織がある

から、消防団はもう要らんねと。逆の話も伺っ

ておりまして、消防団があるから、自主防災組

織はもう要らないんじゃないかいうことでござ

いますが、これは私どもの説明も不足している

かと思います。どちらも非常に重要な存在でご

ざいます。例えば大災害が起きた時、消防団は

常備消防と一緒に災害の現場に行って対応しま

すので、その間、地域の防災の、例えば避難所

の運営とかになりますと、これはやはり自主防

災組織のところで、地域の住民の皆様で運営し

ていただかないいけないという場面もあります

ので、どちらかがあるからどちらかが要らない

ということではないと思います。 

 ただ、委員からお話がありましたように、消

防団と自主防災組織と非常に似通ったイメージ

をお持ちかと思いますので、それぞれの役割が

どういった役割で、どちらも非常に重要な存在

なのでぜひお願いしたいという説明は、私ども

も工夫していかなければならないと考えており

ますので、今後につきましては、そういったこ

とをまず市町の皆様にもお話ししながら、地域

の皆様にも機会を通じて説明していきたいと考

えております。 

【宮﨑消防保安室長】 消防団につきましては毎

月訓練をやっておりますし、また、消防学校な

どでも訓練をやっておりますので、自主防災組
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織の皆さんとは、やはり技術・知識などについ

ても、かなり専門的な知識を持って活動してお

られますので、今、危機管理課長が申し上げま

したように、当然役割が違いますので、そのあ

たりは各市町の消防団の皆様にも再度ご認識い

ただいて、勧誘活動等を進めていただきたいと

考えております。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 

【前田委員】 先ほど国民保護訓練の開催延期と

いうことで報告がありましたけれども、しかし、

今国際情勢を見る中で、有事の際の対応という

か、そこが非常に心配される中で、県がそもそ

もやろうとしていた国民保護訓練というのは、

今回は雲仙と共同でやるということですが、本

来だったら、やはりそれは各市町が率先してや

っていかなきゃいけないことだと思うんですね。

しかし、そこまでするのかといういろんな県民

の方の声もある中で、なかなか踏み込めてなか

ったと思うのですが、やはりこれは国としても、

県としても、まずは県がやりますけれども、そ

れは本当は全市町でもやってほしいという考え

をまず持っているのかというのが一つ。 

 それと、延期になったので、よくよくわから

ないですが、雲仙市とやろうとしていた訓練の

内容というのは大体どういう内容になっている

のか、そこも改めてご説明いただきたいと思い

ます。 

【陣野危機管理課長】 国民保護訓練につきまし

ては、もともと自治体におきまして国民保護計

画を作成しておりまして、あわせて、自治体は

訓練に努めなければならないということが、国

民保護法に規定がございます。 

 こうしましたことから、県といたしましては、

各自治体、計画を作成した自治体に対しては訓

練を行っていただきたいということで、1年ご

とに団体を変えながら、一回は訓練をやりまし

ょうという形で訓練を、これまで自治体を変え

ながら、県と県内の自治体の市町とやっており

ますので、私どもは、今後、各自治体におかれ

ましても訓練は行っていただきたいということ

で、県と訓練することで経験を積んで、その後

は単独でもやっていただきたいという思いで取

り組んできたところでございます。 

 今回の雲仙での訓練の内容でございますが、

今想定しております訓練が、国民保護計画で自

治体の役割としてありますのが、避難と救護と

災害の対応というのが自治体の役割でございま

す。こうしましたことから、まず、ミサイル想

定の訓練でございますので、雲仙で想定してお

りますのは、まずＪアラートを使いました、ミ

サイルの飛来に伴いましてどう避難するのか。

Ｊアラートが、今3段階で鳴ることになってい

ます。まず発射した段階、その次に、例えば長

崎でございますと、上空を通過する場合、最後

に落下した時という段階で鳴りますので、実際

はＪアラートの音を使った形と放送を使います

けれども、そういった形で、実際に流れる予定

であります放送を流したところで、住民の皆様

の避難の訓練をしたいと考えているのが1点で

ございます。 

 もう一つが、実際に雲仙の多比良港にミサイ

ルが落下したということを想定いたしまして、

落下した時に負傷者等が発生したということを

想定いたしまして、負傷者の救護の訓練を行い

たいと思っています。これにつきましては、ミ

サイルが落下ということもございますので、自

衛隊の皆様にもご協力いただいて、自衛隊等が

出動して、あわせて警察、消防等がどう救護に

当たるのかというところの手順を確認したいと、

そういう訓練を行いたいと考えております。 
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 また、実際、ミサイルが発射されるという場

合におきましては、私ども県とか市の内部の体

制のこともございますので、それの図上訓練も

あわせて行いたいと考えております。 

【前田委員】 「国民、各自治体がつくっている

国民保護計画の中で訓練に努めるもの」と書い

てあるけども、私はそこの認識が薄いんですけ

れども、じゃ、これまで各県内の市町で国民保

護計画に基づいた訓練はやっていた実績がある

んですか。ないでしょう。あるんですか。 

【陣野危機管理課長】 市単独ではなくて、県と

合同で、平成17年からずっと国民保護訓練を行

っておりますので、県と合同での訓練という形

で、自治体を変えながらやっているというとこ

ろでございます。 

 毎年自治体を変えながらやっておりますので、

県内の自治体に一度は国民保護訓練を経験して

ほしいという趣旨で、実は今年度、雲仙市とい

う形になっております。 

【前田委員】 わかりました。その上で、結局、

県とはやっているけれども、その後単独でやっ

ているという事例はないんでしょう。それはや

っているんですか。 

 経験を積ませて、要はやり方も含めたところ

で、一旦お互い学びながらやれるということで

やっているのは承知しています。しかし、その

後、これは毎年努めるものとなっているでしょ

う。その後やっているというところがないんじ

ゃないのかなと思うんですけど、やっているん

ですかね。 

【陣野危機管理課長】 単独で実施したという事

例は、私は、正直お聞きしておりません。（「そ

れはいいの、それで」と呼ぶ者あり）ただ、国

民保護訓練という位置づけでするのか、例えば、

今回、実はミサイルの事案につきましては、佐

世保市等も年明けに住民避難訓練という位置づ

けで、別の位置づけでやろうということもござ

いますので、そういった意味で、別の取り扱い

でやっているという事例はございますが、おっ

しゃるように、確かに市単独の国民保護訓練と

いうのは、まだ単独では行っていないという状

況でございます。 

【前田委員】 ですから、年数がたつ中で、今こ

ういう情勢にある中で、やっぱり経験したんだ

から、毎年やるような指導というか、助言はや

ってほしいなと思います。 

 それと、さっき、今回雲仙でやろうとしてい

た内容について少しご説明いただいたわけです

が、具体的に避難という場合に、例えばミサイ

ル等を想定した場合、Ｊアラートの避難という

のは、堅固な、要は地下ですよね。地下施設へ

の避難を前提としているじゃないですか。ただ

単に公民館に逃げようという話じゃないから、

それは都市部においてもそうですけれども、こ

の地方においては、正直言って逃げる場がない

というのが現実じゃないですか、地下とかね。

だから、そこをどう整備していくかというのは、

これからの行政の課題だと思うんですが、それ

は一長一短にすぐつくりますよという話にはな

らないと思っていて、じゃ、Ｊアラートで言う、

いわゆる避難施設というものについて、県とし

てそれは、訓練は訓練でいいけども、実態とし

ては逃げる場所がないわけで、それについてど

う考えているのかということと、仮にそういっ

た地下とかなんとかの逃げるところがない時に

は、むしろ動かないほうがいいんだというよう

な話も聞く中で、そこも含めて、今回訓練とい

うのは、ないものを想定して訓練するわけです

か。そうじゃないでしょう。それはどんなふう

に考えているんですか。 
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【陣野危機管理課長】 今、前田委員がおっしゃ

いましたことは、全国的にもかなり指摘がこざ

いまして、これまで国のほうから、Ｊアラート

が鳴った時の行動ということで、頑丈な建物ま

たは地下に避難してくださいということがござ

いました。実は、8月29日と9月15日に北海道上

空をミサイルが通過しました。その折にＪアラ

ートが鳴りましたけれども、同じように頑丈な

建物という話がこざいまして、北海道のほうで

も、頑丈な建物はないじゃないか、どうすれば

いいんだということで、逆に混乱したというこ

とがございました。 

 こうしたことを踏まえて、実は9月14日に国

のほうが、このＪアラートの放送を変えまして、

頑丈な建物ではなくて、「建物または地下に」

という形で、「頑丈な」というのをとっており

ます。要は、ミサイル発射から通過するまでは

3～4分しかございませんので、まずは屋内に避

難してくださいと。屋外にいる場合は、建物が

あるところに避難してください。地下があれば、

もちろん地下でもいいですよと。屋内にいる時

は、窓がない部屋に避難してください。屋外に

いて、建物が何もない場合は地面に伏せるとか、

物陰に隠れるとかという形での避難をしてくだ

さいという形で、避難の放送内容を変えており

ます。 

 こうしましたことから、私ども訓練では、そ

ういった形での国から示されております避難の

方法、いろいろ場合がありますけれども、そう

いった内容を周知して訓練で行っていきたいと

考えております。 

 実際、避難施設等にまで、先ほど申し上げま

したように、ミサイル発射からミサイル到達ま

で、先日の場合も2～3分しかないということで

ございますので、避難施設まで避難するという

のはなかなか困難ではないかと思いますので、

先ほど話がありましたように、建物がありまし

たら建物の中に、地下があればベストですけれ

ども、なかなか長崎県で地下があるところとい

うのはございませんので、屋内に避難するか、

屋内にいらっしゃれば窓がない部屋にと。屋外

で、特に何もない場合は地面にしゃがんで身を

伏せたりとか、物陰に隠れたりということが示

されておりますので、訓練ではまさにそういっ

たことを周知していきたいと考えております。 

【田中委員】 1点だけ、お聞かせ願いたい。 

 この防災推進員養成講座、大体概況を聞きた

いんだけれども、やっぱり1割ぐらいの人が修

了証をもらえない、難しいんですかね。概要を

聞かせてください。 

【陣野危機管理課長】 防災推進員養成講座でご

ざいますけれども、地震とか風水害、さまざま

な防災の専門家の方に講義をしていただいて、

それを受講することによって、防災推進員とい

う認証をさせていただいております。 

 これまで、実は丸々3日間受講して初めて修

了証が出るという形でございますが、どうして

もお仕事を持ってらっしゃる方とかは、例えば

3日間で幾つか講座があるんですけど、実はそ

れが一つでも受講できなかったら終了にならな

いんです。 

 そういったこともございまして、なかなか受

講が難しいということで、実は今回、9月に2日

間コースも設定しました。ただ、当日どうして

も仕事の関係で途中で抜けなければならなくな

ったとか、ここまでで受講できませんでしたと

いう方がいらっしゃいましたものですから、そ

ういった方々が終了できないという形になって

おります。基本的には、2日間なり3日間全部受

講いただければ終了という形になっております。 
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【田中委員】 終了すると、次に防災士試験の受

験資格が与えられ、そして、防災士試験に821

名が合格されたと。もちろん危機管理監の職員

の諸君は全部防災士の免許ぐらい持っているん

でしょうね。 

【陣野危機管理課長】 申しわけございません。

私どもは防災推進員を持っているのが、現在3

名でございます。 

 一つは、私どもは主催者でございますので、

なかなか受講できないという点もありまして、

実は私も、当日業務が入りましてなかなか受講

できていないところでございますが、可能な限

り業務に支障がない場合は受講していただくと

いう話と、実は、今回9月の講座につきまして

は、県職員、市の職員も対象に新たに設けたと

ころでございます。 

 今回、県の職員といたしましては、15名ほど、

危機管理監の職員もそうですが、ほかの部局の

職員も受けていただいておりますので、今後は、

そういった受講を進めていきたいと考えており

ます。 

【田中委員】 そうですか。危機管理監の職員全

員が持つわけじゃないわけ。それはちょっと先

頭を走る皆さんとしては、何かね。地域防災力

を今後図っていくという観点からすれば、率先

してもらいたいと思うし、もう一つ、こういう

事例があるので、ちょっと検討してほしい。我々

も検討しなければいけない。 

 大分県議会の皆さんは、全員防災士の資格を

持っている。大分県議会の議員の人たち全員が。

だから、ちょっと検討して、長崎県議会も議員

が、難しいのかどうなのか。あまり難しいと、

ちょっと推薦するわけにもいかんからね。そん

な感じで、やはり我々もそういう知識は持たな

きゃいかんのかなと、議員をやっているという

立場から見るとね。そういう事例もありますの

で、検討してみてください。 

【陣野危機管理課長】 今、田中委員からお話が

ありましたように、今回、実は9月に2日間コー

スを設定いたしましたのは、行政の関係の皆様

にぜひ受けていただきたいということで、実は

先ほど申し上げました、3日間丸々受けるとい

うのは非常に難しいということで、2日間なら

何とかいけるのではないかということで設定い

たしまして、9月の講座にも実はご案内は差し

上げたんですけれども、ちょっと時期的に少し

遅かったという点もございまして、あわせて、

私どもの周知が不足していたのかもしれません。

今回、県議の皆様も3名ご受講いただきまして、

防災士に合格していただいているところでござ

います。 

 今後につきましては、受講の案内につきまし

ては、もう少し早めに日程を設定いたしまして、

ご案内を早くして、皆様方の受講ができやすい

ような取組をしていきたいと思いますので、い

ずれにいたしましても、2日間コースはそうい

った趣旨で設けておりますので、今後とも議員

の皆様にはご案内させていただきたいと考えて

おります。 

【田中委員】 終わりますが、長崎県議会議員も

3人資格を持っている、後で名前を教えてくだ

さい。どのくらい難しいのか、聞かなきゃいか

んのでね。やっぱり難しいか捉えてないとね。

よろしく。 

【陣野危機管理課長】 防災士の試験につきまし

ては、基本的には、私どもの防災推進員養成講

座は、本来防災士の講座というのは、実は5万

円ぐらいかかる部分が、私たちの講座は無料で

受けられるという話でございます。 

 試験につきましては、防災士の教本というも
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のが事前に配られまして、それに基づいて試験

が行われるということになっております。これ

につきましては、少し本が厚いですので、熟読

していただく時間が必要になるかと思いますが、

合格率はそんなに低いわけではございませんの

で、ぜひ受けていただければと私どもも考えて

おります。 

 いずれにいたしましても、今後とも皆様方に

は、日程等設定した上でご案内させていただき

たいと考えております。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ほかに質問がないようです

ので、危機管理監関係の審査結果について整理

をしたいと思います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ４時２９分 休憩 ― 

― 午後 ４時２９分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして危機管理監関係の審査を終

了いたします。 

 本日の審査はこれにてとどめ、明日は、午前

10時から委員会を再開し、企画振興部関係の審

査を行います。 

 暫時休憩します。 
 

― 午後 ４時２９分 休憩 ― 

― 午後 ４時２９分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

 お疲れさまでございました。 
 

― 午後 ４時３０分 散会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２９年 ９月２８日 

自   午前１０時 ０分 

至   午後 ４時３２分 

於   第 1 別館第 1 会議室 

 
 

２、出席委員の氏名 

委員長(分科会長) 吉村  洋 君 

副委員長(副会長) 大場 博文 君 

委 員 田中 愛国 君 

 〃   小林 克敏 君 

 〃   徳永 達也 君 

 〃   山田 朋子 君 

 〃   川崎 祥司 君 

 〃   前田 哲也 君 

 〃   友田 吉泰 君 

 〃   山本 啓介 君 

 〃   坂本  浩 君 
 
 

３、欠席委員の氏名 

な   し  

 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な   し  

 
 

５、県側出席者の氏名 

企 画 振 興 部 長 古川 敬三 君 

企画振興部政策監 
（ 離 島 ･ 半 島 ･ 
過疎対策担当） 

柿本 敏晶 君 

企画振興部次長 廣畑 健次 君 

企画振興部参事監 
(まちづくり担当) 

髙宮 茂隆 君 

政 策 企 画 課 長 前川 謙介 君 

政策企画課企画監 
（ Ｉ Ｒ 担 当 ） 

北嶋 弘記 君 

地域づくり推進課長 渡辺 大祐 君 

地域づくり推進課企画監 
(離島振興対策担当) 

福田三千年 君 

スポーツ振興課長 井上 和広 君 

市 町 村 課 長 黒﨑  勇 君 

土 地 対 策 室 長 山下  明 君 

新幹線･総合交通対策課長 早稲田智仁 君 

新幹線･総合交通対策課 
企画監(空港活性化担当) 

佐倉 隆朗 君 

まちづくり推進室長 鳥谷 寿彦 君 

 
 

総 務 部 長 吉浜 隆雄 君 

総 務 部 次 長 神崎  治 君 

総 務 部 参 事 監 
(県 庁 舎 担 当 ) 

髙宮 茂隆 君 

総 務 文 書 課 長 
( 参 事 監 ) 

徳永 一俊 君 

県民センター長 田中紀久美 君 

秘 書 課 長 伊達 良弘 君 

広 報 課 長 佐古 竜二 君 

県庁舎建設課長 赤尾 聖示 君 

県庁舎建設課建設監 藤川 康博 君 

人 事 課 長 松尾 誠司 君 

新行政推進室長 大瀬良 潤 君 

職 員 厚 生 課 長 三田  徹 君 

財 政 課 長 古謝 玄太 君 

財 政 課 企 画 監 門池 好晃 君 

管 財 課 長 橋口 俊哉 君 

管 財 課 企 画 監 
(新庁舎管理担当) 

荒木 眞二 君 

税 務 課 長 萩本 秀人 君 

情 報 政 策 課 長 山崎 敏朗 君 

総務事務センター長 大串 正文 君 

 
 

６、審査の経過次のとおり 
 

― 午前１０時 ０分 開議 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 皆さん、おはようございま

す。 

それでは、委員会及び分科会を再開いたしま
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す。 

 これより、企画振興部関係の審査を行います。 

【吉村(洋)分科会長】 まず、分科会による審査

を行います。 

 予算議案を議題といたします。 

企画振興部長より、予算議案説明をお願いい

たします。 

【古川企画振興部長】 おはようございます。 

企画振興部関係の議案についてご説明いたし

ます 

 「予算決算委員会総務分科会関係議案説明資

料」をお開き願います。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第71号議案「平成29年度長崎県一般会計補正予

算（第2号）」のうち関係部分であります。 

 補正予算は、歳入予算で、国庫支出金2,772

万円の増、合計2,772万円の増を計上いたしてお

ります。 

この歳入予算の内容については、地方創生推

進交付金事業の追加に対応するものであります。 

 以上をもちまして、企画振興部関係の説明を

終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。 

【吉村(洋)分科会長】 以上、説明が終わりまし

たので、これより予算議案に対する質疑を行い

ます。 

 ご質問等はございませんでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)分科会長】 質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)分科会長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。予算議案

に対する質疑・討論が終了しましたので、採決

を行います。 

 第 71 号議案のうち関係部分は、原案のとお

り、可決することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算議案は、原案のとおり、可決す

べきものと決定をされました。 

【吉村(洋)委員長】 次に、委員会による審査を

行います。 

 議案を議題といたします。 

企画振興部長より総括説明をお願いいたしま

す。 

【古川企画振興部長】 企画振興部関係の議案に

ついてご説明いたします。 

 お手元の「総務委員会関係議案説明資料」の

企画振興部をお開き願います。 

 あらかじめおことわりを申し上げますが、今

回（追加 1）から（追加 4）まで、別途お手元

にあろうかと思いますが、説明の途中で、その

辺のところも追加ご説明させていただきますの

で、お手数をかけますが、よろしくお願いいた

します。 

 まず、お手元の「総務委員会関係議案説明資

料」の企画振興部の 1 ページをお願いたします。 

初めに、事件議案についてご説明いたします。 

第 79 号議案「和解及び損害賠償の額の決定

について」。 

この議案は、平成 28 年 11 月 28 日、長崎市

西山台の市道上において、職員が公用車を運転

中、交差点で一時停止後に直進した際、右方向

の安全確認不十分により、原動機付自転車と接

触した事故について、賠償金 148 万 4,530 円と

して、和解及び損害賠償の額を決定しようとす
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るものであります。 

次に、議案外の報告事項についてご説明いた

します。 

（和解及び損害賠償の額の決定について） 

これは、公用車による交通事故のうち和解が

成立した 1 件につき、損害賠償金 22 万 6,600

円を支払うため、去る 8 月 22 日付で専決処分

をさせていただいたものであります。 

公用車による交通事故防止については、職員

に対して安全運転の指導・注意喚起等に取り組

んでいるところであり、今後も引き続き、職員

の事故防止に努めてまいります。 

次に、所管事項についてご説明いたします。 

2 ページをお願いいたします。 

（特定複合観光施設区域整備の推進について） 

 特定複合観光施設（ＩＲ）区域整備の推進に

ついては、政府が設置したＩＲ推進会議の取り

まとめに係るパブリックコメント等を経て、い

わゆるＩＲ実施法案の次期国会への提出を目指

して準備が行われているところであります。 

 この間、本県としては、パブリックコメント

等で意見を表明するとともに、関係者がそろっ

て、政府やＩＲ議連の役員等を訪問し、法制度

の早期整備や地方都市へのＩＲ導入等を提案・

要望してまいりました。 

 現在、県では、長崎ＩＲの基本構想策定に取

り組んでいるところであり、海外のＩＲ事業者

やＩＲ事業に関心のある国内事業者など幅広い

皆様からご意見を募集し、構想策定を進めると

ともに、引き続き、依存症に対する支援体制の

整備などを進めてまいります。 

 ここで（追加 3）をお開き願います。 

 なお、誘致活動等の強化を図るため、平成 29

年 10 月 1 日付で、政策企画課内に「ＩＲ推進

室」を設置することとしております。 

 新たな組織体制のもと、庁内や関係団体と連

携し、ＩＲ導入の実現に向けて、一層の誘致推

進に取り組んでまいります。 

 もとの総務委員会関係議案説明資料の 2 ペー

ジにお戻りください。下段でございます。 

（ＵＩターンの促進について） 

 ＵＩターンの取組については、都市部にお住

まいの方を対象に、各種相談会等を開催してお

ります。 

 また、県内においても、県内の親や祖父母か

ら県外に住む子・孫に対し、本県への移住を呼

びかけていただく「子・孫ターン」の取組とし

て、情報発信を行うとともに、お盆の帰省にあ

わせ、ＵＩターンを呼びかけるチラシ等の配布

を行いました。今後とも、ＵＩターンのより一

層の促進を図ってまいります。 

（国境離島地域の振興について） 

 国境離島地域の振興については、雇用機会の

拡大をはじめ、航路・航空路運賃の低廉化や輸

送コストの支援など、国の施策を最大限活用し

ながら、地域社会の維持に全力で取り組んでい

るところであります。 

 このうち、雇用機会拡充事業については、7

月末までに、全体で 356 名の雇用が見込まれて

おり、今後も市町と一体となって支援しながら、

人口減少の抑制や地域経済の活性化につなげて

まいります。 

 航路・航空路の運賃低廉化については、4 月

から 7 月の利用者数は、航路は全体で約 78 万

人、航空路は全体で約 13 万 4 千人となってお

り、利用者数全体にかかる前年度との比較にお

いては、航路が 7.6％の増、航空路が 13.7％の

増となっております。 

 引き続き、各施策を積極的に展開し、国境離

島地域の振興を図ってまいります。 
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（地域商社の取組について） 

 去る 8 月 3 日、4 日の 2 日間、長崎県アンテ

ナショップ「日本橋 長崎館」において、五島

市、新上五島町、壱岐市、対馬市の地域商社が

産品の取引拡大を目指し、取扱商品の説明や商

談を行いました。 

 また、8 月 23 日から 3 日間、第 19 回「ジャ

パン・インターナショナル・シーフードショー」

に合同でブースを設けて出展し、商談を行いま

した。 

 2 つの商談会では、343 件の商談が行われて

おり、商談等で得られた産品の評価については、

今後の商品開発や品質、デザインなどの商品力

の強化に結びつけ、さらなる販路拡大につなげ

てまいります。 

 （追加 2）の企画振興部をお開き願います。 

（地価動向について） 

 去る 9 月 20 日に、「平成 29 年長崎県地価調

査の結果について」、公表いたしました。 

 その概要を申し上げますと、県下の地価は、

全用途の対前年平均変動率がマイナス 1.3％で、

前年のマイナス 1.8％と比較すると 0.5 ポイン

ト下落率が縮小しております。 

 緩やかな景気回復基調が続く中、地価の上昇

地点数は前年より増加したものの、全体として

は下落傾向が続いております。 

 「総務委員会関係議案説明資料」の 4 ページ

の下段にお戻り願います。 

（九州新幹線西九州ルートの整備促進） 

 九州新幹線西九州ルートに導入予定のフリー

ゲージトレインの不具合対策について、去る 7

月 14 日、国の「軌間可変技術評価委員会」に

おいて、摩耗対策については、車軸の交換周期

を延伸するための新たな対策を講ずる必要があ

る。経済性については、一般の新幹線と比較し

て、約 1.9 倍から 2.3 倍のコストが見込まれる

と評価されたところであります。 

 こうした結果を受け、与党整備新幹線建設推

進プロジェクトチーム「九州新幹線（西九州ル

ート）検討委員会」において、営業主体である

ＪＲ九州は、フリーゲージトレインによる西九

州ルートの運営は困難であるとの見解を示され

ました。 

 本県としては、こうした事態を重大に受け止

めるとともに、西九州ルートにフリーゲージト

レインを導入することは、現実的な選択肢とし

て困難な状況になったものと考えております。 

 本県が西九州ルートに求めるものは、「安全

性」はもとより、暫定的な姿である対面乗換方

式が固定化することなく、山陽新幹線への直通

運行ができる利便性を実現することであります。 

 こうしたことから、同検討委員会による本県

へのヒアリングにおいて、フリーゲージトレイ

ン以外の選択肢による整備についての検討を求

めることとし、現在整備中の武雄温泉～長崎間

のインフラを十分活用できる最善の選択肢とし

て、多くの県民の皆様の声であるフル規格によ

り西九州ルートを整備することを要請いたしま

した。 

 （追加 4）をお開き願います。 

 また、昨日、同検討委員会が開催され、今後

の検討方針については、フリーゲージトレイン

の技術開発は、国土交通省において、車軸のメ

ッキ厚の増加等の新たな摩耗対策を進めること。 

 西九州ルートの整備のあり方は、フリーゲー

ジトレイン、フル規格、ミニ新幹線の各整備方

式に関し、例えば費用、投資効果、収支採算性、

工期等の検討項目について、多面的かつ定量的

な比較検討作業を行うこととし、また、これら

について、本年度末を目途に、国土交通省から
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報告を受け、関係者のヒアリングを行なった上

で、できる限り速やかに一定の結論を得るとさ

れたところであります。 

 もとの企画振興部 5 ページにお戻り願います。 

 今後、フル規格の議論については、建設財源

の確保をはじめ、新たな地元負担や費用対効果

の検証等、様々な課題があることから、国の検

討状況を注視するとともに、県議会や関係自治

体等と連携を図り、国に対し、早期に西九州ル

ートの整備の道筋を示していただくよう求めて

まいります。 

 ここで（追加 4）をお開き願います。下段に

なります。 

（オリエンタルエアブリッジ（ＯＲＣ）便の緊

急着陸について） 

 ９月２７日、長崎 18 時 55 分発、対馬行きの

ＯＲＣ61 便が長崎空港に引き返し、緊急着陸い

たしました。当機にご搭乗のお客様や関係者の

方々には、多大なご迷惑とご心配をおかけした

ところであり、誠に遺憾であります。 

 原因は、現在調査中でありますが、乗客の皆

様は全員無事とのことであります。 

 県としては、ＯＲＣから直ちに報告を受け、

万全な対策を講じるよう求めたところであり、

引き続き、航空機の安全運航への支援に努めて

まいります。 

 企画振興部の 6 ページにお戻り願います。 

（オリエンタルエアブリッジ（ＯＲＣ）の新規

路線について） 

 離島航空路線は、離島住民の移動及び交流人

口の拡大のため、重要な高速交通手段であり、

オリエンタルエアブリッジ（ＯＲＣ）では、収

支改善に努め、路線維持に取り組んでいるとこ

ろであります。 

 このような中、ＯＲＣにおいては、今般、10

月 29 日から、新たに福岡－宮崎間の運航と福

岡―五島福江間の増便を行うこととなりました。 

 県としては、新規路線の円滑な運航を含め、

引き続き離島航空路線の維持・安定運航に努め

てまいります。 

（県庁舎の跡地活用について） 

 県庁舎の跡地活用については、去る 2 月定例

会において、賑わいを創出する広場と交流・お

もてなしの空間を中心に、整備に向けて更に具

体的な検討を進めることとし、文化芸術ホール

については、適切な時期に今後の方向性を判断

してまいりたいとの考えをお示ししたところで

す。 

 このため、本年度においては、広場、交流・

おもてなしの空間を中心に、県庁舎跡地にふさ

わしい機能の具体化に向けて、先行して検討を

進めております。 

 このうち広場については、利用目的別の比較

をはじめ、整備が考えられる設備ごとに利点や

課題などの比較検討を行っており、また、交流・

おもてなしの空間についても、他県における類

似事例の調査など機能の具体化に向けた検討を

進めております。 

 引き続き、県議会をはじめ関係者の皆様から

のご意見をいただきながら、賑わいの創出につ

ながる活用策となるよう取り組んでまいります。 

 以上をもちまして、企画振興部関係の説明を

終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。 

【吉村(洋)委員長】 以上、説明が終わりました

ので、これより議案に対する質疑を行います。 

 ご質問等ございませんでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 質疑がないようですので、
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これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。 

 議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。 

 第79号議案は、原案のとおり、可決すること

にご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、第79号議案は、原案のとおり、可決

すべきものと決定されました。 

 次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について説明を

求めます。 

【前川政策企画課長】 それでは、お手元に配付

いたしております、この「総務委員会提出資料」

と上段に掲げている資料をご覧いただきたいと

思います。 

「政策等決定過程の透明性等の確保及び県議

会・議員との協議等の拡充に関する決議」に基

づきまして、本委員会に提出しております企画

振興部関係の資料について、ご説明いたします。 

 まず、資料の1ページをお開きください。 

 実施段階で、県が箇所づけを行っております

補助事業につきまして、6月から8月までの間に

内示を行った補助金の実績を記載いたしており

ます。長崎県21世紀まちづくり推進総合補助金

の2件となっております。 

 続きまして、2ページをお開きいただきたい

と思います。 

 1,000万円以上の契約案件につきまして、6月

から8月までの間の実績は記載のとおり1件で

ございます。 

 3ページでございます。 

 陳情・要望に対する対応状況でございますが、

知事及び部局長に対する陳情・要望のうち､6月

から8月までに県議会議長宛てにも同様の要望

が行われましたものは、長崎県町村会からの要

望書など計7件、23項目となっております。そ

れらに対する県の取り扱いは、資料3ページか

ら40ページに記載のとおりでございます。 

 続きまして41ページをご覧ください。附属機

関等の会議結果でございます。 

 6月から8月までの実績は、長崎県土地利用審

査会など7件となっております。 

 その内容につきましては、資料42ページから

49ページまで記載しているとおりでございま

す。 

 以上で説明を終わらせていただきます。 

 よろしくお願いいたします。 

【吉村(洋)委員長】 次に、政策企画課企画監及

びまちづくり推進室長より補足説明の申し出が

あっておりますので、これを受けることといた

します。 

【北嶋政策企画課企画監】 お手元に配付いたし

ました資料のうちＡ4横長の「特定複合観光施

設（ＩＲ）区域整備の推進について ～国のＩ

Ｒ推進会議取りまとめ概要～」、これをご覧く

ださい。 

 この資料につきましては、国のＩＲ推進会議

の取りまとめに係る説明・公聴会で配付された

資料から抜粋したものを配付したものでござい

ます。この資料に沿って取りまとめの概要を説

明させていただきます。 

1ページをお願いいたします。 

「公共政策としての『日本型ＩＲ』とは」と

ありますけれども、ＩＲ区域内にカジノ収益を
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活用してＭＩＣＥ、ショーケース、ゲートウェ

イ、宿泊、この4つの中核施設を整備し、国際

競争力の高い滞在型観光を実現して、インバウ

ンドの2030年の目標でございます訪日外国人

旅行者数6,000万人、旅行消費額15兆円を目指

す等の公共政策の実現を強力に後押しするとさ

れてございます。 

2ページでございます。 

「日本型ＩＲ」に係る根本原則でございます

けれども、ＩＲの導入は、単なるカジノ解禁で

はなく、世界の人々を引きつけるような新たな

観光資源を創造するものでなければならないと

されてございます。 

この根本原則のもと、制度設計に当たりまし

ては、世界で初めて集客施設とカジノ施設を一

体化して法制化すること。魅力ある「日本型Ｉ

Ｒ」によって観光先進国としての日本を実現す

ること。世界最高水準のカジノ規制とすること。

この3つを柱とすることとされてございます。 

3ページから具体的な内容になります。 

ＩＲ施設については、②にありますように、

「ＭＩＣＥ施設」「宿泊施設」「魅力発信施設」

「送客施設」の4つの中核施設が必須とされて

おりまして、それぞれの各施設が国際競争力を

有し、我が国を代表するものであることとされ

てございます。 

ＩＲ区域と施設、事業者の対応については、

1つのＩＲ区域に1つのＩＲ施設を1つのＩＲ事

業者が設置・運営することとされてございます。 

ＩＲ区域の認定については、都道府県、また

は政令市がＩＲ事業者を公募・選定した後に区

域認定を申請し、主務大臣であります国土交通

大臣が、国際的・全国的な見地から様々な懸念

事項への対応も含めて、効果の高いものを認定

することとされてございます。 

当初のＩＲ区域数については、「ＩＲ推進法

の審議の過程では、2つから3つくらいからスタ

ート」と提案者から答弁されてございます。 

4ページでございます。ＩＲ実施法成立後の

事業実施の流れでございます。 

国土交通大臣の基本方針の策定から始まりま

す上段のＩＲ区域整備計画の認定に加えまして、

下段にありますようにＩＲ事業者がカジノ管理

委員会から免許の付与を得てＩＲを開業できる

ことになります。 

区域整備計画も、カジノ免許も更新制とされ

ておりまして、開業後も、国による監督が続く

制度となってございます。 

5ページをお願いいたします。 

中段にありますＩＲ事業者に対する監督の役

割分担でございますけれども、②にありますよ

うに、都道府県等は、ＩＲ区域整備をＩＲ事業

者と共同して実施する立場とされておりまして、

その立場からＩＲ事業者を監督することとされ

てございます。 

この監督の手法といたしまして、都道府県等

とＩＲ事業者間で「実施協定」を締結し、国土

交通大臣の認可を受けることなどの手法が示さ

れてございます。 

6ページです。カジノ規制の全体像でござい

ます。 

免許等による参入規制、カジノ施設・機器の

規制、カジノ事業活動の規制、弊害防止対策に

ついて世界最高水準で整備した上で、これらの

規制を的確に執行するために、他の行政機関か

ら独立した強い権限を有するカジノ管理委員会

を設置して、主務大臣や都道府県等と適切に役

割分担することとされてございます。 

7ページをお願いいたします。カジノ規制の

具体的内容でございます。 
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中段にありますカジノ面積規制について、具

体的に施設全体の何％以内にするのか、また、

絶対値の上限を何平米とするかは、海外の事例

を参考に定めることとされてございます。 

8ページです。 

依存防止対策の考え方でございますが、2つ

の考え方で、万全な対策を構築するとしてござ

います。 

1つ目が、重層的、多段階的に取り組みを整

備しようというもので、ゲーミングに触れる機

会の限定から相談治療につなげるまでの5段階

で取り組みを整備することとされてございます。 

2つ目は、公共政策としての制度と事業者責

任としての取り組みを適切に組み合わせて依存

防止に取り組むとされてございます。 

9ページをお願いいたします。依存防止対

策・青少年の健全育成に係る具体的な対策でご

ざいます。 

入場に係る対策の中で、自国民の入場回数に

ついて、1カ月程度の長期間における回数制限

に加えて一週間程度の短期間における回数制限

を設けるのは、諸外国にはない日本独自の規制

でございます。 

具体的な制限値は、長期間における回数制限

を設けている諸外国の例も踏まえて定めること

とされてございます。 

10ページをお願いいたします。マネー・ロー

ンダリング対策でございます。 

ここでも、諸外国で講じられている緑と青の

規制に加えまして赤字の日本独自の規制を講じ

ることとされてございます。 

11ページをお願いいたします。 

下段の方の箱になりますけれども、公租公課

に関しては、カジノ事業に対する納付金として、

国の固定経費に充てる定額部分とカジノ事業の

粗収益でありますＧＧＲ比例部分とを合わせて

徴収することとされてございます。 

国と地方の配分関係になりますが、納付金の

ＧＧＲ比例部分と入場料は、国が一括徴収後、

その半分を認定都道府県等に交付するとされて

おり、立地市町村や周辺自治体に対して、区域

整備計画に基づいて、認定都道府県等から納付

金の一部を交付できることとされてございます。 

12ページでございます。政府取りまとめに対

する本県の意見です。 

去る8月31日に、知事や佐世保市長、九経連

の石原副会長など関係者が揃って、ＩＲ推進本

部事務局とかＩＲ議連の役員などに対する要望

活動を行って、ここに記載の内容を要望してま

いりました。 

また、福岡で開催された説明・公聴会とかパ

ブリックコメントに対しても、本県の意見を提

出したところでございます。 

衆議院解散によって、ＩＲ実施法案の国会提

出時期が不透明となっているところでございま

すけれども、区域申請に向け、海外のＩＲ事業

者へのＰＲとか基本構想の策定、地域の合意形

成など、現在実施すべきことにはしっかりと取

り組んでまいりたいと考えでございます。 

以上でございます。よろしくお願いいたしま

す。 

【鳥谷まちづくり推進室長】 事前にお配りして

おります左肩に四角囲みで「平成29年9月定例

県議会 総務委員会補足説明資料」、右肩の方

に「まちづくり推進室」と記載しておりますＡ

4サイズ、縦長の資料をご覧いただきたいと思

います。 

 県庁舎跡地の整備に向けた検討状況（賑わい

を創出する広場）について、説明させていただ

きます。 
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 まず、1ページ目でございます。 

 県庁舎跡地活用については、これまで県議会

でのご議論や平成26年の懇話会提言などを踏

まえ、平成28年2月議会で、多目的広場、交流・

おもてなし空間、ホールの3つの主要機能につ

いて検討を進めることをお示ししてきたところ

でございます。 

 その後、本年2月の議会において、広場、交

流・おもてなしの空間を中心に整備に向けた具

体的な検討を進め、ホールについては適切な時

期に今後の方向性を判断したいとのお考えをお

示しし、現在その検討を進めております。今回

の資料では、そのうち広場についての検討状況

をご説明させていただきます。 

 「2」と書いたところの「多目的広場の具体

的検討」というところでは、これまでの検討を

踏まえ、改めて広場を整備する理由・目的、広

場整備の考え方、想定する利用者像について整

理しております。 

 2ページをお開きください。 

 広場の利用目的、備えられている設備などに

より、広場の種類を3つの区分に分類して比較

しております。どのような広場を県庁舎跡地に

整備していくかという判断材料の1つとして整

理しております。 

 表をご覧ください。 

左側の方に書いておりますけれども、広場を

イベントスペースとして貸し出し、賑わいを創

出するイベント開催型、真ん中が、木々やベン

チなどを配置し、日常的に利用者に憩いを提供

する憩い創出型、そして右側ですけれども、こ

れら2つのタイプの特色を兼ね備えた複合型、

この3つに分類しております。 

 その参考事例として、県外、また長崎市内の

広場・公園について、この区分に基づいて分類

を掲載しております。 

 3ページでございます。 

 上段の表は、県外事例の広場について、整備

されている機能、主なイベントの実施状況など

を整理しております。 

 他県の広場や公園では、広場分類ごとにどの

ような機能が備わっているのか、また、その広

場でどのようなイベントが開催されて、賑わい

が生まれているかなどが確認できると思います。 

 例えば、表の一番上のイベント開催型の福岡

市役所西側ふれあい広場ですけれども、まさに

これはイベントを開催することに特化した広場

で、電源設備でありますとか、給排水設備など、

イベントで使用する様々な機能が備えられてお

ります。 

 一方で、憩い創出型として私どもが整理して

おります福岡市の警固公園などは、イベント用

の機能ではなくて、木々や芝生に囲まれ、ベン

チなどの施設を配置した空間となっております。 

 複合型として整備しております金沢市のしい

のき緑地・石の広場や札幌市の北三条広場など

は、複合型としてイベント用の機能と憩いの機

能との双方を兼ね備えているところでございま

す。 

 下段の表は、長崎市内の広場・公園で現在催

されているイベントについて、どのような機能

がイベント会場に整備されていればよいかとい

うような視点で、イベント運営者への聞き取り

などを行いながら整理したものです。 

 現在、長崎市内でも様々なイベントが実施さ

れておりますけれども、機能については充足さ

れていないものがある中で、個別に機材等を手

配して実施されているというふうな現状になっ

ております。 

 イベントの種類によって必要と思われる機能
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は違いますが、多くのイベントを呼び込むため

の広場として整理するのであれば、このような

機能を一定整備する必要があるのではないかと

考えております。 

 4ページをお開きください。 

 3つに分類した広場について考えられる利点

と課題を整理しております。 

 イベント開催型の広場の場合、多様なイベン

トの実施により賑わいを創出し、県内外から人

を呼び込めることが期待できますが、イベント

がない日はほとんど利用されず、閑散とした状

態になることも想定されます。 

また、当然ながら、広場を多機能にすればす

るほど整備・維持費用等は増加していくという

ことになります。 

 憩い創出型の広場は、憩いやくつろぎを求め

て日常的に県民を中心に人々が集まるというふ

うなものを想定しておりますけれども、大きな

賑わいにつながることがあまり想定できず、ま

た、イベントを開催するとしても設備などが十

分でないため、あまり設備が必要でないフリー

マーケットなど小規模なイベントになっていく

のではないかと考えております。 

 複合型の広場は、双方の特色を持っておるた

め、イベント開催時は多くの人が集まって、イ

ベントがない時でも憩いを求めて一定の人々が

集まることが期待できます。しかしながら、こ

ちらもイベント開催型と同様に整備する機能に

よって維持管理費用がかかるということが課題

となっております。 

 5ページから7ページには、広場に整備が考え

られる機能について、それぞれの利点と課題を

整理するとともに、参考として、あくまで参考

ですけれども、類似事例の整備費例を記載して

おります。 

 整備費については、あくまで参考で、今後の

基本設計等で詳細な検討を行うこととしており

ます。 

 個別機能として、「ア」の電源設備から「ケ」

の憩い施設まで記載しておりますが、一つ一つ

の機能について説明しますと長くなりますので、

詳細な説明については省略させていただきます。 

 8ページをお開きください。 

 県庁跡地は、本館、第一別館、第二別館、第

三別館を合わせて約1万3,000平米ほどですけ

れども、現時点で考える広場の面積については、

広場を跡地活用の中心に据えるという考え方に

沿って、最低5,000平米以上で、できる限り面積

を広く確保したいと考えております。 

 参考として、県庁舎跡地周辺の広場・公園の

面積と概況を載せております。 

 9ページ、10ページは、2ページ目に記載して

いる県外の広場の概要を記載しております。 

 今後、どのような広場を整備し、どのような

機能を付加しているか、県議会でのご議論も踏

まえて決定していきたいと考えております。 

 また、交流・おもてなしの空間についても、

今後、同様に県議会に検討状況をお示しし、そ

の議論も踏まえ、基本構想の策定に向けて検討

の熟度を高めてまいりたいと考えております。 

 以上で補足説明を終わらせていただきます。 

ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

【吉村(洋)委員長】 以上、説明が終わりました

ので、まず、陳情審査を行います。 

 配付いたしております陳情書一覧表のとおり、

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い

ます。 

 審査対象は、14、16、19、21、24、25、26、

28、30番です。 

 質問等はございませんか。 
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 質問がないようでございま

すので、陳情につきましては承っておくことと

いたします。 

 次に、議案外の所管事務一般に対する質問を

行うことといたします。 

 まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問はございま

せんでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ないようですので、次に、

議案外所管事務一般についてご質問はございま

せんでしょうか。 

【川崎委員】 県庁舎跡地の整備についてお尋ね

します。 

今、細かく広場についての説明をいただきま

した。特にイベントのことについて触れられた

ところは、イベントがある時はにぎわいがある、

ない時はそうじゃない、ごくごく当たり前の話

ですが、観光地、すぐ下は出島ですよね。観光

の新たなスポットということで注目を浴びると

思います。その目の前が県庁舎跡地です。 

そういった中で観光客の皆さんが期待されて

いることは十分考えられるわけです。特に、長

崎において今指摘をされている点は、夜間の観

光スポット、夜景はもちろんあるんですが、夜

景といっても夜遅くまでずっと見続けるわけで

はございませんで、遅い時間の食事、さまざま

な楽しみ方、こういったことは長崎はなかなか

不足していますねというお声がたくさんあるん

です。 

例えば、海外においては大規模な夜市を展開

されているところもあります。こういった観光

の皆様のご要望に県庁舎跡地が適性なのかどう

かを含めて、日常的な夜のにぎわいについてど

のようにお考えか、お尋ねいたします。 

【鳥谷まちづくり推進室長】 資料にも記載して

おりますけれども、県庁舎跡地に整備する広場

については、多彩なイベントの開催によって、

交流、にぎわいを創出することを考えておりま

す。 

 その中で委員からもご指摘がありましたよう

に、夜のにぎわいといったことも必要ではない

かと考えておりまして、6ページに考えられる

機能の一つとして照明設備ということを記載さ

せていただいております。こういった機能を広

場に整備していくことで夜間のイベントが開催

しやすくなるでありますとか、また、今のご意

見等も踏まえて夜型のイベントの開催の可能性

も踏まえながら広場に整備する機能について検

討していきたいと考えているところでございま

す。 

【川崎委員】 例えば、建物をライトアップさせ

ること、あと、ハウステンボスがよくおやりに

なる「光の王国」とかのイルミネーション、い

ろんな取組が県内でもあるわけです。ハウステ

ンボスというのは日本屈指のイベントをやられ

るところでありまして、同じようなことを果た

して限られた敷地の中で展開するということに

ついては、果たしてどうなのかということもあ

ります。そして、歴史的、文化的な観光地とし

ての出島がすぐ横にあるということから考えて、

これは非常に難しいことを今からチャレンジす

ることになろうかと思うんですが、長崎市とも

よくよく連携をとっていただきながら観光客の

皆様のこういった声にどうお応えしていくのか

ということを真摯にご検討いただきたいと思い

ます。 

 次に、地域交通網の整備についてお尋ねしま

す。 

 折に触れ、ずっとお尋ねさせていただいてお

ります。高齢化が進むに当たって、自宅から買
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い物、また、病院というドア・ツー・ドアを地

域公共交通を利用して行きたいという高齢者の

皆様のお声があるのは十分ご承知のことかと思

います。コミュニティーバスなんていうのは市

が取り組むことなのかもわかりませんが、総じ

て高齢化に向けて、いま一度、地域公共交通網

をどう整備されるのか、県の方針を伺いたいと

思います。 

【早稲田新幹線・総合交通対策課長】 高齢化に

伴う地域公共交通に関するお尋ねでございます

けれども、高齢化が進展する中では、高齢者の

方々が地域におきまして買い物や通院など日常

生活を不便なく送るために、きめ細かなバスの

運行ですとか乗合タクシーなど多様な輸送手段

を用いまして地域公共交通の充実を図ることは

重要な課題と認識しております。 

 県としましては、まちづくりと一体となった

面的な公共交通ネットワークの形成ということ

で、市町と連携しながら現在取り組んでおりま

して、県内自治体におきましても、地域公共交

通網の形成計画の策定などを通じまして持続可

能な地域公共交通の構築が進められているとこ

ろであります。 

 例えば、昨年度、委員のご指摘もありまして、

県の方で呼びかけて設けました長崎地域の「交

通連絡会議」におきましては、長崎市、西海市、

長与町、時津町が参加しておりますけれども、

その動きはございます。 

 例えば、長崎市では、コンパクトシティーを

目指すために「立地適正化計画」ということで、

都市再生特別措置法に基づく計画を、今年度、

作成予定であります。あわせまして交通事業者

などをメンバーとしました長崎市における「公

共交通連絡調整会議」におきまして、今後の日

常生活に必要な公共交通を将来にわたり維持・

確保するために、コンパクト化に連動する公共

交通ネットワークの総合的な計画として、長崎

市の「公共交通総合計画」が今年度策定される

こととなっております。 

 その中では、公共交通の現状分析、運行経路、

運行状況、市民アンケート、利用実態、利用ニ

ーズの把握、公共交通における現在の課題、そ

ういったものを踏まえまして、基本方針、それ

から今後の施策の検討ということを取りまとめ

られることとなっております。 

 また、西海市におきましても、まちづくりや

観光客の誘致など多様化した事案に適用するた

めということで、平成30年度に向けて地域公共

交通網の形成計画の策定に取り組まれようとし

ております。 

 今年度におきましては、その前段としまして、

コミュニティーの交通計画策定に取りかかられ

まして、公共交通の実態を把握するための市民

アンケート、実証運行などを行う予定とされて

おります。 

 また、長与町におかれましても、本年9月1日

付けで長与町の「地域公共交通会議」を設置さ

れまして、交通不便地域の解消のために乗合タ

クシーの試験導入などをはじめとした公共交通

の改善を検討されることとされております。 

 時津町におきましては、庁内全体の公共交通

の一環として個別の交通不便地域をどうするか

ということで、バスの乗り入れなどを検討され

ているところでございます。 

 地域によりまして、都市計画、それから地域

のバス対策、航路などさまざまな対応を要する

ことから、地域の実情に応じて、よりきめ細か

く対応できますよう、今後も市町と連携を図り

ながら現在進めております取組をさらに前進さ

せたいと思っております。 

【川崎委員】 ぜひ今このことは資料を整理して

お示しいただければと思います。 
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 少し前に進めてみようかと思いますが、高齢

化は待ってくれませんのでスピードアップしな

がらやっていただいて、暮らし続けられる地域

をしっかりと守っていただきたいと思います。 

 そういった中におきましてご所見を賜りたい

のが、平成26年度8月に公営企業の経営に当た

っての留意事項ということで、総務省の自治財

政局から考え方をということで示されているも

のがあります。「公営企業の経営についての基

本的な考え方」と。「各地方公共団体が公営企

業の経営健全化等に取り組むに当たっては、そ

の前提として、まず現在、公営企業が行ってい

る事業そのものの意義、提供しているサービス

自体の必要性について検証することが必要であ

り、その結果、事業に意義、必要性がないと判

断された場合には速やかに廃止を行うべきであ

る。事業の継続、サービスの提供自体は、必要

と判断された場合であっても採算性の判断を行

い、完全民営化、民間企業への事業譲渡につい

て検討する必要がある。」こういった総務省の

留意事項が示された中において、本年3月に総

務省から「公営企業の経営のあり方等に関する

研究会報告書」が提出されました。この中に交

通の部分が書かれております。 

 まず、これを県としてどのように捉えておら

れるか、お尋ねいたします。 

【早稲田新幹線・総合交通対策課長】 本年3月

に総務省におかれて「公営企業の経営のあり方

等に関する研究会報告書」が公表されておりま

す。この報告書につきましては、人口減少、そ

れから少子・高齢化など、公営企業全体を取り

巻く経営環境が厳しさを増す中で、公営企業が

これまで以上に経営環境の変化に適切に対応し

て経営改革に取り組む必要があるということで、

各地方公共団体が検討を行うに当たりまして経

営改革の参考とするよう留意点の整理がなされ

ているものと考えているところでございます。 

【川崎委員】 そのまま要約してお伝えいただい

たと思いますが、こういったテーマを国として

も課題として上げられていく中において、県と

しても公営企業を抱えているところについて真

摯に検討していくべきことだと思います。 

 9月1日でしたか、大阪市交通局に行ってまい

りました。民営化に向けた動きについて事細か

にヒアリングをさせていただきました。非常な

危機感を持って労使一体となってこれに取り組

むという姿勢でした。決してトップダウンでや

れと、やりたくないと、そういうことではなく、

こういった非常に厳しい環境の中、どうお互い

生き残っていくのかということを本当に双方が

前向きに検討していって来年4月の民営化に向

けて動き出しているというのが実情です。 

 そういったことを鑑みるに、長崎においても、

不毛な競争において疲弊するようなことがない

ように、例えば、地銀さんはそういったことも

踏まえて合併といったことも考えておられる中

において、いろんな分野で真摯に検討していく

べきことかと思います。 

 今、コメントを求めて答えが出ますでしょう

か。 

【早稲田新幹線・総合交通対策課長】 総務省の

報告にございますとおり、公営企業において絶

え間ない経営改革ということでの趣旨を踏まえ

まして、県営交通事業におきましても、交通基

盤の維持、公営企業全体の経営バランス、それ

から路線の維持という全体を考えながら検討す

る必要があると思っております。 

 一方で委員ご指摘のとおり、社会経済情勢の

変化、人口減少、少子・高齢化などさまざまな

環境の変化にも対応を要しますので、それぞれ

の、例えば、県営バスでありますと長崎地域、

諫早地域、大村地域それぞれの地域の公共交通
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のあり方については、市町と連携を図りつつ、

地域全体のネットワークのあり方、例えば、幹

線網について、より利便性を高めるためにコミ

ュニティーバスの運行ですとか乗合バスの運行

といったものを含めまして、全体を考えながら

公共交通ネットワークの再構築の中で検討を行

う必要があるものと考えております。 

【川崎委員】 今からまた議論をしていきたいと

思います。 

 最後に、新幹線のことについてお尋ねをいた

します。 

 与党ＰＴが開催されて、資料もいただきまし

た。この資料を拝見させていただいて、平成34

年の対面乗換方式での開業以降の西九州ルート

の整備のあり方について、この委員会が国土交

通省に対して報告を求めたものがあると思いま

す。フリーゲージ、フル規格、ミニ新幹線、さ

まざまを項目について求めているところですが、

この中でフリーゲージとフル規格、これは本年

度末をめどに本委員会に報告をさせるというこ

とになっております。ミニ新幹線については、

そういった期限のことは書いてないんですが、

ミニ新幹線は、もう落ちたと思っていいんです

か。 

【廣畑企画振興部次長】 恐らく委員がおっしゃ

っておられますのは、配付資料の与党ＰＴ検討

委員会「今後の検討方針（案）」というペーパ

ーの一番最後の部分のことをおっしゃっている

のかと思います。「本委員会における検討の材

料とするため国土交通省に上記の1、2について、

本年度末を目処に、本委員会に報告させること

とする」となっております。上記の1、2につい

ては、上の1が「フリーゲージトレインの技術

開発について」という項目、2が「九州新幹線

（西九州ルート）の整備のあり方について」と

いう項目。それら1と2を本年度末に報告させる

ということなので、2の中に丸付き数字として

フリーゲージトレイン、フル規格、ミニ新幹線

で整備する場合となっておりますので、2の中

でミニ新幹線についての費用だとか投資効果と

いったことも含まれております。そこで年度末

までにミニ新幹線も含めて報告なされると理解

しております。 

【川崎委員】 ありがとうございます。落ちたわ

けじゃないと。全体の1と2ですね。 

 我々が期待することは、フル規格を何として

も長崎にという思いでございますので、前回は

集中的に審査させていただきましたし、県への

申し入れもさせていただいたところでございま

すので、しっかりと力を合わせてこの実現に向

けて取り組んでいきたいと思いますので、よろ

しくお願いします。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにご質問等ございませ

んでしょうか。 

【田中委員】 2年半ほど質問の機会がなかった

ものですから、基本的な考え方を2点ほどお聞

きいたします。 

 まず、県庁舎跡地活用の考え方ということで

お聞きしますが、県庁舎がようやくできました。

20年かかったんですよ。高田知事、金子知事、

中村知事の3代にわたって、20年かかって、よ

うやく完成した。ただ、これは基金を積み立て

てやったから、財政にはそうしわ寄せはなかっ

たという理解をして、よかったなと思っていま

す。 

 それで、県庁舎跡地活用の考え方ということ

で、わかりますけれども、すぐ事業に入るよう

な考え方だと大丈夫なのかなと。多目的広場機

能、これはインフラ整備の範疇で財源はやれる

だろうから、そう問題はないなと思っているけ

れども、他の交流・おもてなし機能とかホール
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機能とか、これはやっぱり数年かけて財源を含

めて検討しないと長崎県の財政状況からすると、

ちょっと大変じゃないのかなと。 

 企画振興部は財源のことはあんまり考えてな

いのかな。財源まで考えて動いているのかな。

企画振興部だけでどんどん、どんどん進んでい

って、お金はどうするんだという話になると、

しわ寄せが出てくるわけだから。そういう意味

では、多目的広場機能は、これは跡地をこのま

ましておくわけにはいかんから、やらなければ

いかんだろうけれども、その後の交流、ホール

というのは、そう軽々に結論を出して進むほど

長崎県の財政は裕福じゃないんじゃないだろう

かという気持ちを持っているんですけれども、

その辺の基本的な考え方を部長に聞いておきた

い。 

【古川企画振興部長】 県庁舎跡地に関して、建

設費用、整備費用についての財源ということも

含めてのお尋ねであります。 

 委員ご指摘のとおりでございまして、本県の

財政状況というのは非常に厳しいということで

ございます。県庁舎跡地というのは、これまで

も長い形で民間の方々も入っていただいた懇話

会を2回も開催し、これまで整備を進めるとい

うことでご議論をいただき、また、県議会にも

お諮りし、ご議論いただいて、今の形があるわ

けでございます。 

 先ほど、広場についてのご説明をしましたが、

今後、ほかの2つの方向性も含めまして、その

辺の考えをお示しし、ご議論いただくというこ

とになります。その際には、当然、財政当局と

も建設費用についてはお諮りをし、県庁舎内で

整理をしていくことになります。 

 一方、建設費用が大きくなりますので、でき

るだけ国の財源等を活用しながら、その辺の整

備は進めていきたいと考えているところでござ

います。 

【田中委員】 一昨日だったかな、県庁舎を見せ

てもらって感心したのは、県庁舎の前庭の広大

なところに立派な公園ができていました、庭と

いうか、公園というか。これは別枠で、補助事

業でちゃんとやっているんですよという説明を

受けたので、それは結構なことだなと。国のお

金を導入して、あれだけ立派な整備ができれば、

それはいいわけだ。 

 だから、この跡地に関しても、広場は間違い

なく補助事業の対象で国からも何がしかの方程

式でお金がもらえるだろうから、結構立派な広

場をつくるべしと。あとの問題は、大体、県単

的な要素でやらなきゃいかんのでしょう、補助

事業の対象になるんですかね。今考えている企

画振興部としての建物は。まだそこまでいって

ないの、財源的には。 

【鳥谷まちづくり推進室長】 具体的な、どうい

った補助金を活用するかというところまで検討

はいっていない、何をつくるかということをき

ちんと明示してないものですから。 

 ただ、国の補助金の中には、まちの中ににぎ

わいの施設をつくるものについての補助金等が

ございます。そういったものが活用できないか

ということについて今後検討していきたいと考

えているところでございます。 

【田中委員】 従来の補助金というのは個別に、

例えば、建物を建てるのに何％とかということ

で補助金が来ていた。今は社会資本整備とかい

ろいろ名目を立てて来るけれども、長崎県枠で

来るわけだから、県単と一緒みたいな考え方な

のよ。その辺は、これは勝手に長崎県に来たか

ら補助金だみたいな発想はちょっと軽々だと思

います。ここら辺でとどめておきたいと思いま
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す。 

 次に、「特定複合観光施設（ＩＲ）区域整備

の推進について」という資料をもらいまして、

私もちょっと勉強しなきゃいかんなと思ってい

るんですけれども、想定される場所が私が住ん

でいる近くなので、1キロも行かないようなと

ころで考えられておるのでね。 

 このＩＲ実施法案の次期国会への提出、これ

がなければあんまりイメージはできないのかな。

県はいろいろと法案の中身までぐらいの情報は

仕入れているんですか。仮の法案、ＩＲ法案で

しょうけれども、輪郭というか、状況が的確に

つかめない。しかし、何といってもこれは県が

窓口でやる事業です。今までは佐世保市が、佐

世保市がと言っていたけれども、実際は県なん

だよね、やるのは、全て。県が窓口。 

そういうことからいうと、やっぱり認識をし

ておかなきゃいかんなという気持ちでお聞きし

ますけれども、この実施法案の、ある程度の中

身はつかんでいるんですか。例えば、長崎県に

どのぐらいのメリットがあるのか。折半となっ

ていて、国と地方で折半する。それから、該当

する佐世保市なら佐世保には県の判断で幾らか

やるというような流れになっているけれども、

そこら辺の入場料と納付金の関係は全部折半で、

国と地方でできるのか。そうすると大変な、折

半というと50％くれるわけだから、これは大き

な魅力だなと思っているんですが、ちょっとお

聞かせ願えますか。 

【北嶋政策企画課企画監】 ＩＲ実施法の中身で

ございますけれども、先ほどご説明いたしまし

たＩＲ推進会議の取りまとめ、基本的には、こ

の取りまとめに沿って、今、ＩＲ実施法案が検

討されておると思っております。取りまとめの

中でも、全国で何カ所、実際に認定されるのか

とか、入場料とか、ＧＧＲ、納付金の率がどう

なるのかとか、回数制限がございますけれども、

具体的な回数制限、何回までとか、そういった

ところがまだ明らかになっていないところでご

ざいます。 

 ただ、今の大きな方向性については見えてお

りますので、それに沿って長崎県のＩＲについ

て、今後、どういったものが必要なのか、こう

いう基本構想をつくってまいりたいと思ってい

るところでございます。 

【田中委員】 失礼だけれども、あなたが室長で

すか、ＩＲの。そうじゃないの。まだ発足して

いないから室長は出席しておられないのかな、

ＩＲ推進室のね。 

 私は、どちらかというと、どのくらいもうか

るのかなと。もうかるというか、入ってくるの

かなと。それによって協力もしなきゃいかんし、

大義を逸したらいかんのでね。若干情報を収集

してきたつもりではあるけれども、国にですね。 

 ただ、これによると納付金及び入場料は国が

一括徴収して国と県で折半と。そうなると、こ

れは大変な金額になるなと。10億円単位じゃな

くて、100億円単位でもないような、もう一つ

上の単位までいくような感じがするんだけれど

も、売り上げを15兆円ほど見込んでいるという

ことだから、それを5カ所で分けても3兆円と。

その中でいろいろ納付金、それから入場料とな

るんだろうけれどもね。 

だから、そこら辺はある程度はもう決まって

いるんでしょう、国の法案の中身というのは。

まだまだなんですか。そういう長崎県にとって

メリットがあると協力しなきゃいかんだろうし、

メリットがないものは、あんまり協力する必要

もないしね。そう思っているんだけれども、ど

うでしょうか。 
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【吉村(洋)委員長】 具体的に。 

【北嶋政策企画課企画監】 県への収入と申しま

すか、これはＩＲ事業者のカジノ収益がどれぐ

らいに上るのかといったことに比例してまいり

ます。それと納付金の率、何％、実際にかかる

のかといったところが影響してまいります。 

 この納付金の率については、今、国の方では

海外の事例を収集して、その辺の競争力がある

ような納付金率を設定するという方向で検討が

進められておるという状況で、具体的に何％と

いうことの情報はまだいただいていないところ

でございます。 

 ただ、先日、8月中旬に「西九州統合型リゾ

ート研究会」の総会があって、この場で講師を

呼んで講演があったんですけれども、長崎県佐

世保市にＩＲが設置された場合の収益見込みの

ご説明がございました。これによるとカジノ収

益は、いろんな条件があるんでしょうけれども、

その条件を設定した上で試算したところ、660

万人ぐらいの利用が見込めて、収益として1,000

億円から1,200億円くらいが見込めるというよ

うな説明があったところでございます。 

【田中委員】 何とかの皮算用かわからんけれど

も、国と折半しても長崎県の税収の半分ぐらい

が一度に出てくるわけだからね、だから大変な

規模だなと思うけれどもね。 

 もう一つは、しかし、8月31日に関係すると

ころにいろいろ陳情が行われたみたいだけれど

も、ハウステンボスの澤田社長が行っていると

いうことだけれども、これはハウステンボスが

直接運営するわけではないのでね。土地を提供

するということなのかな。そして、相乗効果を

ねらってやると。カジノ自体は、県がカジノの

運営会社を選定して決めるわけでしょう。ハウ

ステンボスは一切関係ない形になるわけね、そ

ういう意味では。ロッテルダムというホテルを

建てようとしていた土地が残っているんだけれ

どもね。その土地に関しては、この前、国は、

「あの広さで大丈夫なのか、ちょっと狭いんじ

ゃないか」という話もあっていたんだけれども、

広さとしては、あれで適切だという判断がなさ

れているのか。 

【北嶋政策企画課企画監】 ＩＲのハウステンボ

ス地域への導入を想定しておりますので、ハウ

ステンボス社のかかわりというのは避けられな

いんですけれども、おっしゃるとおりの土地を

所有しておりますので。ただ、ハウステンボス

社がＩＲ事業の運営にかかわるのか、かかわら

ないのか、それは両方考えられます。しかも、

今のハウステンボスの既存の施設がありますけ

れども、この既存の施設をＩＲに組み込むのか、

組み込まないのか、これについても2つの考え

方がございます。 

そういったところは、今後、長崎のＩＲをど

ういったものにするかを考える中で関係者と意

見を交換しながら進めていくということになろ

うかと思っております。 

【田中委員】 ＩＲに関して言うと、輪郭もわか

らないし、どういう形になるのかもわからんの

だけれども、ただ1つだけ、660万人が見込める

という話になると、大変な人数です。交通機関

はどうするのか、そこら辺の検討等をもう少し。

何年ぐらいから始まるのか、まだ余裕があると

は思うけど、まだ2年ぐらいは最低でも準備期

間があるという感じがするけれども、一番心配

するのは、人が多く来るのはいいことだけれど

も、地元は迷惑なのよ。今、ハウステンボスが

花火をやっているけれども、大変迷惑です。だ

から、運営をハウステンボスがやるとなると地

元は反対します。 
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 だから、そういうシステムがどういう形にな

るのか知らんけれども、私も距離的には1キロ

内に住んでいるので、地元の一人として言いま

すけれども、今のハウステンボスの運営体制は

地元とは一切関係ない。 

やっぱりいろいろと、判断の時にはインフラ

の整備みたいなものは県が責任を持ってやらな

ければ、県が全ての窓口でしょう。市じゃない

んですよ、県が窓口でやるわけだからね。そこ

ら辺はぜひお願いしておかなきゃいかんなと思

ってます。 

新幹線のことも言いたいけれども、これは最

後の辺にまたちょっと時間をもらって議論した

いと思います。 

【吉村(洋)委員長】 ほかに。 

【小林委員】 新幹線でありますけれども、昨日、

与党ＰＴが行われたということで、その情報が

今日の委員会で発表されたわけでございます。

よくよく考えてまいりますと、他の議員の方々

はどういう受け止め方をされているかわかりま

せんが、だんだん、次第に腹が立ってくるよう

な、そんな感じを私は実は抱いているわけです。

だって、これはもう経過は言うまでもないこと

で、整備五線に認定をされて、44年間経過して

いて、整備五線の中で一番早く着工するであろ

うと、こう言われておったものが、北海道がち

ょっと難しいのではないかという話から、北海

道は相当遅れるぞと、こういう話であったもの

が、北海道よりも長崎新幹線が、いまだ混乱状

態の中にあるということ。これはもう少し我々

長崎県としても国の信頼関係の中において、こ

のフリーゲージトレインそのものを信じて今日

まで歩んできた、その経過の中から、この最後

の砦であったフリーゲージトレインまでがいよ

いよだめだと、こういうような一つの結論が出

て、しかも、暫定という、あくまでも暫定の中

でリレー方式を受け入れ、しかも、これも3年

間だけだよと、ここまで念を押して、長崎県は

決してリレー方式をウエルカムとして歓迎して

いないと。これはもうとにかく3年間の、要す

るに量産車ができるまでの間なんだと、ここも

明確にしながらやってきたわけです。 

 ところが、何度も言うように、こうやってフ

リーゲージトレインが、もうＪＲ九州が断念す

ると。断念と同時に明らかになったことが、山

陽新幹線に乗り入れて関西圏からフリーゲージ

だって長崎にお客様を運んでくることができる

んだと、こういうようないわゆるフリーゲージ

の優位性を明らかにしておきながら、これもま

ず無理だと。もう何もかも無理だ、無理だと。

この信頼関係は一体何だったのか。こういうよ

うなことをしみじみ感じるわけです。 

 ここのところについて我々長崎県は、仕方が

ない、もうとにかく右のびんたはられて、左の

びんたはられて、それで黙っておく、まさに首

の皮一枚で今日の状況の中に置かれているとい

うこと。 

 私は、こういう信頼関係の中で、あくまでも

中村知事を初めとした我が県の姿勢は、フリー

ゲージを最後まで信頼をしておったわけだよ。

それがこういう結果になったということ。これ

を国としてはどう受け止めておられるのかとい

うことについては、何かコメントすることがで

きますか。あなた、国土交通省から来ているけ

れども、本当にこれだけ遅れをとって、これだ

け待たせて、しかも、最後にだめだと、こうい

うことで。しかし、「だめだ」と国土交通省は

言ってない、フリーゲージはまだ諦めてないぞ

と。この20年間、500億円の、それだけの整備

をやってきたんだから、そう簡単に諦められな
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いというメンツもあるんだろうけれども、しか

し、長崎新幹線は、これ以上待てないわけだよ。

しかも、待つといっても2～3カ月じゃない、年

単位で待たなければいけないという答えも出て

きておるんじゃないか。 

 そんなようなことを考えていけば、一体我々

長崎県は国に対して明らかに抗議をし、そして、

もうフル規格しかないではないかと。だから、

フル規格については一日も早く実現できるよう

に国の責任のもとでやってもらいたいと。こう

いうようなことを声高に叫びたいわけだけれど

も、次長、どういうような考え方を持っていま

すか。 

【廣畑企画振興部次長】 現在の西九州ルートの

状況については、前回の委員会の集中審議でも

お話をしたとおり、フリーゲージの開発で工事

計画の認可をいただいておりますけれども、た

だ、フリーゲージの開発自体は不透明な状況に

なっています。昨日のＰＴでも、フリーゲージ

トレインの技術開発は開発で行うと言っていま

す。 

 そういう状況にありながら、ただ、西九州ル

ートの与党の検討委員会では、開発は開発で行

いつつも、今後のあり方については、フリーゲ

ージトレイン以外の方法も含めて数字を出して

議論していくという形になっております。 

 県としましては、7月末のヒアリングの場で

も、「フリーゲージについては現実的な選択肢

としては困難となったと受け止めている」とは

っきり申し上げているところですし、「対面乗

換方式で固定しては地元にとっては不利益なの

で、あってはならないことである」という話も

申し上げております。そういう中で、現時点に

おいては、最善の選択肢としてはフル規格での

整備を求めるという旨も表明しているところで

あります。 

 それを受けて昨日の検討委員会になっており

ますことから、検討委員会でも長崎県のヒアリ

ングのみならず、ＪＲ九州のヒアリングと佐賀

県のヒアリングの意見も踏まえて今後の議論を

行っていくとのことであります。県としての見

解は7月末に述べたとおりでありまして、対面

乗換方式の固定化はあってはならないと、最善

の選択肢としてはフル規格であるということで

あります。 

【小林委員】 だから、今そうやってあなたは同

じようなことの答弁を繰り返すから、ちょっと

申し訳ないが、時間がないからね。 

 それで、これからのこととして、普通一般論

としていけば、先ほども言ったように、国がフ

リーゲージでやるんだと。しかも、そうやって

山陽新幹線への乗り入れは大丈夫だと、こうい

ったことが根幹から崩れ去ったわけです。国が

長崎県初め西九州ルートに約束したことが実現

できないという方向に進んでいるならば、通常

だったら、では、それに見合うものとして、も

うフル規格しかないという一つの長崎県のかじ

取りができたわけだから、これに対して国とし

ては責任を持って、一刻も早くフル規格は西九

州ルートに実現できるようにと、今までできな

かった、今まで約束を破ってきた結果として、

そういうようなものに責任を感じれば、直ちに

フル規格を実現できるような、そういうスタン

スにきちんと変えてやっていただかなければい

けないのに、まだまだその辺のところについて

は、与党ＰＴの動きもあったけれども、国が積

極的に西九州ルートについては責任を持ってい

ただかなければいけないのではないかと、私は

こう考えるわけです。 

 正直言って、変な言い方で申し訳ないが、昔
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の松田九郎さんとか、あるいは久間章生さんと

か、そういうワイワイものを言うような人たち

がもしおれば、これは机をひっくり返してでも

国土交通省に対して抗議ができると。こんな状

況の中にあるのではないか。少し長崎県は、あ

る意味ではおとなし過ぎて、正直に言って、長

崎県はなめられているんではないかと、こんな

感じがしてならないわけですよ。 

 だから、そういうようなところで、ここの44

年間、本当に首の皮一枚でつなぎ合わせたこの

長崎の新幹線が、こういう形の中でやっている

ということ。これに対してはしっかり国に対し

て、我々県議会も、また県民も、市町も、国土

交通省に対して、国に対してしっかりものを言

っていかなければいけない、そういう段階にあ

るということをきちんと明確にもの申しておき

たい、こう思います。 

 そこで、フリーゲージトレインがリレー方式

であくまでも3年間ぐらいだと、あくまでも暫

定だよということで固定化は絶対しないと今も

あなたは言っている。じゃ、固定化しないと言

うけれども、やむを得ない固定化になってしま

うのではないか。結局、フル規格をやると言っ

てもだ、仮にミニ新幹線というようなおかしな

ものを与えられることについては反対だけれど

も、フル規格という前提に立った時に、もうこ

れから4年、10年と、こういう状況、さらに、

今まだどうだこうだとやっておけば20年ぐら

いかかるかもしれない。固定化しないというこ

とを言っても、結局はそれ以外はリレー方式以

外にはないわけだから、15年でも20年でもリレ

ー方式になった時に、一体、我々はこうやって

波及効果とか経済効果を、今日、フリーゲージ

で計算しておったものが根幹から崩れてしまう

わけだよ。しかも、沿線自治体の長崎市、諫早

市、大村市は、この辺はいろいろあっても最終

的にはフリーゲージで開通するんだと、こうい

うようなことをよりどころとして、それを前提

として新幹線を生かしたまちづくりを今日まで

営々として頑張ってやってきたではないか。 

 そのこと自体も崩れてしまうと。こんなよう

な状況になってくれば、知事なり県の幹部は、

まず沿線の市長、関係者を呼んで、これからの

まちづくりをどうするか。これは国に対しても

しっかりものを言わなければいけない。そのく

らいの、いわゆる県のスタンスで国に沿線の3

市の市長を初めとした関係者と一緒になってそ

れなりに意見を申し上げ、重ねて今日の状況を

打破するためにお願いをしなければならないと

いうような、そんな場を県が責任を持ってつく

るべきではないかと思うが、いかがですか。 

【廣畑企画振興部次長】 沿線自治体の意見、協

議ということですけれども、7月末に県が与党

ＰＴに見解を述べる前にも、各市長と知事との

協議をして、意見交換をして、今後の県の主張

ぶりを協議したところであります。 

 また、これからも県としてもフル規格の場合

の経済波及効果等々、西九州ルートに与える影

響、フル規格のメリットというものをこれから

勉強していきますけれども、そういったことも

あわせながら、沿線市とも十分話し合って今後

の道筋を考えていかなければならないと考えて

おります。 

【小林委員】 私は、そんな答弁では生ぬるいと

思うんだよ。本当にそんな答弁を繰り返してお

って、全然ね、今日までの流れは一体何だった

のかという重みが全く伝わってこないし、これ

からどうするんだというところについては、た

だ国とか与党ＰＴの動きだけを黙って見ておか

ざるを得ない、こんなような形で果たしてどう
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なのかと。今すべきは、沿線の市長とか、さっ

き言ったような関係者の皆さん方と一緒に国に

対して、それなりの現状をしっかりと訴えるこ

とができるような、そういう動きを県がまずや

らなければいけないんじゃないか。 

 さっき、あなたが言った、知事が沿線の市長

たちと話をしたということは、要するに、ＪＲ

の断念があって、そして、それからフル規格の

公式声明を発表する以前に、この話をやったわ

けだよ。まちづくりについての話は全くできて

ないわけだよ、これからのことは。要するに、

フリーゲージトレインを諦めてフル規格でいく

ぞと、こういうようなところで3市の市長たち

と意見の集約を図ったわけだよ。 

 では、一番大事な新幹線を生かしたまちづく

りについて、国に対してもしっかりもの申すぐ

らいの形でフル規格を一日も早く実現できるよ

うに、ちゃんとしたものを言わんばいかん、こ

ういうような機会をつくるべきではないかと、

こう言っているわけだよ。それに対してのお答

えは。 

【吉村(洋)委員長】 簡潔、明瞭に答えてくださ

い。 

【廣畑企画振興部次長】 7月末の県のヒアリン

グでも沿線市から意見を聞いて、ヒアリングで

も沿線のまちづくりは進んでいるということを

国に対して説明してまいりました。 

 今後も、委員のおっしゃるとおり、県と市は

連携をとって国への働きかけ、また、これから

の沿線のまちづくりをどうしていくかというの

は十分協議を図っていく必要があると考えてお

ります。 

【小林委員】 どうしてもあなたは国から来てい

るからそういうような形の中で、これは企画振

興部長に聞かなければいけないことかもしれな

いが、また同じぐらいの話かもしれないし。や

っぱり取り組む姿勢が弱腰で、何か非常にポイ

ントを外しているような話で、先ほどから言っ

ているように、国の動き、与党ＰＴの動き、た

だひたすらにそれを待つだけ。こんなような形

で現状を乗り越えることができるかと。なんで

長崎県の怒りとか長崎県が今困っている状況を

国にきちんとそれなりに伝えることができない

のかと。まず、沿線の市長さんたち、長崎県の

代表的な人たち、そういうところの中で国に対

してきちんと働きかけをやるべきではないかと。

こういうことでもっと地元の大変さを国に、あ

るいは与党ＰＴにわかっていただかなければい

けないという、その辺の段取りをやるべきでは

ないかと私は言っているけれども、なかなか抽

象的な話ばっかりで、そこから先に進まないわ

けだよ。 

 では、質問を変えて、これは部長にお尋ねし

ます。固定化を絶対しないと、こういうような

形になっているけれども、固定化は断固反対と

言っても、現実に今言ったようにフル規格が全

面開通するまでには15年から20年ぐらいはど

うしてもかかるであろうということは、わかり

きっているわけだよ。だから、この15年間、20

年間を固定化せずに何をやるのか。 

【古川企画振興部長】 委員おっしゃったように、

そもそものこれまでの歴史があり、私どもはず

っと待ち望んでいた。それが要するに結果的に

予定どおりに進まず、ＦＧＴを待ち続けるとこ

ろが、何度となくそこの部分が先延ばし、先延

ばしになってきたということ。それと、先ほど

次長もご答弁申し上げましたが、まちづくりは

こういう状況で進んでいるんだと。もうそこは

まさに平成34年度の開業、平成36年度、平成37

年度に予定された量産化を見越して進んできて
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いるんだというふうなことは、7月28日のヒア

リングの際に資料として掲げ、そこに思いを私

どもとしては持って説明を知事からさせていた

だいたところでございます。 

 委員おっしゃいましたように、今後、どうい

う形で国に申していくのかということは、沿線

自治体とも話しながら、その辺の働きかけにつ

いては検討していきたいと思っております。 

 ただ、国は、現在、整備方式で、どういうふ

うな工期か、どういうふうな事業費か、そうい

うことも含めて検討するということでございま

す。 

 私どもとしては、本会議でもご答弁申し上げ

ましたように、私ども独自でフル規格の優位性

をしっかり出していかないと、その部分の佐賀

県の説得ということも含めて、なかなか理解を

得ることができないということもございまして、

今年中に経済波及効果という形の中でお示しし

たいということで、そういうものを材料にしな

がら国への働きかけというのは進めていきたい

と思っております。 

 ただ、委員おっしゃいましたフル規格を望ん

だ場合に、簡単ではなく、アセス調査があり、

また、実際の工事ということになれば、10年を

超えるような形になっていくということが見込

まれますが、そこはあくまでも、そこまでの道

筋がしっかりできた中でのリレー方式というの

は、将来が見渡せるということの中で投資とい

う形の部分を呼ぶこともできるんじゃないかと

思っておりますので、そこは一定許容といいま

すか、そういう意味では耐えないといけないよ

うな形ではないかなと思っているところでござ

います。 

【小林委員】 だから、あなたたちが何か奥歯に

物が挟まったような、なかなか言いにくいんだ

ろうと思ったりもするし、あるいは考えがない

のかと、成り行きを黙って見守るしかないのか

と、こんなような形の中でしか受け止めること

ができないわけですよ。 

 何度も言うように、フリーゲージトレインで

約束をしていただいた。山陽新幹線にも乗り入

れられますよと、260キロ、270キロ、これでも

乗り換えをせずに博多まで行って、長崎県民は

フリーゲージを信頼して、これに夢を、希望を

託しておったわけだ。その最後の砦がだめにな

ったわけだよ。平成34年に暫定開業するけれど

も、いずれフリーゲージで全面開通と、そこに

よりどころを置きながら新幹線を生かしたまち

づくりを目指して、それぞれが汗を流しておっ

たわけです。そこが結果的にだめになったわけ

です。ならばフル規格でいくぞと言って、知事

も本当に最後の最後まで国を信頼しながら今日

まできたけれども、それがだめになった。 

 じゃ、フル規格でやらざるを得ないと、こう

なったらば、通常、約束しておったことがだめ

になったんだから、国の責任のもとでフル規格

が一日も早くできるような対応を国にお願いす

ることは、決して言い過ぎでもなければ、何か

飛び跳ねたようなお願いの仕方ではないじゃな

いか、当たり前のことを当たり前にお願いする

という、そこのところを国にきちんと責任を持

っていただかなければいけない。 

 今、お話があったように、長崎県として今や

らなければいけないことは何か。国のいろんな

ことを黙って指をくわえて見ておくわけにはい

かない。だから、長崎県は長崎県なり、特に経

済の波及効果、フル規格にした時にどれくらい

のメリットがあるのか。そんなようなことをこ

れから12月、年内をめどにしてまとめるぞと、

こういうようなことはわかりますよ。 
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 同時に、佐賀県がああいう財源の問題をもっ

て賛成をいたしかねるみたいな、フル規格に反

対はしないけれども、とてもじゃないけれども、

800億円みたいな、そういうようなお金は出し

得ないと。ならば、こういうフル規格という一

つの方針の転換の中で、財源スキームを改めて

考えていただきたいと、こういうようなことを

国に対して言わざるを得ないではないか。フル

規格であるならば佐賀県もお金をということに

なっているけれども、大体220億円ぐらいの、

そういう財源のめどをつけて佐賀県もフリーゲ

ージについては協力をするという姿勢だった。

ところが、今言うように、いろんなそういう背

景の中でフリーゲージがだめでフル規格になっ

て800億円ということになった。800億円につい

ては、とてもじゃないけれども、佐賀県の財源

がそれを許さないと。こうするならば、国の責

任のもとにおいて財源スキームを見直すぐらい

の、それだけの姿勢をとっていただかざるを得

ないではないかと。そんな話を長崎県の方から

もきちんとお願いをすべきではないかと。だか

ら、佐賀県の方にお願いに行くとか、あるいは

12月をめどにして波及効果等を、このフル規格

の優位性を長崎県独自で明らかにしながら、そ

れぞれお願いに行くというようなことであるけ

れども、その前に国に対しても財源スキーム等

についてしっかりものが言えないのか。どうし

てそういうようなところについて何かそこから

先の行動がないのか。こんなようなことなんで

すよ。 

 だから、そこのところについては、これは国

会議員の方々も含め、県議会も本当に一緒にな

って、この辺のところをしなければ、県民の皆

様方は、一体何をやっているのかと言われても

仕方がないと。こういうようなことにもなりか

ねないのではないかと思いますが、そういうと

ころについてはどうですか。 

【廣畑企画振興部次長】 委員がおっしゃるとお

り、フル規格にするためには佐賀県の財政負担

が非常にネックになってきているのは、佐賀県

知事もおっしゃっているところであります。国

に対しても、本県がずっと言ってきたような山

陽新幹線の直通運行の実現、また、対面乗換方

式の固定化の回避、あってはならないという点、

そういう点を踏まえてフル規格が望ましい点。

それも含めて、あと財源問題がネックになって

おりますので、そういうことも含めて国へも訴

えかけていきたいと。どうやるかということは

今後考えていかなければなりませんけれども、

それも含めて、今後、国にも働きかけを行って

いく必要があると考えております。 

【小林委員】 何と言ったのか、「どういうふう

になるかわからんけれども」とか。だから、要

は、もうちょっと筋をきちっと通そうやと、当

たり前のことは当たり前のように。そして、国

に対しては国会議員の方を初めとして、公明党

の国会議員の先生方にも相当なお力添えをいた

だているという経過は、よくわかっているじゃ

ありませんか。もう少し、そういう置かれた長

崎県の立場をきちんと訴えながら、そこに情け

をひとつフル規格に入れてもらってだね、そし

て、一日も早くやらなければいけないというこ

とにならなければいけないと私は思いますので、

そういう動きを、今申し上げたようなことをよ

く検討していただきたいことをお願いしたいと

思います。 

 それから、もう一つ最後に質問したいことは、

先ほども言ったように、年内をめどに、特にフ

ル規格の波及効果を長崎県独自で積算していき

たいと、出したいと、こういうことであります。 
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 ただ、この波及効果を長崎県独自で出すため

には、よほど詳細なデータを、今まで他県の建

設の結果を見ながらやっていかなければいかん

だろうし、そういう詳細なデータをいろんな関

係のところからいただかなければいけない思う

んです。 

 そういう詳細の情報というものをきちんと長

崎県が国から、あるいはＪＲ九州から、あるい

は昔の鉄建公団とか、そういうようなところか

らきちんとそのデータをいただくことが可能な

のかどうか、どこのデータを使って経済波及効

果、フル規格の波及効果というものを出そうと

しているのか、そこはどうですか。 

【廣畑企画振興部次長】 経済波及効果の計算の

際には、国でも出されておりますけれども、全

国幹線旅客純流動調査、どういうふうに人が動

いているかという調査を5年に一遍行われてお

りまして、その情報をもとに推計をしてまいり

ます。 

 だた、その一方で、ミニ新幹線の場合の工事

のやり方ですとか工期というものは、まだ県と

しても十分な知見がありませんので、そういっ

たものはＪＲ九州とか鉄道・運輸機構、また、

有識者もあるかもしれませんけれども、相談を

しながら情報を入手していきたいと考えており

ます。 

【小林委員】 フル規格による経済波及効果の数

字が年内に出る。そういうものを引っ下げて、

どういう動きをしようとしているのか。そして、

どういうところにその効果を求めようとしてい

るのか。それがすなわち佐賀県の説得に当たっ

たり、あるいは国に対するところの一日も早い

早期実現に向かわしめると。こういうようなこ

とを狙ってのことなのか。このいわゆる波及効

果の結果が12月をめどに、年内をめどに長崎県

独自の試算が出る。その出たものをどういうよ

うに効果的に使おうとされているのか、そこを

最後にお尋ねしたい。 

【廣畑企画振興部次長】 経済波及効果によりま

してフル規格の優位性というものを数字として

あらわすことができるのではないかと考えてお

ります。それを用いて、例えば佐賀県で地元負

担があるということがネックになっておられま

すけれども、それと比較しても経済波及効果は

高いという部分とか訴えかけられるのではない

かと思っております。 

 また、県民に対しても新幹線に対する認知度

は、フル規格を求める声もあれば、そうではな

い声も先日のアンケートでも一部出ていました

ので、県民に対してもフル規格というものの効

果があるという点を訴えかけていきたい。 

 また、国に対しては、県独自の試算にはなっ

ておりますけれども、フル規格が西九州地域に

与える影響、与える効果が大きいということで、

そういう数字的な根拠をもって国にも地元の考

えを訴えかけていきたいと考えております。 

【小林委員】 要するに、年内ということは年度

だよな。幾らぐらい予算を見ているんですか、

それに。いろいろと依頼をするんだろうし、そ

れが大体どのくらいかかって、そのお金はどこ

から予定しているのか。補正でもやって計上す

るのか、どれくらいの予算がかかるのか、どれ

くらいのレベルの、信用できる結果なのか、ど

うですか。 

【廣畑企画振興部次長】 予算は540万円を見込

んでおりまして、長崎新幹線・鉄道利用促進協

議会からコンサルに発注を済ませております。 

【小林委員】 もうやっているんですね、540万

円。じゃ、県のお金は要らないんですね。 

【廣畑企画振興部次長】 そうです。協議会のお
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金です。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにご質問等ございませ

んか。 

【坂本(浩)委員】 県庁舎の跡地活用についてお

尋ねです。 

 資料に書いてあるんですけれども、タイムス

ケジュールがどういう感じなのか。去年の2月

定例会で出された約5年間の、その段階で想定

される基本構想だとか着手だとかあるんですけ

れども、それが全く見えていないということで

お尋ねです。 

 2つ目は、検討状況が出されているんですけ

ど、これまで県庁舎跡地の活用については、2

つ、いわゆる再整備検討委員会といいますか、

そんなものができて検討してきたから、こうい

うものが出てきたと思うんですけれども、今後

は、担当のまちづくり推進室で一定の検討結果

を出して、それを委員会なり議会に投げかけて、

そのやりとりをしながら進めていくことになる

のか。 

 その辺の2つ、教えてください。 

【鳥谷まちづくり推進室長】 まず、1つ目のタ

イムスケジュールの件ですけれども、スケジュ

ールに関しては、県庁舎が実際移転して、移転

後、解体に1年程度、その後、埋蔵文化財調査

にも1年程度かかるということを見越しまして、

今の総合計画の中で平成32年度中の整備の着

手ということを目標に掲げております。そのス

ケジュール感をもって今後も取り組んでいこう

と考えているところです。その平成32年度の着

手に向けて基本構想でありますとか基本設計、

実施設計を実施していきたいと考えているとこ

ろでございます。 

 また、今後、県議会にどう示していくかとい

うことですけれども、来年度以降、基本構想等

を策定してまいります。その基本構想を策定す

る段階とか、節目、節目できちんと議会に資料

を提出して説明して進めていきたいと考えてい

るところでございます。 

【坂本(浩)委員】 平成32年度の工事着手という

のは、去年の2月段階での想定ということで、

平成28年度、平成29年度、平成30年度、平成31

年度、平成32年度の5年間の想定が出されてい

て、それからすると整備方針の策定、基本構想

の検討というのは平成28年度に終わっている

んですよね。今年度は基本構想の策定と設計発

注、設計、基本設計というところまで書いてあ

るんですけど、この段階は、まだ前の段階じゃ

ないかと思って、どうなっているのかなと思っ

て聞いたんですけど、今の答弁だと去年の段階

と全然変わらないんですけど、それでいいんで

すかね。 

【鳥谷まちづくり推進室長】 平成32年度の着

手に向けてやることは、基本構想、基本設計、

実施設計等があるんですけど、今回の議会で知

事が申しましたように、かなりタイトなスケジ

ュールになってきたということは事実ですけれ

ども、現時点では来年度以降の基本構想に向け

て、平成32年度の着手に向けて努力をして達成

したいと、ぎゅっとスケジュールを詰めてやっ

ていきたいと考えているところでございます。 

【坂本(浩)委員】 それはそれでしていかなけれ

ばいけないんでしょうけれども。 

 それと、この3つの方向性のうちの1つが、今

日、こういった形で示されたわけですけれども、

県庁の跡地というのは、単に長崎県庁の跡地と

いうことではなくて、長崎発祥の地という、こ

こに書いてあるように非常に重層的な歴史があ

って、それをどう発信するかという考え方が示

されているわけです。まさに、そのとおりだと

思います。 

 そうした時に、多目的広場の機能というのが
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今回出されて、これは屋外の広場ですよね、基

本的に屋外の施設だろうと。そのあとの2つは、

交流、おもてなし機能と。これはもともと歴史・

情報発信ということで、これは屋内と屋外とい

うことを兼ね備えたのが去年の資料で出されて

います。もう一つは文化・芸術ホール機能の3

つがあります。これでいくと3つがタイムスケ

ジュール的な感覚が、これだけ見ると、これは

広場の関係ですよね。 

 そうすると、3つがばらばらに示されていく

ようなイメージがある。しかも、この間、ホー

ル機能については議論があったとおりで、今後、

適切な時期に判断ということですから。そうす

ると、先ほどのタイムスケジュール、それから、

本当に重層的な歴史をきちんと発信できるとい

うところが何となく個別にぼろぼろぼろと出て

きているということで、大丈夫なのかなという

感じがしていますけれども、その辺の認識はい

かがですか。 

【鳥谷まちづくり推進室長】 今、重層的な歴史

を発信する情報発信とか、そういったものにつ

いては、交流・おもてなしの空間という中に情

報発信でありますとか、展望エリアでございま

すとか、カフェとかレストランとか、そういっ

たいろんなものを考えております。そこについ

て次回以降の委員会で具体的にどういった機能

を備えるべきかということをお示ししていきた

いと思っております。 

 ホールについては、しかるべき時期に判断す

ると。それまでの間に広場と交流・おもてなし

機能について、具体的に基本構想に出せるよう

な形で検討の熟度を高めていきたいと考えてい

るところでございます。 

【坂本(浩)委員】 室長の答弁では、ホール機能

については恐らく今年いっぱいぐらいにはと、

長崎市の動きを踏まえてということも出ていま

したので、次回に残りのところが出てくるんだ

ろうと思います。 

 ぜひこの3つの機能、方向性は一体的に考え

ていただきたい。例えば、広場をつくるに当た

っては、恐らく、おくんちの踊り場というとこ

ろも、一部、石畳を入れるということですけれ

ども、そうすると、石畳のスペースは恐らく500

平米ぐらいで、全体が5,000平米ぐらいで10分

の1ぐらい。踊り場だけではなくて観客席とい

うのがありますから、どうしてもそういうふう

な制限もあると思いますので、これだけたくさ

ん出されていますけど、もう少しきちんとした

議論が、これだけでも要るんじゃないかと思い

ますので、ぜひ一体的な3つの機能、方向性を

セットにした形での基本構想をぜひお願いした

いということを申し上げます。 

 次に、ＩＲの関係です。 

 今日、資料を出されておりますけれども、確

認です。1ページにありますように、このＩＲ

というのはカジノ収益を活用して整備されると

いうことは以前もありました。要するに、ＩＲ

施設のエンジンの部分がカジノの、それ以外の

ところではなかなか収益性が上がらない、カジ

ノが一番上がるんだというふうな、そういう認

識は変わりませんか。 

【北嶋政策企画課企画監】 今、委員がおっしゃ

ったとおり、今回の国のＩＲ推進会議の中でも、

国際競争力のある観光地、観光拠点をつくるに

当たって収益性が低いと思われるＭＩＣＥ施設

とかレク施設といったものを、魅力のあるもの

をつくるにはカジノの収益を活用する必要があ

るということで、カジノの収益を還元するとい

うか、そういった考え方が基本になっていると

ころでございます。 

【坂本(浩)委員】 カジノを導入することについ

ては、さまざま議論があっていることはご承知
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だと思います。ですから、2ページに書かれて

いますように、単なるカジノ解禁ではないと。

世界最高水準のカジノ規制をつくっているんだ

ということで示されているわけです。 

 ただ、先ほどありましたカジノの収益がＩＲ

施設のエンジン部分ということになると、私は

カジノは行ったことがないのでよくわからない

んですけど、カジノの収益が、例えば、その時々

の景気とか、そういうことに左右されるんじゃ

ないかと私は思うわけですよ。 

 そうした時に、今は景気は回復基調にあると

いうことですが、これが、今、いざなぎ景気を

超えたと言われていますが、これがぐっと景気

低迷で入ってきた時に、収益性は、それはそれ

で上げなければいけませんから、上げるために、

このカジノ規制を緩和するという場面というの

が、景気低迷で、景気がいい時はいいけれども、

どうしてもカジノはそういう性格じゃないかな

と私は思うものですから、低迷する時に収益を

上げるために規制を緩和しなければならない。

そうなった時に、6ページ、7ページに規制の部

分がありますけれども、その辺が、この間、議

論になっているカジノを解禁するに当たっての

いろんな問題点が吹き出てくるんじゃないかと

いう懸念があるんですけれども、そこら辺はど

ういうふうに認識されていますか。 

【北嶋政策企画課企画監】 今のＩＲ推進法には、

数年後に見直すという評価制度がございますの

で、その中でＩＲの運営状況を見て制度的に必

要な見直しが行われることになると思いますが、

おっしゃったような、規制を緩和する方向の見

直しについては、今の議論の中では、そういっ

た方向ではまるっきりあっていない状況でござ

います。 

【坂本(浩)委員】 わかりました。この規制は緩

めるべきではないと考えておりますので、今後、

ＩＲが国レベルでできて、実施法ですか、選挙

の関係で若干ずれるのかもしれませんが、でき

て、それが具体化するわけですから、そこのと

ころはぜひ頭に置いておいていただきたいとい

うことを要望として申し上げます。 

【吉村(洋)委員長】 まだ質問はあろうかと思い

ますので、午前中の会議をこれにて打ち切り、

午後の会議を1時30分より開始したいと思いま

す。 

 午前中の会議を終わります。 

 お疲れさまでした。 
 

― 午前１１時５２分 休憩 ― 

― 午後 １時３０分 再開 ― 

 

【吉村(洋)委員長】 それでは、午前中に引き続

き質問を続けたいと思います。 

 議案外所管事務一般についてのご質問があら

れる方、お願いいたします。 

【友田委員】 まず、先日、前田委員もいらっし

ゃいましたけど、南島原の「とんさか」と、赤

い屋根の山口小学校の、小さな拠点を見てきま

した。地域の中で非常に頑張っておられて、以

前もこのことについて、どう県内で横の展開を

図っていくかということで一定の答弁をいただ

いているんですけれども、さらにいろいろ勉強

する中で、県内のいろんな自治体がそれぞれに

これからのまちづくりを考えて持続可能なまち

づくりということで取組が行われております。

特徴的だなと思うのは、平戸市のまちづくり運

営協議会の取組ですね。前に離島・半島地域振

興特別委員会に所属していた時に度島にも行っ

て取組等について学んできたんですけれども、

こういったことも含めて、度島も小さな拠点が

スタートだと伺いました。 

 こういったことをいかに県内に横展開をして
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いくかということは、これから非常に重要なこ

とで、そういう特徴的な取組をやっている自治

体を、それをしっかり紹介しながら、県下の同

じような課題を抱えている地域に広げるのが、

まさに県の役割だと思うし、企画振興部が担っ

ているところだと思うんですね。 

 こういった点について、これまでどのように

やられてきたのか。一定、スクラムミーティン

グ等で、それぞれの地域の皆さんが首長さんか

らお話を聞いて、その共有を図られてきたと思

うんだけれども、その分野について首長さんた

ちがわかっていても、それが本当に横展開して、

それぞれの地域までおりてきているかというと、

まだまだ課題があるように思うものですから、

県としては、こういった特徴的な取組を、どの

ように横展開を図ってこられたのか、まずこの

点についてお聞かせください。 

【渡辺地域づくり推進課長】 「小さな楽園プロ

ジェクト」、集落対策の横展開についてのお尋

ねでございます。 

 県の「小さな楽園プロジェクト」につきまし

ては、平成27年度から取り組んでおりまして、

現在のモデル地区としては5地区を指定してお

ります。 

 平成27年度から特に特徴的な取組として取

り組んできたのは、「集落再生塾」ということ

で、平成27年度は年度末に平戸市の度島の視察

を、これは市町の担当者、平成27年度のモデル

地区の取組をされている方を現地視察とか、あ

とはコミュニティーのアドバイザーということ

で梅元さんのアドバイス、これは度島の方でア

ドバイスをされた方ですけれども、そういった

方々に講演をいただいたりというような活動を

やりました。 

 平成28年度は県外の、大分でまちづくりの、

特にまちづくり協議会で自主財源の確保にご尽

力されている宇佐市の取組とか、そういったと

ころを同じような形で、モデル地区4地区の方

をお連れして、研修活動とか視察をやったとこ

ろでございます。 

 今年度も、先日、9月に奈留地区のモデル地

区の活動、それに加えて五島市の奥浦でありま

すとか田尾地区でもそういう取組が始まってお

りますので、そういった地域の方との意見交換

でありますとか、これもモデル地区の方や関心

のある市町の職員も連れて行きまして、現地視

察や意見交換をしたところでございます。 

 今後も引き続き、こういった取組をしっかり

やっていきたいと思っております。 

【友田委員】 関心のある市町は確実に広がって

いるという認識でいいんですか、21市町の。も

ちろん、長崎市のようにそれぞれに、長崎市の

中にだって楽園プロジェクトに乗せなきゃいけ

ない地域もあると思うんですけど、課長の認識

では、今、確実に県内に広がっているという認

識でよろしいですか。 

【渡辺地域づくり推進課長】 ご指摘のとおり、

21市町に対して、例えば、モデル地区をやって

いる5市町、それ以外でも平戸でありますとか、

対馬でありますとか、そういった動きが出てき

ているところもございますけれども、まだまだ

不十分だと思っております。実際に取り組んで

おられるところは、ご視察いただいた南島原市

とか、ああいったところは非常に熱心にやって

いただいておりますので、我々も今動き出して

いるところ、それから、今後動こうとしている

ところにつきましても、市町とも意見交換をし

ながら横展開をしっかり図っていきたいと考え

ております。 

【友田委員】 取り組むか、取り組まないかとい
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うところは、それぞれの自治体の判断もあると

思うんですけれども、この問題は次につながる

思いでお話をしているんですが、それぞれの離

島・半島地域の課題は、ものすごく共通してい

ると思うんですよ。地域独特の問題がありなが

らも共通しているところがあって、そういった

特徴的な取組を学びながら、その課題を解決し

ていくことが大事だと思いますから、私も今後

ともこの点については興味深く追っていきたい

と思いますし、ぜひ県下のそういった意欲ある

自治体のみならず、それぞれの地域のまちづく

りに関心がある方々も巻き込んで、県が主体的

に情報を流しながら、そういう機会もつくりな

がらやっていただきたいと思います。 

 次に、我々の委員会では警察本部を所管する

ものですから、高齢者の運転免許証返納の問題

を議論するわけですよ。長崎県警察本部も頑張

っていろいろやられているんですが、一番ネッ

クになるのは、午前中に川崎委員からも質問が

ありましたとおり、免許証を返納したら、途端

に自分が動く時に困ってしまうんですよね。長

崎市だとか、佐世保市だとか、諌早市、大村市

みたいに、一定程度、公共交通機関が機能して

いるところは、そういったところの優遇パスだ

とか、そういうことを呼び水にして免許証を返

納してくださいよということはできても、そも

そも地域の交通体系が脆弱になっていて、免許

証を返納してしまうと生活に困る、病院にも行

けない。こういった方々がいらっしゃるから、

危ないと思いながらも、やむなく運転せざるを

得ない。 

 こういったことを警察に何とかしろと言った

って、警察はできないですよ。そうなってくる

と、まさに新幹線・総合交通対策課の所管にな

るのかなと思っていて、高齢者が免許証を返納

しても地域で生活できるような環境をつくる。

そういったことを、さっき言ったような地域で

取り組まれているところと一緒に知恵を出し合

いながらやらなきゃいけないと思います。 

 前段で地域づくりの話を少ししましたけど、

そういった人たちも含めた総合交通対策という

のができてきているのか、この点をお聞かせく

ださい。 

【早稲田新幹線・総合交通対策課長】 高齢者の

支援対策として運転免許証の返納を円滑に進め

ていくためには、公共交通機関を利用しやすい

環境づくりというものが大切でありますので、

タクシー、バスの利用券、それから、割引制度

などの導入とあわせて公共交通ネットワークの

充実を図るなど多面的な対策が非常に重要であ

ると考えております。 

 先ほどご紹介がありましたとおり、県民生活

部、それから県警察本部で、交通安全対策の観

点で高齢者の安全確保、免許証返納の促進など

に取り組まれておりますけれども、受け皿とな

る公共交通ネットワークを所管している我々の

部局においてもより進めていく必要があると思

います。 

 現在行っておりますのが、今年度に入りまし

て、公共交通を担う市町の担当部局の責任者を

集めて、免許証返納がどういう背景で行われて

いるのかということ、法改正もございます。そ

れから、より利用しやすいネットワークづくり

ということもございますので、講演をしていた

だいて、各市町で先進的な取組を行っていると

ころについては、きちんと全体の認識を共有し

て知識が深められるように取り組んだところで

ございます。 

 午前中の答弁でも少しご紹介させていただき

ましたけれども、公共交通ネットワークの中で
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地域公共交通網の形成計画という取組を市町と

一体となって我々は進めております。例えば、

松浦市におかれましても、昨年度、「公共交通

網の形成計画」というのがつくられて、そこで

高齢者の免許返納の対策の施策を打ち出されて

おります。そこには地元の警察の方、それから、

地元の自治会の関係の方々も入っておられます。

今年度におきましては、それをさらに具体的な

施策に発展させるための再編の実施計画という

ものの策定に向けて現在取り組まれているとこ

ろであります。 

 県も、そこに参画いたしまして、委員ご指摘

のとおり、いろいろな交通事業者の取組、それ

から、公共交通において、交通不便地域でコミ

ュニティーバスがどのように運行されているの

か、離島地域で乗合タクシーがどういうふうに

導入されたのかといったことの事例紹介も担当

部署に行いまして、交通不便地域で地理的特性

が似通っているようなところでは、施策を学ん

で発展しやすいような形で県としては進めてい

るところでございます。 

【友田委員】 前段でまちづくりのことをお聞き

したのは、コミュニティーバスだとか、そうい

った運送業者の方々に担っていただくという側

面ももちろんあるんだけれども、一方では、地

域のコミュニティーの中でＮＰＯとかを組織し

て、そういった方々がお年寄りの配送をサービ

スで担う、そういったことをやられているとこ

ろもあります。 

 だから、総合交通対策というと、今、課長が

おっしゃったような、そういうネットワークで

の範疇になってしまうと思うんですよ。でも、

まちづくり全体で考えて、その地域の皆さんに

担っていただける分は担ってもらおうというこ

とをやっていくと、もう少し手の届かないとこ

ろにアプローチできると思うんですよね。 

 それは、まさに企画振興部の中でやりとりし

て問題点を共有していけば、そういった離島・

半島地域の、本当に高齢化が進んでいて、運転

が危ないといったお年寄りに免許証返納を促す

ような仕組みにつながっていくんじゃないかと

思うものですから、ぜひそういった視点でこの

点を取り組んでいただきたいと思います。 

 本当に高齢化率がどんどん上がっていって、

免許証は返納した方がいいんだろうなと思う人

たちが返納することができない状況にあるもの

ですから、こういった点は、県下のそういった

特徴的な事例を紹介しながら、きめ細かな対応

をお願いしたいと思います。 

 最後にもう一つです。スポーツ振興課長にお

尋ねしたいと思います。 

 Ｖ・ファーレン長崎が非常に頑張っていただ

いています。「ジャパネットたかた」の子会社

になって、我々も議員のＶ・ファーレン長崎の

推進の方で高田社長の講演を聞いたりして、そ

の熱意はよく感じました。あれだけ熱意を持っ

ていただくと、その熱意が多分、選手たちのモ

チベーションにつながっているのかなと思うん

ですが、そのモチベーションと今の成績に県民

の思いは比例してついていっているのかという

ことを実は感じています。 

 高田社長からも、私の住む県北地域は、まだ

まだ弱いというご指摘をいただきました。実際

にヤフオクドームに野球を見に行く人はいても、

諌早のスタジアムまでサッカーを見に来る人と

いうのは、まだまだ限られている状況です。 

 Ｊ1になる可能性がある中で、そういった環

境で本当にいいのかな、このまま頑張ってくれ

て自動昇格した時に、果たして選手たちの頑張

りに応えられるような環境が県に整っているん
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だろうかという思いがあるんですけど、このあ

たりについて担当課としてはどのように考えて

おられるのかお聞かせいただきたいと思います。 

【井上スポーツ振興課長】 Ｖ・ファーレン長崎

は、今、本当に頑張っていただいております。

ただ、なかなか、特に県北方面の集客が思うよ

うにいっていないというようなお話だと思いま

す。先日の試合では、非常に劇的な勝利をおさ

めたわけですけれども、なかなか県北方面から

は見えられていないということです。 

 県の集客対策として、特に県北方面に特化し

たことを今の時点では考えていないところです

けれども、まず、県全体として広報をもっと力

を入れてやるべきだと考えております。 

 従来から県の広報媒体を使った周知、全世帯

広報誌とかラジオ・新聞でやっているわけです

けれども、今後については、スタジアム内での

集客イベントを、例えば、県内の高校生とか大

学生といったところで、商業高校の皆さんとか、

いろな商品を自分たちで部活とかでつくってい

らっしゃるようなところがあるというふうにお

聞きしていますので、そういった方々に県から

お声がけをして学園祭的なものをスタジアムで

やれないのか。 

 そういったことで、Ｖ・ファーレン長崎とし

ては、今、どちらかというと小中学生等、低年

齢層に向けてサッカー教室などをしてファンの

開拓をされているとお聞きしておりますけれど

も、県としては、県の公共的な位置づけも考え

て、学校との仲立ちをしながら、高校生とか大

学生といった別の層の集客につなげるような取

組ができないかということで、今、Ｖ・ファー

レン長崎とも協議をやっているところでござい

ます。 

 あと、これも全般的な話になってしまいます

けれども、県としての広報、集客という意味で

は、各部局、それから県の関係団体等にもお声

かけをして、スタジアムでの電光掲示板等を使

ったＶ・ファーレン長崎のＰＲ、こういったこ

とで県民の皆さんに知っていただくような、県

の施策も含めてですけれども、ＰＲをしていく

ようなことなども考えていきたいなと今考えて

いるところです。 

【友田委員】 選手たちの非常な頑張りで、もち

ろん監督もそうです、Ｖ・ファーレン長崎全体

での頑張りでこの成績があるものですから、当

初、Ｖ・ファーレン長崎を県が支援をしてお金

を出すという時に県議会でもいろんな議論があ

ったと思うんですよ。なぜサッカーだけなんだ

と、県内にはいろんなスポーツがあるじゃない

かという時に、Ｊリーグが掲げる地域と一緒に

なって地域おこしの役割を担うみたいな、そう

いったお話があって、県としてもＶ・ファーレ

ン長崎を支援していくんだということが示され

ました。 

 当時は、まさかＪ1をうかがえるような成績

になるのかどうかと懐疑的なところもあったん

ですけど、実際に今これだけいい成績が出てい

ると。そうすると、県が最初に県議会、県民に

言った、Ｊリーグを通じて地域を元気にしてい

く、県下に広げていくという役割は、県がしっ

かり担ってやっていかなきゃいけないと思いま

す。実際に結果を残してくれているわけだから。 

 そういった意味では、どうすれば弱いと言わ

れる県北地域にそういった周知が図れるのか。

こういった手法についても十分検討していただ

いて、彼らの頑張りに県民がしっかり応えられ

るように、そういった環境については、県とし

ても尽力をいただきたいと思いますので、この

ことを希望しておきたいと思います。 
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 そのことについてもう一度、考え方をお示し

いただきたいと思います。 

【井上スポーツ振興課長】 委員おっしゃるとお

り、県が、県北地区も含めて全般的にバックア

ップ、集客についてもバックアップするような

ことも考える必要があるだろうと思っています。 

 先般、県職員の有志のメンバーで「Ｖ・ファ

ーレン長崎を応援する会」というものを立ち上

げまして意見交換をやったり、その中で出た意

見をＶ・ファーレン長崎といろいろ協議をした

りとかしているんですけれども、そこには県北

地区の職員も多数参加していただいていますの

で、そういった方々とも、佐世保の現状なども

いろいろお聞きしながら、そして、佐世保でＶ・

ファーレン長崎を広めていくにはどういうやり

方がいいのか、そういったことも議論を今やろ

うとしているところですので、もう少しここは

スピードを上げながら力を入れていきたいと思

っております。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにご質問はございませ

んか。 

【山本(啓)委員】 国境離島新法の取組について

お尋ねいたします。 

 説明資料にもありますとおり、雇用機会拡充

事業について、7月末までに国から2回の交付決

定がなされ、全体で356名の雇用が見込まれて

おりますということですけれども、従来、これ

は1次、2次、3次と分けて国へ内容を示し、そ

して、採択されていく、そういう流れであろう

かと思います。現在、今年の流れの中でどこま

でいって、そして、今後、どういった形で今年

度の締めになるのか、ご説明いただきたいと思

います。 

【福田地域づくり推進課企画監】 国境離島地域

の交付金を使った雇用拡充の動きでございます

けれども、現在、2次までの採択が終わってお

ります。2次までにつきましては、部長説明で

申し上げましたとおり、356人の雇用を生み出

しているところでございます。これが第1次、

第2次と続いておりまして、第3次につきまして

は、9月26日に申請を行ったところでございま

す。国におきまして、明日、9月29日に採択の

予定となっておりまして、今年度につきまして

は、計3回の交付決定が予定されていることに

なります。 

 来年度につきましては、恐らくではございま

すけれども、今年度は初年度ということでいろ

んな調整がありまして3回になっておりますけ

れども、来年度につきましては2回ということ

で伺っているところでございます。 

【山本(啓)委員】 本年度の3次が9月29日という

ことでありますが、このことによって、今、本

県が提出している分を入れたとして、本年度予

定されている雇用数に足りるのか。また、全体

の国の事業のうち、総額のどれだけが本県に届

けられる予定になるのか。そのあたりについて

説明を求めたいと思います。 

【福田地域づくり推進課企画監】 3次の申請の

状況でございますけれども、10件で、雇用の見

込み人数が25人となっております。その3次の

申請分を加えますと、事業件数でいいますと

123件、雇用の見込み人数はトータルで381人と

いう予定になっております。 

 今年策定いたしました国境離島の県計画では、

今年、400人という雇用の目標を掲げておりま

す。現在、この有人国境離島法の交付金に基づ

く雇用の見込み人数は381人ということで、400

人にはわずかに足らないような状況でございま

すけれども、地方創生交付金であったり、企業

誘致であったり、そのような外部から人を呼び
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込むような施策とあわせて400人という数字を

達成していきたいと考えております。 

【山本(啓)委員】 結果、400人に足りなかった

ということで説明があったと理解します。そし

て、それらを埋めるためにほかの地方創生等の

事業を使ってでも、本年度は国境離島地域にお

いて400人の雇用を生みたいという決意もあわ

せてお話をされた。決意なのか、見通しのある

話なのか、ちょっとよくわからなかったんです

けれども、これはそういった見通しのある見込

みの数字なんですか。400人を到達するという

のは、見込みのあることを今おっしゃったんで

しょうか。 

【福田地域づくり推進課企画監】 確定した見通

しではありませんけれども、ある一定、その事

業が進んでいくと考えておりますので、少し確

度の高い見通しだということでございます。 

【山本(啓)委員】 初めて聞く言葉でしたが、確

度の高い見通しを信じたいと思います。 

 その上で、381人だったという部分が、従来

の雇用創出の取組の中において400人という目

標とのギャップが生まれた、その理由は何なん

でしょうか。 

【福田地域づくり推進課企画監】 実際に386人

という雇用の見込み人数になっておりますが、

申請の段階では752人という申請が行われてお

ります。そのような中で国の50億円という予算

の中で、まだ国は3次の分について公表してお

りませんので、国のうちのどれくらいが県に来

るか、まだ明らかになっておりませんけれども、

第2回までに50億円のうち24億円ぐらいが来て

おります。3次で数億円追加ができると思って

おりますので、5割から6割の間で国費を獲得で

きる見込みとなっております。 

 ただ、そこまで獲得したとしても、雇用の見

込み人数というのは、一部届かないところがあ

るのは、一定その事業者のそれぞれの雇用の形

態といいますか、思っていたよりも雇用の人数

が少なかったとか、そういうところもあろうか

と思いますので、これらの事業については今後

も来年度に向けて掘り起こしを行っていきたい

と考えております。 

【山本(啓)委員】 381名という数字で正しいん

だと思っています。 

 その上で、少し答弁が根拠を示すことのない

やりとりになっているものですから、今後、そ

の400名に足るための取組についてもしっかり

とした計画性と根拠を示したスケジュールを提

出いただければありがたいなと思います。 

 その上で、これは一部地域に国民の税金を当

ててでも、その地域を振興する法律の枠組みに

なっています。大変ありがたいものではありま

すが、その中身は民の資する部分があっても、

そこに税金を入れてでもやる、雇用を生むとい

う流れになっていますので、県レベル、市レベ

ル、町レベルで雇用を生む仕組みをしっかり確

認したものが採択されなければいけない。その

上で非常に厳しいものがあったんだろうなと。

752人から381人まで落ちているわけですから。

そこの審査、厳しさ等も含めて現実的な取組が

このギャップなのかなと理解します。 

 しかし、来年も再来年もずっとこれは雇用を

新しく生み続けていくことこそが、本県の人口

減少に対する刺激に一番なるわけです。それを

しなければならないというやりとりを一般質問

で知事とさせていただいたと理解しています。 

 来年以降、このスケールを維持するのか、そ

れともこれ以上のものを求めていくのか。予算

の変動もあろうかと思いますが、見通しも含め

て少し根拠のある説明をいただければと思いま
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す。 

【福田地域づくり推進課企画監】 まず、来年度

の新規の雇用の目標でございますけれども、今

年度の400名に対しまして250名という形で基

本計画に掲上させていただいております。それ

は一部、今年度の事業を継続して取り組むもの

も当然ございます。一方で、先ほど申し上げま

したような企業誘致や創業などで新しく起業と

いいますか、事業を興す方々もいらっしゃいま

す。そういう方々を掘り起こす手段といたしま

して、国のホームページであったり、日本離島

振興センターのホームページであったり、もし

くは移住サポートセンターでのホームページな

どで積極的に情報を発信しながら、なおかつ、

地域の商工団体等と協力をしながら掘り起こし

に努めて、これらの250人を達成していきたい

と考えております。 

【山本(啓)委員】 ぜひしっかりした目標を立て

た上で。しかしながら、これは各地域に雇用を

生もうとする力がなければならないんだと思い

ますので、今年1年で出てきた752人というのは、

採択されていないものも、その潜在能力という

か、潜在しているものもあろうかと理解します

ので、それが離れていくことなく、しっかりと

磨きを続けながら、来年度にはまた雇用につな

がるようにお取り組みをいただきたいと思いま

す。 

 次に、ＯＲＣについてお尋ねします。 

 本日の説明の中にもありましたが、昨日、緊

急着陸したということで説明がありました。も

う半日はたつわけですけれども、現在、ＯＲＣ

の方で正式な発表があったのかどうか。 

 今後の対策は、現状についての説明のみでし

たので、今後、更新時期も踏まえて現在の機体

についての県としての認識をまずお伺いしたい

と思います。 

【佐倉新幹線・総合交通対策課企画監】 昨日の

ＯＲＣの緊急着陸でございますが、午前中の報

告では、原因は調査中ということで報告させて

いただいておりましたが、原因としましては、

機内の空調関係、エアサイクルマシンの不具合

によりまして緊急着陸に至ったということでご

ざいます。 

 現在は、そこの原因が判明しまして、午後の

便から復旧、本日は4便欠航、6便遅延というこ

とで計画されておりますが、午後からは2機体

制で運航を行う予定になっていると聞いており

ます。 

 今月に入りまして欠航、遅延がたびたび起き

ているところでございますが、ＯＲＣの機材更

新の時期は、現在のところ、平成31年度、平成

32年度を計画しているところでございます。そ

ういうこともございまして、機材更新時期に近

いということと、現在の欠航、不具合の状況の

因果関係はわかりませんけれども、そういった

機材の状況等を見ながら機材の更新時期を早め

にすることが必要なのかどうかということはＯ

ＲＣとも協議しながら進めてまいりたいと考え

ております。 

【山本(啓)委員】 空調関係のシステムのトラブ

ルということでありますけれども、これは故障

なんですか。乗客の方が見てわかった話だった

んですか。機内で、誰かが「これは」というこ

とで故障となったのか、それともコックピット

内にいるパイロットなり誰かがそういったトラ

ブルを確認して戻るという認識になったんです

か。要するに、何が言いたいかというと、機体

の故障というものが明確にわかって、これは飛

行が困難だということで戻って緊急着陸という

宣言をされたのか、その部分がよくわからない
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ので、もう一度お願いします。 

【佐倉新幹線・総合交通対策課企画監】 その状

況につきましては確認がとれておりませんけれ

ども、客室内にミスト状のものが発生したとい

うことで、機長より、長崎空港に緊急着陸をす

るというような報告を入れたと聞いております。 

【山本(啓)委員】 その上で、平成31年、平成32

年という更新時期が迫っている中ではあります

が、ここ最近、機体のトラブルが非常に多くて

欠航等があっているのは確かであります。その

ことに対して、乗っている人たちはやはり不安

を感じるし、スケジュール的にも信頼の部分が

欠けていくのかなと思っています。それに対す

る回答が、平成31年度、平成32年度までに更新

しますのでということであれば、幾分、説明と

しては足りてないと思うんですが、まず、県と

してはどのような認識を持たれて、また、ＯＲ

Ｃとどのような、今後、それらのアナウンスの

部分を協議なり、お考えを合わせるようなこと

があるのか、お尋ねします。 

【佐倉新幹線・総合交通対策課企画監】 ＯＲＣ

の運航、航空機の運航につきましては、安全第

一、安定運航というものが、お客様のご利用に

当たって信頼を得るものだと考えております。

現在の欠航状況、遅延状況等につきましては、

お客様にご迷惑をおかけしているところでござ

います。 

 更新の機材につきましては、やはり安定した

運航が整いますよう、万全な整備、現状の機体

での安全な、万全な整備というところがまず第

一になってこようとかと思います。その後、現

状の機材の状況等を踏まえて少しでも前倒しす

ることが可能なのか、機材の寿命なのかという

ところを慎重に検討しまして、ＯＲＣとも話を

しながら機材の更新時期、経営上の仕組み等も

ろもろ考えながら、考えていきたいと思ってお

ります。 

【山本(啓)委員】 まさしく計画に沿ったものを

実行できるのであれば大変ありがたいけれども、

しかしながら、機体の更新時期というのは、機

体の状況によって、それは変更されてもしよう

がない話だし、そうしなければ安全を確保でき

ない、信頼を失っていくんだと思います。 

 その上で、今ご説明いただいたのは、できる

限りの前倒しを行ってでも更新をしていきたい

という答弁であったかと思います。 

 最後に、再生スキームから、現在、維持スキ

ームという流れの中で、新たな更新を平成31年、

平成32年に定めた取組の中に今あるんですが、

こういったものを前倒しをすることに必要な環

境というものを整わせることができるというよ

うな見通しも含めて今のご答弁をいただいたの

か、最後にそのあたりを説明いただきたいと思

います。 

【佐倉新幹線・総合交通対策課企画監】 機材の

更新につきましては、一番問題なのは財源とな

ろうかと思います。今、現状において機材更新

の候補といいますのは、購入するか、リースに

するかというところも検討しているところでご

ざいます。 

 そうした中で、財源的なものも踏まえて前倒

しが可能か、機材の購入時期、リース、発注見

通しを見ながら前倒しできるものは前倒しして

いくべきではないかということを今考えており

まして、ＯＲＣにもその点の話を先日もしたと

ころでございます。 

【山本(啓)委員】 もうＯＲＣと協議していると

いうことを今おっしゃったので、どうしても、

もう1回聞きたくなるんですけれども、2機ある

うちの1機が平成31年ですよね、その次が平成
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32年ですから。今、平成29年ですよね。その間

でどれぐらいの前倒しが可能だという見通しが

立っているんですか。そういったことをいつお

決めになるおつもりなんでしょうか。見通しが

立っているのか、また、決断の時期がいつ頃な

のか、そういった部分について可能であればご

答弁いただきたいと思います。 

【佐倉新幹線・総合交通対策課企画監】 現時点

におきましては、今、どこの段階まで前倒しで

きるか、いつの時期までに決断をしなければい

けないかという明確な答えはすることができま

せんけれども、現状において更新時期というも

のを、機材の選定を、進めている状況でござい

ます。 

【山本(啓)委員】 しつこいですが、最後がよく

よく聞こえなかったものですから。いつお決め

になるんですか。見通しはわからない。しかし

ながら、平成31年度はすぐそこです。機体の今

の故障の回数もわかっています。その上でしっ

かりとメンテナンスしながら営業というか、運

航を行っているわけです。ですから、平成31年

と現在の間で、いつまでに前倒しの時期とか、

そういったことを検討するめどというのがある

のかないのか、お尋ねいたします。 

【佐倉新幹線・総合交通対策課企画監】 現時点

でいつまでということは決めておりませんけれ

ども、平成31年度からの運航となりますと、年

度内には一定のめどを立てたいなと考えている

ところでございます。 

【吉村(洋)委員長】 ほかに。 

【前田委員】 午前中、新幹線の質問が出て、ち

ょっと確認ですけども、知事が本会議でも、こ

れから経済効果を示しながら、フル規格の訴え

というか、浸透を図っていきたいということで

したけれども、これを外部に発注すると言った

んですかね、委託で。一遍、答弁してください。 

【廣畑企画振興部次長】 経済波及効果の推計は、

外部コンサルに発注をしています。 

【前田委員】 そしたら、経済波及効果といって

も漠然としていますので、どんな条件、どんな

内容でオーダーしているのか、少しお示しをい

ただけませんか。 

 というのは、もともと経済波及効果について

は、漠としたものであったと思うんですが、以

前、シンクタンクで関西への乗り入れを前提と

しながら経済波及効果が出ていたと思うんです

けれども、それを焼き直しをするということに

なるんですかね。 

 結局、フル規格、フリーゲージトレイン、ミ

ニ新幹線みたいな形で経済波及効果を出してい

くのか。その辺をもう少し、発注を出すのであ

れば詳しく説明をしてください。 

【廣畑企画振興部次長】 経済波及効果の推計で

すけれども、まず、需要予測を調査事業として

行います。需要予測といいますのは、リレー方

式、フル規格、ミニ新幹線、フリーゲージトレ

インの方法で、整備しない場合等に比べて、そ

れぞれ整備した場合の交通移動がどの程度変わ

るか、人々の移動の状況がどう変わるかという

ことを推計いたします。 

 その上で交流人口、新規流入人口がどの程度

増えるかということを出した上で、長崎・西九

州地域に新たに来訪される方々が、その地域内

で消費活動を行います。消費活動を行うことに

よって経済効果が生まれる、そういうものを推

計していくことになります。 

 以前、算出したのも同じ経済波及効果であり

まして、以前はフリーゲージで山陽まで直通運

行した時にどの程度需要が増えるか、それによ

って効果がどの程度上かるか、70億円でしたけ
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れども、そういうことを推計しました。それと

同じ考え方で新たにフル規格の場合等々につい

て推計をしてまいりたいと考えております。 

【前田委員】 フリーゲージの時に70億円とい

う数字は私の記憶にありますけれども、という

ことは、経済波及効果の条件の中で何をもって

数字が動くかというと、まずは時間ですよね。

ミニ新幹線、フリーゲージ、フル規格にした場

合、時間がどれぐらい短縮というか、幅がある。

それともう一つは、乗り換えが何回になるか、

1回なのか、2回なのか。いろんな専門書を読む

と、1回の乗り換えで人間の心理としては30分、

負担を感じるというようなこともあって、そう

いうことを考えた時に、新幹線に乗って長崎に

行く人が、どのくらい上下するかというような

ものというふうに考えていいんですか。そこか

ら出てくる域内の経済効果というのは、それを

ベースにした形で数字をはじくということにな

るわけですかね。 

【廣畑企画振興部次長】 委員のおっしゃるとお

りでございます。 

【前田委員】 ということは、出た数字を待ちた

いと思いますけど、なおさらフリーゲージトレ

インというのは、当然、フリーゲージよりもミ

ニの方が数字が大きくなるし、もっと言えばフ

ルの方が大きくなるというのは想定がつくわけ

ですよね。まあ、数字が出るのを待ちましょう。 

 それで、ただ、私が心配しているのは、昨日

の与党ＰＴで、与党ＰＴでもこれは了承したん

でしょうけれども、年度末までに検討の材料と

するための3つの数字を出してもらうと。年度

末ということは3月末までなので、随分と時間

があって、午前中の質疑でも出ていたように、

それまでにすべきことがあるんじゃないかとい

う思いがあるわけですよね。 

そう考えた時に、前回も質問したんですが、

私自身は、各委員の方、この認識はさまざまだ

と思うんですが、平成28年3月の六者合意が崩

れていると思っているんですよ、六者合意が崩

れている。そういう意味においては、長崎県が

やっぱりそこはきちんとした声を上げて、六者

間の検討会なるものを再度開くべきだと思って

いて、それはフリーゲージ云々だけではなくて、

肥前山口－諌早間の上下の分離のこと、肥前山

口－武雄温泉間の全線複線化の六者合意の各項

目自体も、年度がずれたり、もしくはできなか

ったりというケースもあろうかと思うので、そ

こは六者合意が崩れているということに関して

は、佐賀県も同じ認識に立っていると私は思い

ます。 

そういうことをもってして、やはり六者間で

協議会を設けるということを訴えていくべきだ

と私は思うんですが、そもそも六者合意に対し

て、前回も六者合意が崩れたという認識は示さ

れませんでしたけれども、切り口としては、こ

の辺の六者合意について、これはフリーゲージ

以外の項目も今言ったようにありますので、も

う一遍、六者間で、こういうことも含めて、Ｊ

Ｒ、それから鉄道・運輸機構、国土交通省を含

めて開催すべきだと、その開催要請をすべきだ

と思いますが、その点はいかがですか。そうい

う考えはありませんか。 

【廣畑企画振興部次長】 六者合意の捉え方です

けれども、前回の委員会でも委員から話があり

ました。ただ、県としましては、六者合意は平

成34年度までの開業の道筋をつくったものと

理解しております。それ以降の整備の方式とい

うものがまだ決まっていないところですので、

その整備方式を議論する、それとあわせて、そ

れ以降の姿を協議する必要があれば、新たな形
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で協議を行っていく必要があると思います。現

在の六者合意は、あくまでもそれは今決まって

いる平成34年度までの姿を保証するものとし

て存在、位置づけられ続けるものだと考えてお

ります。 

【前田委員】 では、その区切りとなる平成34

年度自体が仮にフリーゲージとなっても、ずれ

込む話ですよね、今の技術開発のめどからいけ

ばですよ。そういうことを考えれば、上下分離

だったり、全線複線化も時期が全部ずれるとい

うことになりますし、そもそもこの六者合意事

項の中で山陽新幹線の乗り入れなんて合意事項

の中に入ってなくて、そういうことを考えた時

に、今般、意見書も議会の方で用意しています

けれども、その中で山陽新幹線への直通運行を

実現することということも含めて、当時の六者

合意の中で、本当は合意項目に入れておってほ

しいことが抜けているというふうに私は認識し

ていて、改めてそこは確認の意味で問題提起し

ていいんじゃないかと思うんですが、今言った

ように平成34年度までの道筋だから、この部分

は生きているんだというか、特段、これからの

国との交渉の中で、このことは別段に置いてお

くという話になるんですかね。 

 ほかにアクションのしようがないんですよね、

もう待つ以外に。だから言っているのであって、

本当に待っておくだけでいいのかということを

含めてお尋ねしたい。その中での六者合意じゃ

ないかなと私は思っているので、切り口として。

違いますかね。違う考えであったらお示しくだ

さい。 

【廣畑企画振興部次長】 現在の六者合意は、繰

り返しますけど、平成34年度の対面乗換方式の

姿を実現したものです。その後の姿を決めてい

く上では、六者合意と同じような合意協議とい

うものが必要になってくるかもしれません。そ

うなってくると、また関係六者で集まって、そ

の後の姿を決めていく場が必要になってくる可

能性があります。そういう意味では、今の六者

合意をなかったものにして新たにつくるという

ものではないとは思うんですけれども、今後、

その整備の方式を決めていく上で協議していく

事項が出てくると思っております。 

【前田委員】 新たにすぐ六者合意をしろという

話ではなくて、当時決めた六者合意の、ここと

ここをこれから検討とか、当然これから課題に

なりますよねという認識を持つためにもやるべ

きだと私は思っていて、すぐ集まって、すぐ六

者合意を破棄して見直してと。 

 いずれにしても、材料がそろわなければ、ど

ういう方向にするのか決まらないんだから、六

者合意はすぐ結べないと思っているので、そこ

は違う意味で言っているんですけれども、検討

してほしいなということだけ要望しておきます。 

【前田委員】 幸町工場跡地の件をお尋ねしたい

と思います。 

 6月定例会でも質問したと思うんですが、現

在の進捗状況は、どういう状況になっているか

をまずお尋ねしたいと思います。 

【鳥谷まちづくり推進室長】 三菱重工の幸町工

場跡地の件ですけれども、この跡地につきまし

ては、今年1月に「幸町工場跡地まちづくりコ

ンセプト」というものが公表されまして、その

後、三菱の方で事業計画案の募集が行われてお

ります。事業計画書の募集が行われて、提案書

自体が7月末までに提出されております。これ

はまだどういった形で事業計画をするというこ

とが、複数社から、個別の会社が何社来ている

というのは、ちょっと差し障りがあるというこ

とで教えていただいてないんですけれども、複
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数社から、住宅でありますとか商業施設、また、

ほかにスポーツ施設であるとか、いろんなこと

を複合した形で、今、案が三菱の方に出されて

いるという状況です。 

 今、三菱の方が、提案があった企業から実現

可能性等をヒアリングしておりまして、それを

受けまして、今後、10月以降に事業者の募集を

改めてされる。その後、年度内ぐらいに優先交

渉権者を決定しようというスケジュールで進め

られていると聞いております。 

【前田委員】 私は、もともと県と市がもっと関

与すべきだということで意見を言っていたので、

今の状況を聞くと、いかんともしがたいのかな

と思ったりもしているんですけど。 

 提案書が7月末に出て、今、ヒアリングをし

ていて、10月以降に募集をということで今ご報

告がありましたけれども、そもそものコンセプ

トが県や長崎市も含めて人口が減少するのは明

らかなわけで、本当に人口減少社会に対応した

ようなコンセプトになっているのかというと、

少し無理があると私は思っていて、その中でも、

要綱の中に長崎県や長崎市が企業誘致をする分

に関しては、別途検討するよということだった

んですけれども、企業誘致を働きかけた状況と

いうのは、どういうふうにお聞きしているんで

すか。 

【鳥谷まちづくり推進室長】 企業誘致について

のお尋ねですけれども、産業振興財団の方で企

業への誘致活動を実際行っていらっしゃると聞

いております。ただ、現時点では、幸町工場に

立地という形には至ってないと。 

理由をちょっとお尋ねしたんですけれども、

工場の用地としては地価が高いということで、

なかなかあそこへの誘致というのが実現するよ

うな形にまでは至っていないと聞いているとこ

ろでございます。 

【前田委員】 地価が高いという話でしたけど、

もともと今の都市計画の用途地域でいけば準工

業用地になっているんじゃないですかね。準工

業用地でしょう。工場しか建たないという話で

しょう、工場、それに類するもの。だから、工

場と、それに類するものの地価と、今、三菱が

コンセプトとして示していて、そのコンセプト

に合わせて、最終的に長崎市は都市計画の用途

地域を変更すると思うんですけども、その際に

は、当然、用途が広がるわけだから地価が上が

るじゃないですか。 

今おっしゃった地価が高いというのは、現在

の準工業用地としての土地の価格が高いと言っ

ているんですか。そうじゃなくて、三菱がその

後に計画を立てて、先々、将来的に長崎市が用

途地域の変更をしてあげますよというか、しま

しょうねという時の地価に準じて高いというこ

と、どっちですか。後段だと当然高くなるから、

企業側としてはなかなか手がつかないと思うん

ですが、今言っている地価が高いというのは、

現在においても高いと。工場用途地域を変更し

ないという前提で地価が高いということをおっ

しゃっているんですか。 

【鳥谷まちづくり推進室長】 財団が具体的に示

した地価が幾らというところまでちょっと確認

がとれてないんですけれども、近隣の土地の売

買単価とかで私たちが知る限りでもかなりの金

額になるので、詳しくは、工業地帯だからとい

うところで確認はしておりません。すみません。 

【前田委員】 私自身は、住宅とかができる分は、

それはこの長崎の地形を考えた時に否定はしな

いし、そういうのもあっていいのかなと思うん

だけども、あの場所でそれをすることもないな

という思いがあります。 
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 それと商業施設については、やはり近隣の商

業施設、そして、このまちなか、また、地域の

商店街がある中で、人口減少が進む中で、経済

のパイが狭くなる、もしくはそもそもの経済の

パイが少ないですから、それに対して商業施設

をつくることが果たして、特に大手資本が入っ

た形でやることがいいのかなと、いいことだと

も思ってないので、やはり長崎が人口のダム機

能を果たしていない、製造業が弱いという中で

言えば、本来は製造業が来るのがベターだと思

うんですよ。しかし、そこに地価ということが

ネックになっているということをおっしゃった

から、であるならば、もう少しそこを確認しな

がら、地価は、どっちの地価を言っているのか。

仮に地価が高いということであるならば、その

土地を県や市が購入して定期借地するような方

法もあると思うので、企業誘致に関しては、別

途考えると言っているので。 

 ただ、これはトータルで考えれば、三菱が自

分のためにやっているんだから、利益が出ない

ことに対して、どう判断するかということはな

かなか難しいかもしれないけれども、長崎市全

体の発展を考えた時には、企業誘致が別項目に

立っているんだったら、ぜひ、そこまでのまだ

時間の余裕がありますので、確認をしながら、

何か方法がないかということは改めて要望して

おきたいと思います。 

 最後にしますが、確認だけですが、まち・ひ

と・しごとの総合計画は、県も、各自治体も含

めて進んでいるんですけれども、長崎県のま

ち・ひと・しごとの各数値目標のＫＰＩは、中

間年度においても順調に進んでいるという報告

を受けていますけれども、このＫＰＩについて

は、以前も確認したと思うんですが、各自治体

の同種項目の積み上げの数字をＫＰＩとしてい

るんでしたかね。違いますよね。 

【前川政策企画課長】 県内市町の積み上げの数

値にはなっておりません。 

【前田委員】 それで、私たちは、ずっと精査し

てほしいと思うんだけれども、県が各種数字で

占めているＫＰＩも、各市町がつくっているよ

うなＫＰＩも、結構重なるＫＰＩ、項目が多く

て、それが積み上がったもの、県のＫＰＩとい

うのは、本来は各自治体の積み上げた数字、こ

れはＫＰＩに限らず全てだけれども、その集合

体全部が県の数字だと思っているんだけれども、

県単独で数字が上がるわけないですから、それ

には各市町がはまっていて、その積み上げがな

ければ、県の数字の根拠というか、見込みはど

うなんですかといった時に、やっぱり各市町の

進捗を見ていかなきゃいけないと思っていて、

そういう意味においては、確度の低い見通しじ

ゃないかと思うんですが、その点いかがですか。 

【前川政策企画課長】 確かに、委員おっしゃる

ような形で計画が策定できれば、それは理想の

形だと思っております。 

 ただ、策定する段階で、特に人口減少の部分

につきましては、県においては、当初の5年間

で社会減の3割を改善していくという具体的な

数値目標を掲げている部分がございますけれど

も、市町によっては、そこの部分、数値目標を

掲げられてない部分がございます。また、3割

の目標に達していない部分もございます。 

 そういう意味では、市町が目標どおり達成し

たからといって、県の全体の数値に単純計算で

ならない部分が出てきますけれども、そこは私

ども、各市町と情報交換しながら、市町の状況

も見ながら、我々は県の目標値達成ということ

を考えておりますので、足らざる部分は、目標

の達成度合いが低い市町に対して、さらに上乗
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せの数値というものをまた投げかけていきとい

うような状況で目標達成に向けてしっかり進め

ていきたいと思っております。 

【前田委員】 課長の答弁は了解としますよ。で

すから、ＫＰＩの数値に向かって進む中で進捗

管理をする。その数字が、しかし、残念という

か、立て方でしょうから、各自治体の積み上げ

になっていないということは、蓋をあけてみた

ら数値が随分ずれていたというケースも無きに

しもあらずなので、そこは一致しなくてもいい

から、各自治体でチェックをしていくという話

と、その中で、今おっしゃったのは、本当に足

らざるところがあるとするならば、その自治体、

自治体に対して応援をしていく。そう考えた時

に、このまち・ひと・しごとの目標というか、

一つのやらなきゃいけないんじゃないかなと思

うことは、県が施策を示して補助制度を県下一

律にするのではなくて、自治体ごとの実情に合

わせて、自治体ごとの目標に合わせた中で、そ

して、その自治体の中で何に今力を入れていく

かということによって、各市町によって認識が

違うと思うんですね。それに対応できるような

県としてのバックアップ体制をとってほしいか

ら。 

いわんとすることは、各市町との連携をさら

にとる中で、めりはりのきいた支援、長崎市に

対しては2分の1かもしれないけれども、その目

標があるんだったら諌早市は3分の2でいいで

すよとか、そういった少しフレキシブルな、オ

ーダーメイド的なメニューというものも、後半

に入っていく中では、各自治体のＫＰＩ、求め

るべき都市像をつくる中ではあっていいのかな

と思っているので、そういうこともぜひ検討し

てほしいということを要望したいんですが、い

かがですか。 

【前川政策企画課長】 それぞれの個別の具体的

な取組につきましては、私ども政策企画課で直

接所管しているわけではございませんで、それ

ぞれの部局単位で所管しておりますので、今、

私の口から、そういった補助率等をある程度柔

軟にということをはっきり申し上げることはち

ょっと難しゅうございますけれども、委員のご

指摘は十分理解いたしております。 

 特に、私どもで、まち・ひと・しごとを進め

ていく時に財源として一番活用できるのは地方

創生交付金だと思っております。その地方創生

交付金につきましては、市町がそれぞれどうい

ったプロジェクトを組み立てて、どう国に申請

していくかというところで、そのプロジェクト

が採択されるのか、されないのかということに

かかってまいります。 

 ですから、できるだけ私どもと連携しながら

進めていく事業につきましては、県が考えてい

るプロジェクトの連携事業ということで、市町

が独自にプロジェクトを組むことなく、なるべ

く県のメニューの横展開という格好で市町に乗

ってもらうと、市町単独では採択されないもの

が、県と連携することで採択されるということ

もございます。 

また、市町が独自で考えている部分につきま

しては、内閣府の担当者が長崎に視察に来られ

た時には、市町の計画のブラッシュアップの助

言をいただくような場もつくっております。 

今度、10月には内閣府の、まさに地方創生交

付金の直接の長崎県の担当者をこちらにお招き

しまして、市町の担当者も招いて、交付金を活

用していく時のポイント、アドバイスなどもい

ただきながら、市町と連携しながらしっかり取

り組んでいく場を設けております。そういった

内閣府との個別相談ですとか意見交換の場なん
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かもつくっておりますので、そういったことも

活用しながらしっかり取り組んでまいりたいと

思っております。 

【吉村(洋)委員長】 暫時休憩いたします。 

 再開を2時45分といたします。 
 

― 午後 ２時３４分 休憩 ― 

― 午後 ２時４５分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 休憩前に引き続き、委員会

を行いたいと思います。 

 引き続き、議案外所管事務一般について質問

を行います。 

【山田(朋)委員】 地域商社の取組について伺い

ます。 

 部長説明の中で商談会を東京で行っていただ

き、343件の商談が行われ、実際に商談が成立

したのが6件とあります。343件中6件というと、

長崎県が持っているおいしいお魚という非常に

レベルの高いおいしいものをもってしても、こ

の6件という数字は、やっぱり低いんじゃない

かなと私は思っております。あわせて、個別の

商談が進められているということでありますが、

なかなか成立にいかない理由、運賃がかかる分、

値段が高いとか鮮度の問題、何をもってなかな

かうまくいかないのか、その辺もちょっと教え

てください。 

【福田地域づくり推進課企画監】 8月3日、4日

及び8月23日からの「シーフードショー」で商

談を行いました。すぐに取引に結びついたもの

が、ここに書いているとおり6件でございます。

その後、個別に商談が進められまして、さらに

10件の取引が成立しております。現在、そのほ

かにも多くの商談が進められております。 

 すぐに商談に結びつかない背景といたしまし

ては、飲食店ですと、メニューの改定に合わせ

て行っていきたいというところもあったり、あ

とは1度トライアル的に、特に鮮魚の場合でご

ざいますと、実際に自分のところに届いた時の

魚を試してみたいというようなお声も多数あり

ます。ですから、すぐさまにはつながっており

ませんけれども、先ほどの6件に続きまして10

件の取引が拡大しております。さらに拡大でき

るように、輸送の方法であったり、確実性であ

ったり、あとは生産者の方でのきちんとした商

品の取り扱いであったり、その辺を強化してい

って取引の拡大に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

【山田(朋)委員】 10件プラスで決まったという

ことであります。私なんか単純に、お刺身とか

だったら、そのお魚が宮城県のものだったのが

長崎県のものになっても、そう変わらないかな

というイメージでしたが、お魚を使ったいろん

な創作料理というものは、なかなか難しいのか

もしれないんですけど、理由はよくわかりまし

た。 

 あと、トライアルということですけれども、

私がお店をしていたとしたら、1回無料で来て、

鮮度も大丈夫ね、色とかも変色してないねとい

うことを確認できたら注文しようかなという気

持ちになるかなと思うんですけど、そういった

ことに対して考えはないのかどうか。何かしら

の、生産者の負担になってしまう話だと思うん

ですけど、少しユーザーの要望に応えて何かし

ら考える余地があるのかどうか、その辺のこと

を。 

【福田地域づくり推進課企画監】 まず、トライ

アルですけれども、通常の料金の概ね7掛けか、

もしくは8掛けの料金で出しております。すな

わち、そこの差額の分については、輸送費を圧

縮するなどの工夫をいたしまして、生産者にで
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きるだけ負担がないような形でトライアルを実

施しております。 

 さらに、私ども、東京に「マーケット支援員」

というものを置いております。もしくは各地域

商社から営業の方がお店に出張ってまいります。

そのような中で向こうのニーズといいますか、

要望を十分お聞きしながら、例えば、今回入っ

ていた魚ではなくて、もっと赤い魚が欲しいん

だとか、そういうお声を十分聞きながら取引に

つながるように努めているところでございます。 

【山田(朋)委員】 前定例会の時に、さっき言わ

れていましたけど、鮮度保持とか、生産者側の

出荷の段階で問題があったということを言われ

たかと思うんですけど、あれから数カ月たちま

したが、その辺の指導も行い、今、そのあたり

は問題なく、ぼちぼちなっているよという状況

なのかどうなのか教えてください。 

【福田地域づくり推進課企画監】 特に、島にお

ける鮮度保持につきましては、こちらの長崎の

方に「しまの総括支援員」というものを置いて

おります。これは長崎市内に事務所を構えてお

りまして、随時、各離島の生産者を訪問してい

くというような形にしております。毎週のよう

に、どちらかの離島に出ておりまして、そうい

う中で漁協や生産者の方々と協力をしながら、

鮮度保持の技術であったり、大切さであったり、

そのあたりを伝えておりますので、そこは徐々

にではありますが、浸透しているもと考えてお

ります。 

【山田(朋)委員】 わかりました。地道な活動が

あってこそという形になっていくのかなと思っ

ております。ぜひ長崎県が誇るすばらしい鮮魚

が東京等の飲食店に並ぶことを私も心から願う

ところであります。 

 次に、移住、ＵＩターンの促進について伺い

たいと思います。 

 同僚議員の一般質問の中で移住者が相当数増

えているという数字は確認をしたところであり

ますが、再度、その数字を確認させていただき

たいと思います。 

 その要因として有楽町のふるさと回帰支援セ

ンターですかね、人を配置して、最初は一人で

スタートしたと思いますが、今、二人体制にな

ってましたかね。そういったことが功を奏して

いるのか、どういったことが背景にあって増え

てきたと思っているのかをお聞かせください。 

【渡辺地域づくり推進課長】 ＵＩターンの実績

とその背景、要因のお尋ねでございます。 

 平成18年度からＵＩターンの取組を県でも

行っております。概ね年間130人程度で窓口を

開設した当時は移住者が推移しておりましたけ

ど、平成27年度に東京に相談員を一人置いて相

談窓口を設けまして、平成27年度が213名とな

りました。平成28年度はながさき移住サポート

センター、これは県と市町が協働で相談窓口体

制を整備したわけでございます。現に、長崎の

本部に4名、東京に2名という体制で、平成28年

度の実績が454名でございます。平成29年度は、

四半期の6月までの実績で199名と昨年を上回

るペースで増加しているところでございます。 

 背景としましては、東京にしっかり相談体制

を整備したということ、それから、県と市町協

働での移住サポートセンターということで、そ

こを中心にしながら情報発信の強化であります

とか、相談体制の充実、各市町においても専任

相談員の配置でありますとか情報発信を強化し

ておりますので、そういったところが功を奏し

ているのではないかと考えております。 

【山田(朋)委員】 平成28年度は454名、今年度

も四半期で199名ということであります。平成
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18年度から平成27年度の過去の10年間に比べ

ると本当に頑張っていただいている、成果が上

がってきていると思います。 

 そこで、今、移住者に人気のあるところが新

上五島町とか東彼杵町だったかな、私の古い記

憶なので若干変わっているかもしれませんけど、

まず、どういったところが人気があるのかとい

うことと、あと、主な移住先ですが、空き家を

活用したところだったり、あと、公営住宅を利

用しているところがあるかどうか、そこをちょ

っと教えてください。 

【渡辺地域づくり推進課長】 実績がかなり増加

をしてきておりますけれども、市町ごとにばら

つきがございます。特に、平成28年度で申し上

げますと、まず、都市部の長崎市、佐世保市は

当然人数が多いわけですけれども、それ以外で

申し上げますと、五島市が55名とか、あとは平

戸市が59名、新上五島町も26名、東彼杵町が8

名という状況でございます。 

 住宅の状況ですけれども、公営住宅につきま

しては、公営住宅というより、市町でやってい

るのはお試し住宅、これは県の使っていない公

舎を活用したりとか、市町ご自身で準備された

りという形で、一定期間、お試し住宅を使いな

がら実際に住まわれるところを探したりという

ところがございます。 

【山田(朋)委員】 わかりました。私が不勉強で

すみません。お試し住宅で県の空き公舎を活用

して21市町のどこかしらはそういう形でやっ

ているということですね。半年とか期限を決め

てということですね。わかりました。 

 そこで、二番煎じになってしまうことは嫌わ

れることかとは存じますが、高知県が二段階移

住を促進しております。というのは、東京とか

大阪の大都市部の方で、ちょっと五島とかに興

味があるけど、いきなり島の暮らしは不安だか

ら、長崎とか佐世保とか、まち部で暮らして情

報収集をしたり、生活に慣れたり、仕事を探し

たりということで、公営住宅、家具付きの県の

公舎を半年間貸し出してそういったことを進め

ているようであります。先ほどのご答弁の中で、

都市部の長崎市とか佐世保市は順調に増えてい

るということであります。もちろん、長崎市も、

私は佐世保市なので佐世保市も増えていただき

たいんですが、過疎地域というか、離島など人

口が少なくなっているところがあるので、特に

そういったところに行っていただくことが望ま

しいのかなと思っている中では、そういった二

段階移住の考え方はどうなのか、ちょっとお聞

かせください。 

【渡辺地域づくり推進課長】 移住希望者の方が

関心が高いのがお仕事と住宅ということで、非

常に重要な要素だと思っております。例えば、

過疎地域においては空き家バンクという形で市

町が中心になって空き家の登録をしております。

まだまだ少ない状況ですけれども、平成27年度

は13市町で取り組んでいたものが、現在は17市

町で空き家バンクの取組をされておりまして、

成約数も平成27年度が49件だったものが、平成

28年度は104件という形で実績も伸びてきてお

ります。 

 ご提案のありました二段階移住というものも、

移住希望者の方はいろんなニーズがございまし

て、特に、Ｉターンという形であれば土地に馴

染みがない方でございますので、そういった形

で最初から移住ということではなくて、ハード

ルを下げたような形での取組も今後検討してま

いりたいと考えております。 

【山田(朋)委員】 ぜひご検討いただきたいと思

います。 
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 最後に、ＵＩターンに関して1つお聞きした

いんですけれども、多くの人が住まいと仕事を

決めて来るとは思うんですが、直近でいうと平

成28年度の454名の方は全て、これは家族等も

入っての454名でしょうから、主たる世帯主の

方の仕事が決まって来たのか、どういった状況

なのかをお聞かせいただけますか。 

【渡辺地域づくり推進課長】 454名の方、これ

は県と市町の窓口を通じて移住された方という

ことで、全てのそういった状況を把握している

わけではございませんけれども、増加した要因

というのが、やはり平成28年度の移住サポート

センターを立ち上げた時に、無料職業紹介の届

出を行いまして、就職相談員を4名のうち2名置

いているということで、就職のマッチングには

非常に力を入れております。 

 現在、県内の企業でも移住サポートセンター

に190社ほどご登録をいただいて、そういった

企業の求人情報も紹介しておりますので、相当

そういった割合を占めていると考えております。 

【山田(朋)委員】 わかりました。先ほどの答弁

で二段階移住について検討いただけるというこ

とでしたので、無計画のまま、おいでいただい

ても長続きしないと思いますので、ハードルを

低くして、なおかつ自分に合う仕事をゆっくり

見つけてもらう機会にもなるかと思いますので、

ぜひご研究をいただきたいと思います。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 

 2巡目に入りますので、簡潔、明瞭に趣旨を

はっきりして、答弁も簡潔にやってください。 

【田中委員】 新幹線関係について部長と討論を

したい、質疑をしたいと思います。 

 午前中、小林委員から激励があっていました

けれども、私も激励をしたいと思っております。

よろしくお願いします。 

 まず、部長、日本列島を見た時に、鹿児島か

ら札幌まで新幹線が、西九州ルートは本当は整

備五線なんて入れないですよ、普通は。鹿児島

がら札幌までのルートの中に。その西九州ルー

トが、久保知事という人は大変な政治力があっ

た人だなと私は思っております。日本列島の屋

台骨から抜けているのは、新潟ルートの田中角

栄さんだけなんですよ、それと西九州ルートだ

けです。北陸ルートというのは東京と大阪を結

ぶだけなんだから。ただ、北陸へ向かって結ぶ

という。だから、長崎県の財産なんだから、整

備五線に西九州ルートが位置づけられていると

いうのはね。今回はようやくだけれども、いろ

いろな紆余曲折があって、知事がフル規格でや

りたいということで全国的に発信をしているわ

けだから、その思いを部長、企画振興部として

受け止めて積極的に動かないと。どうも午前中

の議論を聞いていても受け身です。なんでなの

かなと。今までが全て受け身だったから今後も

受け身というわけにはいかないよ。今回は方針

を変更してフル規格でお願いしたいということ

でやっているわけだから。自慢じゃないけど、

議会は先行してフル規格でずっとお願いして回

ってますよ。これは当局と議会の違いで、議会

は、やろうと思えばできるから、先行して。私

は、先見の明があったなと思ってますけどね。 

 そこで、一番の議論になるのは佐賀県対策な

んですよ。佐賀県をどうやって、一緒の土俵で

国にお願いに行くかと。やっぱり佐賀県と一緒

に行かなければ、この問題は解決しないんです

よ。どういう努力をしているのかということを

本会議でも聞いたけれども、時間の関係であん

まり聞けなかったけれどもね。佐賀県対策は、

どうしようと思っているのか、どうしてきたの

か、まず聞きたいと思います。 
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【古川企画振興部長】 フル規格を与党ＰＴ検討

委員会で最善の選択肢ということで本県から要

望をしたのは、ＦＧＴの検証結果でありますと

か、運行主体でありますＪＲの収支採算性の問

題でＪＲ自体がＦＧＴということはなかなか難

しいということの判断を受けての話でございま

す。 

 そういう中での最善の選択肢としてフルとい

うことで私どもは要望をしたわけですので、そ

こは当然フルということで進んでいかないとい

けないんですが、大きな問題は佐賀県の負担と

いうことでございます。そこの部分については、

非常に高いハードルだと認識をいたしておりま

す。そういう認識の隔たりの中で、そこが最大

の課題でございますものですから、何とかそこ

を佐賀県に理解をしていただく必要がまずはあ

るものと、その上で一緒になってフルというこ

とで要望をしていく道筋が必要だということで

ございます。 

 そういうこともございまして、フル規格の優

位性をしっかり訴えるために経済波及効果がど

れぐらいあるのか、そこの部分を示すことで、

逆に言えば負担の問題も程度の問題ということ

になろうかと思いますけれども、その辺の佐賀

県の理解も得ることができるのではないか。そ

ういうところを取っかかりにしてというような

ことで私どもとしては考えている次第でござい

ます。 

【田中委員】 そこら辺が物足りないよ。フル規

格の優位性なんかわかってるじゃないの。フル

規格がいいということはわかってるし、フル規

格で最初からやる予定だったんですよ。佐賀県

がだめだから、いろいろな今までの過程がある

わけです、25年間も。 

平成4年11月、長崎県議会で基本ルートが決

まった時に、佐賀県がうまくオーケーしていた

ら、もうその時点で全線フル規格で行けたんで

すよ。佐賀県が「ノー」と言うから。あれから

25年間、佐賀県を説得しなければ新幹線問題は

解決しないというのは、理の理じゃないの。 

私の経験から言うと、鉄道局長よりも与党Ｐ

Ｔの方が力がある、私の経験から言うと。与党

ＰＴにあなたたちは、8人おられるかな、福岡

県が2人、佐賀県が2人、長崎県から2人、そし

て公明党さんから2人の8人。何回かいろいろな

お願いに行った経緯がありますか。私は、全員

に最低でも5回は会ってるよ、8人の委員の皆さ

んに。ほとんどの人が、「フルでいきたい」と

言うと、「そうですもんね、フルがいいですも

んね」と言う人ばっかりで、フルは反対という

人はおられませんよ。松山代議士から、今度は

また山本幸三代議士に代わったけれどもね。前

は山本幸三代議士だったけど、大臣になられた

ので松山代議士になられた。そしてまた、大臣

になって交代された。他のメンバーは、入れ代

わりはありましたけどね、今村先生なんかの関

係でね。しかし、佐賀の二人だって、何も反対

じゃないわけだから。その感触が、本当、わか

ってるのかな。ただ、知事をどうやって説得す

るかということに関しては、いろいろ佐賀の国

会議員さんと意見が分かれたけれどもね。 

 だから、そういう経験があるのかな、あなた

たちに、生のＰＴの議員の皆さん方に、長崎県

の金子代議士、谷川代議士には、もちろん、あ

なたたちも話に行っているだろうけれども、

内々でも、「フルがいいからよろしくお願いし

ます」なんていう話をしたことがあるのか。一

貫してフリーゲージ、フリーゲージと。一番や

さしいからフリーゲージと言っていれば、それ

で済むからね。しかし、こういう事態というの
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は大体想定できたわけだから。 

 私は、鉄道局長の前で、「神風が吹いた」と

言ったら、びっくりしてましたけどね。「ああ、

フリーゲージがだめになってよかったですね」

と言ったら、びっくりしてましたけどね。長崎

県にとっては、フリーゲージがだめになったと

いうことは、神風ですよ、チャンスですよ。そ

こまで話をしてきたけれどもね。あの手、この

手で頑張っているのよ。ＪＲ九州だって黙って

はいない。鉄道局長には、いろいろなルートを

もって動いているんだから。これはいろいろ問

題があるから言わないけれどもね、どういうル

ートで動いているかは。ＪＲ九州だって、ちゃ

んと鉄道局長とは裏でつながっているぐらいの

ルートを持っていた。今度代わりましたけどね。 

 だから、そういうことで動いているのかなと、

当局が。フリーゲージありきで、今までやって

いないから。だから、知事が「フル規格」と言

ったら、あなたたちがさっと動くかといったら、

まだＰＴのいろいろと。それじゃ、ＰＴの委員

の皆さんに接触をしなきゃ、やっぱり。「知事

がフル規格でいきたいと言っているから、よろ

しくお願いします」と。行ったとすれば何らか

の反応がありますよ。そのくらいのことをやら

ないと、やっぱり動きませんよ。 

 ＰＴの8人のメンバーと会われたことがある

んですか。 

【古川企画振興部長】 私どもがフル規格という

ふうに申し上げたのは7月28日の与党ＰＴの検

討委員会でございまして、それ以降に本県選出

の国会議員の方々は別として、他県の選出の国

会議員の方に、そういう働きかけを私からした

かといったら、そこの部分はやっておりません。 

【田中委員】 ＰＴの委員の先生方のところに行

って直に長崎県の実情を話してね。それはフル

規格の効果とかなんとか話さんでもわかってお

られますよ。何しろ、長崎県はフル規格でとい

う方針に変更しましたから、ぜひその筋でよろ

しくというような動きをしなければ。私は、ど

うも残念だけれどもね。2カ月あればできるよ、

それは、何回でも。月に1回ぐらい行くのは不

可能じゃないんだから。1日かけて一回りすれ

ばいいんだから。公明党の江田代議士にも秋野

代議士にも大変世話になった。この二人にも本

当に頑張っていただいていますよ。あえて言わ

せてもらうけど、私もいろいろ仲介の労をとっ

てもらったりなんかして苦労して、言葉は悪い

けど、仲よくさせてもらってますのでね。 

 だから、あの手この手、いろいろなルートを

使って、やっぱり最後のチャンスだと思って頑

張らんと。久保知事がせっかく政治力で整備五

線に西九州ルートを入れてもらった功績が、ミ

ニ新幹線とかリレー方式じゃ、私は納得できま

せんよ。整備五線の位置づけがあるわけだから、

堂々と整備五線のフル規格でお願いすべきです

よ。 

 ここで部長の心意気を聞いておきたいと思い

ます。 

【古川企画振興部長】 繰り返しのご答弁になり

ますけれども、私ども、どうしても大きな財源、

800億円というふうに佐賀県はおっしゃってい

ますが、それは大きな負担でございまして、そ

こをやっぱり何らかの形で攻める材料といいま

すか、その辺のところをやっぱり見出さないと、

訴えるにしても、そこの部分というのはなかな

かお聞き届けいただけないといいますか、佐賀

県も含めて理解をしていただくということは難

しいのではないかというふうなこともございま

して、まずはそこの部分を材料として見出すた

めに経済波及効果をよりどころにして進めてい
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きたいと思っております。 

 ただ、実際、フルということを私どもは掲げ

たわけですから、そこの部分については、いろ

んな手というのも、どういう方法があるのか、

委員にもご相談をさせていただきながら、その

辺は今後やっていきたいと思っております。 

【田中委員】 具体的な話を聞くけど、800億円

ということがひとり歩きしてるけど、800億円

かかると本当に思ってるの、800億円かかると。

あらあらでわかるじゃない、今までやっている

過去の数字があるわけだから。もっと言うと、

アプローチ線なんか要らなくなるよ、フルでい

けば。アプローチ線は何百億円かかるか知らん

けれども、例えば、300億円かかるとすれば、

それだけでも工事費は減るんじゃないの。もろ

もろ考えればね、そんなにね、私は600億円ぐ

らいと思ってるけどね、もっと減る可能性があ

る。ずっと実績があるじゃないの、今までやっ

てきた実負担の実績が。だから、800億円、800

億円って、信用すること自体がナンセンスだと

私は思う。もっと分析してみれば、すぐわかる

んじゃないか、いろいろとね。 

 部長をそれ以上責めてもなんだから終わりま

すが、具体的なことをちょっと聞きますけれど

もね、前倒しという議論は、まだ生きてるんで

すか、長崎ルートの開業時期の前倒しというの

は。 

【廣畑企画振興部次長】 平成27年に政府・与

党で申し合わせた平成34年度からの可能な限

りの前倒しというものは、特にその効力が失わ

れることはなくて、今も引き続き存在しており

ます。 

【田中委員】 前倒しが生きているならば、もっ

と急がなきゃいかんね。どのぐらいの前倒しに

なるのか、ちょっと私ども見当はつかんけれど

も。オープンの、開業時期の前倒しですよ。だ

から平成34年度じゃなくて、平成33年度にでも

できるというのが前倒しだという理解で当時や

ったんだよ。北陸ルートの前倒しは間違いなく、

敦賀まで1年ぐらい前倒しできる可能性もある

と聞いているよ、平成34年の同じ開業時期だ。

前倒しが生きてるんだよ、北陸ルートは。 

 だから、新幹線全ての情報をもっと集めない

と、西九州ルートだけじゃなくてね。もっと言

うと、18都道府県で陳情をやってますでしょう。

今年はどこが担当するのかな。年に2回やって

れば、また長崎が担当する時期が来るんじゃな

いの。佐賀県は誰も来ない時期もあったし、部

長が来る時期もあったし、議会は誰も来ない時

期が続いているけれどもね、西九州ルートの。

だから、北陸ルートと北海道と3つの大きな流

れでやってますけどね、年に2回。そういう時

だって、佐賀県にもうちょっとお願いしますと、

一緒にお願いしますというアプローチもしなけ

れば。そういうことも全然行われてない。前倒

しがそういうことなら私も期待しましょう。 

 そこで、佐賀新聞の資料を私は今日もらいま

した。佐賀新聞だから佐賀県には影響力がある

と思って引用するけれどもね。「全線フル規格

化やミニ新幹線を含めた議論を始めた」と。そ

れから、「西九州ルートへのフリーゲージの導

入は事実上検討から外れる」とまで書いてある。

最後に「松山政司委員長が入閣したため、今回

から山本幸三前地方創生担当相が委員長に就任

した。会合後、取材に応じた山本委員長は、『フ

ル規格の検討ではルートは決め打ちしていな

い』」と、アセスでいこうとは決めてないよと。

佐賀空港を通したらどうかという話もある。私

も相当言ってきたけどね、山本大臣に、当時ね。

これは佐賀県を刺激しなきゃいかんと、佐賀県
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がもう全然動かないから。佐賀空港ルートもい

いですよと。古賀誠代議士は、いつも船小屋ル

ートだったし、鳩山先生は久留米ルート、会え

ばいつも「田中さん、頼むよ」と私なんかにも

言われよったけれどもね。ただ、フル規格化は、

衆議院議員は、それは「反対だ」とはっきり言

われたけどね。「佐賀駅を通らない西九州ルー

トの新幹線は佐賀県として反対だ」と、前知事

はそうおっしゃってましたけどね。ほかの人は、

そう抵抗なかったよ。しかし、山本幸三委員長

は、ここまでおっしゃっているわけだ。佐賀空

港を通したらどうかという話もあると。こうい

う問題を検討したいという話まで載っているん

だけれども、長崎県はこの案についてどう反応

しますか、それなら。 

 だから、あらゆることを想定して動く体制と

いうか、内部の議論を始めなきゃ。なぜ佐賀空

港ルートがいいか、わかるでしょう。事業費が

短縮できるから、3分の2佐賀県、3分の1福岡県

でできるから、大川市を通って。鳩山二郎さん

も、「私もがんばります」とまで言ってくれた、

新しく今度、衆議院議員になったね。私、「そ

れは親父さんの遺言よ」とまで言ったから。 

 ＰＴの委員長はいつも福岡県なのよ、山本さ

ん、松山さん。なんで福岡県が入っているのか。

やっぱり福岡－長崎の新幹線だから。福岡、佐

賀、長崎と入っている、公明党さんも。だから

福岡県にも働きかけなきゃ。 

 そういうあらゆるいろいろなことを考えて動

く体制ができているのかなと。ただ、知事だけ

が「フル規格でいきたいと思います」というこ

とだけなような感じが、私は、この前の一般質

問の時もしたし、今もってしている。企画振興

部長は不思議そうな顔をしているけど。あなた

たちが頑張らなきゃ、誰が頑張るのよ。知事も

限界があるよ。 

 だから、これは久保知事が、せっかく財産を

残してくれてるんですよ、大変な財産ですよ、

西九州ルートは。「むつ」の念書なんて、その

後なんだ。それは他の五線に遅れないようにす

るということが書かれているだけです。整備五

線に入れ込んだのは久保知事の成果です。歴史

を調べればわかるでしょう。歴史だ、新幹線の

歴史。ぜひ、もう少し真剣というか、目をギラ

ギラした感じでやっぱり取り組んでもらわんと。

知事が言っているから知事に任せようなんてい

うことでは進みませんよ。特に、ＰＴの皆さん

には積極的にアタックしてほしいと思います。

見解だけ聞いておきたい。 

【古川企画振興部長】 フル規格で新幹線を整備

したいという思いは、田中委員と私も思いは同

じでございます。どういう形の部分で進めれば

いいのかということをしっかり、あらゆる手を

考えろというご意見がございました。その趣旨

にのっとってしっかりと対応していきたいと思

っております。 

【小林委員】 先ほど山田朋子委員から長崎県に

おける移住者について質問があり、非常にいい

結果が明らかになったということで、新聞など

でも大きく報道いただいております。 

 人口減少問題は、なかなか言うは安く、その

対策は並大抵のことではないと。どんなに最善

を尽くしても歯止めがかからない。しかも、東

京の一極集中は全然おさまる傾向にないと。国

がこれだけの対策をやりながらも、全く国の方

向とも違うと。 

 こういう状況の中で、長崎県が人口減少、と

にかく減少率は九州でワーストワンだと。それ

から、社会減の減少率も全国で第5番目ぐらい

だと、こんなようなことがいつも報道されてい
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る。 

 そういう点から考えますと、今、それにかわ

るべき非常に喜ばしい現象が、移住対策は本当

に皆様方のご尽力、ご努力のおかげで昨年1年

間だけで454名が長崎県に移住してきていただ

いているということ。長崎県の総合計画では

250名が数値目標として上がっている。だから、

250名が454名になっているということ、これだ

けの結果を残していただいているということ。

この要因は一体何なのかということを山田(朋)

委員がご質問されたわけです。 

 そこの中で、移住センターができるとか、あ

るいは東京のふるさと回帰支援センターに設け

られているという状況。特に、長崎県の全市町

が協力して移住センターが設けられた。平成28

年度ぐらいから、これもよい結果につながって

いるし、東京も一人から二人のふるさと回帰の、

そういう状態でやってもらって、これもよい結

果につながっていると。 

 こういうことで、このことについては担当の

皆様方、そして、企画振興部の皆様方にそうい

うお力添えをいただいたことに重ねてお礼を申

し上げたいと思っております。 

 そこで、これから大事なことは、私は昨日も

申し上げたんだけど、市町の取組が一体どうな

っているかということでございます。空港の関

連にしましても、国際線にどうしてもアジア・

国際戦略を掲げながらでも、飛行機に、反対に

インは求めてもアウトの方が全くできてない状

況の中で、この懸命な取組においても21市町に

温度差があると。いわゆる県の方向づけがどこ

まで市町に届いているかということです。 

 私は資料をいただきまして、この454名の内

訳を見ますと、やっぱり21市町にばらつきがか

なりあるわけです。一生懸命取り組んでいただ

いている市町、失礼だが、その数字が全然上が

ってこない町、市、こういうところについて緊

張感がないとか、あるいは取り組む姿勢がどう

なのかというようなところで、その辺は県でも

もうちょっと舵取りをしっかりしていただかな

ければ、県がなめられているということは言わ

ないが、これだけ人口減少が大きな課題になっ

ている状況で、全市町が一丸となってやってい

ただかなければいかんという時に、ばらつきが

あるということは、とても残念な気持ちがあり

ます。 

 ここのところについては、一回、ゼロのとこ

ろとか、対策を、窓口をやっていないようなと

ころとか、こんなところは実際は前任の企画振

興部長とか、そういう方々が市町を回られたと

いうようなことは報告を受けておりましたが、

現在でも、なお、結果は上回っているけれども、

市町の取組に残念ながらまだばらつきがあると

いうこと。この辺の対策について何かお考え方

があるかどうかお尋ねします。 

【渡辺地域づくり推進課長】 ＵＩターンの各市

町の取組についてのお尋ねでございます。 

 この移住の取組みにつきましては、私も平成

24年度から実際に担当しておりますけれども、

例えば、平成26年度ぐらいまでは相談窓口すら

置いてないようなところもございまして、平成

27年度にようやく21市町に相談窓口を置いて

いただいたということです。平成28年度に移住

のサポートセンターを立ち上げる際にも全市町

とはいろいろ協議をしながら、最終的にはご協

力をいただきました。確かに、結果はまだ温度

差があるんですが、取組自体は、かつてに比べ

ると非常に進んできているところもございます。 

 例えば、長崎市とか佐世保市も本腰を入れて、

ご自身でホームページも立ち上げられたりとか、
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専任の相談員を置かれたりということもされて

おります。離島市町の中でも温度差が若干ござ

いましたけれども、五島市が非常に頑張ってい

らっしゃって、それに追随するような形で壱岐

市や対馬市も取組を強化しているということで

ございます。 

 急激に実績が伸びてきている背景としまして

は、県、市町協働の組織をつくったということ

で、そこを中心にしまして各市町もそれぞれ助

成制度でありますとか情報発信も強化しており

ます。例えば、東京、大阪、名古屋等で移住相

談会をやっておりますけれども、そういったと

ころにも以前に比べると非常に積極的に市町も

参加していただいている状況がございます。 

 ただ、実績はまだ出てきていないところもご

ざいますので、そこは我々も個別に意見交換な

りご提案をしながら、全体としてさらなる増加

を目指してまいりたいと考えております。 

【小林委員】 そういうことで、移住については、

いい結果を出していただいております。地方創

生の終了年度が平成31年度、また、長崎県の総

合計画の終了年度が平成32年度、こういうとこ

ろで2,600名という数字が目標になっているわ

けでありますので、この調子だったら必ずそれ

をクリアしていただけるのではないかと、こう

いう期待をいたしております。長崎県に約3,000

名ぐらいの方が新たに第一陣として移住して来

ていただくということ。こういうようなことを

もって今後、長崎県の元気、活力につなげてい

ただくことをお願いしたいと思います。 

 あわせて、地域おこし協力隊、これはちょっ

と残念だけれども、いまひとつ移住の具体的な

成果に比べれば若干少ないのではないか。こう

いうようなことで現在頑張っていただいている

方が70名と。そして、3年間を経過していらっ

しゃる方々が37名だったが、そこから幾らか抜

けられてということの中で、具体的に定住が27

名ぐらいしか結果が出ていないということにな

っております。 

 これも資料を見せていただきますと、全くも

ってゼロ、ゼロ、我、関せずというところが、

正直に言って我が大村市も、人口があんまり減

少していないところが何か対策が非常に弱いよ

うなことであって、あとのところはそれなりに

やっていただいているんだけれども、70名ぐら

いが現在と。 

 ここを、こういう制度があって、これは特別

交付税ということで本当にお金が入っているの

か、入ってないのか。入っていると思うけれど

も、見えないところに何か頑張りがいがないと

いうか、ここは企画振興部長、国に特別交付税

をもっと見えるように、お金に色はついていな

いけれども、つけるように何か企画振興部長、

アイディアを出したらどうかな。 

 財政の中に、これは要するに移住分ですよ、

これは地域おこしの協力隊の分ですよと。こう

いうような形の中で、この特交というのは、な

かなか見えないと言うんだよな。ここのところ

は総務省あたりがどういうふうに考えておられ

るのか。これはぜひ国に、我々もある意味では

意見書を出すとか、あるいは我々からも総務省

に働きかけるとか、何かそういうようなことを

しないと、地域がいつも言われるのは、国から

の交付税、特に特別交付税というのは、どうも

見えないと。これがこうなんだということがわ

からないというんだな。だから、そういうとこ

ろで少し動きが鈍いというようなことにもひょ

っとしたらつながっているかもしれない。こう

いうところについてもひとつ対策をお願いして

おきたいと思います。 
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 時間がありませんから先を急ぎますけれども、

24時間空港については、この間からも一般質問

で取り上げましたが、どうしても外国便の早朝

帯、深夜帯の24時間化は、なかなか現実的に厳

しいということですけれども、一方、国内線は

可能性としては外国便よりも高いのではないか

というような形の中で、これをどうにかできな

いかということで、今、15時間だけれども、一

気に24時間じゃなくても、18時間とか、要する

に東京の最終便とか、あるいは長崎から発つ便

を早めるとか、そういうことで仮に東京という

ようなことにしていくと、東京での滞在時間を

十分使うことができる、あるいは泊まる予定を

泊まらなくて帰ることができる。 

 こんなようなことで、この空港の利便性を高

めるということが、まさに人を呼んで栄える長

崎県の姿に一番今必要ではないか、こう思いま

すけれども、2018年度までには24時間化はでき

ないんだと。こんなようなことを議会で古川企

画振興部長が答弁したかのようになっているけ

れども、それは外国便のことだろうと思うし、

国内便については、平成31年度、平成32年度ぐ

らいまでに、こういうような形の中で働きかけ

るというようなことをしていただくべきではな

いかと思うし、ぜひやってもらいたいと思いま

すが、その辺についてのご見解を伺いたい。 

【佐倉新幹線・総合交通対策課企画監】 空港

24時間化のお尋ねでございます。 

 委員おっしゃるとおり、国内線、海外路線に

つきましては、昨年、各航空会社を回りまして、

昼間の時間帯も就航がなかなか難しいというよ

うな状況がございます。 

 委員おっしゃるとおり、国内線につきまして

は、現在、羽田便の最終が7時台がございます。

それが長崎空港には9時15分頃届いております。

そういった航空会社、国内線の延長化、1時間

延ばしますと、首都圏、東京での滞在があと1

時間長くなる、もしくは1時間半長くなる、そ

ういう形で滞在の利便性が高まるということは

県としても考えております。 

 そういうことから、現在、最終便の延長とい

うことを航空会社に対して働きかけを行って、

そういうところから攻めてまいりたいと考えて

おります。 

【小林委員】 そういうことから考えて、だから

働きかけというのは、具体的にどういうふうな

働きかけをやるのか。例えば、国土交通省に対

して、いろいろと話がまとまって、国土交通省

に1年ないし1年半ぐらい、いわゆる許可までの

時間がかかるとなっておったんだけれども、外

国便であるのと、国内便であるのと、国内便だ

ったらもうちょっとスムーズにいくのかどうか。

この辺のところで取組を始めて、いつ頃結果を

出したいとか。そんなことは今から全く初めて

やるのか、いくらか見通しがあるのかないのか、

その辺はどうですか。 

【佐倉新幹線・総合交通対策課企画監】 国土交

通省に対する要望でございますが、海外路線に

おきましても、国内線につきましても、運航計

画というようなことが必要になりますので、そ

の点は国内線、海外路線であっても同じでござ

います。 

 ただ、国内線の延長の見通しというのはいつ

かということは、今から航空会社との協議等が

進みますので、いつまでにということは現時点

では申し上げられませんけれども、空港の24時

間化に向けまして、目標である平成32年度まで

には要望できるように交渉を進めてまいりたい

と思っております。 

【小林委員】 とにかくここは期待をして待ちた
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いと思います。海外の24時間空港はアウトの方

が大変で、昨日もやりましたけれども、利用客

が少ないんですよ。だから、言うは易く、大変

だと思うけれども、国内便、国内線は可能性と

しては必ずあると思うんですよ。それを望んで

いる人は多いわけだから、もう少し発想を変え

て、海外でできなくても国内で24時間化を、あ

るいは15時間のものを18時間化にしたとか、そ

ういう結果を出して企画振興部長も少し笑顔で

いろんなことが対応できるようにバックアップ

をしてもらいたい。 

 企画振興部長、ぜひそんなような形でやって

いただきたいと思いますが、どうですか。企画

振興部長としての見解が何かありますか。 

【古川企画振興部長】 本会議では、そういうよ

うな形で整った場合でも手続関係で1年半程度

かかるということで、なかなか難しいというお

話をさせていただきましたが、今、企画監が言

いましたように、何とか平成32年度までに、そ

の辺のめどがつくように努力をしていきたいと

思っております。 

 国内線のお話を小林委員がされましたが、そ

の辺の動きは既に始めておるところでございま

して、何とか最終便の時間を遅らせるような形

で24時間化に向けて1時間でも運用時間を延長

できるように、その辺の努力をしっかりやって

いきたいと思っております。 

【吉村(洋)委員長】 ほかに質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ほかにご質問もないようで

すので、これにて議案外所管事務一般について

の質問を終了いたします。 

 次に、意見書の審査を行いたいと思います。 

 今回、自由民主党・県民会議から、「九州新

幹線西九州ルートの整備促進に関する意見書」

及び「参議院議員選挙制度改革に関する意見書」

提出の提案があっております。 

 まず、「九州新幹線西九州ルートの整備促進

に関する意見書（案）」について審査を行いた

いと思います。 

 ここで、改めまして田中委員より意見書提出

についての提案、趣旨説明等をお願いいたしま

す。 

【田中委員】 「九州新幹線西九州ルートの整備

促進に関する意見書（案）」を提出させていた

だきます。 

 議会としては、今までも何度となくこの意見

書案はやっていますけれども、今度は本当にフ

ル規格により西九州ルートを整備することとい

うことで議会の意見書（案）を提出させていた

だきたいと思います。 

 当局との絡みで、「フル規格」という名称は

使わないでくれというような過去のいきさつも

あって、オブラートに包んだような意見書にな

っているケースも過去ありましたけれどもね、

フリーゲージの時代に。今回は改めてフル規格

による西九州ルートを整備してほしいという意

見書を提出させていただいておりますので、よ

ろしくご審議のほどお願いをいたします。 

【吉村(洋)委員長】 ただいま説明がありました

「九州新幹線西九州ルートの整備促進に関する

意見書（案）」について、ご質問、ご意見等は

ございませんでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ご意見、ご質問等がないよ

うでございます。 

しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ３時４３分 休憩 ― 

― 午後 ３時４４分 再開 ― 
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【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 

 意見書の提出について、採決を行います。 

 提案がありました意見書については、提出す

ることにご異議ございませんでしょうか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、「九州新幹線西九州ルートの整備促

進に関する意見書」については、提出すること

に決定されました。 

 なお、文案の作成等については、正副委員長

一任でよろしゅうございますか。 

〔「異議なし」「フル規格と必ず入れてくださ

い」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ありがとうございます。了

解しました。それでは、正副委員長にご一任願

います。 

 続きまして、「参議院議員選挙制度改革に関

する意見書」提出の案件について、審査を行い

ます。 

 ここで、改めまして徳永委員より、意見書提

出についての趣旨説明等をお願いいたします。 

【徳永委員】 それでは、「参議院議員選挙制度

改革に関する意見書（案）」について、説明を

いたします。 

 前回の参議院通常選挙において、憲政史上初

の、鳥取県・島根県選挙区、そしてまた、徳島

県及び高知県選挙区という合区による選挙が実

施されました。 

本来、都道府県から代表者を選出することが

参議院の意義ではなかろうかと思われます。 

そういう中で、今後、1票の格差により合区

の対象となる県が広がるという懸念があります。 

本来、代表というものは、特に地方からの声

というものが大きな政治的な役割を持っている

わけでありますし、そういった地方の声が届か

ないという声が全国的にも、特に地方からそう

いう声が出ております。あくまでも代表という

ものを各都道府県から出すことが本来の都道府

県を前提とした国のあり方ということではなか

ろうかと思いますので、どうぞ、皆様方のご理

解をよろしくお願いいたします。 

【吉村(洋)委員長】 ただいま説明がありました

「参議院議員選挙制度改革に関する意見書

（案）」について、ご質問、ご意見等はござい

ませんでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ご質問、ご意見がないよう

ですので、しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ３時４６分 休憩 ― 

― 午後 ３時４６分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 

 意見書の提出について、採決を行います。 

 提案がありました意見書については、提出す

ることにご異議ございませんでしょうか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、「参議院議員選挙制度改革に関する

意見書」については、提出することに決定され

ました。 

 なお、文案の作成等については、正副委員長

一任でよろしゅうございますか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ありがとうございます。そ

れでは、正副委員長にご一任願います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ３時４７分 休憩 ― 

― 午後 ３時４７分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
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 これをもちまして、企画振興部関係の審査を

終了いたします。 

 引き続き、総務部関係の審査を行いますので、

しばらく休憩の後、午後4時より再開いたしま

す。 
 

― 午後 ３時４８分 休憩 ― 

― 午後 ４時 ０分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 それでは、休憩中の会議を

再開いたします。 

 これより、総務部関係の審査を行います。 

【吉村(洋)分科会長】 まず、分科会による審査

を行います。 

 予算議案を議題といたします。 

総務部長より、予算議案説明をお願いいたし

ます。 

【吉浜総務部長】 総務部関係の議案につきまし

てご説明をさせていただきます。 

 「予算決算委員会総務分科会関係議案説明資

料」の総務部をお開きください。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第71号議案「平成29年度長崎県一般会計補正予

算（第2号）」のうち関係部分でございます。 

 歳入予算は、合計で3億3,895万2,000円の増

となっておりまして、この内訳といたしまして

は、地方交付税7,805万2,000円の増、県債2億

6,090万円の増でございます。 

 以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

らせていただきます。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【吉村(洋)分科会長】 以上で説明が終わりまし

たので、これより予算議案に対する質疑を行い

ます。 

 ご質問等はございませんでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)分科会長】 質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はございますでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)分科会長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。 

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。 

 第 71 号議案のうち関係部分は、原案のとお

り、可決することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算議案は、原案のとおり、可決す

べきものと決定をされました。 

【吉村(洋)委員長】 次に、委員会による審査を

行います。 

 条例及び事件議案を議題といたします。 

総務部長より総括説明をお願いいたします。 

【吉浜総務部長】 総務部関係の議案につきまし

てご説明をさせていただきます。 

 「総務委員会関係議案説明資料」と「総務委

員会関係議案説明資料（追加 1）」の総務部をお

開き願います。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第 72 号議案「長崎県税条例の一部を改正する

条例」、第 73 号議案「長崎県県有財産の交換、

譲与等に関する条例の一部を改正する条例」、第

74 号議案「長崎県庁の位置を定める条例」、第

78 号議案「契約の締結の一部変更について」で

ございます。 

 初めに、条例議案につきましてご説明をいた

します。 

第 72 号議案「長崎県税条例の一部を改正す
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る条例」についてでございます。 

この条例は、企業立地の促進等による地域に

おける産業集積の形成及び活性化に関する法律

及び関係省令が改正されたことに伴い、課税免

除に係る県税条例を見直すものでございます。 

なお、この件につきましては、後ほど税務課

長から補足説明をさせていただきたいと存じま

す。 

次に、第 73 号議案「長崎県県有財産の交換、

譲与等に関する条例の一部を改正する条例」に

ついてでございます。 

この条例は、新庁舎駐車場棟の外来者駐車場

を有料とするため、行政財産の使用料の額を定

める規定について、所要の改正をしようとする

ものでございます。 

なお、用務で来庁された方は、これまでどお

り無料で駐車できることとしております。 

次に、第 74 号議案「長崎県庁の位置を定め

る条例」についてでございます。 

この条例は、地方自治法第 4 条第 1 項の規定

に基づき、長崎県庁の位置を定めようとするも

のでございます。 

なお、これら 2 件につきましては、後ほど管

財課企画監から補足説明をさせていただきたい

と存じます。 

次に、事件議案についてご説明をさせていた

だきます。 

第 78 号議案「契約の締結の一部変更につい

て」でございます。 

この議案は、平成 29 年 2 月定例県議会で報

告した長崎県庁舎行政棟新築工事について、請

負代金額の変更契約を締結しようとするもので

あり、その内容については、効率的な施工を行

うため、他の工事で当初予定していた一部の工

事を本工事で行うこととしたほか、執務室のレ

イアウト変更や現場調整等による工事の追加に

より、請負代金額を 129 億 596 万 2,200 円から

9,923 万 1,480 円増額し、130 億 519 万 3,680

円に変更しようとするものでございます。 

次に、議案外の報告事項につきましてご説明

をさせていただきます。 

まず、契約の締結の一部変更についてでござ

います。 

これまで、定例県議会でそれぞれ可決された

長崎県庁舎行政棟電気工事（通信・情報）ほか

2 件の工事につきまして、地方自治法第 180 条

の規定に基づく軽易な事項として専決処分させ

ていただいたものであり、その内容については

記載のとおりでございます。 

次に、議案以外の所管事項につきましてご説

明をさせていただきます。 

今回、ご報告させていただきますのは、新県

庁舎建設工事の進捗状況等について、平成 29

年 7 月九州北部豪雨災害について、中期財政見

通しについてでございます。 

まず、新県庁舎建設工事の進捗状況等につい

てでございますが、8 月末時点において、行政

棟建築工事の進捗率は約 92％、警察棟建築工事

の進捗率は約 97％となっております。 

本年 8 月末現在の県内企業の下請の状況につ

いては、行政棟及び警察棟建築工事において、

約 49％となっております。 

また、新県庁舎の落成記念行事としまして、

12 月 24 日の午前中に落成式を、12 月 24 日の

午後と 25 日の終日、県民見学会を予定してお

り、現在、式典の開催に向け準備を進めており

ます。 

移転につきましては、平成 29 年末からの移

転に向け、引き続き、詳細スケジュールについ

て検討を行っているところであります。引き続
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き、平成 30 年 1 月の開庁に向けて、工事等の

進捗を図ってまいります。 

次に、平成 29 年 7 月九州北部豪雨災害につ

いてでありますが、去る 7 月 5 日からの「平成

29 年 7 月九州北部豪雨」により、福岡・大分両

県におきましては甚大な被害が発生したところ

でございます。 

このため、九州地方知事会の会長県である大

分県からの要請により、副会長県である本県が

職務代行として、九州・山口 9 県被災地支援対

策本部を 7 月 7 日、庁内に設置するととともに、

両県へリエゾンを派遣し、被災状況や必要な支

援についての情報収集を行いました。 

また、今回の被災地である福岡県・大分県な

どからの人的支援要請に基づき、九州・山口各

県や全国知事会に対して職員派遣の依頼を行っ

たところであり、本県からは9月1日付で4名、

9 月 4 日付で 1 名の派遣を行っております。 

今後も、九州・山口 9 県被災地支援対策本部

の業務を代行している立場からも、引き続き被

災地の一日も早い復旧・復興に向け、全力を挙

げて支援してまいりたいと考えております。 

最後に、「総務委員会関係議案説明資料（追加

1）」をお開きください。 

中期財政見通しについてでありますが、今後

の収支見通しを踏まえた計画的な財政運営を行

うため、平成 30 年度から平成 34 年度までの 5

年間の中期財政見通しを策定し、去る 9 月 12

日に公表をいたしました。 

この中期財政見通しは、平成 29 年度当初予

算を基礎として「長崎県行財政改革推進プラン」

に掲げた取組を織り込むとともに、県税や地方

交付税など一定の仮定に基づき、試算を行った

ものでございます。 

その結果、昨年度の試算に比べ、歳入面では、

県税が地方消費税の伸びの鈍化等により減少す

るとともに、歳出面では、人件費が昨年度の見

通し策定時には人事委員会勧告による給与改定

を見込んでいないため、平成 28 年度の給与改

定分等が増加したことに加え、扶助費が国の制

度拡充に伴い地方負担が増加したこと等から、

約 100 億円の収支が悪化し、財源調整のために

基金残高は平成 34 年度末に 103 億円となる見

通しとなってございます。 

また、昨年度に引き続き、実質的な公債費の

長期シミュレーションを行ったところ、普通建

設事業費の抑制等により昨年度の試算に比べ改

善傾向にはありますが、平成 37 年度には平成

27 年度の水準を超え、依然として高止まりする

見込みとなってございます。 

このため、持続可能な財政運営を目指して、

より一層の地方税財源の充実・強化などを国に

対して求めていくとともに、平成 30 年度の予

算編成において、財政健全化に向けて、集中的

な対策を講じてまいりたいと考えております。 

その他、詳細につきましては、記載のとおり

であります。 

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

ります。 

よろしくご審議賜りますようお願いをいたし

ます。 

【吉村(洋)委員長】 次に、税務課長及び管財課

企画監より補足説明を求めます。 

【萩本税務課長】 第72号議案「長崎県税条例

の一部を改正する条例」について補足してご説

明をいたします。 

「総務委員会説明資料」、横長の1ページを

お開きください。 

いわゆる企業立地促進法とその関連省令が、

地域未来投資促進法に名称を改め、内容も大幅
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に改正されております。 

地域未来投資促進法の目的は、産業集積や観

光資源、特産物などの地域の特性を活かして、

高い付加価値を創出し、地域の事業者に対する

経済的波及効果を及ぼす地域経済への牽引事業

を促進するため、地域の中核企業に対し支援を

行おうというものでございます。 

従前の企業立地促進法のもと、課税免除を設

けておりました本県といたしましても、新たな

制度のもと、課税免除を継続するための条例改

正を行うものであります。 

主な変更点としましては、新たに付加価値額

の増加や経済波及効果が要件となりますけれど

も、対象業種が、製造業、卸売業などに限定さ

れていたものが、業種による制限がなくなると

ともに、対象施設の取得価格の要件が2億円超

から1億円超へと拡大されておりますので、課

税免除額は、これまでの年平均2,000万円から年

間約6,000万円まで伸びると見込んでおります。 

なお、改正後の課税免除による減収額は、従

前どおり地方交付税により75％補てんされま

す。 

現在、事業対象分野などの要件を定めた県の

基本計画は、国と協議中でありますけれども、

近日中に同意が得られる予定となっております。 

以上をもちまして説明を終わります。 

よろしくご審議を賜りますよう、お願いいた

します。 

【荒木管財課企画監】 引き続き、条例議案につ

いて補足説明させていただきます。先ほどの横

長の「総務委員会説明資料」の3ページをご覧

ください。 

今回、上程しております条例議案は、新庁舎

の運用に伴う条例案2件でございます。 

まず、初めに、第73号議案「長崎県県有財産

の交換、譲与等に関する条例の一部を改正する

条例」でございます。 

新庁舎では、県庁に用務がある方の駐車につ

きましては、現庁舎と同様に無料といたします

が、用務がない方の駐車につきましては、目的

外使用として有料化する必要がございますこと

から、行政財産の使用料の額を定める規定につ

いて、所要の改正をしようとするものでござい

ます。 

新庁舎の外来者駐車場は、県庁の行政棟、議

会棟、警察本部庁舎に用務がある方のための駐

車場として整備しておりますが、外来者駐車場

が無料であったり、近隣の駐車料金より安価で

あった場合、県庁に用務がある方以外の駐車が

増え、県庁に用務がある方の駐車場所が確保で

きないこととなります。 

また、新庁舎周辺には、民間有料駐車場も多

数ございますことから、平成22年の県庁舎特別

委員会におきましても、「民業圧迫とならない

よう配慮すべき」とのご意見もございました。 

以上のことから、県庁に用務がある方の駐車

場所を適正に確保するための方法として、県庁

に用務がない方の駐車を有料化しようとするも

のであります。 

駐車料金につきましては、新庁舎周辺の民間

有料駐車場を調査いたしましたところ、おおむ

ね30分100円から150円でございましたことか

ら、民間有料駐車場の経営に配慮した料金とし

て、30分150円に設定しようとするものでござ

います。あわせて、条文の文言整理を行ってお

ります。 

施行日につきましては、新庁舎が開庁し、駐

車場棟の利用が始まる平成30年1月4日として

おります。 

 次に、4ページをお開きください。 
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 第74号議案「長崎県庁の位置を定める条例」

でございます。 

 県庁の位置につきましては、地方自治法第4

条第1項におきまして、事務所の位置は条例で

定めなければならないとされておりますが、地

方自治法施行規程第1条におきまして、事務所

の現にある位置は条例で定めたものと見なすと

されており、これまで本県では、条例が制定さ

れておりませんでした。これまで全国では、14

都県で条例が制定されておりますが、このうち

沖縄県を除く13都県が、新庁舎の建設を機に制

定されている状況でございます。 

 以上のことから、本県におきましても、今回

の新庁舎への移転に合わせて、地方自治法の本

則にのっとって県庁の位置を長崎市と定める条

例を制定しようとするものであります。 

 なお、事務所の位置につきましては、市町村

を表示することをもって足りるとされており、

また、他の県有施設条例におきましても、市町

までの表示となっておりますことから、今回の

位置条例につきましても長崎市と表示するもの

でございます。 

 施行日につきましては、新庁舎が開庁し、業

務が始まる平成30年1月4日としております。 

以上をもちまして、条例議案の説明を終わり

ます。 

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。 

【吉村(洋)委員長】 以上で説明が終わりました

ので、これより議案に対する質疑を行います。 

 ご質問等はございませんでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はございませんでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。 

 条例及び事件議案に対する質疑・討論が終了

しましたので、採決を行います。 

 第72号議案乃至第74号議案及び第78号議案

は、それぞれ原案のとおり、可決することにご

異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、各議案は、それぞれ原案のとおり、

可決すべきものと決定されました。 

 次に、諮問第1号及び諮問第2号を議題といた

します。 

 総務部長より、議案説明をお願いいたします。 

【吉浜総務部長】 諮問第1号及び第2号につき

まして、ご説明させていただきます。 

 「総務委員会関係議案説明資料（追加2）」

の総務部をお開きください。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

諮問第1号及び第2号「退職手当支給制限処分に

係る審査請求に関する諮問について」でござい

ます。 

 この議案は、長崎県教育委員会が行った退職

手当支給制限処分について、地方自治法第206

条の規定に基づき、長崎県知事に審査請求があ

ったことから諮問するものでございます。 

 なお、この件につきましては、人事課長から

補足説明をさせていただきたいと存じます。 

 よろしくご審議賜りますようお願いをいたし

ます。 

【吉村(洋)委員長】 人事課長より補足説明をお

願いいたします。 

【松尾人事課長】 それでは、私の方から制度の



平成２９年９月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（９月２８日） 

- 158 - 

概要及び審査請求の内容等につきまして補足し

てご説明いたします。 

お手元に、横長の「平成29年9月定例県議会

総務委員会資料〔退職手当支給制限処分に係る

審査請求に関する諮問について〕」というふう

な資料と、あと「資料１」というふうなことで、

諮問第1号関係資料、同じく「資料２」という

ふうなことで諮問第2号関係資料、3つの資料に

基づいて説明させていただきたいというふうに

思います。 

まず、横長の1ページでございます。ここに

は、この制度の概要について記載をしておりま

す。 

まず、要旨についてでございます。 

長崎県教育委員会が、懲戒免職により退職し

た元職員に対し行いました退職手当の全部を支

給しないこととする処分につきまして、地方自

治法第206条第2項の規定に基づく審査請求が

ありましたので、今回、議会へ諮問することと

しているところでございます。 

2番目の退職手当支給制限処分についてです

が、従来は、懲戒免職処分となった者に対する

退職手当は、条例において、一律不支給である

ことが定められておりましたが、国において、

民間企業の例や裁判事例も踏まえまして、平成

21年度から非違の性質などを考慮しまして退

職手当の全部、または一部を支給しないことと

する処分を行うことが可能な制度が創設されま

して、その処分に不服がある場合は、審査請求

ができるようになりました。 

この国の改正を受けまして、本県も国に準じ

て退職手当条例の改正を行い、平成21年12月25

日から施行、運用しているところでございます。 

次に、3番目でございます。 

議会への諮問についてでございますが、先ほ

ど申し上げました地方自治法第206条の規定に

より審査請求があった時は、議会へ諮問して、

これを決定しなければならないとされておりま

す。 

また、議会は、諮問のあった日から20日以内

に意見を述べなければならないというふうにさ

れております。 

続きまして4番目でございます。 

諮問事案についてですが、審査請求について

は、記載のとおりでございます。 

また、審査請求の趣旨については、諮問第1

号議案、第2号議案ともに審査請求人に対し行

いました退職手当の全部を支給しないこととす

る処分の取り消しを求めたものでございます。 

横長の2ページをご覧いただきたいと思いま

す。 

このページには、懲戒免職者に対しまして退

職手当の支給を制限する処分を行うに当たって

の条例等の根拠規定を記載しております。 

表の左側には、退職手当に関する条例第12条

第1項を要約して記載しております。これは、

懲戒免職処分等になった職員に対し退職手当管

理機関、今回の案件では、県の教育委員会が処

分するに当たりまして記載しております①から

⑦に掲げている事項を勘案して、当該一般の退

職手当等の全部、または一部を支給しないこと

とする処分を行うことができるという規定にな

っております。 

表の右側でございますが、職員の退職手当に

関する条例の運用について第12条関係という

ふうなことで、これは条例を運用するに当たっ

ての人事委員会委員長通知でございまして、国

の運用方針に準じた内容となっております。 

この第1項においては、非違の発生を抑制す

るという制度目的に留意し、一般の退職手当等
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の全部を支給しないとすることを原則とすると

規定されております。 

続きまして第2項において、一部を支給しな

いこととする処分にとどめることを検討する場

合には、当該退職をした者が行った非違の内容

及び程度が①にあるような、停職以下の処分に

とどめる余地がある場合に、特に厳しい措置と

して懲戒免職等処分とされた場合など、ここに

列挙しております①から④に該当する場合に限

定すると規定されているものでございます。 

処分庁は、これらの規定に基づきまして、懲

戒免職や失職になった者に対する退職手当の全

部、または一部を支給しないこととする処分を

行うということが制度上の基本的な考え方でご

ざいます。 

横長の3ページでございます。 

ここには、審査請求から裁決までの流れとそ

の根拠法令を記載しております。 

審査請求を受理した知事は、議会からのご意

見をいただき、そのご意見を踏まえた上で、審

査請求人に対して裁決を行うこととなります。 

なお、知事の裁決内容に対してさらに不服が

ある場合は、請求人は総務大臣に対して再審査

請求の提出か、もしくは処分庁を被告に処分の

取り消しを求める訴訟を起こすことが可能でご

ざいます。 

以上が、制度の概要というふうなことでござ

います。 

続きまして、個別の事案の概要についてご説

明させていただきたいと思います。 

まず、諮問第1号でございます。資料の1とい

うふうなことで記載しているものの1ページを

お開きいただきたいと思います。 

まず、1ページの1の審査請求人、2の事案の

概要、3の審査請求書については記載のとおり

でございます。 

4の請求人の主な主張でございます。 

請求人は、県教育委員会の行った処分は、下

記の理由から重きに失するものであり、社会通

念上著しく妥当を欠き、裁量権の範囲を逸脱、

濫用した違法があるため取り消しを求めており

ます。 

その主な理由といたしましては、非違行為に

至る動機、不起訴処分になっていることなど、

有利な事情を考慮しておらず、運用通知を機械

的に適用して処分を下したことは裁量権の濫用

であること。 

2点目に、本件非違行為は、審査請求人の永

年の勤続の功績を抹消するほどの重大な背信行

為であるとまではいえず、本件処分は重きに失

するものであり、違法な処分であること。 

3点目に、退職手当は勤続報償としての性格、

賃金の後払いとしての性格、退職後の生活補助

としての性格のうちで、賃金の後払い的な意味

合いが強いと言えること。 

4点目です。退職手当法を改正し、懲戒免職

の場合に一部支給制限処分を可能としたもので

あり、全部不支給を原則としている本県運用通

知は、法改正の趣旨に反して行政裁量を濫用し

ていることにほかならないこと。 

最後に、本件処分において、処分事由説明書

には、処分基準の適用に関わる事実は一切提示

されていないため、地方公務員法に違反した違

法な処分であることなどでございます。 

これに対する処分庁の主な弁明につきまして

は、2ページをご覧いただきたいと思います。 

本件処分は、教職員の懲戒処分基準に照らし

まして、非違行為の内容のみならず、あらゆる

事情を総合的に考慮した結果であり、退職手当

条例及び運用通知に沿って適正に判断したもの
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であり、適法妥当であること。 

2点目です。 

金庫に保管してあった生徒の航海研修費であ

る公金を無断で持ち去り、自己の債務の返済に

充てること自体、到底許されない悪質な行為で

あり、被害弁償も随時可能であったのに、犯行

から4カ月以上も経過して警察に逮捕されるま

でなされなかったこと。 

3点目に、退職手当は職員が長期間継続勤務

して退職する場合の勤続報償としての要素が強

いという勤続報償説は、退職手当制度創設以来、

政府が一貫としてとってきた考え方であること。 

処分者として、退職手当条例及び運用通知に

基づき、退職手当の全部を支給しないこととす

る処分を行ったのであるから、適法であり、裁

量権の逸脱または濫用として違法であるとの主

張は当たらないこと。 

最後に、処分に当たっては、根拠法令の規定

内容、処分の性質及び内容、処分の原因となる

事実の内容等を記載しました「処分事由説明書」

を交付しており、適法であることなどでござい

ます。 

なお、このような請求人の主張や教育委員会

の弁明の詳細については、3ページ以降に記載

しております。 

続きまして、諮問第2号についてご説明させ

ていただきたいと思います。資料の2につきま

して、1ページをお開きいただきたいと思いま

す。 

ここでも、1に審査請求人、2に事案の概要、

3に審査請求書、3点が記載されております。記

載のとおりでございます。 

4点目の請求人の主な主張でございますが、

請求人は、県教育委員会の行った処分は、裁量

権の逸脱・濫用があり、違法・不当であるため

取り消しを求めております。 

その主な理由としては、真面目な勤務状況や

非違行為前に飲酒運転を回避する努力をしてい

ることなど、勘案すべき事情が多数存在するこ

とを考慮すると、請求人の長年の勤続の功績を

すべて抹消するほどの重大な非違行為とまでは

言えないことなど、記載のとおりでございます。 

これに対して次のページでございます。 

処分庁の主な弁明につきましては、勤務状況

については良好と言えず、また、飲酒運転の回

避の努力をしているとも認められない。当該処

分は、退職手当条例及び運用通知に基づき、適

正に判断したものであることなど、記載のとお

りでございます。 

このような請求人の主張や教育委員会の弁明

の詳細につきましては、3ページ以降に記載し

ております。 

以上で退職手当支給制限処分に係る制度の概

要及び審査請求の内容等についての説明を終わ

ります。 

よろしくご審議のほど賜りますようお願いい

たします。 

【吉村(洋)委員長】 以上、説明が終わりました

ので、これより諮問議案に対する質疑を行いま

す。 

 まず、諮問第1号について質疑はございませ

んでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 次に、諮問第2号について

質疑はございませんでしょうか。 

【大場副委員長】 諮問1、2に共通してお聞き

したいと思いますが、本県がこういった案件で、

こういった行政処分を行ったとなっております

けれども、実際こういうふうな案件では、もう

どこでも起こり得る案件だと考えておりまして、
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他県、もしくは全国的な例として、こういった

判例の時に、その処分自体というのはどのよう

な結果で出ておりますでしょうか。 

【松尾人事課長】 過去、他県でも同じような内

容で審査請求の制度を使っての諮問というのが

ございまして、他県の状況を申し上げますと、

全体で54件の審査請求が出されてまして、結果

としては、全て棄却という判断がなされている

ところでございます。 

 以上でございます。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにご質問等ございませ

んでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 最後に両諮問にかかること

につきまして何か質疑はございませんでしょう

か。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ほかに質疑がないようです

ので、これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はございませんでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ４時２９分 休憩 ― 

― 午後 ４時３０分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 それでは委員会を再開いた

します。 

 諮問議案に対する質疑・討論を終了しました

ので、採決いたします。 

 初めに、諮問第1号について採決いたします。 

 諮問第1号は、棄却すべきとすることにご異

議ございませんでしょうか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、諮問第1号は、棄却すべきとするこ

とと決定されました。 

 次に、諮問第2号について採決をいたします。 

 諮問第2号は、棄却すべきとすることにご異

議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、諮問第2号は、棄却すべきとするこ

とと決定されました。 

暫時休憩いたします。 
 

― 午後 ４時３１分 休憩 ― 

― 午後 ４時３１分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 休憩中の会議を再開いたし

ます。 

 あとまだ明日もあるわけですが、明日は午前

中より本会議が始まりまして、予算の補正が入

ります。それを受けての後に委員会の再開とな

ります。午後3時より委員会を予定しておりま

す。5時まで2時間でございますが、それで今日、

多少詰め込ませていただきましたが、これより

以降は議案外に入ってまいりますので、明日の

3時より行いたいと思います。よろしいでしょ

うか。 

〔「はい」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 本日の審査はこれにてとど

め、明日は、午前10時30分から分科会を再開し、

衆議院議員総選挙関係補正予算の審査を行いま

す。 

また、明日の午後は、本会議終了後3時より

委員会を再開し、総務部関係の審査の続きを行

いたいと存じます。 

 本日は、これをもって散会いたします。 
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 お疲れさまでございました。 
 

― 午後 ４時３２分 散会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２９年 ９月２９日 

自  午前１０時３１分 

至  午後 ４時１８分 

於  第1別館第1会議室 
 
 

２、出席委員の氏名 

委員長(分科会長) 吉村  洋 君 

副委員長(副会長) 大場 博文 君 

委 員 田中 愛国 君 

 〃   小林 克敏 君 

 〃   徳永 達也 君 

 〃   山田 朋子 君 

 〃   川崎 祥司 君 

 〃   前田 哲也 君 

 〃   友田 吉泰 君 

 〃   山本 啓介 君 

 〃   坂本  浩 君 
 

 

３、欠席委員の氏名 

な  し  
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な  し  
 
 

５、県側出席者の氏名 

企 画 振 興 部 長 古川 敬三 君 

市 町 村 課 長 黒﨑  勇 君 
 

 

総 務 部 長 吉浜 隆雄 君 

総 務 部 次 長 神崎  治 君 

総 務 部 参 事 監 
（県庁舎担当） 

髙宮 茂隆 君 

総 務 文 書 課 長 
（ 参 事 監 ） 

徳永 一俊 君 

県民センター長 田中紀久美 君 

秘 書 課 長 伊達 良弘 君 

広 報 課 長 佐古 竜二 君 

県庁舎建設課長 赤尾 聖示 君 

県庁舎建設課建設監 藤川 康博 君 

人 事 課 長 松尾 誠司 君 

新行政推進室長 大瀬良 潤 君 

職 員 厚 生 課 長 三田  徹 君 

財 政 課 長 古謝 玄太 君 

財 政 課 企 画 監 門池 好晃 君 

管 財 課 長 橋口 俊哉 君 

管 財 課 企 画 監 
（新庁舎管理担当） 

荒木 眞二 君 

税 務 課 長 萩本 秀人 君 

情 報 政 策 課 長 山崎 敏朗 君 

総務事務センター長 大串 正文 君 
 
 

６、審査の経過次のとおり 
 

― 午前１０時３１分 開議 ― 

 

【吉村(洋)分科会長】 おはようございます。 

 分科会を再開いたします。 

 これより、議事に入ります。 

 本日上程されました第82号議案「平成29年度

長崎県一般会計補正予算（第3号）」を議題と

いたします。 

 なお、理事者の出席については、本議案に関

係する範囲とし、お手元に配付しております配

席表のとおり決定いたしたいと存じますので、

ご了承をお願いいたします。 

 企画振興部長より、予算議案説明を求めます。 

【古川企画振興部長】 おはようございます。 

 企画振興部関係の議案について、ご説明をい

たします。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、
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第82号議案「平成29年度長崎県一般会計補正予

算（第3号）」であります。 

 予算額は、歳入予算で国庫支出金9億3,749万

円の増、歳出予算で選挙費9億3,749万円の増を

計上いたしておりますが、これは第48回衆議院

議員総選挙及び第24回最高裁判所裁判官国民

審査の執行、並びにこれらの啓発に要する経費

について緊急に実施する必要があるため、ご審

議をお願いするものであります。 

 以上をもちまして、企画振興部関係の説明を

終わります。 

 よろしくご審議賜りますようお願い申し上げ

ます。 

【吉村(洋)分科会長】 次に、市町村課長より、

補足説明を求めます。 

【黒﨑市町村課長】 それでは、お手元にお配り

しております補足資料に基づきましてご説明申

し上げます。 

 2ページをお開きください。 

 衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民

審査に要する経費についての補正でございます。

国会議員の選挙、最高裁判所裁判官の国民審査

に関する事務は、公職選挙法等に基づき県と市

町の選挙管理委員会がこれを行い、これに要す

る経費は国からの法定受託事務であるとの位置

づけから、全額国が負担することとなっており

ます。 

 その執行経費につきましては、「国会議員の

選挙等の執行経費の基準に関する法律」という

ものがございまして、その法律に基づきまして

投票所経費、開票所経費、期日前投票所経費等

の種類ごとに基本額が定められておりまして、

そのルールに基づきまして積み上げたところの

額が、今日ご審議いただく9億3,749万円でござ

います。 

 この予算は、5つの項目から構成されており

ます。 

 まず、一番上の①市町村交付金6億6,907万

9,000円であります。これは選挙の投開票事務の

実働部分は市町が主体となりますことから、市

町の選挙の運営全般に要する経費に対しての交

付金でございます。例えば、投開票に要する経

費2億7,153万9,000円につきましては、県内の

投票所、開票所の運営に要する経費に対し措置

するものでございます。具体的には、投開票の

管理者、立会人の費用弁償でありますとか、投

開票事務の事務従事者の超過勤務の手当、もし

くは賃金職員のアルバイト費、投開票所の会場

借上料などに対しての措置でございます。 

 同様に、期日前投票所に要する経費として、

1億2,400万5,000円、ポスター掲示場に要する

経費として7,684万9,000円となっております。 

 選挙公報発送・配付費1,955万8,000円でござ

いますが、選挙公報は、公職選挙法で、これは

県が印刷・作成することとなっておりまして、

各家庭への配送を市町に担っていただくことに

しております。この経費は、その分の経費でご

ざいます。 

 その他、国民審査に要する経費、演説会施設

公営負担金、印刷製本費、通信費、市町選管職

員の時間外経費など、選挙執行に要する経費と

して1億7,712万8,000円を計上いたしておりま

す。 

 続いて、②番の県分事務費2億5,358万4,000

円でございますが、県の選挙管理委員会は、選

挙全体を管理する役目を担うとともに、その一

環といたしまして投票用紙の印刷・輸送、それ

から選挙公報の作成、候補者に対する選挙事務

所の標札の作成・交付などの事務も担うことと

されております。これらに要する経費が2つ目
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以降の「・」の部分でございます。 

 併せて、1つ目の「・」になりますけれども、

選挙運動費用のうち、新聞広告、ポスター作成、

選挙運動用自動車使用等につきましては、その

一定部分を公費で負担することとなっておりま

す。その経費といたしまして、選挙公営に要す

る負担金1億7,282万3,000円となっております。 

 次に、大きな③でございますが、これは選管

の書記室及び県内に5カ所ございます地方書記

室の職員等の時間外経費でございます。衆議院

の解散以降、短時間に万全の準備を整えること、

公正な選挙の執行を図る必要があること、及び

公示日や投開票日は早朝から深夜まで多くの職

員が選挙事務に従事いたしますことから、その

分の時間外経費を計上させていただいておりま

す。 

 ④番、⑤番につきましては、今回の総選挙に

伴う啓発にかかる経費でございます。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

【吉村(洋)分科会長】 以上で説明が終わりまし

たので、これより予算議案に対する質疑を行い

ます。 

 質疑はありませんか。 

【山田(朋)委員】 今回、急遽の選挙という形に

なるかと思いますが、前回の参議院選挙の際に、

高校、大学、商業施設等、有権者が投票しやす

い環境づくりということで新たに何カ所か設置

されました。私が知る限りでは、松浦市のハイ

マート、大村市のイオンというのを商業施設で

把握しておりましたが、あと何カ所かあったと

思います。新たに今回増えるところ、長崎大学、

県立大学、長崎短大等、平戸の方の高校とか、

一部いろいろあったかと思いますが、そのあた

りが今回どういうふうになっているのかをお聞

かせください。 

【黒﨑市町村課長】 予算上は、前回の参議院議

員選挙の時の数をとりあえず基礎にいたしまし

て積み上げをしておりますが、当然どんどん広

めないといけないということもありますので、

今、各市町の選管、実は昨日、委員長・書記長

会議を開きまして、積極的なご対応をお願いし

たところでございます。 

【山田(朋)委員】 具体的には、もう今から、ど

こで期日前投票ができるとか、学校や商業施設

等も含めたところで各市町にお任せというか、

広く投票しやすい環境づくりということでは、

県としてもそういうお願いはするんですね。わ

かりました。 

 もう一点、今回、4区、3区、2区においては

一部区割り変更等が行われていると思いますが、

その区割り変更地域に対する特別な広報をされ

るのか。今回、街頭啓発物資、広告料等という

ことで予算も計上されているようでありますが、

有権者に対して非常に周知が足りてないと思う

んですけれども、特別にそういった地域に対し

ては予算配分が大きかったり、こういうふうに

取り組んでくださいというお願いをしているな

ど、何かありましたらお聞かせください。 

【黒﨑市町村課長】 区割り改定の周知の徹底と

いうのは、今回の啓発の中でも一つの大きな項

目として捉えております。直接関係するのは西

海市と小値賀町になります。そこの団体に対し

て、特に予算的に上乗せをしてお願いをすると

いったことは予定いたしておりません。ただ、

いわゆる通常行う臨時啓発の中で、いろんな取

組をいたしますけれども、可能な限り区割り改

定が今回あるということで周知を図るというこ

とは、特に意を用いて執行したいと思っており

ます。 

 例えば、タクシーへの啓発ステッカー貼付、
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それから県庁懸垂幕、浜町アーケードや夢彩都

のタペストリー、あるいは新聞広告、パレード

啓発、街頭で使用する啓発物資としてポケット

ティッシュやマスク、モバイルクリーナーを考

えておりますけれども、そういったところに、

今回、小選挙区の区割り改定があります、西海

市が2区から4区へ、小値賀町が4区から3区へ変

わりますということを広く徹底をしております

し、繰り返しになりますが、昨日、委員長・書

記長会議を開催した際に、小値賀町、西海市の

選挙管理委員会に対しましては、特に、そこの

周知徹底をよろしくお願いしますということで

特段のお願いをさせていただいたところでござ

います。 

【山田(朋)委員】 わかりました。前回の参議院

議員選挙の際に、コンビニのレジで金額が出る

ところあたりに、あれは総務省の取組でしょう

か、選挙に行こうという投票率向上のための取

組をされていましたが、そういったものをまた

考えていらっしゃるんですか。 

 それと、今回、18歳選挙権になって初めての

衆議院選挙となります。今、10月になろうとす

るので、高校3年生の半分ぐらいの子が投票で

きるようになるかと思いますが、教育委員会と

どのような話をしているのか、そのあたりも教

えてください。 

【黒﨑市町村課長】 まず、国の方でやっていた

だきますコンビニでのレジの表示は、今回もす

ると聞いております。 

 それから、高校に対する新たな啓発の取組と

いうことで、今回、衆議院総選挙としましては

18歳選挙権になって初めての選挙になります

ので、教育庁と協力、連携をいたしまして、高

校のご協力も得て、今のところ全クラスに啓発

ポスターを掲示させていただきます。 

 それから、高校生の保護者あてに投票参加の

依頼文を出したいと思っております。これは有

権者になったお子さんには投票に行くように、

そうでない場合は、保護者が子どもを連れて投

票に行くこともできるようになっておりますの

で、そういう投票体験をさせていただきたいと。 

 それから、校内放送のレジュメを私どもがつ

くりまして、校内放送で適宜選挙啓発を期間中

に行っていただくということで教育庁の方とは

申し合わせをさせていただいているところです。 

【坂本(浩)委員】 今の件とも関連するんですけ

れども、啓発の関係です。今、18歳選挙権で、

今回、衆議院選挙では初めてということで、学

校とかを含めて参議院選挙並みの啓発をされる

と。もちろん社会人もおりますので、ぜひ社会

人も含めてお願いしたいんですが、若い人たち

の投票率の問題で、多分去年の参議院選挙、前

回の衆議院選挙ぐらいで、参議院の選挙の時は

10代の投票率はまあまあだったけれども、20代

の前半が極端にぐんと下がる傾向が長崎県の選

管のまとめであります。そういう若い人たちへ

の投票率向上の取組というのは、特に、前回の

参議院選挙を経験して、今回あるのかどうか、

いかがですか。 

【黒﨑市町村課長】 高校に在学をしている18

歳につきましては、学校という場所を通じまし

て啓発が比較的容易にできるんですけれども、

学校を離れた19歳から20代後半は、なかなか直

接啓発のターゲットになりにくいという部分も

ございまして、啓発には少し苦慮しているとい

うのが実態でございます。 

 ただ、私どもの方は、今回も18歳から39歳の

方の携帯電話、ドコモとソフトバンクに限って

はおりますけれども、そこの携帯電話会社の協

力を得まして、選挙期日をお知らせするメール
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を10万通発信することにいたしております。 

 それから、大学生にも周知を図らないといけ

ないということで、大学の学生食堂のテーブル

に、これは参議院議員選挙の時もやったんです

けれども、選挙啓発のミニ幟のツールを用意い

たしまして、置かせていただくということを考

えております。 

【坂本(浩)委員】 若い人向けにメールというこ

とですけれども、メールだけじゃなくて、ＳＮ

Ｓほかのいろんな通信手段があります。県もそ

ういうアプリがあるじゃないですか。このアプ

リにいったら、選挙のことがぱっとわかるよう

な、先ほど言ったいわゆる投票所だけじゃなく

て、いろんな商業施設でも投票できますよとい

うことを、若い人の投票行動につながるような

ことを、今回は短期間ですからなかなか厳しい

と思いますけれども、ぜひそのことはよろしく

お願いしたいと思います。 

 それで、この事業内容の投開票に関するとこ

ろで、投票所、開票所、それから期日前投票所、

ポスター掲示場とか書いてあります。これは基

本的に前回と同じなのか、増えたのか、その辺

はどうでしょうか。 

【黒﨑市町村課長】 これは、先ほどの山田(朋)

委員への回答でも申し上げましたけれども、前

回の参議院議員通常選挙の時の実績値を用いて

おります。ただ、今まさにそれを照会中でござ

いまして、最終的にはここは若干変わる可能性

がありますし、期日前投票所につきましてもで

きるだけ増やすような方向で、今、お願いをし

ているところでございます。 

【坂本(浩)委員】 わかりました。 

 最後ですけれども、この予算は前回比で、こ

の補正予算が2,700万円増の9億3,749万円とい

うことですけれども、全国的には今回の選挙に

伴ってどのくらいかかるか、もし、わかれば教

えてください。 

【黒﨑市町村課長】 予算というよりも、実績に

なろうかと思いますが、私が聞いていますのは、

衆議院議員の総選挙で、全国で約600億円要し

たというふうに伺っております。 

【田中委員】 先ほど区割り変更の選挙の話がち

ょっと出たけれども、前回の区割り変更は大変

だったんだよ。2年半ぐらい前、3年近く前にな

るけれど、選挙の後の反省会みたいなものをあ

なたたちはするの。そこに区割り変更の時のそ

ういう問題は出てこなかったのかどうか。早岐

地域は大変だったよ。私が一番被害者と言えば

被害者だったけど、何かあったのか、資料でも

あれば聞かせてください。 

【黒﨑市町村課長】 申し訳ございません、手元

に用意いたしておりませんので、早急に調べさ

せていただきたいと思います。 

【田中委員】 数字で言えば投票率がどんと落ち

た。無効票がどんと出てきた。そして、前候補

者の名前を書いたのが結構あった。だから、本

当に大変だったという反省があって、今度新し

く区割り変更がある西海市と小値賀町で、ほか

にも何カ所があるかもわからないけれども、取

り組んでいるのかなという気がするけれども。 

【黒﨑市町村課長】 今、田中委員がおっしゃる

とおりでございまして、分区になりました佐世

保市におきましては投票率も低下しましたし、

いわゆる棄権をされた方も多かったというデー

タが出ております。これは後ほど数字をご報告

したいと思います。 

 そういうことがございましたので、今回の区

割り変更が生じる小値賀町と西海市につきまし

ては、候補者を間違えないように、あるいは選

挙公報を、長崎、佐世保は2つに分かれますか
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ら、過去には選挙公報を間違って配ったという

ミスも実際生じたということがございますので、

そういったことがないよう、しっかり投票区の

住民に正確な情報が伝わるように、そこは特に

注意をして進めたいと思っております。 

【田中委員】 私は一番の被害者だけれども、県

議会議員も大体の縄張り、地盤があるんです。

私は早岐地区だけれども、大体で言うと私の票

のちょうど半分、3区、4区が大体50％、今もっ

て困っているけれども。 

 具体的な話を聞きたいんだけれども、従来、

早岐支所で期日前投票ができた。ところが、3

区と4区の関係で、有福町は早岐支所にそれこ

そ500メートルぐらいで行けるから、そこで期

日前投票ができていた、1キロ以内でね。とこ

ろが、選挙区が別だから期日前投票ができなく

なった。だから、例えば早岐支所などというの

は、昔からの流れで言うと、3区と4区の期日前

投票ができるようにしてもらわないと。期日前

投票に行っても投票できなかったとなったら、

それでもう行かない。それが、今度は我々の地

方選挙にまで響いた。近くで投票できないなら、

もう行きませんと。私の選挙の時も投票率は

40％だった、委員長のところは60％ぐらいある

んだけどね。同じ選挙区で投票率40％のところ

と60％のところがあるんだ。大変な弊害なんだ

けどね。 

 具体的に言うと、期日前投票なんかが早岐支

所で3区、4区両方できるのかどうか。多分3区

だけしか受け付けないと思うんだ。4区も受け

付けるのか。そうしないと、投票率はものすご

くゆがんだ形になってしまうので、そこら辺を

検討してほしいと思います。佐世保市選管なん

かと相談して、できるかどうか、後日聞きたい

と思います。 

【黒﨑市町村課長】 衆議院の選挙区の関係で分

区になったところにつきましては、それぞれの

分区で投票の環境に差があってはおかしいとは

思いますので、そこは佐世保市選管ともよく協

議をして、その是正が図られている、そういう

配慮がなされているかどうか、そこはしっかり

聞いて、後日ご報告をさせていただきたいと思

います。 

【田中委員】 だから、境界線近くの人は、市が

別ならともかく、同じ佐世保市の中だから、3

区、4区の期日前投票を早岐支所でできるよう

にしてもらうと、ぐっと違うし、我々も助かる。

ぜひ佐世保市選管と話し合ってください。 

【川崎委員】 今、田中委員からお話があった事

例は、東京でやっているみたいですよ、今回区

割りがあったところで。それはぜひ有権者の目

線に立って、しっかりと検討してください。 

 お尋ねは、今回、10月22日で衆議院議員選挙

があるということですが、その当日に平戸市長

選挙が予定をされていました。雲仙市議会議員

選挙は前倒しで同日にやるということになって

いるようです。 

 先ほど、市町村交付金6億6,900万円という数

字を説明されましたが、重複する経費があろう

かと思います。とりわけ人件費がそうかなと。

この辺は、市と今回の県の補正予算、いわゆる

費用はどのような形で分担をされるのかお尋ね

いたします。 

【黒﨑市町村課長】 まず、この衆議院の選挙経

費につきましては、先ほど申し上げた選挙執行

経費基準法という法律に基づいて淡々と積み上

げをして、それを交付するという形になってお

ります。国に申請をして、国から県にきて、県

から市町村の方に交付金を出すという流れにな

っておりまして、当然それを前提にして、平戸
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市、それから雲仙市がそれぞれの単独の選挙を

一緒にやるわけですけれども、その国政選挙の

経費を前提にして、一緒にやることによる不足

する経費、そこの部分を単独の経費で予算化を

されるものと考えております。 

【川崎委員】 そうすると、当然重複した形でコ

ストが出続けるということはないんでしょうか

ら、もう一回すみません。要するにこちらの経

費を充当して、そして、市町はその圧縮につな

がると、そういう認識でよろしいですね。わか

りました。 

 あと一点、これはぜひ啓発の一環としてお願

いしたいところなんですが、必ずあるトラブル

なんです。特に、今回、平戸市、雲仙市につい

ては合計4票ですね。衆議院の小選挙区、比例

区、裁判官の国民審査、（発言する者あり）平

戸は市長と市議会議員で5票、雲仙は4票ですね。

申し上げたいのは、この高齢化が進む中におい

て、なかなか一つひとつのことに対して、きち

んと決めて行くんでしょうけれども、なかなか

それが混乱するといいますか、そういった中で

票を渡される時に、「何々をやってください」

というお声がけをされるんですが、正確にお伝

えをしてミスがないように、有権者が混乱しな

いようにやっていただきたいと思います。 

 同時に複数の票をやるとか、間違った教え方

をするとか、それが必ずトラブルとしてあるん

です。マニュアルを徹底していただいて、ミス

がないように、伝達を厳しくやっていただきた

いと思いますが、ご所見を。 

【黒﨑市町村課長】 選挙事務のミスが出ないよ

うに、毎回、通知で注意喚起をしておりますけ

れども、トリプル選挙、ダブル選挙のところが

ありますので、特にそこの自治体に関しては直

接電話もして、市町選管の方に注意を促し、必

要によってはこういう事件の事例があったとい

うのがありますので、そういうのも参考として

お示ししながら、周知徹底を図りたいと思いま

す。 

【小林委員】 初歩的な質問でまことに申し訳あ

りませんが、例えば、投票率をアップさせなけ

ればいかんという一つの至上命題があるわけで

すよ。そのために相当な経費を使われておりま

すが、先ほど山田朋子委員から、例えば投票所

をあちらこちらに幾らか増やしていると。特に、

18歳以上からということで、高校生や大学生、

そんなようなこともあって投票所を幾らか今よ

りは多く開設をすると。これは要するに県の選

管じゃなくして、各市町の選管に一任している

というお話がございました。 

 そこでお尋ねしますけれども、市町の選管は、

どこでも自分たちの方で、例えば何カ所増やす

とか、どこに新規に投票所をつくるとか、そう

いうことは何か法令で定めるようなところとか、

県の選管で指針というものを出さずして、すべ

からく市町に全部任せるということなのか。い

わゆる投票所をたくさんつくることは、市町選

管の考え方一つでそれができるものか。 

 では、それをたくさんつくるとすれば、それ

に伴うところの経費が当然かかります。その予

算というのはどのようになっていくのか、まず、

この点をお尋ねしたいと思います。 

【黒﨑市町村課長】 小林委員がおっしゃるよう

に、最終判断するのは各市町の選挙管理委員会

でございます。ただ、投票率をアップさせなけ

ればいけない、若者の投票率を上げなければな

らないというあるべき方向性というのはありま

すので、それについてはそういう配慮をぜひお

願いしたいという、お願いベースになりますけ

れども、そこは機会あるごとに強く要請をさせ
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ていただいているという状況が実態でございま

す。 

 それから、経費につきましては、今回、ある

いは参議院議員選挙であれば、当然国政選挙と

いうことで全額が国庫委託金になります。それ

から、県知事、県議会議員は、基本的には県の

単独選挙でございますので、これは県の一財に

なります。市町も市長、町長、それから議員も

同様でございます。 

 ただ、その一般財源につきましては交付税で、

包括算定経費の中に算入されますので、普通交

付税で措置されるということになっております。 

【小林委員】 もう一回確認をしますが、市町で

やっていいということで、最終的に市町でやる

んだよと。投票率アップとか、投票所に行くの

が非常に不便と。若い方だけではなくして、ご

高齢の方とか、あるいは車を持ってないとか、

そういうことで非常に投票所が遠くなったとい

う事例もよく耳にすることなんですね。 

 そこで、市町で、例えば50カ所投票所があり

ます、これを100カ所にしましょうとか、予算

は伴うけれども、それをやろうと思えば、市町

の選挙管理委員会でその方向で決まれば、そし

てその予算が議会で認められれば、いわゆる大

村市なら大村市単独、長崎市なら長崎市の単独、

そういうことでやっていいのか。投票所を幾ら

にしなければいけない、人口がこれくらいで、

有権者数がこれくらいだから、投票所は有権者

数から割って何カ所でなければいけないとか、

そういう決まりは全くないんですか。 

【黒﨑市町村課長】 今、正確には申し上げるこ

とができないんですけれども、おおむねの基準

というのは国の方が示しております、人口に対

してこれぐらいのと。（発言する者あり）有権

者数か人口か、いずれかに基づいて、大体これ

ぐらいの投票所を設けなさいという大きな基準

というものはあります。それをさらに投票しや

すい環境に資するということで、市町のご判断

でそれを上積みするということについては、国

の方は何ら制限を設けていないという仕組みに

なっております。 

 追加で申し上げますが、予算の方は通ったと

しても、今度、選挙に従事する投票立会人だと

か、選挙事務従事者だとか、最近はそういった

選挙事務にかかわる方々の人集め、これが実は

非常に確保が困難だと、市町からの報告を聞き

ますと、そういうことで簡単には増やすことが

できませんというご意見を聞いたこともござい

ます。 

【小林委員】 要するに市町で決めるということ

は、市なら選挙管理委員会で決めるわけだね。

選挙管理委員会にその権限があると。そこに伴

う予算は議会で認めるか、認めないかと、この

やり方ですね。 

 だから、さっき事例を言ったように、50カ所

を100カ所にする、2倍にすると。なんといって

も利便性が最近めちゃくちゃ悪いと。そういう

ことで交通手段がない人たちは投票に行かない。

だけど、身近なところにあれば、当然投票率は

高まるであろうということは容易に推測できる

わけです。だから、さっきから何度も言うよう

に、投票率をアップさせるためのいろんな手だ

てをやられております。 

 広報とか相当なお金だろうと思うんです。空

からいろいろチャーター機を飛ばしてそこから

やってみたり、市町の独自のものがあると思う

んだけれども、それにかかる経費も並大抵じゃ

ないと思いますよ。だから、投票所を増やすこ

とが、かなり具体的に一番結果につながるんじ

ゃないかと、そう思う時に、それは当該市町選
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挙管理委員会に権限があり、そこに伴う予算を

議会が認めれば、それはオーケーなんだと。 

 場所等についてどこに増やすかと、これも市

町の選挙管理委員会で決めればよろしいと、こ

ういうことですね。この辺のところを、あとは

有権者数か人口の比率で何カ所と決めると、こ

ういうことでございますから、後で資料をお願

いします。 

 それから、衆議院議員選挙、知事選挙、市町

長の選挙、県議会議員選挙、市町議会議員選挙、

かれこれ各種の選挙がありますけれども、いわ

ゆる期日前投票の投票箱の管理のあり方につい

て伺います。期日前に投票した投票箱の管理の

仕方については、当然市町の選挙管理委員会で

責任を持ってやらなければならんことだろうと

思いますが、この辺の扱いについて、アルバイ

トに行った人とか、あるいはその関係筋から、

扱いが非常に、こんなやり方でいいのかという

ような話が以前にあっておりましたので、それ

を参考にしながらお尋ねします。 

 期日前投票というのは、公示とか告示の翌日

からできるようになります。だから、1週間単

位、10日単位、あるいは20日以上の単位とか、

今回の衆議院議員選挙でいけば十何日間ですね。

その間、期日前投票の投票箱を投票現場に置い

ておく期間が長いですね。その管理の仕方につ

いては、例えば選挙管理委員会のロッカーの中

にそのまま置いていて誰も見張る人がいないと。

そこのロッカーは誰でも開けることができると。

こんなような話が実は届いていて、非常にこの

辺のところが不用意に過ぎるんじゃないかと。 

 それから、投票に不正があってはいかんわけ

だけれども、投票用紙というのは、そこの有権

者数だけの枚数しか刷らないのか。少し多めに

刷って、市町選挙管理委員会で幾らか管理して

いるのか。いわゆる投票用紙の枚数は幾らかオ

ーバーして印刷をすると、その枚数は制限があ

るのかないのか、そこはどうですか。 

【黒﨑市町村課長】 必要と思われる枚数にやや

上乗せをして、多めに配っているというのが実

態でございますが、そこにどれだけ幅を持たせ

ていいのか、制限があるかということなんです

けれども、それは調べさせてください。 

【小林委員】 これは大事なことだと思うんです。

いわゆる限られた予算ということからしてみて、

仮に有権者数が1万人とする。そこの投票用紙

を2万票仮につくったとしても、それは何ら予

算の範囲内であるならば問題にならないと、こ

ういう受け止め方でいいのかどうか。 

【黒﨑市町村課長】 委員がご懸念されているの

は、必要以上に余分な票が悪用されないかとい

うことだろうと思います。そこについては、全

くの野放しということは考えられませんので、

何らかの制約があると思いますが、すみません、

それもちょっと調べさせてください。 

【小林委員】 それはよく調べてもらって、1万

人の有権者数に対して2倍の2万票ということ

はないだろうと思うけれども、ここのところの

基準は基本的にはないわけだ。 

 それから、幾らか余分に刷っておくという理

由は、失うということはないんだろうけれども、

要するに破れるとか、いろいろ不備があった場

合があると。余分に刷らなければいけないとい

う理由は、過去の事例からしてどういう場合に

余分に刷らなければいけないのか。当然そうや

って破れるとか、濡れるとか、何か不備がある

かどうかだけれども。 

 それから、選挙が終わってから、その使わな

かった余分の投票用紙はどういうふうになって

いるのか。そこのところは、あんまりきっちり
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やっていないみたいだね。そういう問題点もあ

るということ。これはまた、別途の総務委員会

等で質疑をしながら、選挙のあり方、投票率ア

ップ等、いかに厳正中立な、きちっと公正な選

挙の結果を踏まえるかと、そういう点から見て、

いま一つ投票用紙の問題。 

 それから、もう一つは期日前の投票箱の管理

のあり方。今申し上げたように、公示後翌日か

ら、告示後翌日からということで結構期間が長

い。期日前に投票されて投票箱の中にそのまま

保管されているわけです。その保管のあり方が、

厳正にきちんとされているか。厳しく言う人は、

ガードマンなんかを雇ってそこをぐるぐる回ら

せろというぐらいの話もあるんだけれども、こ

れはうがった考え方をすれば、投票用紙が余分

にある。期日前投票箱がいつでも誰でも開けら

れると。こんなようなことになったら、期日前

投票の投票用紙を、新たに書き換えるというこ

とは朝飯前になってくるわけだ、やろうと思え

ば。だから、そういう疑問が残るような、疑い

を持たれるようなことは絶対に整理しておかな

くちゃいかんと思うんです。そういうことにつ

いて、きちんとした決まりがないようだから、

その辺のところは総務委員会で、もし時間があ

ればお尋ねをするけれども、その間、何かあな

た方の答えが出るかどうか、その辺のところで、

今の段階においてはよくわかりました。後日の

総務委員会等で、もしその辺について明快な答

弁ができるようであれば、再度お尋ねをしてい

きたいと思います。 

【前田委員】 先ほどの質疑の中で、投票率アッ

プについて、いろんな取組をされているという

ことで、特に高校生の保護者に対して呼びかけ

るというのは非常にいい取組だと思います。頑

張ってください。 

 その上で、いろんな投票率アップの方策を打

っていると思うんですが、小さな事例になりま

すけれども、2つだけ気になっているので質問

させてください。 

 大学生で県外にいる方については、投票はで

きるんでしょうけれども、その方法や呼びかけ、

意外と方法はあってもご本人にそのことが通じ

てないということもあるかと思うので、それを

どうやっているのかというのが一つ。 

 それと、在宅の場合で、高齢者の方が家から

出られない、自力では投票所まで行けない方等

については、今、どんな配慮がなされているの

か。この際、この2点だけ確認させてください。 

【黒﨑市町村課長】 今、住民票を親元に残され

たまま県外の大学等に行かれている若い方につ

きましては、まさにそこは我々の課題でもござ

います。今のところ、これは不在者投票でやる

しか方法はないのでございますが、これが手続

的に、今のルール上非常に煩雑なものですから、

それでもなおかつそれしかないということで、

「不在者投票で投票できますから、投票をよろ

しくお願いします」という啓発を県内の親御さ

んに対してやっているだけです。何らかの形で

不在者投票の制度の活用について、もうちょっ

と周知を図らないといけないかなとは思ってい

ます。ただ、これは臨時啓発ではなくて、通常

の啓発の一環の取組として、今、模擬投票なん

かやっていますけれども、不在者投票の仕方な

んかを親元にいる間に体験してもらうことも必

要ではないかということを考えております。 

 それと、2番目の在宅の方で投票に行くのが

なかなか難しい県民の方に対する配慮ですけれ

ども、郵便による不在者投票という制度はあり

ます。ただ、それは身体障害者の1級の認定を

受けている方だとか、あるいは介護保険の介護
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度で5を受けている方とか、ある程度客観的に

この方は投票所に出向いて投票するのが無理だ

という方に限っては郵便による不在者投票の制

度がございますけれども、基本的にはやはり投

票所に出向いて1票を投じていただくというの

がルールでございまして、目下我々はそういっ

た歩行困難者等に対する投票所のバリアフリー

化を配慮いただくように、市町選管に対してお

願いをしているところでございます。具体的に

申し上げますと、車いす、あるいは車いす用の

投票の記載台、それから目が見えなくなります

ので、拡大文字とか、あるいは点字、虫眼鏡、

老眼鏡、それから手が使えない方もいらっしゃ

いますので、投票用紙をしっかり押さえる文鎮、

それから滑り止めのマットなど、ちょっとした

設備で大分投票しやすくなるというものもござ

いますので、そこら辺の配慮。それから投票所

の近くまで車で来て、投票所まで歩いていく、

そこに段差があれば行きにくいことになるわけ

ですから、スロープを設置するとか、あるいは

そこまで人的な介助を、選挙事務従事者がその

方の状況を見て適宜対応するなどの配慮をして

いただくようにお願いをしているところでござ

います。 

【前田委員】 前者の質問については、本来なら

ば、大学生といえども住民票を移すというのが

基本だと思うんですが、実態としてそうじゃな

いのが多々あると思います。ですから、市町村

課長がおっしゃったように不在者投票の制度し

かないと思います。その制度も非常に煩雑とい

うか、手間だということも承知しています。た

だ、そうは言いながらも、やはり長崎県から県

外に出ている方も結構いらっしゃいますので、

ぜひそこについては新聞広告等含めて呼びかけ

るようなこともご検討いただきたい。 

 長崎でも、例えば長崎大学とか、外語大とか、

大学がありますよね。そういうところにも掲示

をしてもらって、県外だけじゃなくて、選挙区

が違う県内から来ている子なんかは、往々にし

て住民票を移していない人がいると思いますの

で、大学側にも張り紙をする等々含めて、でき

る限りのことをしてほしいと思います。 

 それと、在宅の場合については、市町村課長

がおっしゃったとおりだと思いますが、しかし

ながら、長崎市の場合は介護保険の横出しのサ

ービスとして介護支援の移送サービスをやって

います。それは多分介護に特化しているのかも

しれません。それを選挙に関して適用できるの

かどうかわかりませんし、仮にできないとして

も、今後の課題として、介護支援の移送サービ

スをやっているところがありますので、そこに

ついては、今後、ぜひその移送支援の対象とな

るように検討並びに今後取り組んでほしいとい

うことを要望しておきます。 

【吉村(洋)分科会長】 本日の日程は非常にタイ

トでございますので、そろそろ質疑を終了させ

ていただきたいと存じますが、よろしゅうござ

いますか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)分科会長】これをもって質疑を終了

いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)分科会長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。 

 予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。 

 第82号議案は、原案のとおり可決することに

ご異議ございませんか。 
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〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、第82号議案は、原案のとおり可決す

べきものと決定をされました。 

 しばらく休憩いたします。 

 

― 午前１１時２１分 休憩 ― 

― 午前１１時２１分 再開 ― 
 

【吉村(洋)分科会長】 分科会を再開いたします。 

 これをもちまして、第82号議案の審査を終了

いたします。 

 午前中の審査はこれにてとどめ、午後3時よ

り委員会を再開し、総務部関係の審査を行いま

す。 

 しばらく休憩いたします。 

 

― 午前１１時２２分 休憩 ― 

― 午後 ３時 １分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 

 昨日に引き続き、総務部関係の審査を行いま

す。 

 これより、提出のあった「政策等決定過程の

透明性等の確保などに関する資料」について、

説明を求めます。 

【徳永総務文書課長】 「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本委員会に提出して

おります総務部関係の資料について、ご説明い

たします。 

 資料の1ページをお開き願います。 

 1,000万円以上の契約状況一覧でございます。

平成29年度6月から8月までの実績は、計5件で

あり、1ページに各契約の内容を一覧でお示し

ております。 

 また、2ページから4ページにかけまして、入

札結果一覧表を添付いたしております。 

 5ページをご覧ください。 

 陳情・要望に対する対応状況でございますが、

知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

6月から8月までに県議会議長あてにも同様の

要望が行われたものは、一般社団法人長崎県身

体障害者福祉協会連合会からの「長崎県新庁舎

における自動販売機設置に関する要望書」など

計4件であり、それぞれに対する県の取扱いは、

5ページから10ページに記載しているとおりで

ございます。 

 11ページをご覧ください。 

 最後に、附属機関等会議結果報告でございま

すが、6月から8月までの実績は、「長崎県行政

不服審査会」など、計9件となっております。

それぞれの会議の結果につきましては、12ペー

ジから20ページまでに記載のとおりでござい

ます。 

 以上で資料の説明を終わらせていただきます。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。 

【吉村(洋)委員長】 次に、管財課企画監より、

補足説明の申し出があっておりますので、これ

を受けることといたします。 

【荒木管財課企画監】 それでは、新庁舎におけ

る食堂出店者につきましてご説明させていただ

きます。 

 お配りしております「新庁舎食堂出店者の決

定について」という表題の資料をご覧ください。 

 さきの6月定例会総務委員会の部長説明にお

きまして、新庁舎の食堂について、公募の手続

を進めている旨ご説明しておりましたが、その

後、公募を行い、このほど出店者が決定し、選

定結果を県のホームページ上で公表いたしまし

たので、ご報告いたします。 
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 公募期間は7月7日から8月18日までの43日間

とし、募集を行いましたが、この間、公募要項

の内容に対する質問の受け付けを2回実施し、

複数の企業から具体的な質問が寄せられていた

ため、一定応募者は確保できるものと見込んで

おりましたが、結果的に1者の応募にとどまり

ました。 

 応募者は1者でございましたが、当該応募者

が出店者として適当であるかの審査を行うため、

外部有識者と県職員5名で構成する選定委員会

を設置し、透明性を高める観点から、記載のと

おり外部有識者を過半数といたしました。 

 9月12日に開催いたしました選定委員会にお

きまして、サンプル試食審査、応募者によるプ

レゼンテーションと委員の質疑応答を行い、事

前に公表しております評価項目について厳正に

採点、審査を行っていただきました。 

 裏面をご覧ください。その結果、応募がござ

いました「有限会社さかもと」は、複数の施設

で運営実績があり、会社自体の財務状況も良好

であることから、安定した管理運営が期待でき

ること、長崎県内産の食材を使用し、長崎らし

さを意識したメニューを開発するなど、長崎県

の食の魅力を感じる取組が期待できること、と

の評価があり、選定委員会において出店者とし

て適当であるとして選定されました。 

 選定委員会の選定結果を踏まえ、県におきま

して検討を行い、9月15日付で「有限会社さか

もと」を新庁舎における食堂出店者として決定

したところであります。 

 今後とも、新庁舎における維持管理につきま

しては、適切に進めてまいりたいと考えており

ます。 

 以上をもちまして、新庁舎食堂出店者の決定

について、説明を終わります。 

 よろしくご審議賜りますようお願いします。 

【吉村(洋)委員長】 以上で説明が終わりました

ので、まず、陳情審査を行います。 

 配付いたしております陳情書一覧表のとおり、

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い

ます。 

 何かご質問等はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 質問がないようですので、

陳情につきましては承っておくことといたしま

す。 

 次に、議案外の所管事務一般に対する質問を

行うことといたします。 

 まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はありません

か。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 質問がないようですので、

次に、議案外所管事務一般について、ご質問は

ありませんか。 

【前田委員】 議案外で質問させていただきます。 

 以前から、歯科保健行政の推進に向けて、各

保健所に歯科医師もしくは歯科衛生士等を配属

してほしいということで会派の方から要望して

おりますが、今までのやりとりの中では、なか

なか専門職については全体のバランスも含めて

難しいということできています。 

 今回お尋ねしたいのは、そうした中で、今、

県の職員がどれぐらいおられて、いわゆる職種

別というか、専門職の方がどのくらいいるのか

について、まずお尋ねをしたいと思います。 

【大瀬良新行政推進室長】 ただいま、前田委員

からご質問がございました県の職員数と専門職

の人数、どういったところにどれくらいいるの

かということでございます。 
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 県の職員数、そのうち知事部局の範疇で申し

上げますと、おおむね4,100人程度になっており

ます。そのうち、専門職種、例えば水産職であ

ったり農業職であったりというような職種がご

ざいますけれども、その職種につきましては

1,937人となっております。 

【前田委員】 ありがとうございます。私も別途

資料をもらっていたので、その1,937人という数

字は把握しているんですが、要は、今答弁があ

ったように、4,000人のうちのおおむね半分ぐら

いは専門職の方々がおられると。それ以外の方

は一般職でしょうから、普通に私たちが考える

には、通常の業務の中でいろんな部署に異動さ

れるという感じを持っています。しかし、その

専門職であるがゆえに採用された方というのは、

多分異動されるところが、その専門職の知識を

活かせる職場ということで、かなり一般の方と

比べたら限定されているんだろうと思っており

ます。そのことが悪いという話ではないんです。

しかし、時代の流れの中で、当時、この職が必

要だということで専門職を雇われていても、だ

んだん時代の変遷とともに、事業や施策が変わ

ったりする中で、そこまでその専門職の方が必

要なのかというところは変わってくるんだと思

うんですね。 

 例えば、1,937人の中に、一番多いのは土木職

の方で450人います。今までのやりとりの中で

も、当然土木職の方は必要というか、仕事は十

分していただいているし、仕事のボリュームも

あるということなんですが、さっき言ったよう

に、これからいろんな専門職が求められる中で、

こういった過去において採用した方は、当然、

もうずっと定年になるまで働くということを前

提に採用されているんでしょうから、そういう

方がおられる中で、じゃ、新たなニーズを求め

た時の専門職という方の採用をどうしていくべ

きかというのは、一度検討がなされていいんじ

ゃないかということをかねがね思っております。

土木職で450人、農業で328人というふうにかな

り多い数字です。過日、人事委員会で求めた獣

医師なんかも、人材不足とはいえ121人もいら

っしゃるというデータも出ています。ですから、

今の時代がどうかということではなくて、今後、

求められる専門職を採用するに当たって、ここ

らを整理しないと、なかなか難しいので、例え

ば、期限付きの任用ということがあってもいい

のかなと。例えば、歯科保健に特化して、この

10年で少し長崎県の数字を向上させたいと、そ

のためには歯科衛生士が必要なので、募集して

くるかどうかは別として、10年任期という形で

募集をかけるとか、そういうやり方も一つの例

示としてあっていいのかなと思うんですが、そ

ういうことについて、今後、どのようにお考え

になられるか、認識と取組についてお答えいた

だきたいと思います。 

【大瀬良新行政推進室長】 専門職について、ど

ういう形で検討しているかというのを、まずご

説明申し上げたいと思います。 

 専門職員の採用につきましては、毎年の業務

量、業務の継続性の問題、そういったところを

考えながら、例えば、職種に応じまして法的に

配置をしないといけないような職、もしくは特

殊な専門的知識等を持って、業務遂行上、いな

いと支障が出てくるようなところがあるかどう

か。また、逆に配置することによって、より効

果的、効率的な業務遂行が期待できるかどうか

ということを毎年度検討しながら配置を考えて

いっております。それに基づきまして、今年度

の退職等を勘案しながら、次年度、採用職種と

して採るべきなのかどうなのか、数を含めまし
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て検討をしているという状況でございます。 

 その上で、時代に応じてということで、毎年

毎年の見直しをしているところでございますけ

れども、中には委員おっしゃるように、例えば

短期的な部分で必要とされる職種が場合によっ

て出てくるということでございますので、その

中で、県としまして、例えば非常勤の職員で医

師等を一部置いていったり、もしくは、委員か

らもご指摘がございましたけれども、任期付き

で採用したりということも進めながらやってお

ります。いずれにしましても、今後につきまし

てもそういった時代の流れ、業務量、業務の性

質等々を見ながら、職種については採用等を検

討していくということでございます。 

【前田委員】 今の答弁で了としますので、ぜひ

これから、いろんな県民のニーズに応える中、

もしくは県の施策の中で少し底上げをしなきゃ

いけない部分については、専門職の採用という

ことについては、今のようなことも含めて重々

検討しながら進めてほしいと思います。 

 もう一つだけ質問します。事前に質問します

よということもお伝えしておりましたし、6月

定例会でも質問しておりましたので、その検討

状況について答弁いただきたいと思います。 

 貸付金です。一例として6月に挙げたのは、

交通局に対する貸付金でした。年度の初めに5

億円を貸して、年度の終わりに一旦5億円を返

してもらって、その5億円を、また次の年度の

初めに貸すということを、もう数十年続けてい

ると、こういう貸し付けのあり方はいかがなも

のかということ。交通局に対しては、平成29年

の中で経営計画が一旦いい形で終わることが見

込まれる中で、改めて、昔からこういうことが

続いているような貸付金があるようであれば、

一旦、もう県の財政支援として、こういうやり

方は改めていいんじゃないかということで問題

提起をしていたんですが、その進捗状況並びに

そういった貸し付けをやっている実態というか、

実績というか、どのくらいの団体に幾ら貸し付

けているのか。私が言っているのは、もうずっ

と長く、今言ったような形で貸し付けていると

ころについて求めていますので、必要な答弁を

いただきたいと思います。 

【古謝財政課長】 県が交通局に対して、運転資

金として毎年度短期で貸し付けております5億

円についてでございますけれども、6月にも答

弁させていただきましたとおり、当該貸付金に

ついては、不採算路線も含めて地域の生活交通

を維持確保している交通局の一時的な資金不足

を回避し、経営の安定化を目的として実施して

いるものでありまして、現時点では、まだ必要

な経費だと認識をしております。 

 したがいまして、6月も答弁いたしましたと

おり、今後の経営状況の改善等を踏まえて、こ

の貸付金についてはどう見直していくべきか検

討を図ってまいりたいと考えております。 

 なお、その他の短期貸付金、1年以内の短期

貸付金でございますけれども、昭和47年から森

林組合に対しての貸付金を、現在3億円貸し付

けているところでございます。 

【前田委員】 そうしたら、今のような貸付金の

やり方というのは、交通局と森林組合だけとい

う認識でいいんですか。 

 その上でですけれども、今、森林組合には昭

和47年からという話もありましたが、交通局同

様、長い年数そういったことでやっている。今

の財政課長の答弁では、交通局に関して言えば、

まだ必要な貸付金だという認識、並びに、しか

し、今後については将来の経営状況も含めたと

ころで勘案しながら考えていきたいという答弁
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であったと思います。 

 ということは、今現在の交通局の経営状況と

いうのはまだ厳しいと判断しているんですか。

中期財政計画5カ年間が終わりましたね。その

総括も含めて、私はもう必要ないと思っている

んですよ。公営企業でありますから、それであ

るならば、私は、まず交通局が銀行に直接そう

いったお金を借りるということをして、それが

難しいとなったら、おっしゃるような形でもい

いと思うんですが、一旦区切りとしてリセット

すべきかと思いますが、いかがですか。 

 それと併せて、別に交通局だけ責めるわけじ

ゃありませんけれども、交通局の長期の貸付金

11億円貸し付けたものが、今、10億5,000万円

ぐらい残が残っていて、毎年3,000万円しか返還

されてないというのは、これはこれから先も、

この3,000万円ずつの返還ということで進めて

いくわけですか。何年かかるのかなと思ってい

るんですけれども、ちょっとやっぱり交通局に

対しては、財政当局から見た時の考え方、認識

というのが非常に甘いと思うんですが、その点

はいかがですか。 

【古謝財政課長】 まず、交通局の経営状況につ

いてでございますけれども、県独自補助金の終

了ですとか、平成27年度決算では4年ぶりに純

利益を計上するなどの経営努力を重ねてきてお

りますけれども、依然として厳しい状況である

という認識でございます。 

 ただ、現在、交通局においては、さらなる収

支改善、経営改善について検討を行っていると

ころでございますので、その状況について、し

っかり注視をしていきたいと考えております。 

 なお、長期の貸付金についてでございますが、

こちらも6月にお答えをさせていただきました

けれども、営業運転資金と退職給付金にかかる

長期貸付金につきましては順調に返済をいただ

いているところでございまして、残り10億

5,000万円の分でございますけれども、こちらは

昭和56年度から62年度までの準用財政再建計

画に基づきまして、長崎ターミナルの土地を一

般会計で購入する予定であったところを、当時

の県の財政事情等から購入を延期して、その代

替措置として長期の貸付金に振り替えたもので

ございますので、そういった経緯も踏まえまし

て、今後の償還にかかる協議については交通局

と話し合っていきたいと思っております。 

【前田委員】 また後で、個別でご相談したいと

思っていますけれども、公営企業であるがゆえ

に、当然税金を使って支援しているという側面

がありつつ、知事とかの答弁を聞いていると、

交通局といえども一民間事業者であるというよ

うな答弁も知事自身がやっているように、民間

であり、なおかつ公営企業と、非常に使い分け

ていて、私は正直言って、都合のいい場面、都

合のいい場面でそうやっていると思うんですね。

ずっと前からあり方を検討してほしいと言うけ

れども、そこはされない。なぜそこをされない

のかがよくわかりませんけれども、公共施設等

総合管理計画を今立ててもらっていますけれど

も、それについても、これも前回指摘しました

が、車両の購入とか、建物の更新等で数十億円

というお金が今後発生するわけですよね。それ

はやはり民間と照らしてみて本当に、今走らせ

ている区域と、やっているサービス等を含めて、

一事業者なのか、公営でやるべき必要性がある

のかというのは、昨日の川崎委員からもそれに

類したような質問が出ておりましたけれども、

これはぜひ一度、これからの交通局のあり方と

して、そこは一定、第三者も含めてきちんと精

査してもらうという作業が私は必要だと思って
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います。何も民間移譲しなさいとか、この際、

なくしなさいという話が前提ではなくて、本当

に必要ならば必要なりのあり方を、これだけ多

額の費用がこれから発生するんですから、考え

たらどうかという提案なんですが、その点改め

て聞きますけれども、検討されるお考えはない

ですか。 

【古謝財政課長】 あり方についてでございます

けれども、過去に平成16年ではございますけれ

ども、県営交通事業のあり方について検討を行

っておりまして、その中で、地方独立行政法人

への移行ですとか、民間企業への移譲等につい

て、さまざまな課題、完全民間移譲等について

は不採算路線の維持及び職員の雇用確保が困難

であるといったような課題があるということで、

あり方の見直しは行っておりません。そういっ

た課題については、現在も変わっていないとい

う認識をしております。 

 ただ、一方で、企画振興部の方からも答弁が

あったかと思いますけれども、現在、それぞれ

の市町において地域公共交通網をどうやって形

成していくかという検討をなされておりますの

で、そういった中で交通局の行うバス事業につ

いても、どういった形であるべきかという検討

を行っていきたいと考えております。 

【前田委員】 要望にしておきますが、各地域の

地域交通網計画の中に参画はしておられますけ

れども、そこに県営バスが主体的に入っている

わけじゃなくて、その中に県営バスがあるか、

ないかという話であって、その中で、じゃ、県

営バスは要るか、要らないかという議論までし

ていいという理解をしていいですか。私はそう

じゃないと思うんですね。そうじゃなくて、県

全体として、全国の中で東京都と長崎県だけで

走らせている都道府県の公営バスについて、今、

まさに財政課長から答弁があったように、過去

においては、当面は財政の再建に努めなさいと、

しかし、将来的には路線の民間移譲等も含めた

ところでの検討が必要じゃないかという提案が

なされているわけですよね。それからやってい

ないわけですし、今まさに、平成29年度までの

5カ年で交通局が努力した中でいい結果が出て

いるのであれば、さらにこれから5年先の計画

を立てる時に、一定そこは外部の方に見てもら

うべきだと私は思っております。 

 何ゆえこれを言うかというと、これは6月の

一般質問でも述べましたけれども、最終的には

やはり交通局の職員の定年退職以外の自己都合

による若い方の退職が非常に多いということ。

それから、40歳以下の職員の割合が6％にも満

たないという現状を考えた時に、そういう若い

職員の方の将来を、しっかり交通局で頑張ろう

と、県営バスとして頑張っていこう、地域に貢

献しようという自覚とか、やる気とか、働きが

いを感じさせるためにも、一定この先どうなる

んだろうかという不安を持って働くということ

ではなくて、やっぱり胸を張って、使命感を持

って働いてほしいという気持ちも持っています。

私が言うと、一概に一方の方から見ているよう

に見られるかもしれませんが、そういうことも

含めて発言をしておりますので、重々そのこと

は協議をしながら、適時に行ってほしいという

ことを改めて要望しておきます。終わります。 

【小林委員】 私の手元に「長崎県中期財政見通

し（平成30年度～平成34年度）」、この試算が

こうして届いております。この中期財政見通し

については、毎年出されているわけでございま

して、そういう面から長崎県の財政が非常に厳

しい中において、毎年こうやって見通しを立て

ながら緊張感を持ってやっていただいているの
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ではないかと、そういう意味でこれを真剣に眺

めさせていただきたいし、また、いろいろとわ

からないところについては教えていただきたい

と、こういう考え方を持っているわけでありま

す。 

 我々も長崎県議会議員として、長崎県の一番

の台所であるところの財政、ここのところに余

り関心を持たないというわけにはいかないと思

っているんです。だから、長崎県の財源が、あ

るいは財政が、どういう形の中でこれから推移

していくのかと。それによって、長崎県のいろ

んな公共投資とか、あるいは地域を元気にさせ

るところの投資とか、いろんなことを考えなが

らやっていかなくてはいかんと、こう思ってお

ります。 

 ただ、私もにわか勉強でもありますし、いろ

いろと教えていただきながら勉強させていただ

いているわけだけれども、要するに毎年出して

いる中期財政見通しが、5年間ということでや

っていくわけです。今、平成29年度、例えば昨

年度と今年度という形の中で、昨年度立てたも

のが大体どれくらいの基金残高になるよと、こ

ういうことが明らかになっている。申し訳ない

言い方をすれば、少しというか、何十億円の単

位だから、かなり見通しが違うのではないかと、

こんなようなことをあえて言うのも申し訳ない

が、そんな感じもするわけであります。 

 それくらい見通しが、毎年やりながら、財政

の基金残高がこうも違うのかと、こういうこと

を考える時に、その見込みというのがどれくら

いのデータを取り、どれくらいの将来的な見込

みの中において、毎年毎年の基金残高というも

のをお出しになるのかと、こんなことを考える

わけであります。 

 そんなことを含めて若干質問をさせていただ

きますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 まず、これを見させていただいて、歳入歳出

が当然あるわけですが、歳入歳出の主な動向と

いうことの中で、まず県税の平成29年度が

1,112億円だと。5年後の平成34年には1,274億

円になるんだよと。162億円のプラスになると、

こういうかなり強気の読みが出ているやに思う

わけです。これから、国の推計の名目経済成長

率と、こういう国が推計しているところの名目

経済成長率、これを参考にして一定の伸びを見

るということはわからんわけでもないわけであ

ります。しかしながら、本当に5年後、162億円

の県税がプラスになっていくのかということに

ついては、先ほども言うようにかなり強気だな

という感じがいたすわけであります。 

 それから、2番目の地方法人特別譲与税の中

で、これは消費税が8％から10％という形で上

がっていく。こういう状況の中で大分変わって

いくだろうということで、これは平成29年度

207億円が5年後は241億円、プラス34億円とい

うことで、ある意味では景気が伸びる。景気が

伸びれば法人税も伸びるよと、こういう見通し

をありがたく立てていただいているということ、

非常に力強く感じます。 

 こういう状況の中で、県税も伸びる、そして

地方法人特別譲与税についてもこれだけ伸びる

よと、こういうことでかなりよくなっていくん

ではないかと、こんな中期の見通しをお立てい

ただいているわけだよ。 

 では、この3番目の地方交付税ということで、

臨時財政対策債を含んで地方交付税はどうなっ

ていくんだろうかと。平成29年度2,501億円、

これが5年後に2,332億円ということで、これは

足し算、引き算をやってみると、ここにも書い

てあるけれども、約169億円の減ということに
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なっている。ここのところがどういうものかと

いうことでお尋ねをしたいわけだけれども、要

するに長崎県の場合においては、人口減少とい

うところが非常に厳しい現状であります。本当

に一生懸命皆さん方が対策を講じていただいて

いるわけであるけれども、その点から考えてい

くと、なかなか歯止めがかからないし、これか

らもなかなかうまくいかないのではないかと、

そういうこと等、以前にも議論があっているだ

ろうと思いますけれども、地方交付税との関係

がどうなっていくのかと。当然のことながら、

人口が減少していけば地方交付税が減っていく

だろうと、こういう形であるわけだけれども、

同時に、これは先ほどから言っているように、

法人税とか、こういう形の中で県税も伸びてい

くぞと、こうなっていった時にも、また地方交

付税が減額になる可能性があるわけですね。 

 だから、そういうところから地方交付税だけ

見た時に、景気がよくなったことで県税が伸び

た、あるいは地方法人特別譲与税がいろいろと

伸びてきたと。こういう形の中で、人口は減っ

て、本当に景気がよくなっているかどうかとい

うところから見た時に、地方交付税がこれだけ

減っていくということ、169億円も減となる5年

後の見通しをお立てになっていると。 

 こういうことの中で、財政が厳しい時に、我々

長崎県の命綱であるところの地方交付税が169

億円も減って、果たして今後どうなっていくん

だろうかと、基金残高にどんな影響を与えてい

くんだろうかと、こんな感じがしていますが、

その辺のところについて財政課長、ご答弁をお

願いできればと思います。 

【古謝財政課長】 中期財政見通しの歳入につい

てのご質問でございます。 

 委員おっしゃいますとおり、県税につきまし

ては5年間でプラス162億円、地方法人特別譲与

税についてはプラス34億円、こちらは国推計の

名目経済成長率を参考に、成長率そのままを掛

けているわけではございませんで、長崎県にお

いては経済成長率よりも一定下がるだろうとい

う見込みで伸びを試算しております。 

 一方で、臨時財政対策債を含む地方交付税に

つきましては、169億円の減ということになっ

ておりますが、地方交付税の算定につきまして

は、基準財政需要額と基準財政収入額というも

のを算定しまして、その差し引きで地方交付税

の額が決定するわけでございまして、県税や地

方法人特別譲与税が伸びるという予測を立てて

おりますので、その分基準財政収入額の方が上

がっていくというところでございます。 

 一方の需要額につきましては、税の伸びほど

は伸びていかないわけでございますので、そう

しますと、差額でございます普通交付税につい

ては、県税が伸びる分落ちていくという予測を

立てているところでございます。 

【小林委員】 だから、そういう予測の中で、要

するに1番目の県税で伸びると、こうなってい

るわけだよ。同時に地方法人特別譲与税も伸び

ると、こうなっているわけだ。人口は減ってい

くんだよ。人口が減ったら、当然交付税は減っ

てくるだろうという形で受け止めておるわけだ

けれども、要するに県税が減ったら、地方交付

税が増額になると。また、県税が増えたら地方

交付税が減額になると、一つの方程式があるわ

けでしょう。1番と2番の県税と地方法人特別譲

与税がこうしてプラスになっていくと。そうい

う中において、地方交付税が169億円も減額に

なるという見通しをお立てになっているという

ことは、人口減少と同時に景気を、上の1番と2

番を見ると、プラス要因で見ておられるから、
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そういうことから考えていけば、これだけ地方

交付税が減るという形の中で受け止めて、やっ

ぱりこれだけ減っていくと相当厳しいんじゃな

いかという感じがするわけだけれども、そこの

ところは、要するに今言ったように、その他の

ことで十分やっていけるという形の中で、この

169億円は心配ですか、そんなに心配ではない

んですか。どういう受け止め方で我々が169億

円の減額を見ればいいか、明確にお答えをして

いただいて、心配は要らないとか、心配だとか、

厳しいとか、厳しくないとか、そういうような

ところで明快にお答えいただければ我々もわか

ってくると思いますが、いかがでしょうか。 

【古謝財政課長】 県税と地方法人特別譲与税が

伸びていく、その相対で地方交付税が減ってい

くということでございまして、合計した県税と

地方法人特別譲与税と地方交付税等を合算した

額というのは、今後5年間そこまで変わってい

かないだろうと考えております。 

 そういった意味では、歳入について、地方交

付税の影響で明らかに下がっていくという心配

はございません。ただ、現状が続けばいいのか

ということで申しますと、現状既に収支不足が

毎年度発生している状況ですので、そこは当然

見直しを図っていかないといけないと考えてお

りますけれども、国の地方交付税の額によって、

県の歳入がどんどん下がっていくという心配を

持っているわけではございません。 

【小林委員】 だから、いわゆる地方交付税とい

うのは75％という枠があるだろう。つまり、

25％については、頑張ったら頑張っただけ、そ

れは十分地方交付税で引いたり足したりしなく

てもいい。そこで頑張っても、つまり利益を上

げても、あるいは豊かになっても、そこは地方

交付税で左右されないというのが25％。75％の

数値、これはいわゆる交付税算定の基礎数値と

いうことになるわけだろう。ここのところが問

題になるわけだな。 

 だから、頑張れば、長崎県がそうやって県税

の収入を上げるとか、あるいは税収のプラス要

因をつくっていくと。そうなれば全額地方交付

税が減ってしまうのかと。そうではなくして、

今言う25％と75％の、いわゆるここの交付税算

定の基礎数値というものはあるんだと。だから、

25％については、まさに留保財源としてやって

いくんだと、そう教えてもらっている。 

 だから、そういう点から考えてみますと、や

っぱり頑張れば頑張るだけ、25％の枠内の留保

財源でしっかりここは稼いでいかないといかん。

あとは今言うように、75％の枠については、人

口減少になったとか、あるいは何がどうなった

とかいうことで、いわゆる地方交付税の査定が

行われるけれども、全体的に県税も上げる、税

金も上げる、こういう形の中で頑張って、地方

交付税というものを減額されないような方向に

持っていくということ、こんなような取組が必

要ではないかと、こう受け止めておりますけれ

ども、そういう基本的な考え方でよろしいんで

すか。素人だから聞いているんだが、そういう

考え方でよろしいのか。全然、あなたの言うこ

とは間違っているというのか、どっちですか。 

【古謝財政課長】 委員ご指摘のとおりでござい

まして、県税がそのまま地方交付税の減につな

がるわけではございませんで、県税のうち75％

については基準財政収入額に算定されまして、

留保財源である25％については、増えれば増え

るほど県の財政は潤うという形になります。 

【小林委員】 では、そういう考え方でいいとい

うことですね。 

 そうすると、この歳出を見ます。歳出の中で
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一番重きを得るのが人件費だ。この人件費を見

てみると、平成29年は1,766億円、5年後の平成

34年は1,669億円ということで、これがなんと

97億円減額になっておるわけだ。これは職員の

数が減るということを言っているのか。この人

件費が約100億円近く減るということ、減額で

きるということ、そしてまた、反対に退職手当

が平成29年度は170億円、これが5年後は178億

円ということで8億円増える。こういう見通し

でございますが、この人件費については、いわ

ゆる97億円という払わなくてもいい、減額にな

るということ、これは職員の方々が少なくなる

ということであろうと思いますけれども、ここ

のところはどういう分析をされていますか。 

【古謝財政課長】 職員数の削減につきましては、

行財政改革推進プランに基づきまして算定して

おりまして、一般職においては平成27年度から

平成32年度末までの間に100人程度の減少を織

り込んでおります。 

 また、教職員、警察も含めた全体でございま

すと、児童生徒の減少等に伴う教職員の減がご

ざいますので、一般職も含めて約430人の職員

の減を見込んで算定をしております。 

【小林委員】 430人の方々が5年後までにいわ

ゆる退職をされる見通しと。やっぱり減になる

わけだな。そして、退職をしていくということ

で退職手当が8億円ぐらい増えると。こういう

ような見方の中で、人件費を歳出で抑えていた

だいているわけだ、見込みとしてね。 

 そうすると、今度は社会保障関係費というこ

とになりますけれども、これはもう何と言って

も高齢化率が長崎県はいよいよ30％台になっ

て、後期高齢者の医療費、それから介護保険の

介護にかかる費用、高齢化社会になって、高齢

化率がすこぶる高くなるということになれば、

やはりここの社会保障関係費がどうしても上が

らざるを得ないと。これが頭の痛いところの第

2点目ということになってくるわけですね。こ

このところの伸びが104億円ということで、か

なり社会保障関係の支出が増大をすると、この

覚悟はしておかなければいかんということでは

ないかと思います。 

 そうすると、今度は3番目の公債費です。こ

の公債費が平成29年度1,060億円、これが平成

34年度は976億円ということで84億円これが減

額をすると。ここのところはどういう考え方で

こういう数字が上がっていますか。 

【古謝財政課長】 公債費につきましては、今ま

で借りてきた借金の返済でございますので、実

際にどういった動きをするかということを見込

んで算定しております。 

 平成34年度にかけて減少していく要因とい

たしましては、平成27年にさらなる収支改善対

策という形で公債費の平準化を図っております。

具体的には、それまでは全ての県債につきまし

ては20年で返す、20年債で発行しておったわけ

ですけれども、交付税措置が一部30年を想定し

た起債がございますので、それに合わせる形で

一部の県債について30年で返すような形に変

更しております。その影響で若干公債費が今後

下がっていくという見込みを立てております。 

【小林委員】 公債費のここのところが、5年後

84億円ぐらいの減額になるということの理由

としては、公債費の平準化ということですね。

平準化というのは何だろうかと思ったら、今ご

答弁がありましたが、起債を起こすとか、銀行

からお金を借り入れるとか、こういうことの中

で確かに20年間ぐらいでやってきておったわ

けだ。この20年間を国との協議の中で30年間に

延ばすと。30年間に延ばすとすれば支払金額は、
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10年間足すわけだから、20年間で払う金額と30

年かけて払う金額では、その支出の金額はおの

ずから少なくなってくると。そういうことで、

借金自体が減るわけではなくして、払う期間を

長くすることによって、例えば今まで100万円

払っていたのが75万円ぐらいで済むとか、そう

いう考え方の中でいわゆる一時的な支出が減る

と。その減る分を他の事業等々必要なものに回

すことができると。こういうことで平準化と、

こんなことをやろうとしているわけですね。こ

れはいつぐらいからやっているんですか。 

【古謝財政課長】 平成27年にさらなる収支改

善対策という形で実行しておりますので、平成

27年から20年を30年に一部延長しているとこ

ろでございます。 

【小林委員】 そういう工夫というのがいろいろ

あって、この平準化のやり方、それだけ利息は

ちょっと払わんといかんけれども、銀行等々に

おいてはウエルカムだろうと思うんだよ。絶対

間違いないところが20年間の利息と30年間の

利息、そういうことを考えれば、お互いにこち

らも助かる、あちらも助かると、こういうこと

ですから、この平準化の考え方はぜひ今後とも

ひとつやってもらいたいと思います。 

 それから、財源調整のための基金というのを

見た時に、ここがいわゆる昨年度の中期財政見

通しとの差が幾らかあるんじゃないかという冒

頭言ったところではないかと思うんです。この

中では、いわゆる昨年試算時より収支悪化と。

平成33年度末基金残高は193億円だと思ったけ

れども、これが96億円にしかならないと。これ

はここの下の方に書いてある、昨年度の中期見

通し、平成33年度193億円の年度末残高になり

ますよと、こう言っておったんだけれども、こ

れが現実に今年やってみたら、平成33年度末は

確かに96億円と書いてある。ここの見込み違い

が約100億円近くある。ここのところは要する

に主な要因として、県税や地方消費税の伸びの

鈍化による減、人件費が昨年度の見通し策定時

には、人事委員会勧告による給与改定を見込ん

でいないため、それからまた扶助費、さっき言

った社会保障費等々が国の制度拡充等に伴い地

方負担が増となったんだと。こういう形になっ

て、193億円という昨年度の見通しが、いわゆ

るここで100億円ばかり違うと。96億円になっ

ていると。そういうところから見れば、これは

ずっと、昨年度のを見れば、実際的に平成29年

度も年度末の残高190億円が226億円、平成30

年度の135億円が139億円、132億円と思ったら

平成31年度は88億円ぐらいしか見込めないと。

平成32年度は154億円だと思ったら88億円。平

成33年度が193億円だと思ったら96億円ぐらい

と。こういう形の中で、先ほどの要因の中でこ

ういう見込み違いというのがかなり出てきてい

るような感じがするけれども、これは毎年やり

ながらでも、そういう状態があるのかというこ

とで、かなり見込みというのが厳しいという感

じがするわけですね。ここの見込み違いを、要

するに何でやるかというと、財政調整基金を取

り崩すしかないということになるんですか、ど

うですか。 

【古謝財政課長】 委員ご指摘のとおり、昨年度

の中期見通しから比べますと、平成33年度末基

金残高で約100億円の違いが出ているような状

況でございます。 

 中期財政見通しというのは毎年つくっており

まして、これほど毎年変わるというのは大変申

し訳なく思っているところでございますけれど

も、なかなか県税の伸びが、見通し時には経済

成長率を参考に策定をしておりますが、実際ど
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うなるかというところをなかなか見通せないと

いう部分ですとか、人事院勧告を踏まえての給

与改定ですとか、国の制度についてもなかなか

その時点では見込みができないというところで

ございまして、大きな違いが出てしまっている

ものでございます。この差額につきましては、

委員おっしゃるとおり、財政調整基金を使って

対応すれば、基金がこれほど減っていくという

ことになるのでございますけれども、こういっ

た状況を踏まえて、来年度当初予算編成に向け

ても、さらなる改善に取り組まなければならな

いと考えております。 

【小林委員】 最後の質問にいたしますけれども、

一般的に言うところの公債費比率があります。

今、長崎県の公債費比率はどのくらいで、そし

て、この公債費比率が大体どこまでがセーフで

どこからがアウトか。その間に教育的指導、レ

ッドカードにいくまでのイエローカード、そん

なものがあるのではないかと思うんです。 

 長崎県は、現在、公債費比率というのはどれ

くらいか財政課長はおわかりになりますか。こ

れは12.8％と聞いているけれども、本当ですか。 

【古謝財政課長】 委員ご指摘のとおり、本日、

総務省の方から全国の数値が公表されておりま

すけれども、昨年度、平成28年度の健全化判断

比率でございますけれども、実質公債費比率は

12.8％でございます。 

【小林委員】 イエローカードとレッドカードが

あるだろう。どこまでいったら、いわゆる総務

省あたりから注意を受け、そして、どこまでい

ったらレッドカードでアウト、それこそ赤字再

建団体になりかねないと、全部、国の方にお伺

いを立てながらお金を使わないといかんという

ことになるけれども。今、12.8％というところ

の実質公債費比率、これが健全に、まだ心配が

要らないかどうかとか、そういうところは率直

に、単純な話だけれども、これが我々にとって

は大事なことなんです。どこまでがイエローカ

ードで、どこからはレッドカードで絶対あって

はならないことだと、このパーセンテージをし

っかり教えてもらって、今後、この12.8％はま

だ大丈夫だということになるのか。もうこれか

らの見通し、5年間の中期財政見通しを立てな

がら、この日に18％とか、25％等々にくるよう

なことがあるのではないかと、そういう感じが

する。これは私が率を言ってしまったけれども、

もう一回答弁してください。 

【古謝財政課長】 イエローカード、レッドカー

ドとおっしゃいましたけれども、早期健全化基

準という一つの尺度が25％でございまして、こ

れを超えますと財政健全化計画を策定しなけれ

ばならないということになってございます。ま

た、財政再生基準が35％でございまして、この

35％を超えますと、財政再生団体となり、起債

の制限がかかる見込みでございます。12.8％と

いう数字は、まだそこには多少余裕があるかな

と考えております。 

【小林委員】 12.8％だから、まだそこにいくま

でには、今のままで何の対策もしなければとい

うことになるかもしれないが、これはなる可能

性はないのか、全く心配が要らないのか。地方

債の発行に国の許可が必要となる18％ぐらい

は、下手したらそこに行き着いてしまうのでは

ないかということを心配する向きもあるわけだ

けれども、今の財政のかじ取りの中で、本当に

いろんな改善策をやっていただいている。よく

まあここまで改善策ができるものだと思うぐら

いやってもらっているわけだよ。だから、これ

からの数字を見た時に、まず、イエローカード

まで到達することがあるかないか。あったらい
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かんわけだけれども、そこのところの見通しを

もう一回。 

【古謝財政課長】 実質公債費比率につきまして

は、どれだけその当該年度について元利償還金

及び準元利償還金が発生するかというところで

ございまして、中期財政見通しで見通しており

ます5年間につきましては、先ほど公債費比率

がなぜ減っていくのかという公債費の平準化の

話をさせていただきましたけれども、この5年

間で言えば、公債費自体は下がっていきますの

で、この比率が上がってイエローカードに引っ

かかるということはございません。ただ、長期

的に見れば、この公債費平準化の効果も薄れて

まいりますし、また、これからさまざまな起債

の償還が始まりますので、長期的に見れば、全

くひっかかることは考えられないのかと言われ

れば、そこはしっかり取組を続けなければ、そ

ういったことも考えられますので、収支改善に

引き続き取り組んでいきたいと考えております。 

【田中委員】 せっかく小林委員から財政問題で

質疑があっておりましたので、私もちょっとだ

け加わりたいと思います。 

 この資料の最後の方で持続可能な財政運営の

取組、「行財政改革推進プランの着実な実施及

び毎年度の予算編成時における取組内容の見直

し」、これはどういうことを言うのか。行財政

改革推進プランの着実な実施というのはわかる。

その後の「毎年度の予算編成時における取組内

容の見直し」というのは、具体的に1つ2つぐら

いどういうことを考えているのか、わかれば聞

かせてください。 

【古謝財政課長】 毎年度の予算編成等における

取組でございますけれども、いわゆるシーリン

グといいますか、予算編成のガイドライン、今

回の中期見通しを踏まえた上でさらなる収支の

改善を目指してガイドラインを策定するという

ことが一つございますし、また、財政課におけ

る査定においても、一般質問において知事から

答弁がありましたとおり、効果が出ているのか

どうかというのをしっかり判断しまして、効果

の薄い事業についてはやめるということも踏ま

えて、しっかりと事業の選択と集中に取り組ん

でまいりたいという趣旨でございます。 

【田中委員】 ちょっとわからん点もあるけれど

も、毎年度毎年度、マイナスシーリングでやっ

ていくことには不満があるけれどもね。 

 その次の地方税財源の充実強化ということで、

「今後増加が見込まれる社会保障関係費等に適

切に対応するため、財政需要額の地方交付税へ

の確実な反映」、これは反映したいというだけ

で、確実に国が保証して反映させてくれるとい

うことではないんだよね。そういう要望をした

いというだけで、確実性はないと思うんだけれ

ども、どういうことなのか。 

【古謝財政課長】 委員おっしゃるとおり、社会

保障関係費の増に対応した形で地方交付税の算

定をしていただきたいという政府要望をしっか

り出していきたいということでございます。 

【田中委員】 政府要望をしっかりやっていきた

いと、あなたの力でもっていってくれれば、こ

れに越したことはないけれどもね。 

 それで、「地方交付税の本来の役割である財

源補償機能と財源調整機能の強化」、これは言

葉だけだもんね、今までずっと言われたことだ

からね。「必要な地方交付税の総額確保につい

て、国に対して」、この必要な地方交付税の総

額確保は、ずっと今まで頑張ってきたけれども、

国と地方のせめぎ合いだけど。言葉では書いて

あるけれども、そんな簡単にいかない。強く求

めていくんだから、今度は成果があらわれるの
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かなと期待しておきたいと思います。 

 最後に、「より長期的な視点に立った財政運

営」ということですが、「実質的な公債費の長

期的なシミュレーションを踏まえ、財政構造改

革を推進し」と。この財政構造改革は、具体的

にどういうことを言うの。「財政構造改革を推

進する」、言葉はいいけれども、具体的にどう

いうことを言うの。 

【古謝財政課長】 財政構造改革でございますけ

れども、現在、財政構造改革のための総点検と

いう形で全庁的に見直しを図っているところで

ございまして、例えば、職員のさらなる削減を

目指して総人件費についてでございますとか、

公有施設、公共施設の統廃合も含めた見直しで

ございますとか、これまでずっと続けてきまし

た県単補助金、継ぎ足し単独等についても、九

州水準等を踏まえた上での見直し、そういった

形でのさまざまな財政上の改革を図ってまいり

たいと考えております。 

【田中委員】 言葉は言葉で、財政構造改革とい

うから、何か特別なことをやるのかなと思って

いるんだけれども、そうでもない。財政構造改

革というと漠然とした感じですね。中長期的に

は、基金取り崩し、多様な持続可能な財政運営

を目指しますと。これはもう優等生的な文言だ

けれども、これでずっとやってきて、はっきり

言うと少しずつ財政が悪化してきたわけですよ。

悪化しているとは私は思わないんだけどね。借

金が増えれば悪化しているというのは、私は賛

成しない。私の持論からするとね、借金はどん

どんしていいというのが私の持論だから。それ

でやりとりしたって進まないので、最後に「平

成30年度の予算編成において、財政健全化のた

めの対策を集中的に実施する」と。あなたたち

がやってくるのは公共事業を減らすのが目的み

たいな結果しかあらわれてない。 

 だから、例えば、予算規模に対して公共事業

のパーセントあたりが減っている。総額が減っ

ているだけじゃなくて、パーセントが減ってい

るというのは承服できない。予算の中で公共事

業の占める割合というのは、地方はある程度右

肩上がりが当たり前だ、中央はわからんけれど

も。それだけ需要があるんだから。だから、公

共事業のパーセントが10％から12、13％ぐらい

で上下しているのかな。昔はというとおかしい

けれども、もっとあったんだ。なぜこんなに減

らされるのかというのが私には理解できないも

のだから、一般質問でも質問したんだけれども。

これはもう堂々巡りになるので、また11月定例

会でもう少し私も資料を集めて、全国の都道府

県の資料というのがあるのはあるんだね、ちゃ

んと長崎県の立ち位置みたいなものが。そうい

う資料があるので、その資料で11月定例会でや

ってみたいと思います。 

 要は、その25％の柔軟性なんだよ。75％は地

方交付税で返ってくるから。需要額と収入額の

差額の75％を国からもらって、25％は柔軟性が

ある。そういう同じ方程式をやっていて、長崎

県だけはなぜそんなに厳しいのか。佐賀県の財

政を比較してみると長崎県よりもいいよ。なぜ

なのかなというのを少し検討してみる必要があ

る。また11月定例会、楽しみにしておくという

ことで終わりたいと思います。 

【小林委員】 さっき言い忘れておりました。田

中愛国委員からお話がありましたので、私の方

からももう一回言っておくけれども、一番のポ

イントは、知事が我が会派の代表である西川議

員の質問に答えた趣旨は何かというと、当初予

算を編成する時に、この財源不足を、基金を取

り崩さないで当初予算の編成をすることができ
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ればと、こういうことがまさに全ての財政改革

につながるわけだよ。だから、今、こうやって

長崎県の場合は、先ほど言ったように県民税の

伸び率も限りあるところであるし、何といって

も製造業が少ないわけだろう。だから、法人県

民税とか、あるいは法人事業税とか、そういう

ところからなかなか収入として上がってこない

というところで、やっぱりこれは収入をどうや

って確保するかということがとても大事なこと

であって、ただ、地方交付税だけに頼っておく

長崎県の財政じゃなくして、県税プラス、そう

いうもろもろの国の制度は国の制度としながら、

やっぱり我が長崎県で収入が得られるような、

特に今言ったような製造業とか、そういうこと

で法人県民税、法人事業税等々がもっともっと

収入として上がってくるような展開をやらなけ

れば、基金を取り崩さないで当初予算を編成す

るということがなかなか難しいのではないかと、

こういうところが一番の最大の課題ではないか

と思いますから、知事が答弁された「基金を取

り崩すことなく当初予算を編成する」と、そう

いうところに向かうことができるように、最後

に財政課長、もう一回きちっとどうですか。 

【古謝財政課長】 小林委員おっしゃいますとお

り、本県につきましては、製造業が少ないとい

うこともございまして、法人税関係が他県に比

べて非常に少ないと。県民一人当たりでいいま

すと、九州の中では最も低い位置にいるような

状況でございます。そうした状況を打開するた

めにも、県外からの企業誘致の方に取り組んで

おりまして、税源の涵養に努めてきているとこ

ろでございますし、また、実際今の県税の徴収

率を上げるような取組もやっておりまして、

徐々に徴収率も毎年上がってきているような状

況でございます。そういった取組を含めて、し

っかり収入を確保し、基金の取り崩しに頼らな

い財政を、長期的にとはなるかと思いますけれ

ども、目指していきたいと考えております。 

【友田委員】 大分時間が過ぎていますから、手

短にやりたいと思います。 

 県の広報の件でちょっとお尋ねしたいと思う

んですけれども、県としてもさまざまな媒体を

使っていろんな施策の広報をなさっていますし、

マスコミの皆さんもご協力いただいて、特徴的

な点は新聞等の紙面で扱っていただいたり、あ

るいはテレビのニュースや特集で出していただ

いていて、いろんな情報の提供に努めておられ

ることは十分承知はしているんですが、一方で、

県民に利用していただくさまざまなサービスを、

そういったものを通じていかに認知していただ

くか。だから、県の広報の認知度というのが、

果たしてどのくらいあるのかということについ

ての調査分析をこれまでなさったことがあるの

か、まずその点についてお聞かせください。 

【佐古広報課長】 県の広報媒体の認知度につき

ましては、こちらはウエブのアンケートにはな

りますけれども、毎年行っております。 

 具体例で申し上げますと、例えば、毎月全世

帯に配布しています広報誌につきましては、平

成28年度の回答で、「読んだことがある」とい

う方が75％弱、4人のうち3人の方は読んだこと

があると。そのほか、ラジオやテレビ、いろい

ろございますけれども、そういったものについ

てもそれぞれ調査をしております。 

【友田委員】 広報誌に取り上げられて、広報誌

そのものは読んだことがあるということなんだ

ろうと思うんですね。その広報誌の中に書いて

ある住民サービスにかかわるものがどこら辺に

効果があるのかというところが一番知りたいと

ころで、別に総務部の広報課のみならず、いろ
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んな部局でいろんな施策を出していますよね。

そういったものもいかに効果的にできているの

かというのはフォローをしないと、せっかくい

い施策を講じていても、実際にそれが県民に直

接周知されてなくて、利用が不十分な点がある

と思うんですね。 

 この点は、所管が総務部じゃないので、一つ

ひとつのことは差し控えますけれども、ある施

策で、そこの地域の人口割りとかで利用率を見

ると、極端に高いところがあったんですよ。な

ぜそうなるんだろうと担当者とお話をしたら、

それぞれの自治体の担当者が非常に熱心で、そ

のことを自治体の広報誌に載せて周知をされて

いると。その結果がこういったことじゃないか

というお話なんですよね。 

 ということは、やはり県の施策を市町の皆さ

んにも、必要なものはちゃんと周知をしてもら

うという努力は必要なんじゃないか思うんです

よね。市町の取組に差があると、まさに結果で

きっちり出ているんですよ。だから、そういっ

た意味では、やはりこういった情報はしっかり

市町にも、県の広報誌だけではなくて、重複し

ていいからしっかり広報してもらおうという努

力が必要だと思うんですが、そういった県の施

策に対する広報という流れというのは、市町の

皆さんと十分連携をとってこれまでやられてき

たのか、そのあたりをお聞かせください。 

【佐古広報課長】 市町の広報担当の皆さんとも

年に1回、これは担当者レベルにはなりますけ

れども、協議の場を設けております。 

 それから、私も毎月、市町の広報誌について

も目を通しています。県が出した広報と同じも

のが、確かにある市によっては取り上げられて

いるということもございます。県庁のそれぞれ

の所管課が、別途また市町にも依頼をしている

のかなとは判断しております。そういった取組

をもう少し強めるといいますか、大事な施策に

ついては県の広報誌でも取り上げる、市町の広

報誌でも取り上げるというような形で進めてい

きたいと思います。 

【友田委員】 どうしても紙媒体にしても、いろ

んなコンテンツにしても限られているので、県

がやっている多くの施策の中から、やはり選別

しなきゃいけないと思うんですよね。 

 そういった中で、じゃ、住民の皆さんがどう

いった情報が欲しいかということも十分把握を

した上でそういったことをやってほしいという

思いがあります。 

 そのテーマをどうやって決めていくかという

ことについても、今後、いろんな住民アンケー

ト等とっていただいたりして、せっかくやって

いても、そのことを県民に広く利用していただ

かなければもったいないわけですよね。ですか

ら、そういった意味では広報の担うべき役割と

いうのは非常に大きいと思いますので、そうい

った点でも不断の努力を重ねていただきながら、

ぜひ住民の皆さんに知らせるべき情報を的確に、

そして十分理解していただけるように広報に努

めていただきたい、こう要望して終わります。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ほかに質問がないようです

ので、総務部関係の審査結果について、整理を

いたしたいと思います。 

 しばらく休憩いたします。 

 

― 午後 ４時１１分 休憩 ― 

― 午後 ４時１１分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 それでは、委員会を再開い

たします。 
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 これをもちまして、総務部関係の審査を終了

いたします。 

 引き続き、分科会長報告及び委員長報告の取

りまとめなどの委員間討議を行います。 

 理事者退席のため、しばらく休憩いたします。 

 

― 午後 ４時１２分 休憩 ― 

― 午後 ４時１３分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 

 今定例会で審査いたしました内容について、

10月4日（水）の予算決算委員会における総務

分科会長報告及び10月6日（金）の本会議にお

ける総務委員長報告の内容について協議を行い

たいと思います。 

 それでは、審査の方法についてお諮りいたし

ます。 

 お手元に、今、配付しておりますものをご覧

いただきたいと思います。 

 協議につきましては、本委員会を協議会に切

り替えて行うことといたしたいと存じますが、

ご異議ございませんでしょうか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 それでは、そのように進め

ることといたします。 

 それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。 

 

― 午後 ４時１４分 休憩 ― 

― 午後 ４時１６分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 

 総務分科会長報告及び総務委員長報告につい

ては、協議会における委員の皆様のご意見を踏

まえ、報告をさせていただきたいと存じます。 

 次に、予算決算委員会総務分科会の決算審査

の日程については、お手元に配付しております

日程案のとおりといたしたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

 次に、閉会中の委員会活動につきまして、協

議をしたいと思いますので、しばらく休憩いた

します。 

 

― 午後 ４時１７分 休憩 ― 

― 午後 ４時１７分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 

 閉会中の委員会活動について、何かご意見は

ございませんか。 

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 それでは、正副委員長にご

一任願いたいと思います。 

 これをもちまして、総務委員会及び予算決算

委員会総務分科会を閉会いたします。 

 長期間大変お疲れさまでした。 

 

― 午後 ４時１８分 閉会 ― 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



総務委員会委員長　　吉村　洋

１　議　　案

件　　　　　　　　　　　　　　　　名 審査結果

長崎県税条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県県有財産の交換、譲与等に関する条例の一部を改正
する条例

原案可決

長崎県庁の位置を定める条例 原案可決

長崎県手数料条例の一部を改正する条例（関係分） 原案可決

契約の締結の一部変更について 原案可決

和解及び損害賠償の額の決定について 原案可決

契約の締結について 原案可決

退職手当支給制限処分に係る審査請求に関する諮問につい
て

棄却すべき

退職手当支給制限処分に係る審査請求に関する諮問につい
て

棄却すべき

計　　９件（原案可決　７件・棄却すべき　２件）

第 79 号 議 案

第 80 号 議 案

諮 問 第 1 号

諮 問 第 2 号

第 72 号 議 案

第 73 号 議 案

第 74 号 議 案

第 75 号 議 案

第 78 号 議 案

番　　　号 

記

総 務 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

平成２９年９月２９日

　　　　議長　　八江　利春　　様
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委 員 長        吉 村    洋 

 

副   委   員   長     大 場  博 文 

 

署  名  委  員     小 林  克 敏 

 

署  名  委  員     坂 本  浩 

 

 

 

 

書  記   中 﨑  直 美 

 

書  記   藤 澤  英 忠 

 

速  記   (有)長崎速記センター 
















































































